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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月６日（木曜日）

午後７時40分開会

第７委員会室

委員の選任

平成26年３月６日、本委員会は議長の指名で次のと

おり選任された。

又 吉 清 義君 島 袋 大君

中 川 京 貴君 新 垣 良 俊君

浦 崎 唯 昭君 具 志 孝 助君

仲宗根 悟君 崎 山 嗣 幸君

髙 嶺 善 伸君 山 内 末 子さん

新 垣 清 涼君 奥 平 一 夫君

上 原 章君 前 島 明 男君

西 銘 純 恵さん 玉 城 ノブ子さん

當 間 盛 夫君 比 嘉 京 子さん

嶺 井 光君

委員長、副委員長の互選

平成26年３月６日、比嘉京子さんが委員長に、又吉

清義君が副委員長に選任された。

理事の選任

、 、 、平成26年３月６日 理事に中川京貴君 奥平一夫君

、 。上原章君 西銘純恵さん及び當間盛夫君が選任された

出席委員

中 川 京 貴君委員長 比 嘉 京 子さん

中 川 京 貴君副委員長 又 吉 清 義君

委 員 島 袋 大君 中 川 京 貴君

新 垣 良 俊君 浦 崎 唯 昭君

具 志 孝 助君 仲宗根 悟君

崎 山 嗣 幸君 髙 嶺 善 伸君

山 内 末 子さん 新 垣 清 涼君

奥 平 一 夫君 上 原 章君

前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

玉 城 ノブ子さん 當 間 盛 夫君

嶺 井 光君

本委員会に付託された事件

（３月６日付託）

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

２ 甲第２号議案 平成26年度沖縄県農業改良資

金特別会計予算

３ 甲第３号議案 平成26年度沖縄県小規模企業

者等設備導入資金特別会計予算

４ 甲第４号議案 平成26年度沖縄県中小企業振

興資金特別会計予算

５ 甲第５号議案 平成26年度沖縄県下地島空港

特別会計予算

６ 甲第６号議案 平成26年度沖縄県母子寡婦福

祉資金特別会計予算

７ 甲第７号議案 平成26年度沖縄県下水道事業

特別会計予算

８ 甲第８号議案 平成26年度沖縄県所有者不明

土地管理特別会計予算

９ 甲第９号議案 平成26年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計予算

10 甲第10号議案 平成26年度沖縄県中央卸売市

場事業特別会計予算

11 甲第11号議案 平成26年度沖縄県林業改善資

金特別会計予算

12 甲第12号議案 平成26年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

13 甲第13号議案 平成26年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計予算

14 甲第14号議案 平成26年度沖縄県国際物流拠

点産業集積地域那覇地区特別会計予算

15 甲第15号議案 平成26年度沖縄県産業振興基

金特別会計予算

16 甲第16号議案 平成26年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）整備事業特別会計予算

17 甲第17号議案 平成26年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計予算

18 甲第18号議案 平成26年度沖縄県駐車場事業

特別会計予算

19 甲第19号議案 平成26年度沖縄県中城湾港 泡（

瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

20 甲第20号議案 平成26年度沖縄県公債管理特

別会計予算

21 甲第21号議案 平成26年度沖縄県病院事業会

予算特別委員会記録（第１号）
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計予算

22 甲第22号議案 平成26年度沖縄県水道事業会

計予算

23 甲第23号議案 平成26年度沖縄県工業用水道

事業会計予算

24 甲第24号議案 平成25年度沖縄県一般会計補

正予算（第３号）

25 甲第25号議案 平成25年度沖縄県農業改良資

金特別会計補正予算（第１号）

26 甲第26号議案 平成25年度沖縄県小規模企業

（ ）者等設備導入資金特別会計補正予算 第１号

27 甲第27号議案 平成25年度沖縄県母子寡婦福

祉資金特別会計補正予算（第１号）

28 甲第28号議案 平成25年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第２号）

29 甲第29号議案 平成25年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計補正予算（第１号）

30 甲第30号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予

算（第１号）

31 甲第31号議案 平成25年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計補正予算（第１号）

32 甲第32号議案 平成25年度沖縄県産業振興基

金特別会計補正予算（第１号）

33 甲第33号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

） （ ）港地区 整備事業特別会計補正予算 第１号

34 甲第34号議案 平成25年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計補正予算（第１号）

35 甲第35号議案 平成25年度沖縄県公債管理特

別会計補正予算（第１号）

36 甲第36号議案 平成25年度沖縄県水道事業会

計補正予算（第１号）

本日の委員会に付した事件

１ 委員長及び副委員長の互選

２ 予算特別委員会運営要領について

３ 理事の選任

3 4ii
予算特別委○宮城弘議会事務局政務調査課副参事

員会設置後、初めての委員会でありますので、委員

長及び副委員長の互選を行う必要があります。

委員長が互選されるまでの間、委員会条例第７条

の規定により、年長の委員が委員長の互選に関する

職務を行うことになっております。

出席委員中、前島明男委員が年長者であります。

、 、 、よって この際 委員会条例第７条の規定により

前島明男委員に委員長の互選に関する職務をお願い

いたします。

（前島明男委員、委員長席に着席）

皆さん、遅くまで大変お疲れ○前島明男年長委員

さまでございます。

ただいまから予算特別委員会を開会いたします。

委員会条例第７条の規定により、年長の私が委員

長互選の職務を行います。

どうぞよろしくお願いいたします。

これより委員長の互選を行います。

委員長の互選は指名推選による方法と投票による

方法がありますが、いずれの方法によるかお諮りい

たします。

（ 指名推選」と呼ぶ者あり）「

指名推選の方法によるとの御○前島明男年長委員

意見がありますので、指名推選によることとし、私

から指名いたしたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議ないということですの○前島明男年長委員

で、私のほうから指名をいたします。

比嘉京子さんを委員長に指名いたします。

ただいまの指名に御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○前島明男年長委員

、 。よって 比嘉京子さんが委員長に互選されました

ただいま委員長が互選されましたので、委員長と

交代いたします。

休憩いたします。

（年長委員退席、委員長着席）

再開いたします。○比嘉京子委員長

この際、一言御挨拶を申し上げます。

このたび、委員各位の御推挙により予算特別委員

長に就任いたしました比嘉京子でございます。

平成26年度当初予算は 当初予算として初めて7000、

億円台の予算規模となっており、本委員会の果たす

、 、べき役割は極めて重大であり 委員長就任に当たり

改めて責任の重さを痛感いたしております。

、 、委員会の運営につきましては 公正中立を旨とし

円滑に進めてまいりたいと存じますので、委員各位

の御指導と御協力を賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

3 4ii
それでは、これより副委員長の○比嘉京子委員長

互選を行います。

副委員長の互選は指名推選による方法と投票によ
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る方法がありますが、いずれの方法によるかお諮り

いたします。

（ 指名推選」と呼ぶ者あり）「

指名推選の方法によるとの御意○比嘉京子委員長

見がありますので、指名推選の方法により私から指

名いたしたいと思いますが、これに御異議ありませ

んか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○比嘉京子委員長

、 。よって 又吉清義君を副委員長に指名いたします

ただいまの指名に御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○比嘉京子委員長

、 。よって 又吉清義君が副委員長に互選されました

ただいま選任されました又吉清義副委員長から就

任の御挨拶を自席でお願いいたします。

まだ新人ながら、間も浅いの○又吉清義副委員長

ですが、こんな大役をさせていただきましてありが

とうございます。議員として精いっぱい、県民の福

、祉向上に向けていい予算が成立できることを願って

就任の挨拶にさせていただきます。大変ありがとう

ございます。

以上で、委員長及び副委員長の○比嘉京子委員長

互選は終わりました。

3 4ii
次に、予算特別委員会運営要領○比嘉京子委員長

についてお諮りいたします。

なお、既にお手元に予算特別委員会運営要領案を

配付してありますので、この案に基づき御協議をお

願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、事務局から予算特別委員会運営

要領案の概要について説明）

再開いたします。○比嘉京子委員長

予算特別委員会運営要領についてお諮りいたしま

す。

予算特別委員会運営要領については、休憩中に御

協議いただきましたとおり決することに御異議あり

ませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○比嘉京子委員長

よって、さよう決定いたしました。

3 4ii
次に、ただいま決定されました○比嘉京子委員長

予算特別委員会運営要領に基づき、理事５人の選任

が必要です。理事５人の選任について御協議をお願

いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、理事の選任について協議）

再開いたします。○比嘉京子委員長

理事５人の選任についてお諮りいたします。

、 、 、理事に中川京貴委員 上原章委員 奥平一夫委員

西銘純恵委員、當間盛夫委員、以上の５人を指名し

たいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○比嘉京子委員長

よって、さよう決定いたしました。

理事の皆さんには、委員会の円滑な運営に御協力

いただきますようお願い申し上げます。

次回は、明 ３月７日 金曜日 午前10時から委

員会を開き、補正予算の審査を行います。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後８時７分散会
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予算特別委員会運営要領

１ 委員会室

第７委員会室を使用する。

２ 委員席の配置

別紙１のとおりとする。

３ 審査日程

（１）審査日程は別紙２のとおりとする。ただし、審査の都合により必要があるときは、委員会に諮り変更す

ることができる。

（２）補正予算の審査については本委員会で行うこととし、当初予算の審査については、総括説明を本委員

会で行った後、室部局に係る事項については、所管の常任委員会に調査を依頼して行うものとする （別。

紙様式１）

（３）常任委員会に対する調査依頼事項は、沖縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に係る予算事項

とする。

（４）常任委員長は、調査終了後に調査報告書を提出するものとする （別紙様式２）。

４ 質疑の要領

（１）補正予算

① 質疑の時間は、審査日委員１人10分とする。

② 各委員の質疑の時間は、出席委員間で相互に譲渡することができるものとする。その場合、譲渡す

る委員はあらかじめ委員長に譲渡する日・時間及び譲渡をされる委員について報告するものとする。

また、譲渡する委員は譲渡をされた委員が質疑する間は着席しなければならない。

③ 質疑の時間には、答弁時間は含まないものとする。

④ 質疑時間終了５分前に１回、１分前に２回及び終了時に５回それぞれ電子音等で報知する。

⑤ 質疑は一問一答方式で、起立の上自席から行うものとする。

⑥ 質疑の順序は多数会派順とする。

（２）当初予算

総括説明を本委員会で行った後、常任委員会に調査を依頼する。

５ 説明員

（１）補正予算の概要説明は、総務部長及び企業局長が行うものとする。

（２）当初予算の総括説明は、総務部長が行うものとする。

６ 常任委員長等に対する質疑

（１）常任委員長から提出された調査報告書に関し、常任委員長に対する質疑の通告がなされた場合、当該

常任委員長等を委員外議員として出席を求めるものとする。

（２）予算委員は、常任委員長の報告に対して質疑を行う場合には、予算特別委員会において調査報告書を

審査する日の前日の午後３時までに政務調査課に通告するものとする。

７ 要調査事項に対する質疑

（１）常任委員長から提出された調査報告書の「要調査事項」に関し、知事等出席答弁が審査上必要であると認

める場合には、委員会の決定に基づき、委員会の最終日に知事等の出席を求めることができるものとする。

（２）知事等に対する総括質疑は、上記（１）において決定した要調査事項について、まず委員長が代表し
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て行い、答弁を聴取した後、各委員から質疑を行うものとする。

８ 理事会

（１）委員会の円滑な運営を図るため、理事会を置く。

（２）理事会は、委員長、副委員長及び理事５人をもって構成する。

（３）理事は、委員長が委員会に諮って指名する。

（４）理事は、委員会の運営について委員長に協力し、委員間の連絡調整に当たる。

９ その他

予算議案の審査等については、本要領及び「予算議案の審査等に関する基本的事項について （平成26年２」

月７日議会運営委員会決定)に基づいて行うものとする。

雑 則

以上のほか、委員会の運営について必要な事項は、その都度委員長が委員会に諮って定める。
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（別紙１）

委 員 席 の 配 置

議 会 事 務 局

（録音・計時） 補 助

議 会 事 務 局 答弁席

議 会

説 明 員
事務局

比 嘉 京 子

委 員 長

島袋大委員 又吉清義委員 髙嶺善伸委員 崎山嗣幸委員 仲宗根悟委員

浦崎唯昭委員 新垣良俊委員 中川京貴委員 奥平一夫委員 新垣清涼委員 山内末子委員

前島明男委員 上原章委員 具志孝助委員 當間盛夫委員 玉城ノブ子委員 西銘純恵委員

嶺井光委員
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(別紙２)

予算特別委員会審査日程

月 日 曜日 時 刻 事 項 関係室部局等 備 考

予算特別委員会
○委員長及び副委員長の互選
○委員会運営要領の件平成26年 本会議及び各

木 ○理事の選任３月６日 委員会終了後
○各常任委員会に対する調査依頼の
件

知 事 公 室
総 務 部
企 画 部
環 境 生 活 部
福 祉 保 健 部
農 林 水 産 部

予算特別委員会７日 金 午前 10 時 商 工 労 働 部
○平成25年度補正予算審査 文化観光スポーツ部

土 木 建 築 部
企 業 局
教 育 委 員 会
公 安 委 員 会
議 会 事 務 局

８日 土
９日 日

常任委員会 予算特別委員会 常任委員会
10日 月 終 了 後 ○平成25年度補正予算採決 （ 先 議 ）
11日 火

本会議
午前 10 時 ○補正予算委員長報告、採決

12日 水 予算特別委員会
本会議終了後 ○平成26年度一般会計・特別会計予 総 務 部

算及び企業会計予算（概要説明）

13日 木 午前 10 時 関 係 室 部 局
各常任委員会
○所管事務に係る予算事項調査
各常任委員会

14日 金 午前 10 時 関 係 室 部 局
○所管事務に係る予算事項調査
○予算調査報告書記載内容について
の協議

15日 土
16日 日
17日 月 ・予算調査報告書整理日

・予算特別委員に対する予算調査報
告書の配付

18日 火
・常任委員長に対する質疑の通告締
め切り

予算特別委員会
19日 水 午前 10 時 ○予算調査報告書記載内容について

の協議
予算特別委員会

20日 木 午前 10 時 ○（予算特別委員による）総括質疑
春 分 の 日21日 金

22日 土
23日 日
24日 月 常任委員会
25日 火 常任委員会

特別委員会26日 水
特別委員会 予算特別委員会
終 了 後 ○採決
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予算議案の審査等に関する基本的事項について

常任委員会に対する予算議案の調査依頼は、特別委員会での審査に加え、各常任委員会において専門的な立
場から所管事務に係る予算事項を調査することにより、効率的で充実した審査に資することを目的とし、予算
議案の審査等に当たっては、下記の基本的事項を定めることにより、予算特別委員会及び各常任委員会の円滑
な運営に資するものとする。

記

１ 予算議案の審査について
補正予算の審査については予算特別委員会において行うこととし、当初予算の審査については、概要説明

を予算特別委員会で行った後、室部局に係る事項について所管の常任委員会に依頼して調査を行うものとす
る。

２ 予算特別委員会の開催場所について
予算特別委員会は、第７委員会室で行うものとする。

３ 審査日程について
予算議案の審査日程はおおむね別紙１のとおりとし、具体的な予算特別委員会の審査日程は同委員会にお

いて決定するものとする。

４ 調査依頼事項について
（1）各常任委員会に対する調査依頼事項は、沖縄県議会委員会条例第２条に規定する所管事務に係る予算事項
とする。

（2）調査依頼に関する様式は別に定めるものとする。

５ 各常任委員会における調査について
（1）質疑の時間は、各審査日委員１人10分とする。
（2）各委員の持ち時間は、出席委員間で相互に譲渡することができるものとする。その場合、譲渡する委員
はあらかじめ委員長に譲渡する日、時間及び譲渡をされる委員について報告するものとする。また、譲渡
をする委員は譲渡をされた委員が質疑する間は着席しなければならない。

（3）質疑の時間には、答弁時間は含まないものとする。
（4）質疑時間終了５分前に１回、１分前に２回及び終了時に５回それぞれ電子音等で報知する。
（5）質疑の順序については多数会派順とする。なお、２日目は第２多数会派から質疑を行い、第１多数会派は
最後に行うものとする。

（6）常任委員会での採決は行わないものとする。

６ 予算調査報告書の作成について
（1）予算調査報告書（以下「調査報告書」という ）は、各常任委員会での協議に基づき作成するものとす。
る。ただし、調査報告書の作成は委員長に一任することができるものとする。

（2）調査報告書に記載する事項は、各常任委員会における質疑・答弁の主な内容、予算特別委員会においてさ
らに調査が必要とされる事項（以下「要調査事項」という ）及び特記事項とする。。

（3）調査報告書は、予算特別委員会において同報告書を審査する日の前日の正午までに予算委員に配付するも
のとする。

（4）調査報告書の様式は別に定めるものとする。

７ 調査報告書に対する質疑について
（1）調査報告書に関し、常任委員長に対する質疑の通告がなされた場合、当該常任委員長を委員外議員として
出席を求めるものとする。

(2) 常任委員長に対する質疑通告の締切日時は、予算特別委員会において調査報告書を審査する日の前日の午
後３時とする。

８ 要調査事項に対する質疑について
（ ） 、 、 、1 要調査事項に関し 知事等の出席答弁が必要であると認める場合には 予算特別委員会の決定に基づき
審査の最終日に知事等の出席を求めることができるものとする。

（2）知事等への要調査事項に対する総括質疑は、上記(1)において決定した要調査事項についてまず予算特別
委員長が代表して行い、答弁を聴取した後、各委員からの質疑を行うものとする。

(3) 質疑の時間及び方法その他必要な事項は予算特別委員会において決定するものとする。
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９ 理事会について
予算特別委員会に理事会を設置するものとする。

10 その他
議会運営委員会決定において定められている「委員外議員制度（委員の差し替え 」については適用しないも）

のとする。
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(別紙１)

予算議案の審査日程

年月日 委員会等 時間 事項 関係室部局等

１日目 予算特別 本会議 及 ○委員長及び副委員長の互選
委員会 び各委 員 ○委員会運営要領の件

会終了後 ○理事の選任
○各常任委員会に対する調査依頼の件
（当初予算）

２日目 予算特別 午前 10時 ○平成25年度補正予算審査 関係室部局
委員会

３日目 予算特別 各常任 ○平成25年度補正予算採決
委員会 委員会

終了後

４日目 ○議案整理日

５日目 本 会 議 午前 10時 ○補正予算委員長報告・採決

予算特別 本会議 ○平成 26年度一般会計・特別会計予算及 総務部
委員会 終了後 び企業会計予算（概要説明） 関係室部局

６日目 常任委員会 午前 10時 ○所管事務に係る予算議案の調査 関係室部局

７日目 常任委員会 午前 10時 ○所管事務に係る予算議案の調査 関係室部局
○予算調査報告書記載内容等についての
協議

８日目 ○常任委員会に係る予算調査報告書整理
日

９日目 ○常任委員会に係る予算調査報告書整理
日

10日目 ○予算特別委員に対する予算調査報告書 報 告 書 配 付 時 刻
の配付 ：正午

○常任委員長に対する質疑の通告締め切 質 疑 通 告 締 め 切
り り時刻

：午後３時
11日目 予算特別 午前 10時 ○「要調査事項」及び「特記事項」の取

委員会 り扱い等についての協議
○総括質疑の取り扱いについての協議

12日目 予算特別 午前 10時 ○総括質疑 知事等
委員会 関係室部局

常任委員会
常任委員会
常任委員会

13日目 予算特別 午前 10時 ○採決
委員会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

年 長 委 員 前 島 明 男

委 員 長 比 嘉 京 子
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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月７日（金曜日）

午前10時６分開会

第７委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 比 嘉 京 子さん

中 川 京 貴君副委員長 又 吉 清 義君

委 員 島 袋 大君 中 川 京 貴君

新 垣 良 俊君 浦 崎 唯 昭君

具 志 孝 助君 仲宗根 悟君

崎 山 嗣 幸君 髙 嶺 善 伸君

山 内 末 子さん 新 垣 清 涼君

奥 平 一 夫君 上 原 章君

前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

玉 城 ノブ子さん 當 間 盛 夫君

嶺 井 光君

説明のため出席した者の職、氏名

知 事 公 室 長 又 吉 進 君

防災危機管理課長 漢 那 宗 善 君

総 務 部 長 小橋川 健 二 君

財 政 統 括 監 田 端 一 雄 君

財 政 課 長 渡嘉敷 道 夫 君

税 務 課 長 金 城 聡 君

企 画 部 長 謝 花 喜一郎 君

交 通 政 策 課 長 多嘉良 斉 君

市 町 村 課 長 儀 間 秀 樹 君

環 境 生 活 部 長 當 間 秀 史 君

環 境 政 策 課 長 古 謝 隆 君

県 民 生 活 課 長 渡真利 雅 男 君

福 祉 保 健 部 長 崎 山 八 郎 君

福 祉 ・ 援 護 課 長 伊 川 秀 樹 君

高齢者福祉介護課長 仲 村 加代子 さん

青少年・児童家庭課長 大 城 博 君

仲 村 到 君
青少年・児童家庭課

保 育 対 策 室 長

障害保健福祉課長 大 城 壮 彦 君

医 務 課 長 阿 部 義 則 君

国民健康保険課長 上 地 幸 正 君

農 林 水 産 部 長 山 城 毅 君

営 農 支 援 課 長 西 村 真 君

畜 産 課 長 安 里 左知子 さん

水 産 課 長 新 里 勝 也 君

商 工 労 働 部 長 小 嶺 淳 君

中小企業支援課長 新 垣 秀 彦 君

企業立地推進課長 屋 宜 宣 秀 君

情報産業振興課長 慶 田 喜美男 君

雇 用 政 策 課 長 又 吉 稔 君

文化観光スポーツ部長 湧 川 盛 順 君

土 木 建 築 部 長 當 銘 健一郎 君

道 路 街 路 課 長 仲 村 守 君

住 宅 課 長 嘉 川 陽 一 君

企 業 局 長 平 良 敏 昭 君

建 設 計 画 課 長 稲 嶺 信 男 君

教 育 長 諸見里 明 君

施 設 課 長 親 泊 信一郎 君

警察本部会計課長 綿 引 浩 志 君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第24号議案 平成25年度沖縄県一般会計補

正予算（第３号）

２ 甲第25号議案 平成25年度沖縄県農業改良資

金特別会計補正予算（第１号）

３ 甲第26号議案 平成25年度沖縄県小規模企業

（ ）者等設備導入資金特別会計補正予算 第１号

４ 甲第27号議案 平成25年度沖縄県母子寡婦福

祉資金特別会計補正予算（第１号）

５ 甲第28号議案 平成25年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第２号）

６ 甲第29号議案 平成25年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計補正予算（第１号）

７ 甲第30号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予

算（第１号）

８ 甲第31号議案 平成25年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計補正予算（第１号）

９ 甲第32号議案 平成25年度沖縄県産業振興基

金特別会計補正予算（第１号）

10 甲第33号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

） （ ）港地区 整備事業特別会計補正予算 第１号

11 甲第34号議案 平成25年度沖縄県中城湾港マ

予算特別委員会記録（第２号）
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リン・タウン特別会計補正予算（第１号）

12 甲第35号議案 平成25年度沖縄県公債管理特

別会計補正予算（第１号）

13 甲第36号議案 平成25年度沖縄県水道事業会

計補正予算（第１号）

3 4ii
ただいまから予算特別委員会を○比嘉京子委員長

開会いたします。

甲第24号議案から甲第36号議案までの補正予算13

件を一括して議題といたします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長、企

画部長、環境生活部長、福祉保健部長、農林水産部

長、商工労働部長、文化観光スポーツ部長、土木建

築部長、企業局長、教育長、警察本部長及び議会事

務局長の出席を求めております。

それでは、審査日程に従い、総務部長から一般会

計及び各特別会計補正予算について、企業局長から

水道事業会計補正予算について、それぞれ概要説明

、 。を聴取した後 各室部局長に対する質疑を行います

なお、各室部局長による概要説明は省略いたしま

すので、あらかじめ御了承ください。

まず初めに、総務部長から一般会計及び各特別会

計補正予算についての概要説明を求めます。

小橋川健二総務部長。

ただいま議題となりました○小橋川健二総務部長

甲第24号議案平成25年度沖縄県一般会計補正予算 第（

３号）及び甲第25号議案から甲第35号議案までの11

件の特別会計補正予算について、その概要を御説明

いたします。

まず初めに、甲第24号議案平成25年度沖縄県一般

会計補正予算（第３号）の主な内容につきまして、

お手元にお配りしております平成25年度一般会計補

（ ） 。正予算 第３号 説明資料により御説明いたします

まず、今回の補正予算は、国の経済対策に対応す

るための経費のほか、扶助費等の義務的経費や、11

月補正後の事情変更による経費の過不足額につきま

して、所要額を計上しております。

まず、資料の１ページをごらんいただきたいと思

います。

今回の補正額は 歳入歳出それぞれ151億317万6000、

円で、これを既決予算額7099億6690万8000円に加え

、 。ますと 改予算額は7250億7008万4000円となります

歳入歳出の主な内容については、後ほど御説明い

たします。

２ページをお開きいただきたいと思います。

２ページは、歳入歳出の財源内訳でございます。

３ページをごらんください。

歳入内訳につきましては、その主なものを御説明

いたします。

まず、県税は42億736万9000円で、その内訳は、一

番上の県民税が17億7020万5000円の増、その４つ下

の事業税が26億2761万3000円の増などとなっており

ます。

次に、４ページをお願いいたします。

上から２番目の地方交付税35億5411万円は、普通

。交付税の交付決定額のうち未計上分などであります

３つ下の国庫支出金の43億9106万2000円は、国の

経済対策に伴う国庫補助金などとなっております。

少し飛びますが、７ページをお願いいたします。

財産収入の12億5520万3000円は、沖縄県土地開発

公社に対する土地売払代などであります。

その下 繰入金のマイナスの三角の35億7006万7000、

円は、安心こども基金など基金事業の減額補正に伴

うもので、当該減額分については、平成26年度の事

業に活用することとしております。

次に、８ページをお願いいたします。

繰越金の19億6976万5000円は、平成24年度決算剰

余金の未計上分であります。

諸収入の94億5390万7000円は、繰越事業に係る平

成24年度実施分の沖縄振興特別推進交付金を過年度

収入として受け入れるものなどであります。

県債の三角の60億2150万円は、後年度の財政負担

を軽減するため、県税の増などを活用し、一般財源

に振りかえたことなどによるものであります。

以上、歳入合計は151億317万6000円となっており

ます。

次に、10ページをお願いいたします。

歳出の内訳でございます。主な事項を御説明いた

します。

下から３番目の総務部の公債管理特別会計繰出金

（元金償還金）は、借換予定債の償還に要する経費

であります。

次に、11ページをお願いいたします。

上から３番目、財政調整基金積立金は、地方財政

法に基づく平成24年度決算剰余金の積み立てなどに

要する経費であります。

次に、13ページをお願いいたします。

中ほどの企画部の沖縄振興特別推進交付金（市町

村）でありますが、これは市町村が実施するソフト

交付金事業に対し交付するための経費であります。

その２つ下の環境生活部の消費者啓発事業費は、

消費者行政活性化基金への積み立てに要する経費で
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あります。

次に、14ページをお願いいたします。

上から３番目の福祉保健部の社会福祉諸費は、緊

急雇用創出事業臨時特例基金への積み立てに要する

経費などであります。

一番下の社会福祉施設整備費は、老朽化した障害

者支援施設の改築などに対する補助に要する経費で

あります。

次に、飛びまして恐縮であります。19ページをお

願いいたします。

、中ほどの農林水産部の県営かんがい排水事業費は

北大東村における貯水池整備などに要する経費であ

ります。

次の20ページをお願いいたします。

、上から３番目の水産業構造改善特別対策事業費は

宮古・八重山の水産物加工処理施設等の整備に対す

る補助に要する経費であります。

次の21ページをお願いいたします。

上から３番目の商工労働部の雇用対策推進費は、

緊急雇用創出事業臨時特例基金への積み立てに要す

る経費などであります。

次に、22ページをお願いいたします。

上から２つ目の情報産業振興費は、企業集積施設

用地の購入に要する経費などであります。

23ページをお願いいたします。

下から３番目の土木建築部の道路管理費は、係争

中の損害賠償請求事件の和解に要する経費などであ

ります。

次に、飛びますけれども、26ページをお願いいた

します。

中ほどの公共離島空港整備事業費は、宮古空港及

び粟国空港の滑走路舗装に要する経費などでありま

す。

次に、27ページをお願いいたします。

一番下の教育委員会の学校建設費は、県立高等学

校の老朽校舎の改築に要する経費などであります。

28ページをお願いいたします。

上から２番目の施設整備費は、県立特別支援学校

における太陽光発電施設整備に要する経費などであ

ります。

以上、歳出合計は151億317万6000円となっており

ます。

29ページをお願いいたします。

繰越明許費に関する補正の追加であります。

今回の繰越明許費は、国の経済対策関連事業や予

算編成後の事由により、年度内に完了しない見込み

のある事業について、翌年度に繰り越して実施する

ため計上するものであります。

繰越明許費の追加の合計は、次の30ページにござ

いますが、一番下にありますとおり355億7114万8000

円となっております。

31ページをごらんください。

繰越明許費に関する補正の変更であります。

これまでに繰越明許費として計上した事業につい

て、新たに繰り越しが必要となる箇所が生じたこと

などにより、変更するものであります。

繰越明許費の変更の合計は、次の33ページにござ

いますが、230億7836万5000円を、782億5459万6000

円に変更するものであります。

34ページをお願いいたします。

債務負担行為に関する補正であります。

水産流通基盤整備事業及び水産生産基盤整備事業

は、漁港整備の工事請負費等について債務負担行為

を設定するものであります。

沖縄ＩＴ津梁パーク施設指定管理料及び企画管理

費（教育情報化推進事業）は、消費税率引き上げに

伴い、既に設定されている債務負担行為の限度額を

引き上げるものであります。

35ページをごらんいただきたいと思います。

地方債に関する補正でございます。

地方債補正は、県税の増等を活用し、後年度の財

政負担を軽減するため一般財源に振りかえたことな

どにより、合計で三角の60億2150万円となっており

ます。

以上が、一般会計補正予算（第３号）の概要でご

ざいます。

引き続き、特別会計について御説明いたします。

議案書平成26年第２回沖縄県議会（定例会）議案

（その２）により御説明をいたします。

まず、19ページをお願いいたします。

甲第25号議案平成25年度沖縄県農業改良資金特別

会計補正予算（第１号）は、平成25年度における貸

付資金返済額の確定に伴う償還金等の減による補正

でございます。

次に、21ページをお願いいたします。

甲第26号議案平成25年度沖縄県小規模企業者等設

備導入資金特別会計補正予算（第１号）は、貸付金

元利収入の減に伴う償還金の減による補正でござい

ます。

23ページをお願いいたします。

甲第27号議案平成25年度沖縄県母子寡婦福祉資金

特別会計補正予算（第１号）は、貸付需要の増加に
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伴う貸付金の増による補正でございます。

25ページをお願いいたします。

甲第28号議案平成25年度沖縄県下水道事業特別会

計補正予算（第２号）は、中部流域下水道建設費等

の繰越明許費に係る補正でございます。

27ページをお願いいたします。

甲第29号議案平成25年度沿岸漁業改善資金特別会

計補正予算（第１号）は、貸付需要の低迷に伴う貸

付金の減額による補正でございます。

次に、29ページをお願いいたします。

甲第30号議案平成25年度沖縄県中城湾港（新港地

） （ ）区 臨海部土地造成事業特別会計補正予算 第１号

は、県債の借りかえに伴う元金償還金の増等による

補正でございます。

次に、32ページをお願いいたします。

甲第31号議案平成25年度沖縄県宜野湾港整備事業

特別会計補正予算（第１号）は、宜野湾港機能施設

整備事業の繰越明許費の追加による補正でございま

す。

34ページをお願いいたします。

甲第32号議案平成25年度沖縄県産業振興基金特別

会計補正予算（第１号）は、留学派遣者数の減に伴

う委託料の減による補正でございます。

36ページをお願いいたします。

甲第33号議案沖縄県中城湾港（新港地区）整備事

業特別会計補正予算（第１号）は、中城湾港機能施

設整備費の繰越明許費の追加による補正でございま

す。

38ページをお願いいたします。

甲第34号議案平成25年度沖縄県中城湾港マリン・

タウン特別会計補正予算（第１号）は、商業等用地

の区画道路工事費の減や中城湾港マリン・タウン機

能施設整備事業の繰越明許費の追加等による補正で

ございます。

次に、42ページをお願いいたします。

甲第35号議案平成25年度沖縄県公債管理特別会計

補正予算（第１号）は、平成25年の借入利率が見込

み利率を下回ったことに伴う長期債利子の減等や借

換債発行の減による補正でございます。

以上が、特別会計補正予算の概要でございます。

以上で、一般会計補正予算及び特別会計補正予算

の概要の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

。○比嘉京子委員長 総務部長の説明は終わりました

次に、企業局長から水道事業会計補正予算の概要

説明を求めます。

平良敏昭企業局長。

それでは 企業局所管の甲第36○平良敏昭企業局長 、

号議案を御説明いたします。

同じ資料の最後の45ページをお開きください。

（ ）平成25年度沖縄県水道事業会計補正予算 第１号

につきましては、国の補正予算に伴い資本的収支予

算の増額補正を行うとともに、重要な資産の処分を

定めるものであります。

第２条にありますように、今回は、主要な建設改

良事業として、導送水施設整備事業及び北谷浄水場

施設整備事業を推進するために増額補正するもので

あります。

第３条は、当該事業に必要な資本的支出の建設改

良費21億8695万8000円を増額補正するとともに、資

本的収入について、補助金16億4021万8000円を増額

補正し、当該事業に要する財源とするものでありま

す。

、 、なお 当該収入額が支出額に対して不足する額は

第３条の括弧書きのとおり、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保

資金などで補塡することとしております。

続きまして、46ページをお開きください。

第４条の重要な資産の取得及び処分につきまして

は、送水管2675.8メートルを供給施設の統廃合に伴

い、うるま市へ譲与処分することを定めたものであ

ります。

以上で、甲第36号議案の説明を終わります｡

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

。○比嘉京子委員長 企業局長の説明は終わりました

以上で、甲第24号議案から甲第36号議案までの補

正予算13件に関する概要説明は終わりました。

これより各室部局長に対する質疑を行います。

なお、本日の質疑につきましては、昨日の本委員

会で決定されました予算特別委員会運営要領に従っ

て行うことにいたします。

質疑、答弁に当たっては、その都度委員長の許可

を得てから、自席で起立の上、重複することがない

ように簡潔に発言するよう御協力をお願いいたしま

す。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

、 。 、この際 執行部に申し上げます 答弁に際しては

簡潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会

運営が図られるよう御協力をお願いいたします。

それでは、これより直ちに各議案に対する質疑を
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行います。

又吉清義委員。

、 、○又吉清義委員 本当に皆さん 県民の福祉の向上

または経済の発展にいい予算を組んでいただいて、

ありがとうございます。

平成25年度一般会計補正予算（第３号）説明資料

についてです。２ページと３ページをあけていただ

きたいのですが、今回、３ページで県税を42億円も

補正を組むということは、やはり経済効果のあらわ

れかなということで、皆様方に感謝申し上げます。

それとは別に、２ページに歳入の諸収入が95億円

余りあります。先ほどの総務部長の説明で、これは

８ページにあります過年度収入96億2400万円という

ことですが、これをもう少し詳しく御説明をお願い

いたします。

これは先ほど、沖縄振興特○小橋川健二総務部長

別推進交付金の繰越事業に伴う過年度収入と申し上

げました。沖縄振興一括交付金が平成24年度から創

設されたこともあって、通常の国庫補助金ですと出

来高に応じて概算払いが年度内にございますが、平

成24年度はその初年度ということもあって、手続的

に間に合わなかったということがございます。それ

で、繰越事業に係る国庫支出金が平成25年度の歳入

になってしまったわけです。平成24年度については

。一般財源で立てかえをして事業の支出に充てました

これが平成25年度に国庫支出金が入ってきたもので

すから、この分は過年度収入として歳入とするとい

う整理でございます。

確かに慌ただしい平成24年度の皆○又吉清義委員

さんの努力で、間に合わない点もあったかと思いま

すが、沖縄振興一括交付金は非常にいい予算であり

ました。おかげさまで、各市町村はまたいろいろな

効果もあるかと思います その中で 執行率はほぼ100。 、

％に近い状態の中での過年度収入であったと理解し

てよろしいかどうかを確認させていただきたいので

す。

100％に近いということでは○小橋川健二総務部長

なかったのですが 初年度ですので 今年度 平成25、 、 、

年度に比べますと、若干多い繰り越しがございまし

た。繰越事業の一部は、実際は平成24年度に支出は

行っております。ただ、この事業費の例えば10分の

８の国庫支出金が、通常ですとその年度に国から払

い込まれます。ですから、財源そのものに問題はな

いわけですが、初年度ということもあって国庫支出

金が当該年度、平成24年度には入らずに、平成25年

度に手続をして入ることになりました。それで、先

ほど申しましたように、平成24年度は県の一般財源

から立てかえをして支出したということです。その

分は、平成25年度に入ってから少し時期をおくれて

入ってきたということで、今回、過年度収入という

形で整理させていただいています。

皆さんの努力ですね。その辺で終○又吉清義委員

わりたいと思います。

次に、14ページの真ん中にあります在宅老人福祉

対策費です。正直言ってほんの気持ちの部分です。

補正減として1369万4000円です。備考欄にあります

地域の支え合い活動の立ち上げ支援等に要する経費

の減額ということですが、非常にいい事業だと思う

のです。まず事業内容を―どのような事業で、どの

ような予算の枠内であったのか、その２点から御説

明をお願いしたいと思います。

在宅老人福祉対○仲村加代子高齢者福祉介護課長

策費の減額補正について御説明いたします。当該事

業につきましては、国の交付金により、各都道府県

に設置されました介護基盤緊急整備等臨時特例基金

の約３億円を原資としまして、平成23年度、平成24

年度、平成25年度と事業を実施しております。当該

事業につきましては、市町村や住民組織、ＮＰＯ等

の団体が高齢者等への支援、地域での日常的な支え

合いを目的として、新たに取り組む活動や地域活動

の拠点整備に対して助成を行うものでございます。

平成25年度の当初予算としましては8783万2000円

を予算計上し、６市町村９団体が実施する20の事業

に対して7413万8000円の補助金を交付決定したとこ

ろでございます。執行残につきまして、今回減額補

正をする予定になっておりますが、当該事業の基金

につきましては平成26年度まで実施期限がございま

すので、今回の減額補正分につきましては平成26年

度の当初予算に計上し、引き続き事業を実施するこ

ととしております。

今、高齢者福祉介護課長から御説○又吉清義委員

明がありました３億円という予算です。非常にいい

事業だと高く評価したいのです。ただ、その中で、

今、地域支え合い支援に対するものは、各市町村で

ほとんど立ち上がったのかということを非常に危惧

するのです。この予算で効果が出ているのは事実だ

と私は思うのですが、もう全市町村で地域支え合い

の支援団体というのか、そういった組織はほとんど

立ち上がったのか、まだ立ち上がっていないところ

もあるのか、その辺は今どのようになっているのか

をわかる範囲で御説明をお願いしたいと思います。

この事業につき○仲村加代子高齢者福祉介護課長
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ましては、地域支え合い、地域づくりの立ち上げの

事業ということで、この事業をやっているか否かだ

けで地域づくりが進んでいるかということではない

とは存じますが、委員がおっしゃるように大変活用

、 、できるいい事業だと考えておりまして 平成23年度

平成24年度、平成25年度と実施する中で、活用して

いない市町村が７町村ございます。このような市町

村につきましては、平成26年度以降、活用について

周知を図っていきたいと考えております。

活用できているところ、そして、○又吉清義委員

活用はしなくても支援事業ができているところが各

行政区、または自治体であるかと思うのですが、ぜ

ひ頑張っていただきたいのは福祉の医療費です。医

療費の総額の約３分の１は73歳以上の方で、ほとん

ど給付金として出てしまうということは私はすごい

ことだなと。ゼロ歳から73歳未満の方で残り３分の

２を使うのに対して、わずか20万人とも、25万人と

も言われる皆様方で県の何百億円という予算をそこ

に費やされるということは、それを改善しない限り

医療費は幾らでも伸びるだろうと。

ですから、今、県で長寿日本一を目指すといった

意味でも、いろいろな角度から―食の面であり、地

域支え合いであり、生きがい事業であり、健康づく

りであり、こういうものが非常に重要なポイントだ

と思うからあえて聞いているわけでございます。本

来ならば、３億円でもまだまだ少ないのではないか

と私は個人的に思っているのです。皆さんとして地

域支え合いで、例えば、医療費適正化事業に向けて

も、生きがいづくりに向けても、県内の老人会等い

ろいろな団体との横の連携もとられているのか、そ

の辺は現時点でどのようになっているのか、もしお

わかりでしたら御説明していただけませんか。

、○仲村加代子高齢者福祉介護課長 県としましては

、県老人クラブ連合会とか県社会福祉協議会を通して

各市町村の社会福祉協議会、市町村の老人クラブ連

合会、もしくは単位老人クラブとさまざまな情報等

を提供し、またこういった補助金等の活用について

周知を図っているところでございます。

、○又吉清義委員 そういう周知を図っている努力も

本当に皆さんに感謝いたします。しかし、まだまだ

それだけでは私は足りないかと思います。皆さんが

頑張る中でも、伸び率の勾配が逆に大きいのではな

いかと危惧するものですから、ぜひ皆さんもその辺

は横の連携を、従来あるものももちろん活用する中

で、もっと地域にもじかに入って―各地域老人会、

いろいろな支援事業をつくっている団体等の中に

入って、この支援事業をもっと広める意味でぜひ頑

張っていただきたいのです。

今1300万円の減ということですが、使わないとこ

ろはそれでよろしいかと思います。もしかしたら、

まだ必要としている地域もあるかもしれません。そ

ういったものをもう一度検討して、そこまでぜひ踏

、み込んで末端のところまで１つのエリアをつくって

そこまで調査して そういった努力もすることによっ、

て、73歳以上の１人当たり100万円以上かかっている

医療費も、もしかしたらお互い支え合いをすること

によって、例えば、１人で寂しくしている老人が解

消できたり、病気を未然に防ぐことができたり、い

ろいろな効果が出てくるポイントを持っているのは

支援の組織づくりだと思います ぜひそこまで頑張っ。

ていただきたいのですが、いかがでしょうか。

貴重な御意見を○仲村加代子高齢者福祉介護課長

参考に、平成26年度の事業の活用について県でも検

討していきながら、市町村と連携して事業の活用を

図ってまいりたいと思います。

ありがとうございます ぜひ頑張っ○又吉清義委員 。

ていただきたいと思います。少ない予算でも最大限

に活用してやることによって、そこに行政の手腕と

。 。力量が問われると思います ぜひ頑張ってください

お願いいたします。

次に、15ページについてですが、子育て支援特別

対策事業で備考欄を見ますと、認可外保育施設の認

可化移行に要する経費の減額となっているのです。

２億8900万円はかなりの額になるのかと私は思うの

ですが、それについてもう少し詳しく御説明をお願

いいたします。

子育て○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

支援特別対策事業につきましては、認可外保育施設

の支援と入所児童の処遇の向上を図ります待機児童

対策特別事業と放課後児童クラブ支援事業の２つの

事業で構成されております。主な減額補正の理由と

しましては、待機児童対策特別事業の中で認可外保

育施設の認可化の促進の施設整備に係る補助が、当

初５施設を予定しておりましたが、実績が上がらず

２億2500万円を減額補正するものでございます。

わかりました。ありがとうござい○又吉清義委員

ます。当初５施設を予定していたものが予定どおり

いかなかったという御説明ですが、待機児童解消に

向けてぜひ頑張っていただきたいと思います。やは

り県としてはそういった手当てをする中で、県が幾

ら予算を組んでも他市町村との連携も必要かと思い

ます。そしてまた、認可保育園を受けようとしてい
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る受注者というか、保育園を管理する方の意識も大

切かと思います。その辺をぜひお互い連携して、頑

張っていくことによって待機児童解消も大きな前進

になるかと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

あと少し、済みません、ページ数は忘れたのです

が、教育委員会へ少しだけ難しい質疑をお尋ねして

よろしいでしょうか。打ち合わせをしていなかった

から、これは大変なことになるかと思うのですが。

先ほど学校建設費で繰越事業であると言っていまし

たよね。考え方だけでよろしいです。学校建設費で

もしおわかりでしたら御説明していただきたいので

す。私が前から非常に疑問に思っていることは、小

・中学校においては教科教室型というつくり方と、

オープン型教室というつくり方と、ＵＶ型という３

つのつくり方があります。しかし、高等学校は全て

オープン型教室でもありません。教科教室型でもあ

りません。小・中・高になると教室のつくり方は完

全に変わるのですが、その辺はお互い意識したこと

があるのか。今のある箱型教室の、オープン型教室

でもない、教科教室でもないというそれなりの理由

等があるのかどうか、もしおわかりでしたら説明し

ていただきたい。これだけが非常に疑問だったもの

ですから、また後日でも構いません。

私は高校畑ですが、最近、小学○諸見里明教育長

校、中学校を回りましてやはり感じるのは、小学校

はオープン型教室が多いですね。恐らく最初の設計

の段階で校長なり、教育委員会なりがかかわってそ

ういう設計をしていくのですが、小学校はオープン

型教室が多いとか、中学校は……。やはり利用形態

。とか発達段階に応じてあるという感じがいたします

明確にはわからないですが、小学校でも新しい学校

は、今度は普通の高等学校のようになっているもの

も最近からございますし、またこのオープン型教室

がある。中学校は大体半分半分ぐらいになっており

まして、高等学校の場合は、沖縄水産高等学校は新

しくなると普通になっています。発達段階に応じて

とか、その辺があるのではないかと思います。

確かに小学校には、当初あった教○又吉清義委員

科教室型はもうほとんどなくなりました。オープン

型教室ですが、オープン型教室のあり方も随分変わ

、 、りましたものですから 県のつくる高等学校の教室

小・中学校のつくり方を、ぜひ一度お互いに精査し

たらどうかと もちろんオープン型教室も 正直言っ。 、

て従来の箱型教室みたいに変わりつつあります。も

う時間がありませんのでそれ以上は聞きません。最

後に１点だけ 総務部長にお尋ねしてよろしいでしょ、

うか。

２月補正ですから、平成25年度の予算はこれでほ

ぼある程度締めになるかと思うのです。もちろん出

納整理期間はあるかと思うのですが、この予算を見

た限り、多分ことしも単年度収支は私は黒字かと思

うのですが、単年度収支は予測としてはどうでしょ

うか。

財政上の収支と理解してお○小橋川健二総務部長

答えいたしますが、もちろん当初予算のときから、

財政は入るをはかって出るを制すということですの

で、当然歳入歳出のバランスをとって予算を組んで

まいります。その年度が進行する中でいろいろな条

件の変更、事情変更がございます。その際に補正予

算という形で県議会に提案をし、議決をいただいて

執行しているわけです。この２月補正予算の性格と

いうことから申し上げますと、今回は特にそうです

が、まず経済対策が入っております。次年度につな

ぐための経済対策、それから例年の事情として一番

大きいものは、今申し上げましたような年間の経費

。の過不足を最終的には調整していく予算になります

ですから、年間収支決算を見込んで予算を編成して

まいります。その前提としては、平成26年度に活用

する財源も確保しながら補正予算を組んでおります

ので、当然収支は黒字を見込んで今回編成したとこ

ろでございます。

島袋大委員。○比嘉京子委員長

私は４点だけです。平成25年度一般○島袋大委員

会計補正予算（第３号）説明資料15ページ、保育対

策事業費です。14億7423万4000円の補正減ですが、

これは内容はどうなっていますか。

14億○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

7400万円余りの補正減につきましては、安心こども

基金事業のうち、保育所整備に係る予算の減額補正

。 、ということになります この補正減につきましては

財源を平成26年度の予算で活用するということでご

ざいます。

これは安心こども基金から取り崩し○島袋大委員

てやっている事業ということで、僕は認識していい

ですか。

そのと○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

おりでございます。

今おっしゃっていた保育所整備事業○島袋大委員

ですが、これはどの保育所ですか。認可、認可外が

ありますが、多分安心こども基金だから認可だと思

うのですが、その辺はどのようになっていますか。
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認可の○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

保育所でございまして、平成25年度の当初予算にお

きましては、平成26年度見込み分も含めて44カ所の

予算を計上し、前倒ししての実施を市町村に働きか

けてきました。しかし、実施箇所は32カ所にとどま

りまして 前倒し分を中心に12カ所が実施できなかっ、

たことにより、減額補正をするものでございます。

この整備事業は認可保育所の建てか○島袋大委員

えも含めてですか。要するに認可の施設内の整備な

のか、あるいは建てかえ事業のどちらになっていま

すか。

保育所○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

の新設であったり、あと増改築の整備ということに

なります。

今、認可保育園にしても定員増も含○島袋大委員

めて建てかえとか、あるいは定員増をするため、弾

力化のために中の整備をやっていますけれども、今

おっしゃった目標にしていた12カ所がなかったとい

うことであります。実際12カ所が市町村から上がっ

てきているけれども、何らかの不備があってできな

、 、かったのか あるいは12カ所と想定をしたけれども

この数自体が県に上がってこなかったのか、その辺

を教えてほしいのです。

繰り返○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

しになりますが、平成25年度の当初予算は、当然市

町村が平成25年度に実施を見込んでいた分と平成26

年度に実施を見込んでいた分、この２カ年度の分を

計上しておりましたが、平成26年度実施見込みとな

りますと１年先ということですので、なかなか計画

の熟度が高まっていなくて、実施できなかった12カ

所のうち、９カ所が平成26年度で見込んでいた分と

いうことでございます。

今の話を聞きますと、要するに市町○島袋大委員

村がもろもろを含めて意気込みといいますか、市町

村が平成25年度にやってください、平成26年度でも

いいですという市町村の考えなのか、県がそういっ

た判断をしたのか。市町村がぜひともお願いします

と来ている中で、県が今回はこれですよと言ったの

か、どうなっていますか。

安心こ○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

ども基金事業の性質としまして、毎年、単年度の期

限で延長が繰り返されておりまして、延長の時期が

―国からの内定が年が明けてからという、地方自治

体にとって予算編成のタイミングとしては非常に厳

しい時期でございまして、そういったことから県で

市町村から所要見込み額を２カ年分とった上で、２

カ年分の予算を確保し、平成26年度見込み分につい

ては、この年度中に前倒し実施の働きかけを行って

きたところでございます。

了解しました。○島袋大委員

次に、子育て支援特別対策事業であります。先ほ

ど、２億8973万9000円のうちの２億2500万円が認可

外施設を認可にする５施設とありましたけれども、

この５施設は何か不備があって認可にできなかった

のですか。

これは○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

認可外保育施設の施設整備の分ということで、当初

見込みでは具体的な事業としては４カ所、それと前

倒し実施分として１カ所の合計５カ所の予算を計上

しておりました。そのうち安心こども基金事業への

事業変更―次年度以降ということになるのですが、

これが２件ございまして、残りの２件につきまして

は計画変更等で延期になったりということでござい

ます。

整備は要するに認可外を認可に上げ○島袋大委員

るということ、認可外の施設を整備するということ

になっていますか。

認可化○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

を前提として施設整備を行うというものでございま

す。

２カ所に変更があったと今おっ○島袋大委員

しゃっていましたけれども、認可外を認可に上げる

という形で市町村から申請されていると思っている

のです。その中で、なぜ変更もろもろが出たのかを

聞きたいのです。要するに、その方々は認可外を認

可に上げたいということで申請しているのだけれど

も、そういった申請のもとで、やはり認可外でいい

と思ったのか、あるいは不備が生じてそういった面

で２カ所もろもろが出たのかを聞きたいのです。今

問題になっているのは、待機児童を解消しますよと

いうことで、認可外を認可にするために県には一生

懸命汗をかいていただいておりますけれども、この

２カ所が変更したという理由が僕はわからないので

す。認可外を認可にしたいのだけれども、やはり認

可外がいいという判断でやめたのか。その辺を聞き

たいのです。

先ほど○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

も申し上げました安心こども基金事業への事業の変

更といいますのは、法人格を取得した後、この安心

こども基金を活用するということでございますが、

残る２カ所につきましては、詳細な理由は今把握し

ておりません。ただ、一般的には事業所、認可外保
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育施設のほうで課題があって、これは何かといいま

すと資金調達であったり、あと現有施設の面積が十

分確保できないということがございますので、多分

に認可外保育施設のほうの事情ということでござい

ます。

ですから、県としては認可外を認可○島袋大委員

に上げるという形で多額の予算を組んでやっていた

だいて、汗をかいて頑張っていることは非常に高く

評価します。実際、今中身がそうなのです。認可外

を認可に上げたいけれども、やはり認可外でいいと

いうところもあるということです。だから、なぜこ

の方々は認可外を認可に上げて、安易な気持ちで認

可を求めているのか。認可の条件というものはいろ

いろありますよね。その内容もわからずに認可外を

認可にしてくれとただ言っているだけなのか、ここ

が本当に大きな重要なポイントだと思っているので

す。

県としては、そのように窓口は広げているけれど

も、内容がわからずにどんどん押し込んでくるので

、 。は困る話で 県の職員としてみれば無駄な努力です

だから、この辺はもっと市町村の児童家庭課と密に

連携して、こういったもろもろは市町村の児童家庭

課で処理すればいい話です。それも安易な考えで、

市町村の児童家庭課が県に上げているということに

なれば完全に無駄な労力ですから、これをやるので

あればほかの待機児童を解消するための策をもっと

考えればいいことですから、その辺をもう少し市町

村に、ハッパをかけるという言葉は悪いですが、連

携することが大事だと思っていますから、ひとつよ

ろしくお願いしたいと思っております。

次になります。22ページ、観光指導強化費が6000

万円余り減になっていますけれども、御説明をお願

いします。

観光指導強化費○湧川盛順文化観光スポーツ部長

の補正減額6297万2000円の内訳ですが、まず１つ目

には、世界に通用する観光人材育成事業として4415

万1000円の減です。それから、観光客受入体制整備

事業として1882万1000円の減額でございます。

まず１つ目に、世界に通用する観光人材育成事業

でございますが、県内の観光関連企業、団体がみず

から企画をして、従業員等に対して実施する研修事

、業に対して支援を実施するものとなっておりますが

１件当たりの助成額が当初見込みを下回ったために

不用が生じております。その原因としましては、県

内の観光関連企業は中小零細企業がほとんどである

ことから、事業規模が少額の事業となる傾向がある

ことに加えまして、研修の実施方法、それから実施

スケジュール、あと研修カリキュラムなど、研修内

容の熟度が少し足りないとして選定されなかった

ケースもあったことなどによって減額が生じており

ます。また、採択されたのですが、繁忙期と重なり

まして研修が実施できないケースもあったと伺って

おります。

それから、もう一つの観光客受入体制整備事業の

減額は、助成額が当初よりも下回ったということで

不用が生じております。これについては、２度にわ

たり事業を公募して選定委員会を開催し、そして事

業採択を行った結果、現在の21事業が採択され、実

施しているところでございます。

4400万円の各観光産業に対しての研○島袋大委員

修会もろもろ、一般質問できのうも提案させてもら

いましたけれども、これは非常に大事だと思ってい

。 、るのです １人当たりの消費額が下がっているのは

受け入れ体制の観光産業も、640万人近く来てもその

おもてなしの受け入れ体制がなっていないのが現状

だと思っているのです。だから、4400万円をせっか

くこのような形で県が出しているのに活用ができな

いということは、観光産業の皆さん方の考え方が余

りにも、完全に客が来れば我々も金が入ってくると

。 、いう感覚なのではないか その辺を明確にじっくり

県としても自分たちでこういった助成金も出してい

るのだから、予算も組んでいるのだから、自分たち

でそういったことを学ぶ部分はしっかりと どうやっ、

たら客を呼び込めるのかということは、普通であれ

ば会社の単独の予算でやるべきです。ここまで県が

協力している中でこれだけ減を出すということは、

前も言ったように観光関連産業の皆さんとの意見交

換がまず足りないと思っていますから、どんどん議

論して、そういうことを県はやっている中で、消費

額が低いからということで県がたたかれる筋合いは

ないと僕は思っています。やるのであれば、観光産

業として腹をくくってちゃんとやれということです

ので、減でありますから、その辺は新年度に向けて

しっかりと御提案していただきたいと思っています

ので、いかがでしょうか。

私たちも、今の○湧川盛順文化観光スポーツ部長

観光産業の質を上げていくということから、委員御

指摘のとおり、人材育成は非常に重要だと考えてお

ります この事業についても説明会を開いたり ホー。 、

ムページ、それから新聞等を使ってさまざまな形で

広報を周知徹底してまいりましたが、周知の仕方も

また次年度にさらに強化していきたいと考えており
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ます。もう一つは、今回の事業を検証して、これは

企業みずから人材育成メニューをつくって、講師を

探して実施するということですが、その辺が企業と

してなかなか体制が整っていないだろうということ

、 、で 次年度は県のほうである程度メニューを示して

講師についても登録制にして、企業が負担なく人材

、育成事業をできるような環境を整えるということと

もう一つは、この中に語学の研修があるのですが、

語学の研修についても、今までは語学の講師がホテ

ル等に行って講座をするということですが、それで

はなかなか難しい。短期間で習得するのは難しいと

いうことで、次年度は語学ができる人を採用する。

採用する人に対して人件費をある程度支援する。そ

の人が現場でＯＪＴで語学を教えていくというス

キームで、若干企業が使いやすい形に変えていく工

夫をやっていきたいと思っております。

今、そのまま提案しようと思ったの○島袋大委員

ですが、文化観光スポーツ部長から意気込みがあり

ました。すばらしいと思っていますので、ひとつ頑

張ってください。よろしくお願いします。

最後であります。27ページ、教育委員会でありま

す。教職員の給与が減になっていますけれども、説

明をお願いします。

教職員給与費の減額は38億3585○諸見里明教育長

万9000円となっております。この中で、学校職員の

。給与の補正減額が約36億6167万円となっております

この給与減の主な理由を申し上げますと、給与の臨

時特例条例が今年度あったのですが、給料等の減に

よるものが20億6395万6000円、それから、勧奨退職

者数の減等による退職手当の減などで15億9771万

4000円となっております。

僕もまだ理解していないのですが、○島袋大委員

これは、要するに職員のために予算を組んでいるけ

れども、勧奨もろもろを含めて金額が残ったという

理解でいいのですか。

給与の臨時特例条例が20億円と○諸見里明教育長

大きいのですが、実は勧奨退職とか普通退職は積算

するのですが、職員個々人の事由によるところが多

くて、過去の状況などからその人数を正確に見込め

ないような要素がありまして、例年所要額を見込む

ことに苦慮している状況です。当初予算額と比較す

ると1.3％の減額ではあるのですが、もとが大きくて

1200億円を超えるので、規模も大きくなっておりま

す。

では、別に減が出たからということ○島袋大委員

で 職員の皆さんが 給料が減ったよ 私はどうなっ、 、 、

ているのという問題ではないということですね。そ

れでいいですよね。

そうですね。先ほど申し上げた○諸見里明教育長

ように、予想するのに苦慮しておりまして、減とか

は全く関係ございません。

次に、中川京貴委員。○比嘉京子委員長

最初に、基本的なことを総務部長○中川京貴委員

にお聞きしたいと思っております。

平成25年度の当初予算で 各部署の皆さん方はしっ、

かり予算措置をされていると思っております。しか

しながら、事業をしながら、必要に応じては補正を

組んだりしながら予算執行に当たっていると思うの

ですが、まず、総務部長の基本的な考え方をお聞き

したいと思います。

補正予算については、当初○小橋川健二総務部長

予算成立後の事由によって、歳入歳出はそれぞれ増

になったり減になったりということがございます。

したがいまして、６月、９月、それから11月、最後

の２月という形で、最終の決算を、あるいは実績を

踏まえながら修正していくというものが補正予算で

ございます。今回の補正予算は、１番目が国の経済

対策に伴う関連経費で、今回、87億円ほど経済対策

分が入っております。それから、今申しましたよう

な通常の年間の過不足を調整する額が一番大きいわ

けです。今回はいろいろなところで三角が目立って

おりますが、これは年度の締めに来ておりますので

不用が見込まれる。これは主に入札残でありますと

か、あるいは事業変更とかで不用が見込まれるもの

についても減額をする。それから、先ほど来、安心

こども基金などの基金事業の減額の話がございまし

たが、こういったものは次年度に活用するという意

味で、今年度の支出が見込まれないものは一旦減額

をして、翌年度に活用するという意味での減額でご

ざいます。ですから、こういう補正予算は、最終的

に年間の過不足調整とその年度年度の事情、ことし

で言いますと経済対策が入っているということでご

ざいます。

今、総務部長の答弁のとおり、や○中川京貴委員

はり当初予算を組んで、それ以上に緊急に事業執行

。に当たっては補正を組んでもやらなければいけない

しかしながら、決算特別委員会でもその都度私が申

し上げているのは、当初予算を組んだ中で必要に応

じて補正を組んでいる。補正を組んで事業執行がで

きない、先ほど事業の変更などと言っていました。

入札の残高は仕方ないと思っています 後で少し入っ。

、 、ていきますけれども 事業に当たって補正を組んで
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しかしながら２月に減額補正が出るということは、

僕はあってはいけないのではないかと思っています

が、いかがでしょうか。

基本的には、歳入歳出の精○小橋川健二総務部長

度をいかに高めて見積もるかということに尽きるか

と思いますが、経費によっては、なかなかその時点

。時点でしっかり見込むのは難しいものもございます

それから、先ほど申しました基金事業などは、基金

を設置している目的が機動的にその場その場の需要

に対応ができるということで 基金に一旦資金をプー、

ルして使えるようにしているわけです。そういう意

味では、需要に若干の増を見込みながら歳出化する

という手法もあると思っております。ですから逆に

言いますと、今回のように年間の需要が見込んだよ

うなことにはならなかったという場合には、次年度

に活用すべく減額をいたしますが、確かに減額とい

うことは、見積もりの精度という意味から言います

と本当はよくないことなのかもしれませんが、結果

として、基金事業については翌年度に使えるという

ことからすると、財政上の大きな問題はないのかな

ともまた思っているところであります。

総務部長、先ほども少し申し上げ○中川京貴委員

ましたが、やはり入札残とか、また事業変更なら私

は理解します。

平成25年度一般会計補正予算 第３号 説明資料12（ ）

ページの企画部を見ていただきたいと思いますが、

駐留軍用地跡地利用促進費の中で、ここはたしか私

。の記憶では９月に補正されていると思っております

、 、しかしながら ７億円余りの補正減が出ていますが

その説明を少し。

駐留軍用地跡地利用促進費○謝花喜一郎企画部長

は公共用地先行取得のための事業です。いわゆる跡

地利用推進法に基づきまして、公共用地の先行取得

が可能となりました。平成24年の12月に議員各位の

御理解をいただきまして、取得事業のための基金を

設置いたしました。県は、普天間飛行場に道路用地

の確保のため69億円を基金に積み立てたわけでござ

います。平成25年度は当初予算で12億円を計上いた

しました。実は、この公共用地の先行取得事業は宜

野湾市との共同で行っております。宜野湾市は学校

用地を確保するため、やはり基金条例をつくりまし

、 。て 平成25年度に約６億5000万円つくっております

県の12億円と合わせまして18億5000万円を財源にし

て、公共用地の先行取得に県と宜野湾市が連携して

取りかかったということです。

６月から取得申し込み―地権者の方々に買い取り

の申し出を求めたわけですが 県と宜野湾市合計で18、

億5000万円の当初予算を組んでいるわけですが、８

月の時点で約18億円の申し出がありました。そうし

ますと、もう明らかに足りないだろうということが

、 、見込まれたものですから 宜野湾市と相談しまして

県のほうで 委員がおっしゃるように９月に８億5000、

万円、また補正を組ませていただいたということで

ございます その後 12月時点で最終的な申込額が24。 、

億円余りありました 県が８億円増加しましたので26。

億5000万円あるわけですが、結局、宜野湾市と県で

どういう形でこの配分をするのかという話をしまし

て、県が18億円、宜野湾市が６億円を配分しようと

いうことになりました。ですから、当初予算は皆予

算額で20億円余りのもので、既に２億円余りは不用

が見込まれたわけです。県はその後、18億円の中で

買い取り協議を開始したわけですが、相手方がいる

ことでございます。結局、相続の関係とか分筆の関

係で調整に時間を要するものがございまして、結果

といたしまして、協議が成立したものが13億円でご

ざいました。18億円から13億円で約５億円ぐらいあ

りますが、先ほどの２億円余りのものと合わせて、

結果として７億円が不用とならざるを得なかったと

いうことでございます。

本来、２月、３月まで調整できればもう少し伸び

たと思うのですが、やはり固定資産税の課税の基準

日が１月１日ということで、どうしても年内に切ら

ないといけないということもございましたので、我

々としては地権者の利益も考えた場合に、ここでお

さめて、減額補正した分を次年度に戻して、しっか

りまた買い取りをしてまいりたいと考えているとこ

、 。ろでございますので 御理解を賜りたいと思います

今、企画部長がおっしゃるように○中川京貴委員

相手があることですから、地主の皆さん方は、県や

自治体の場合には5000万円控除がありますので、や

はり丁寧、親切に、宜野湾市と提携しながら跡地利

用の促進をやっていただきたい。一番悪いのは、そ

の地域をいろいろな企業が買ってしまって、ある意

味開発に支障を来さないように、早目に県と宜野湾

市が先行取得していただきたい。そして、その町の

まちづくりがスムーズにいけるような連携をとって

いただきたいと思っております。

まさしく委員の御指摘のよ○謝花喜一郎企画部長

うに、公共用地の先行取得の目的の一つには、例え

ば、県外の方々に買い取られてしまって、跡地利用

が進みづらくなるということを何とか抑えようとい

うことがございます。県としては、しっかり宜野湾
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市と連携しながら公共用地の先行取得を可能な限り

前倒しで行って、跡地利用を円滑に進めてまいりた

いと思っております。

ぜひ地主と協議の上、本当に返還○中川京貴委員

されてよかったというまちづくりを実現していただ

きたいと思っています。

次に、15ページ、これは先ほど又吉委員、島袋委

員からも問題提起がありました。15ページの保育対

策事業費、その下の子育て―島袋委員の本会議の質

問にも出ていたと思うのですが、これも９月に補正

されているのです。先ほどの答弁では、５施設を予

定していたが実績が上がらないため減額になってい

る。実績を上げるための作業は各委員からいろいろ

な話があったと思うのですが、補正して事業執行が

できない主な理由を、一応私なりに把握しています

が、なぜそれをできないのでしょうか。

待機児○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

童対策特別事業につきまして、９月議会で補正いた

しましたのは、認可外保育施設に対する運営費の支

援を強化するために約１億8000万円を補正したとこ

ろでございます。今議会におきましては、認可外保

育施設の施設整備の支援を行うために予算化して、

結果、実績減となったものでありますが、このよう

に事業の細事業の―目的が異なる事業での補正増、

補正減だったということでございます。

ですから、本会議でも福祉保健部○中川京貴委員

長が一生懸命答弁していましたけれども、沖縄は沖

縄独自の理由があって、ウチナービケンといいます

か、沖縄ができる制度を確立していただいて、保育

所の問題もそうです、施設もそうですが、国と交渉

しながら僕はやっていただきたいと思うのですが、

いかがでしょうか。

待機児童対策につきまし○崎山八郎福祉保健部長

ては、大変重要な課題だという認識を持って今取り

組んでいるところであります。市町村でも待機児童

、 、解消計画を策定しておりますので 県としましては

市町村の待機児童解消計画に沿って、市町村と連携

しながら、いろいろな支援もしながら取り組みを進

めていければと考えております。

次に、17ページをお願いします。○中川京貴委員

ここで医務行政費が出ておりますが、これもたしか

補正したと思うのですが、説明をお願いします。

それでは、医務行政費の補正○阿部義則医務課長

の部分についてお答えいたします。医務行政費の補

、 （ ）正に係る事業は 県立病院設備整備 医療再生二次

事業と、もう一つは、公立久米島病院医療連携構築

事業という２事業がございます。さらに、細事業が

県立病院設備整備（医療再生二次）事業の中にござ

います。

まず、９月に補正いたしましたのは、県立北部病

院の職員宿舎の建設に充てるために、その実施設計

分を増額補正しております。さらに、今回減額補正

する分でございますが、この分につきましては、沖

縄県立中部病院のがん化学療法センター、総合周産

期母子医療センター整備拡張事業の工期が少しおく

れまして、今回一旦減額いたしまして、次年度当初

予算にのせて建築を継続するということで考えてい

ます。それからもう一点、沖縄県立八重山病院の宿

舎の建設もこの中に含まれております。これも工期

がおくれていまして、一旦減額補正いたしまして、

次年度当初予算にのせて、工事をして完了する予定

となっております。それからもう一点、公立久米島

病院につきましては、電子カルテシステムを導入し

まして、地域の医療連携を促進しようという事業で

ございます。これは地域医療再生基金の積み残しと

いうか、残額を集めて、計画変更という形で新規事

業で立ち上げた事業でございます。厚生労働省の承

認の要件といたしましては、平成25年度内に事業を

開始しないと認めないというものでございまして、

２月補正で一旦事業化しておきまして、明許繰越と

して次年度で事業をするということで提案しており

ます。

実はおくれた理由まで説明してく○中川京貴委員

れれば助かったのですが、時間がないので次に行き

ます。

21ページの中小企業金融対策費。これもたしか県

単費制度の利用ということで、９月で６億円余り補

。 。正しています それが4000万円近く減になった理由

融資事業はどうしても一定○小嶺淳商工労働部長

。の融資枠を設定しておくという性質もあるわけです

それともう一つは、シーンごとに融資枠を設定する

という事情がありまして、それに対応する保証料の

、補塡の補助金等も個別に設定しているものですから

そういう事情がありまして、９月には資金繰り円滑

化借換資金の需要が相当伸びるということで、貸付

金とそれに対応する保証料の補塡、補助金を増額し

たということです。今回、２月補正でこの借換資金

以外の資金について、利子補給とか、保証料補塡、

補助金を減額したということでございます。

わかりました。○中川京貴委員

済みません、22ページをお願いします。22ページ

のちょうど真ん中の観光指導強化費で、世界に通用



－25－

する観光人材育成事業、エンターテインメントの創

出・観光メニュー開発等支援事業に係る経費と、僕

はこれで増額になっているのかと思っていたら減額

になっております。もしかしたら補正していないで

すか、減額になった理由を確認します。

補正増はござい○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ません。

28ページの警察施設費も、たしか○中川京貴委員

９月に補正されております。減になった理由をお願

いします。

９月補正予算におき○綿引浩志警察本部会計課長

まして、警察庁舎等整備事業費としまして、交通機

動隊庁舎の新築工事に係る設計業務分であります。

これが4600万円ほど予算措置されております。減額

の理由といたしましては、同設計業務の一般競争入

札を11月に実施したところ、1241万1000円の入札残

がございまして、その額を減額補正しております。

1962万円につきましては、当初予算でつきました宮

古島警察署の委託料が224万9000円、それから工事請

負費が495万円、合わせまして総額で1962万円を減額

補正したものであります。

わかりました。このように入札残○中川京貴委員

による減とかでしたら、工事、また設計料は当初総

務部長が説明したとおり理解しております。

最後に１つ、企画部長に、これは質疑ではありま

せんけれども、去年、沖縄離島体験交流促進事業の

中で子供たちに体験学習をさせようということで、

たしか当初は１億2500万円組んで、しかしながら、

やはり各学校からの応募が多くて補正を組んで、そ

して補正とトータルで１億7000万円を組んで44校

3000名の子供たちに体験交流学習をさせたというこ

とについて、たしか１週間前の新聞に学校の先生方

のコメントが載っておりました。私もこれは何度か

一般質問で取り上げて、実は私の父も離島出身なも

のですから、伊是名村出身で離島の苦労は誰よりも

知っているつもりです。まさに人材育成が沖縄振興

一括交付金の使い道の一番大切なところだと。本来

のメニューでできるものはメニューでやるのです。

沖縄振興一括交付金はそういった人材育成、本県は

御承知のとおり自主財源も乏しいし、また資源もな

いというところで、子供たちの教育と人材が私は宝

だと思っております。

そこで、去年補正を組んだ１億7000万円、ことし

は当初予算を見ましたら、当初から１億7000万円が

組まれていまして、今度は66校3300人の子供たちを

離島で体験学習させようということに対しては深く

感謝申し上げます。そういった意味では、やはり予

算はしっかり組んで、そして、それが実現できるよ

うに実施していただきたいと思います。

最後に１つは、沖縄本島の子供たちは離島に行く

学習ができます。しかし、離島の子供たちも同じ教

育環境の中で、沖縄本島で学習できる制度をつくる

べきだと僕は提案しました。例えば、海洋博公園の

沖縄美ら海水族館を見る、それと首里城、また返還

される普天間基地の跡、そして嘉手納飛行場を含め

たそういった体験学習が必要だと思っていますが、

教育長と企画部長に答弁を求めたいと思います。

、○諸見里明教育長 委員御提案の件につきましては

私も離島に行ったときにこの場面を見ることができ

まして、大変すばらしい事業だと思っております。

御提案のように、逆に離島の子供たちをこちらへ連

れてきていろいろな交流をさせたり、沖縄本島のい

ろいろなところを見せたり、そういう子供たちのモ

チベーションを上げていくことは本当にすばらしい

と思っております。ぜひ、いろいろと検討、また勉

強させてほしいと思います。

離島の振興は県政の最重要○謝花喜一郎企画部長

課題と考えております。離島のすばらしさ、また難

しさを沖縄本島の子供たちに知っていただきたいと

いうことで、この沖縄離島体験交流促進事業を実施

しているわけです。一方でまた、離島の子供たちが

沖縄本島に来て、沖縄本島のよさ、それからまた沖

縄本島の子供たちの環境も見ながら、自分の将来を

思い描くということも大変ないい効果があるだろう

と思っております。これもまた、ひいては離島の振

興につながるだろうと思っていますので、企画部に

おきましても教育庁とよく連携しながら、ぜひ委員

の御提案が実現できるようにいろいろ研究をしてま

いりたいと思っております。

、○中川京貴委員 この沖縄離島体験交流促進事業は

平成22年度の３校163名からスタートした事業だと

思っております。それが平成23年度、平成24年度、

、 、平成25年度と ことしの平成26年度になるのですが

やはり子供たちの環境は離島も沖縄本島も公正公平

でなければいけないと思っていますし、やはり一番

大事なのは事故が起きないように万全の体制で―

せっかくいい事業を、県やまた市町村、自治体の受

け入れ体制ができても、そこで事故が発生してしま

うとその事業自体が成功とは言えません。そういっ

た意味では県も自治体と連携をとって、事故が起き

ないような体制をしっかり申し入れていただきたい

と思っております。以上です。
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新垣良俊委員。○比嘉京子委員長

まず、平成25年度一般会計補正予○新垣良俊委員

算（第３号）説明資料から順を追って質疑したいと

思います。

１ページの人件費で63億4621万5000円の減になっ

ているのですが、これは国の方針で、復興財源の関

係で地方公共団体は減額をしなさいということが

あったと思うのですが、それに関連しての削減なの

か。今、平成25年度一般会計補正予算（第３号）説

明資料を見ているのですが、各款項目を見たら全部

と言っていいのですが、その中で民生費で給料、そ

れから職員手当等、共済費が減になっていないとこ

ろもあるのです。それについて説明をお願いしたい

のですが。

人件費63億4600万円の減で○小橋川健二総務部長

す。この内訳ですが、給与の臨時特例がございまし

た。委員がおっしゃったような、７月から国の給与

と連動してということで、給与減額、特例減額を行

いました。この分が32億7400万円の減としてこの中

に入っております。そのほかに、現員、現給の過不

足分と言いまして、人件費の予算計上を毎年12月１

日現在の現員、いる人数で計上してまいります。そ

れが４月を迎え、あるいは退職等もございます。そ

れから、今回はございませんでしたけれども、人事

、院勧告に基づく給与の勧告といったものを加味して

部によっては増額になるものもございますし、部に

よっては減額になるものもございます。そういった

ものを相殺、合計いたしますと、今回は18億円の減

でございます。

そのほかに退職手当、これも先ほど教育長からも

答弁がございましたが、勧奨退職も一定の数で毎年

見積もっております。今回も昨年同様の見積もり方

で見込んでおりますが、今回見積もった人数よりは

勧奨を受ける方が少なかったということで これも12、

億5000万円ほどこの中に含まれております。これが

給与費の減額の理由でございます。

それから12ページの企画部になり○新垣良俊委員

ますか、通信対策事業費の8050万円は減額になって

いるのですが、沖縄本島と離島を結ぶ海底光ケーブ

ル等の整備に要する経費ですが、これは入札残か、

それともどういうものの経費でしょうか。

8050万円は、離島地区の海○謝花喜一郎企画部長

、底光ケーブルの提案に係る公募を行ったわけですが

入札残が出たということでございます。

これは沖縄本島と離島となってい○新垣良俊委員

ますが、離島というとどこを指していますか。

沖縄本島から久米島、そし○謝花喜一郎企画部長

てもう一つは与那国島を回す部分です。海底光ケー

ブルをループ状にするという事業でございます。

それから14ページ、福祉保健部に○新垣良俊委員

なります。その中の住宅手当緊急特別措置事業があ

るのですが、これは生活困窮者に対する住宅支援給

付に要する経費の減額とあるのですが、この生活困

窮者は生活保護と見ていいのですか。

この事業につきまして○伊川秀樹福祉・援護課長

は、平成22年度あたりからの実施事業ではございま

すが、リーマン・ショック等の現下の厳しい雇用情

勢を踏まえた低所得者のための生活、就労、住宅等

の必要な支援を行うための事業でございます。

住宅支援給付に要する経費という○新垣良俊委員

ことは、アパートを借りる経費ということですか。

そのとおりでございま○伊川秀樹福祉・援護課長

す。

それから15ページですが、老人福○新垣良俊委員

祉施設整備費の補正額が３億5785万2000円減額に

なっているのです。これは介護基盤施設の開設準備

に対する補助に要する経費の減額となっております

が、待機老人が多い中で介護施設の開設準備に対す

る補助が減額になったということは、これは少し準

備が足りなかったのか、それとも認可がおくれたと

いうことですか。説明をお願いします。

老人福祉施設整○仲村加代子高齢者福祉介護課長

備費の減額補正の状況について御説明いたします。

この施設開設準備経費助成特別対策事業につきまし

ては、特別養護老人ホーム等の開設準備に係る経費

を施設開設前６カ月に限って助成を行っているもの

でございます。この減額の理由につきましては、施

設の開設が今年度に間に合わない等、平成26年度に

延びた施設等がございまして、今年度の所要額が減

になったことによるものです。また、あわせて今年

度施設整備を行う予定の事業所につきましても、平

成26年度等に延びたというところもございまして、

減になっているものでございます。

今、平成25年度の開設に間に合わ○新垣良俊委員

なかったと言うのですが、介護施設の施設数は１カ

所で３億5000万円余の減額になったのかどうか。１

カ所なのか、それともそれ以上なのかをお願いしま

す。

施設開設準備経○仲村加代子高齢者福祉介護課長

費の助成につきましては、当初25カ所を予定してお

りましたところ、次年度開所になったところが13カ

所ございまして、その分の減が１億9652万円でござ
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います。それとあわせて、介護基盤緊急整備等臨時

特例基金は、市町村が行う小規模の事業所等の整備

事業になりますが これにつきましても認知症グルー、

プホーム等、７カ所の不用が生じております。この

事業につきましては、いずれも基金事業でございま

して、次年度に計上して執行する予定としておりま

す。

次に、16ページの生活保護援護費○新垣良俊委員

は、補正額が今回は９億2439万9000円になっていま

、 。 、すが 生活保護法で現在は８扶助ですか 生活扶助

教育、医療とか、新しく介護が加わっていると思う

のですが、この金額が大きいのですが、扶助の中の

何が減額になっているのか説明をお願いします。

、○伊川秀樹福祉・援護課長 委員おっしゃるとおり

扶助にはいろいろな種類がございますが、今回は生

活扶助等を初めとしまして、それぞれの各扶助費等

におきまして減額となっております。

沖縄県では現在何名が生活保護を○新垣良俊委員

受けているのか説明をお願いします。

県の所管します５つの○伊川秀樹福祉・援護課長

福祉保健所、11の福祉事務所を合わせまして、12月

時点でございますが、世帯数で２万4536世帯になっ

ておりまして、人数にいたしますと市部、郡部を合

わせまして県全体で３万4342人となっております。

これは困窮の程度に応じて支給し○新垣良俊委員

ているのですが、健康で文化的な生活水準を保障す

るということもあるのです。また自立をさせないと

いけないということでもありますので、生活保護受

給者に対して手厚い支給もぜひお願いしたいと思い

ます。

それから、農林水産部になります。18ページの含

みつ糖振興対策事業費は４億7200万円余の減額に

なっているのですが、これは補助に要する経費の実

績減となっているのですが、それについて農林水産

部長、説明をお願いします。

含みつ糖対策振興事業につ○山城毅農林水産部長

きましては、製糖工場で黒糖を製造するときに、価

、 、格差の補塡 経営的な補塡をするソフト的なものと

、 、老朽化した施設の改修等がございまして １つには

今回原料が災害等で減ったということで、予定して

いた黒糖の生産量に対する支援額が落ちたというこ

とが１点ございます。もう一つは、多良間島の製糖

工場で、今回一部老朽化した施設を改修しようとい

うことで予定していたのですが、平成27年度に向け

て新たにつくりかえるということもありますので、

、 、その辺を加味して 今回はそれよりはということで

もう少しきちんと修理しながら使っていきたいとい

う事業主体からの要望もございまして、そういった

ものが要因となってございます。

生産量というのですか、サトウキ○新垣良俊委員

ビの今回の実績といいますか、製糖量は大体何万ト

ンを予想していますか。

今期につきましては、約70○山城毅農林水産部長

万トン弱を見込んでいるところでございます。

、 、○新垣良俊委員 次に もう時間がありませんので

教育委員会にお願いします。27ページの学校建設費

ですが、これは２億4179万6000円ということで改築

に要する経費―老朽校舎の改築となっているのです

が、人口増で生徒数がふえ、小学校、中学校もそう

ですが、特別教室を普通教室に改築する場合の市町

村に対する改築工事費といいますか、この学校建設

費で対応できるかどうか。

学校の普通教室を特別教室○親泊信一郎施設課長

等に改修、あるいは逆の場合も改装改修事業費とい

うことで、教育委員会の施設の事業として予算がご

ざいます。今回の建設費につきましては、学校の建

築等に要する経費となっております。

今言っている市町村の改築、改修○新垣良俊委員

については、この学校建設費とは別ということです

か。

市町村の学校の改装、改修○親泊信一郎施設課長

につきましては 市町村の予算で計上することになっ、

ております。

単独ということですか。県からの○新垣良俊委員

補助はなくて、国からの補助もなくて、市町村の単

費で改築工事をやるということですか。

、○親泊信一郎施設課長 事業の規模にもよりますが

国庫の補助メニューがございまして、そのメニュー

。に該当すれば国の補助があるということになります

よく過密校になったり、それから○新垣良俊委員

教室のあきもあるのですが、規模によると思うので

すが、ぜひとも教育庁のほうでフォローしてほしい

ということが私のお願いでもあります。時間になり

ましたから終わりますが、この補正では、例えば、

技師がいなくて不用になって消化できないというこ

ともありますので、ぜひとも総務部では技術者の養

成をまたお願いして、私の質疑を終わりたいと思い

ます。ありがとうございました。

休憩いたします。○比嘉京子委員長

午前11時55分休憩

午後１時24分再開

再開します。○比嘉京子委員長
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午前に引き続き、質疑を行います。

浦崎唯昭委員。

きょうは、仲井眞県政を支える行○浦崎唯昭委員

政の皆様方がおそろいで御苦労さまでございます。

昨年の知事の一大決心に対しまして、公務員の皆さ

ん方も大変御苦労が多いかと思います。批判もあろ

うかと思いますけれども、それに耐えて忠実に公務

を執行するように激励したいと思っております。

教育長には、かねてより少し話していた件を今回

。 、質疑させていただきたいと思っております それは

学校建設費についての中身の問題よりも、学校建設

についての行政のあり方、行政として判断する基本

的なものを聞かせていただきたいと思います。学校

をつくる、高等学校をつくる、その中での行政の役

割、教育委員会の役割はどういうものがありますで

しょうか。

御存じのように、教育の機能に○諸見里明教育長

ついては、例えば子供たちの教育課程であるとか、

そして構成をどうするかということは、当然私たち

教育委員会がかかわって、この辺の指導、助言等を

やっております。学校建設につきましても、安全安

心の面から、それから教育機能はどうであるとか、

子供たちにとってよりよい学習環境、そのような形

で設計されているかということは、やはり私たち教

育委員会にも当然責任はございます。

そういう立場はよく理解します。○浦崎唯昭委員

そういう中で、せんだって御連絡申し上げましたの

は、私は母校が那覇高等学校で、久しぶりに那覇高

、等学校を通りましたら大幅に運動場が変わりまして

運動場が東側になっているのでしょうか、そして西

側に校舎が建築されたという中で運動場を見てまい

りました。その運動場の中における施設のあり方に

ついて施設課長に問い合わせをしたら、これは学校

が決めることだと、教育委員会ではないと言うもの

ですから、では、上司に聞いていいのかということ

で、どうぞと言うから教育長にも電話をし、教育長

は現場を見せてくださいということでありました。

現場を見られた御感想があればお聞きしたいと思い

ます。

那覇高等学校は、私、毎日バス○諸見里明教育長

で通るのですが、実際に見に行ったのは最近です。

委員から御指摘がありまして見に行きました。校舎

も大変新しくなって、それから、運動場も以前より

はよくなったのではないかという感想を持っていま

す。

そこで教育長に申し上げましたの○浦崎唯昭委員

は、運動場の中に駐車場が予定されているのかどう

かを施設課長に聞くと、これは学校側が決めること

だったものですから、私は大いに疑問があります。

それは、運動場のあり方、学校の教室のあり方、基

本的なものは教育委員会が決めて、子供たちの教育

に資するべきだと思っております。わかりやすく言

えば運動場も教室の一つ。そして、今新しくなって

いる教室も当然教室の一つです。そういう意味で、

あの運動場がいろいろな経緯の中でだんだん狭くな

りました。私は若いころ野球をしていたのですが、

大変広い運動場で、那覇高等学校は全県下の試合を

する場所でありました。全校からうらやましがられ

たのですが、この間も一般質問で出ておりましたけ

れども、今や全県下で五十五、六番目になる狭い運

動場になっております。

そういう意味で、運動場を狭いながらも広く使っ

ていくことはとても大事なことだと思いますけれど

も、その中に駐車場があるということはおかしいで

はないですか。これは学校側が決めることではなく

して、教育行政で基本的なものはつくっていくべき

だというお話を申し上げました。そのことについて

御意見を伺っているわけです。

委員から御指摘を受けまして、○諸見里明教育長

私も本当によく考えました。まず、学校の設計とい

うものは、校長が中心となって校内の検討委員会を

開いて設計し、それから、教育委員会と綿密に打ち

合わせをしながら特に設計しているのです。場合に

よっては本土にも視察に行ったり、先進県への視察

であるとか。那覇高等学校の場合は、本当に限られ

たスペースの中でどうやるかということをやはり学

校で練って、かなり議論しているはずなのです。委

員がおっしゃる意味も十分納得できるのですが、そ

れをもとに教育委員会は安全安心であるとか、予算

の面からとか、学習環境はどうかという形でやって

いくのですが、その辺は運動場をもっととったほう

がいいという観点を我々は持っております。

運動場をとったほうがいいかは別○浦崎唯昭委員

、 。にして 駐車場がなければそれだけ広がるわけです

その駐車場については教育委員会で検討すべきだと

思っております。今、学校側が決めていくという設

計の中での話でしたけれども、学校側は御承知のと

おり 先生方は三 四年で人事異動されていらっしゃ、 、

らないのです。そういう意味で、しっかりとした教

育施設をつくっていくということは、基本的に教育

委員会がやるべきです。学校側が設計したから学校

側がやるべきだというお話は基本的に間違っている
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と、私ははっきり申し上げざるを得ないのです。そ

ういう意味で、学校施設の管理運営について、基本

的には教育委員会がやる。そのことの御答弁をいた

だければと思っています。

教育委員会が全て責任を持って○諸見里明教育長

、 、 、やるというよりも 校長 教頭とやはり合い議して

地域に合った実態というものは校長がよく知ってい

るはずです。地域の方と相談しながら、当然設計に

ついては同窓会の意見も十分反映されながらやって

いると私は認識しております。御存じのように、那

覇高等学校は10年前でしたか、同窓会もかなり入っ

て体育館をどうするかということがありましたけれ

ども、そういう意味でも、今回も恐らくは同窓会も

入って議論はしていると思いますけれども、確かに

教育委員会も入らなければいけないと思います。

入らなければではなくして、基本○浦崎唯昭委員

的に教育委員会で決めていくということは間違って

。 、 、いますか 基本的な運動場のあり方 校舎のあり方

校門のあり方は教育委員会が決めていくべき問題で

はないですか。10年ぐらい前にも体育館を真ん中に

つくろうとしたのですよ。施設課の職員の皆さんと

、 。 、も話し合って これは将来禍根を残すよと そして

西の端っこにつくってもらって、今のような学校の

仕組みができたのです。その施設課長ももういらっ

しゃらない、校長先生も当然いらっしゃらない。10

年前ですからいらっしゃるわけがないですよ。そう

いう意味での責任は教育委員会が持たなければ、時

の校長先生が地域のこと、学校のことを四、五年は

わかるかもしれませんけれども、10年、20年、30年

と続いていくのですから、そういう中では教育行政

をつかさどる教育委員会でしっかりと見ていく体制

をつくるべきだと私は申し上げているのです。

同時に、つけ加えなければならなくなりますけれ

ども、あの狭い学校の中でそこに先生方の駐車場が

必要なのかどうか。例えば、県庁の職員の皆さん方

も駐車場はないですよ。どうしても借りなければな

らない方は、みんなこの辺の地域の駐車場を借りて

いるということは、十何年か前の当委員会で話した

こともあるのです。学校の運動場を狭めて、先生方

の駐車場があるという時点で大きな間違いだと思っ

ています。そういう意味では、教育委員会がしっか

りと管理をしておけばそういうことにはならない。

そして、子供たちの教室にも等しい運動場が、狭い

ながらも立派な運動場になっていくのではないかと

思うのですが、このことについて御答弁をよろしく

お願いします。

やはり難しいですね。確かに委○諸見里明教育長

員のおっしゃるとおりです。理想としては、駐車場

を取っ払って運動場をつくったほうがいいと思いま

す。ただ、沖縄市、北谷町とかから通っている先生

方はどうするのか。当然学校もこれは存じていて、

恐らくは駐車場はないほうがずっといいという議論

はあったと思うのですが、私たち教育委員会がこれ

は取っ払うべきだと言うことはできなくはないので

すが、学校との協議は絶対必要だと思います。

教育長、本当にもう少し真剣に考○浦崎唯昭委員

えてみてください。運動場が狭い中で、そこに先生

方の駐車場があって余計狭くなることが正常な状況

ですか。しかも、駐車場は先ほど言ったように、も

。し必要であれば皆さん借りて出勤しておられますよ

。全県下でもそういうことになっていると思うのです

先生方の駐車場はみんなあるのでしょうか。その辺

はわかりませんけれども、那覇高等学校をこの間見

た限りでは、狭い運動場の中に駐車場ができて、狭

い運動場をさらに狭くすることを母校として私は見

るに見かねているし、これから教育委員会がしっか

りと教育行政を管理していく中で、そういう立場に

なるということを私ははっきり聞いてこの質疑を終

わりたいのですが、どうしてそれが言えないの。

那覇高等学校の駐車場の件は少○諸見里明教育長

しおいて、これから議論していきたいと思いますけ

れども、設計の段階から教育委員会がかかわって、

学校といろいろ合い議しながらやっていくというこ

とは検討させてください。

検討させてくださいと言うからそ○浦崎唯昭委員

ういうことで了解しますけれども、そのことは他校

に関して言えばもっと問題は大きくなってまいりま

、 、すが 他校のことは私は余りわかりませんけれども

他校もそういう状況ですか。先生方の駐車場がそれ

ぞれ設けられて、那覇地区で言えばみんな狭いです

よ。この間、八重山農林高等学校は80ヘクタールと

聞いてびっくりしたのですが、私たち那覇地区は、

とりわけ真ん中にある那覇高等学校とか、那覇商業

高等学校とか、沖縄工業高等学校とか、ああいうと

ころは狭いですよ。そういうところでも先生方の駐

車場は必要とされているのですか。

那覇地区の高等学校は狭隘です○諸見里明教育長

、 、が 全員が足りているというわけではないのですが

駐車場はある程度あります。

教育委員会が今まで設計段階から○浦崎唯昭委員

、入っていなかったことも大きな疑問がありますので

ぜひ皆様方が入って、運動場も教室であるというこ
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とをしっかり認識していただき、高等学校の子供た

ちが縦横無尽に運動できますようにお願いいたしま

して、この質疑を終わります。以上です。

具志孝助委員。○比嘉京子委員長

平成25年度一般会計補正予算（第○具志孝助委員

３号）説明資料の14ページ、私は通告していません

のでできる範囲内で答弁をしてください。

国民健康保険指導費が下から２行目にあります。

この事業は、国民健康保険の財政の安定的な運営に

要する経費１億97万8000円の補正増になっておりま

すが、まず、その事業について御説明をお願いしま

す。

国民健康保険指導費○上地幸正国民健康保険課長

は、市町村及び国民健康保険団体連合会に対する補

助金、負担金及び保険者に対する指導、監督に要す

る経費等となっております。その補正の内容ですが

２点ありまして、まず１点目が高額医療費共同事業

負担金について、高額医療費が当初見込みを下回る

ために２億4410万1000円の補正減をするということ

です。２点目が県調整交付金についてですが、国民

健康保険財政の安定的な運営を目的に、保険給付費

等の９％に相当する額を市町村に交付する事業であ

、 、りますが 保険給付費等が当初見込みを上回るため

。３億4507万9000円の増額補正を行うものであります

。合計で１億97万8000円の補正をするものであります

実は、このところを見て、国民健○具志孝助委員

康保険制度の問題ですが、消費税が４月から５％が

。 、８％に上がる そのときに国民の医療費を初めとし

社会保障制度の充実強化を図っていくというような

前提になっているのですが、今市町村で運営してい

る国民健康保険財政が大変厳しい状況にあります。

（ ）本県の新年度予算でも国民健康保険負担金 補助金

等事業があって、新年度は194億4530万3000円の予算

が計上されているということでありますが、国にお

いては、国民健康保険財政はこのままでは立ち行か

ないということで、市町村の運営から都道府県運営

に変えるべきだという方向性が昨年あたりから言わ

れていると思っております。これらの作業がどれぐ

らい進んでいるのか。実はそこのところが知りたい

ところでありますけれども、いかがでしょうか。

現在の国民健康保険○上地幸正国民健康保険課長

制度のあり方については、国と地方の協議の場であ

。る国保基盤強化協議会において検討されております

１月31日に政務レベルの協議が開始されておりまし

て、ことしの７月をめどに中間報告を取りまとめ、

平成27年１月に関連法案の通常国会への提出を目指

すということになっております。

ちなみに、国民健康保険財政の各○具志孝助委員

市町村における現状は、かなり市町村でも国民健康

保険財政に対する―特別会計でやっていると思って

おりますけれども、どこの市町村でも一般会計から

繰り出しをして運営をやっていますよね。それにも

かかわらず、市町村の間で国民健康保険税、国民健

康保険料というところもあるかもしれませんが、こ

の負担額に相当の格差が出ているということが言わ

、 、れておりますけれども 国民健康保険の運営の実態

市町村格差というのですか、どのような状況になっ

ているのか。特に格差だとか、あるいは一般会計か

らの持ち出しの平均がどれぐらいとかという状況に

ついて、あらかじめ通告もしていないのですぐに答

えられないかもしれませんけれども、もし御説明い

、 。ただけるのであれば この機会にお聞かせください

決算補塡等目的の法○上地幸正国民健康保険課長

定外繰り入れですが、これを除くと実質的な収支は

沖縄県全体で98億8932万円の赤字となっておりまし

て、赤字市町村は39市町村という状況になっており

ます。

市町村格差は出てきませんか。○具志孝助委員

平成23年度の例です○上地幸正国民健康保険課長

と、竹富町、与那国町、それと宜野座村においては

法定外繰り入れはありませんが、逆にそのときに一

番多かったのは沖縄市で、９億2914万9000円となっ

ております。

とにかく今、国民健康保険財政は○具志孝助委員

どこの市町村でも大変な状況であるということは、

新聞報道でもよく出ているところであります。私が

承知しているところで言うと、沖縄県内でもいわゆ

る保険税の差が三、四倍ぐらい出ているということ

が言われているのです。国でもおよそ9000億円の国

民健康保険財政が赤字を来しているし、このままの

状態では放っておけないということであります。先

ほどの話に戻りますけれども、これは沖縄県におい

ても当然ながら、各市町村の運営から県が保険者に

なって国民健康保険財政、国民健康保険を運営して

いく方向で準備が進められているというのですが、

国民健康保険財政の運営主体が市町村から県に移行

するその準備状況といいますか、いつごろからとい

うことで進めているのか。より具体的にお聞かせい

ただければありがたいと思っているのです。

国民健康保険を持続○上地幸正国民健康保険課長

可能な制度にするためには、国民健康保険における

財政上の構造的課題の解決が必要であり、全国知事
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会で繰り返し表明されております。構造的課題の解

決が、都道府県が国民健康保険の運営責任を担う前

提であると考えているところです。国民健康保険の

構造的課題の解決策や保険者機能の分担について、

今後の検討状況を注視するとともに、必要に応じて

国に対し、全国知事会を通して意見を述べていきた

いと考えております。

ありがとうございました。日本が○具志孝助委員

世界に誇れる国民皆保険制度の中核を担うのが国民

健康保険だと思っているのです。自営業だとか、あ

るいは定年を迎えた人たちがその後加入していく保

険であって、国民の大多数がこの国民健康保険に加

入している。日本の保険制度のまさに中核を担って

いる。ところが、これがなかなか立ち行かなくなっ

、 、ているという中で 抜本的にこれを改革していこう

そして、国民がひとしく負担をしながら良質な医療

を受けていく、このように持っていこうというよう

な大きな改革であると思っております。ぜひうまい

ぐあいに移行を果たしてもらいたいものだと思って

おります。また予算特別委員会がありますから、も

し機会がありましたら尋ねていきたいと思っており

ます。きょうはこの程度にとどめておきます。

あと１点、細かい話ですが、平成25年度一般会計

補正予算（第３号）説明資料の16ページの下から２

行目に職員相互派遣事業費があって、これも説明を

見ますと、県と那覇市の職員相互派遣に要する経費

の減額ということで減額補正になっているのです。

那覇市と県の間で職員の相互派遣事業をやっている

ことはわかるわけですが、説明をお願いします。

平成25年４月から那覇市○崎山八郎福祉保健部長

が中核市に移行いたしまして、那覇市が地域保健法

に基づいて保健所を設置するということで、県から

那覇市の保健所に職員派遣と、那覇市から県に職員

を派遣するということをやります。

そうすると、これは期限つきです○具志孝助委員

か。ある一定の期間が過ぎますと終わりになるわけ

ですね。

一応３年間ということで○崎山八郎福祉保健部長

やっております。

ありがとうございました。私は、○具志孝助委員

なぜ那覇市なのかと。そういうことであれば、各市

町村と交流があってしかるべきではないかと思った

ものですから、お尋ねをいたしました。ありがとう

ございました。終わります。

仲宗根悟委員。○比嘉京子委員長

では、二、三質疑をしたいと思い○仲宗根悟委員

ます。よろしくお願いします。

まず、商工労働部の緊急雇用創出事業についてお

伺いしたいのですが、この事業そのものはどのよう

な使い方をされているのかということを教えていた

だきたいと思っているのです。今私の思っているも

のは、恐らく県の事業とか、あるいは市町村の事業

を振り分けながらこの予算を活用するとは思うので

すが、緊急雇用創出事業についてどのような使い方

をされているか。まずその辺からお伺いしたいと思

います。

今回の補正で22億円余りを○小嶺淳商工労働部長

緊急雇用創出事業臨時特例基金に積み増ししました

けれども、これに関することをまずお話しいたしま

す。これは平成26年度から実施しますけれども、今

回の事業は地域人づくり事業ということになってお

りまして、今までのものと非常に違うのは、雇用の

確保だけではなくて処遇改善―経営者が雇用環境を

改善するとき、例えば売り上げをふやすためのいろ

いろな取り組みとかも対象になることが新しいとこ

ろであります。

平成26年度から始めるものについては今募集をし

ておりまして、今月末に決定しますけれども、今集

まっているものでは、県内建設業界において不足し

ている鉄筋、型枠工等の人材育成、それから人手不

足ということで潜在看護師の再就職を支援する事業

等、今一番問題になっているものに対応できるよう

な事業をやっていきたいと思います。

県内の雇用情勢を改善する○又吉稔雇用政策課長

ということで、緊急雇用創出事業臨時特例基金を平

成21年度に設置しております。今回の補正分も含め

て、これまで223億2960万円が国から本基金に交付さ

れております。平成21年からこれまで県内の雇用情

勢改善のため諸事業を実施しまして、平成24年度ま

での実績で申し上げますと、１万1078名の新規雇用

が創出されております。その間の事業費が138億4760

万6000円という結果になっております。最近の雇用

情勢は徐々に改善していることが労働力調査等で出

ておりますが、この緊急雇用創出事業を使って、失

業率に多少なりとも貢献できているのではないかと

考えています。

今の説明の中で、雇用の確保とか○仲宗根悟委員

処遇改善に充てていくというお話ですが、これはメ

、 、ニューがあって そういう事業について募集をして

応募してきた事業者の方々が適当なのかどうかとい

う審査をして、それから与えるということですか。

この事業は、県及び市町村○又吉稔雇用政策課長
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が事業実施主体となりまして、民間企業等に委託し

て実施する事業です。民間企業等が例えば規模拡大

とかをしたい場合、人を当然雇うと思いますが、そ

れに充てる人件費に２分の１以上を使って、残る２

分の１はその他事業経費として使っていいという内

容になっておりまして、必要な分は当然人件費で人

を新しく雇って、失業者を雇って事業を実施すると

いう内容になっています。

今の説明ですと これまで１万1000○仲宗根悟委員 、

名の雇用につなげたというお話ではあるのですが、

私自身のイメージからしますと 新しい仕事をつくっ、

ていきたい、企業の中でこういう部門を設けていき

たい、それに対して市町村あるいは県にどうですか

ということで、その事業で活用できませんかという

ような内容があるのかと思ったのです。その辺を含

めて皆さんの審査の内容にあるのか。その辺はどう

でしょうか。

各市町村、あるいは県の各○又吉稔雇用政策課長

課から雇用政策課にこういう事業をやりたいという

計画書が来ますので、それが基金事業の要領等に合

致しているかどうかを審査して、中身をチェックし

て事業を決定しているということです。

私も、少しこの辺に使ってみたら○仲宗根悟委員

どうかということがあるのですが、後でまた詳しく

レクチャーしていただきたいと思います。よろしく

お願いします。

あとは農林水産部にお願いしたいのですが 平成25、

年度一般会計補正予算（第３号）説明資料の18ペー

ジですが、特殊病害虫特別防除費。備考ではイモゾ

ウムシの不妊虫生産に要する経費の生産量減少に伴

う減額ということであります。今、イモゾウムシの

事業はどういう内容で進んでいるのか、どうして減

になっているのかを詳しく御説明をお願いします。

特殊病害虫特別防除事業に○西村真営農支援課長

つきましては、現在、イモゾウムシとアリモドキゾ

ウムシにつきまして、久米島と津堅島で実施してい

るところでございます。久米島につきましては、昨

年、御案内のとおり４月に世界で初めてアリモドキ

ゾウムシの根絶を達成したところです。現在は津堅

島につきまして、両種同時に根絶しようということ

で一生懸命取り組んでいるところです。

今回の減額補正につきましては、イモゾウムシの

不妊虫の増殖をやっている中で病原性の寄生虫の感

染がございまして、若干生産量が減少して、それに

伴いまして飼料―餌でありますカンショの購入量が

減りました。そのほかもありますけれども、それな

どに伴う不要が見込まれるということでの減額補正

でございます。現在、寄生虫につきましては消毒技

術の開発を進めておりまして、消毒法―具体的に言

いますと、イモゾウムシの卵を消毒することによっ

て防ごうということで、その効果について調査、確

認をしているところでございます。それが済めば、

また回復してくるというように期待しているところ

です。

、 。○仲宗根悟委員 今 久米島で根絶をなし遂げたと

そして津堅島で実施しているということで、沖縄本

島が心待ちにしているのですが 皆さんのスケジュー、

ルで、久米島そして津堅島、その次に本島に来るの

かと思っているのですが、本島に来るまでにどのよ

うなスケジュールを描いているのでしょうか。

ゾウムシにつきましては、○西村真営農支援課長

根絶技術、根絶防除について世界的にも例がないも

のですから、大学とか国の研究機関とも連携して一

生懸命取り組んでいるところでございます。そうい

うことでやっていますが、まだ若干技術的に開発す

るべき課題、大量増殖するための人工飼料の開発で

すとか、アリモドキゾウムシにつきましてはフェロ

モンがありますけれども、イモゾウムシについては

、まだ見つかっていないといった課題がありますので

そういった課題を解決しながら、技術の開発に応じ

て防除地域を拡大していきたいと考えております。

そういうことで、現時点ではどのように広げていく

という具体的なスケジュールまではまだ持っていな

い段階でございます。

、○仲宗根悟委員 病害虫を防除する作業ももちろん

イモゾウムシ根絶に向けては有効であるのですが、

その一方で、虫に食われないような生産物、芋の開

発についてはどういう取り組みがなされていますか

―結構です。ぜひそういうところも含めて皆さん知

恵を出し合いながら、虫に食われないような、食っ

ても小さくなるような、被害がそう広がらないよう

な芋をぜひ研究されていただきたいと思います。

せっかくですのでゴルフの話もしたいのですが、

ゴルフ場利用税をぜひお願いしたいと思います。現

、況でゴルフ場利用税が軒並み増だということですが

業界のお話を聞きますと、毎年右肩下がりでゴルフ

場の入客数は減っていると。ゴルファー人口ももう

大分減ってきて ゴルフをする方々がもう少なくなっ、

ているということをよく耳にするのです。今回予算

が補正で増になっているのですが、当初予算の見込

みが小さかったのかどうかについて御説明いただけ

ますか。
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ゴルフ場利用税に係るゴルフ場○金城聡税務課長

の利用者については年々右肩下がりという状況にあ

りましたけれども、平成25年度については、天候が

よかったとか、台風が来襲しなかったというような

ことで、ゴルフ場利用者が多いということをゴルフ

場からは聞いておりまして、その利用者分がゴルフ

場利用税の増につながっていると思っております。

そうしますと、当初予算の組み方○仲宗根悟委員

は例年どおり何パーセントという傾向で、予算の措

置をしながら進めてきましたが、ことしはかなり天

候もよくてゴルフをする条件が整っていて、お客さ

んもたくさん入ってきて、ゴルフ場利用税もその分

入ってきたということでよろしいのですか。

そのような理解でよろしいかと○金城聡税務課長

思います。

ゴルフ場利用税の課税のあり方で○仲宗根悟委員

すが、大きいゴルフ場へ行くと、それなりの高いゴ

ルフ場利用税が利用者から徴収されます。また、

ショート並みの小さいゴルフ場はそれなりに小さく

課税されるわけですが、この開きというか、区分の

仕方がどういうあり方なのかをお願いします。

ゴルフ場利用税は、ゴルフ場の○金城聡税務課長

整備状況に応じて税額が変わるように税制が仕組ま

れております。ゴルフ場については、まず等級を決

。 、定することから始まります 等級の決定については

ホール数とホールの平均距離、利用料金の３つの要

素で評点を合計しまして、評点に基づき各等級を決

定していくことになっています。沖縄県の場合です

と、等級を１級から７級まで設定しておりまして、

１級の場合ですと960円の税、７級ですと400円の税

という形で刻みを置きまして、税率設定をさせてい

ただいております。

１級が960円で７級が400円と。そ○仲宗根悟委員

の間に７つの幅があるというような徴収をされてい

るということでありますが、今度は、非課税、課税

対象者にならない方々が―皆さんに資料をいただい

たら５項目ありまして、18歳未満、70歳以上、それ

から障害者の方、国民体育大会でゴルフ競技に参加

する選手は非課税だと。あと学校教育法第１条に定

める学生だとか、授業、部活動で活用する場合は非

課税扱いということですが、いただいた資料の中で

過去５年間を見ているのですが、確かにゴルフ利用

者は右肩下がりに年々、微量ではありますが利用者

の皆さんは減っている。ところが、先ほど申しまし

た非課税の５項目の方々の利用が前年度よりもどん

どん上がる。そういう原因は御存じですか。

明確に分析したわけではござい○金城聡税務課長

ませんので、そういうものは持ち合わせていません

けれども、ゴルフというものは、好きな方は好きだ

と思いますけれども、年を重ねるごとに非課税の対

象になりますので、そういう意味においては、若い

ころにゴルフをやった方がそれぞれ年をとったため

に非課税の形になって、利用されているというよう

に一般的に思うところであります。

、○仲宗根悟委員 先ほど申し上げました要件の中に

毎年非課税の方々が右肩上がりでいらっしゃるとい

うことは 18歳未満の利用者が多いのか あるいは70、 、

歳以上の方々がどんどんふえているのか、この２つ

のうちどちらかだと思うのです。そうしますと、今

度は福祉保健部も、それから教育委員会や文化観光

スポーツ部も非常に関連が深くなるのかと思ったり

するのです。病院に行かない健康な体をつくるため

には、福祉関係の方々はゴルフを奨励しています。

それから、教育長もいらっしゃいますので、ゴルフ

は審判の要らない紳士のスポーツだと言われている

ので、教育には非常に有効だと。その辺の両方を広

げさえすれば、医療費もかなり圧縮できるような健

康な老人をつくるのかな、そして優良な子供たちが

出てくるのかなという意味では、連携しながらゴル

フを非常に奨励していただきたいと思うのですが、

皆さん、いかがでしょうか。

税制の中でも、おっしゃるよう○金城聡税務課長

にスポーツの振興とか普及という観点から、それな

りの課税免除を定めておりまして、今の非課税措置

もその類の一つだと考えております。また、健康増

進にもスポーツが十分に寄与することが言えるかと

思いますので、そういう意味においては、一定の年

齢以上の方にもゴルフを通じて健康管理に寄与する

のかと思います。

崎山嗣幸委員。○比嘉京子委員長

では、質疑をしたいと思います。○崎山嗣幸委員

知事公室になるのですが、事業概要に関して、知

事公約について私は見解を聞きたいと思います。一

般質問の中でも私は聞いたのですが、知事の公約で

県内移設反対ということは一度も言ったことがない

と知事は答えていましたので、私は2010年11月29日

の新聞記事を紹介したのですが、それは語ったこと

もないと、見たこともないということを言っていた

ので、その後に新聞記事が出てきましたので改めて

確認しようということであります。

そのときに知事も知事公室長も、そのように言っ

たこともないということを言っていました。私が読
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んだのは、当選をしたその後―2010年11月29日に、

これは沖縄タイムスの記事ですが、記者、県内に実

現可能性はありますか、ないでしょう。それから記

、 、者に問いかけながら 県内移設の可能性を強く否定

その上で県外移設を求めるとするみずからの公約に

ついて、それで当選した。県内はないということを

明言したことを私は紹介したのです。知事公室長が

知事の思いを語ることは私は問題だと思ったのです

が、もしかしたら誘導尋問にひっかかったのではな

いかと。知事たるものが、みずからの公約を簡単に

ひっくり返すことは僕はあり得ないと思っているの

です。この記事については、知事公室長、私はその

後で探したのですが、全く見覚えがないのか、これ

が間違っているのかどうか見解を示してください。

御質問を受けまして、私もい○又吉進知事公室長

ろいろ整理をいたしました。私は誘導尋問とは言っ

ていなくて、誘導的尋問と言っていまして、そのと

きにかなりお叱りを受けたのですが。要するにマス

コミとのやりとりの中で、明らかにそういう形で県

内移設反対と言わせたいというような―これは我々

の勝手な印象かもしれませんけれども、そういった

御質問があったのは事実でございます。それに対し

て、ある程度そういう回答を期待するような質問が

あって、そういった形でお答えしたことはあったと

思います。

ただ、私の記憶といいますか、特に県議会という

こういう場で、これは委員も御承知だと思いますけ

れども、知事が県内移設反対を公式に述べたことは

ございませんし、さらにその他の公式の場所でも述

べておりません。ただ、報道の中で、記者の印象で

ありますとか、あるいは知事の失言はあったかもし

れません。これは本意でないところで、そういった

ことはあり得るかと思っております。いずれにしま

しても、知事は就任以来、県内移設反対と申し上げ

たことはないというのが知事の認識でございます。

この記事に対して語ったことがな○崎山嗣幸委員

いと言ったのは、私はあると言っているので、これ

は私からすると心外だったので、改めてきちんと述

べていますということをきょうは言いたかったと。

それから、今言っていることを含めて、さきに「ハ

イサイ！仲井眞です」のホームページも僕は紹介し

ましたので、公式に言ったことはないと言っている

のですが、県の広報交流課が出しているホームペー

ジにも記者とのやりとりが載っているのです。簡単

に県のホームページに載せることについては、知事

。の公約を載せながらも違うということになるのです

県民からするならば 「ハイサイ！仲井眞です」は知、

事の公約として受けとめられると思うのですが、こ

のことについてはどうですか。

「 」 、○又吉進知事公室長 ハイサイ！仲井眞です は

極力正確に知事と記者のやりとりを載せると。記者

会見の会見録といった性質を帯びているわけです。

私ももう一度改めて読みました。そういう解釈を受

けかねないような表現である、委員のおっしゃるこ

とも一理はあるという感じはしました。しかしなが

ら、先般答弁をさせていただきましたように、知事

の真意は当時でも県内移設は反対していないと。ま

た、県外移設を求めるということであったことは間

違いないところでございます。

では、最後に確認ですが、実はそ○崎山嗣幸委員

、 、の日に 29日の昼に県庁に立ち寄った仲井眞知事は

、早速知事公室長を呼んで県外移設の検討を指示して

又吉知事公室長は、県の基地政策は県外移設をベー

スに組み立てていくことになったと受けとめたとい

う知事公室長の発言もあるのです。これはずっと知

事の答弁を聞いていて、県外移設とそれから普天間

基地の一日も早い危険性の除去ということでずっと

説明しておりますが、普天間基地の県外移設より普

天間基地の危険性の除去が筆頭で、県外移設は手法

みたいなことを言っているのです。でも、これを見

ると、県外移設をベースに組み立てていくことを知

事公室長がお話ししているのですが、この整合性は

覚えていますか。これも記事に載っております。

私の記憶も定かではございま○又吉進知事公室長

せんけれども、当然私は知事公室長として、普天間

飛行場の危険性の除去が知事の公約であることを踏

まえつつ、そのときには県外移設を模索せよと。こ

れは知事の答弁の中でも、これまで県外移設をいろ

いろ模索して、政府に求めてきたことを言っており

ましたけれども、それはそれで私なりにいろいろ勉

強なり研究をしたわけでございます。そういう意味

では、当時、私がどう言ったということは記憶して

おりませんけれども、今の委員の御質疑の中では、

私がそういうことを言ったということは自然なこと

ではないかと考えております。

そうですね。12月26日に知事が埋○崎山嗣幸委員

立承認をした段階で方針が変わったというように私

は理解をしているのですが、その時点では、知事公

室長が言ったように、知事は県外移設ということを

柱にしていたと理解しています。それとこの新聞記

事の確認をしました。その件はそれで終わりたいと

思います。
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それから次ですが、補正予算の中で、総務部長が

先ほど答弁された人件費の項目と、それから教育庁

の教職員の給与の件について質疑をしたいと思いま

す。これは午前中も出ましたのでお聞きしますが、

人件費63億円の減額のうち、37億円が国の特例減額

の説明ということで私は受けとめて、それから教育

長は、教職員給与費38億円の減額中、20億円が特例

減額だという説明をしておりました。この説明につ

いてですが、特例減額とは、例の国からの復興財源

に充てるための国家公務員給与7.8％の削減と連動さ

せるということかについて、まずは総務部長から説

明をお願いします。

昨年の６月ごろ、給与の特○小橋川健二総務部長

例減額について組合との交渉とかをいろいろやりま

した。その１年前に国家公務員は給与の特例減額が

されていて、国家公務員については、おっしゃるよ

うに復興財源に充てるという説明だったのではない

かと思います。ただ、地方公務員の分については、

国家公務員との均衡も図りながらということがあっ

て、地方交付税の減額が直接の契機になったと思っ

ています。

。○崎山嗣幸委員 教育長からも答弁をお願いします

総務部長からございましたよう○諸見里明教育長

に同じ考えで、国は地方公務員についても同様の減

額調整を求めて、教職員の給与費につきましても、

国の減額調整並みの給与費を想定して、通常より減

額交付することとしております。これを受けて、県

の歳入予算においては平成25年度の教職員の義務教

育給与負担金を通常より減額して 手がたく見積もっ、

て計上したわけです。

一方、歳出予算においては、平成25年度当初予算

の計上時期には、沖縄県職員の給与について減額調

整を行うとまだ決まっていなかったため、通常の給

与費の算定で計上せざるを得なかったわけです。そ

の後、平成25年度に沖縄県においては、他県の状況

を勘案した結果、教職員を含む県職員の給与費を国

。の減額調整よりも緩和して実施したという流れです

つまり、歳入は減らし過ぎていたのですが、歳出は

通常どおりやって そして特例減額によって減となっ、

、 、 。て その分 20億円の減となった次第でございます

わかりました。そのとき、削減を○崎山嗣幸委員

しないと地方交付税に影響があるということで、各

都道府県も反発して、多分知事も地方自治の立場か

ら遺憾であると表明したと私は理解しているのです

が、総務部長、当時の知事の対応についてはいかが

でしょうか。

確かに当時、全国知事会も○小橋川健二総務部長

そうでしたし、それから我々も全国知事会を通じて

いろいろな申し入れも行いました。それから給与交

渉をやりながらも、知事はこれについてはもうやむ

を得ないものであるという認識を示しながらも、組

、合の皆さんともお会いして組合の思いも聞きながら

しかしながら協力してくれといったような、ある意

味で断腸の思いでやったというような認識を示され

ていたと思っています。

結果的に、言うように断腸の思い○崎山嗣幸委員

というか、削減せざるを得ないということで、先ほ

ど37億円、それから教職員20億円という今回補正予

算の減額となっております。これは多分に給与減額

、 、をしたことによって 県は行財政改革の中において

その当時、当初目標の155億円を上回って206億円の

改善効果を出したと言っていたと思うのですが、人

件費の抑制という意味での改善効果を当時、県は発

表していたのではないかと私は思うのです。そのこ

とを理由にして、国に対して十分努力しているとい

う部分が通らなかったのかどうかについて、総務部

長、そういった点はどうですか。

今、200億円余りの効果と○小橋川健二総務部長

おっしゃるのは、現沖縄県行財政改革プランは今年

度で終わりますけれども、４年間のプランです。今

年度の成果はまだ出ておりませんけれども、４年間

で155億円だったと思います。平成24年度までの実績

プラス、平成25年度の予定額を入れると200億円を超

えますという成果を発表したことはございます。た

だ、給与減額そのものは沖縄県行財政改革プランに

入っているものでもございませんし、それから、先

ほど申し上げましたように、直接の契機は交付税の

減額、他県、それから国との均衡というような考え

方のもとに行ったものであります。

なぜそれを聞くかというと、これ○崎山嗣幸委員

までの行財政改革、人件費抑制、定数抑制の中にお

いて努力の成果があって、翁長那覇市長は随分と切

り詰めてきたと。人件費も定数もという中で、それ

は正当な理由であるということで、地方自治体の権

能において削減しないということで那覇市はやって

いないのです。そういった意味では、自治体は財政

が厳しい中において、一方でそういう立場、あるい

は論拠で国に対する主張をしている。他方、県はそ

ういう理屈の中で、まだ財源が厳しいという理解で

ありますが、国がそれによって制裁措置的なペナル

ティーを科すというのは、地方交付税法第３条第２

、 「 、 、項で 国は 地方自治の本旨を尊重し 条件をつけ
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又はその使途を制限してはならない 」ということが。

あるのですが、この辺は県はどのように解釈をして

いるかをお聞かせ願いたいと思います。

地方交付税は、地方全体の○小橋川健二総務部長

共有の財源であります。しかも、使途が定められな

い重要な財源です。そういう意味では、今回の給与

特例減額があるかないかによってペナルティーがあ

るとかないということは、本当はあってはいけない

ことだと思っております。これはこれまでもずっと

そういう考えであります。

これは知事も、そういった立場で○崎山嗣幸委員

遺憾と述べたのではないかと私は理解しております

ので、政府が地方自治体に対して、みずからの政策

を遂行するために地方自治を無視するやり方は、私

は問題があると思っています。それから、職員の給

与の決め方も人事院勧告制度があるわけだから、こ

れをみずから壊すようなことがあってはならないと

思っていますので、ぜひこれは地方自治体の制度を

尊重してもらいたいと思います。

それから、政府は来る５月から、先ほど話をした

給与削減をしなかった自治体に対して、制裁措置み

たいなもので、公共工事関係の補助金を減らすとい

うような方針を打ち出すということで聞いておりま

す。これは今回、県内におけるカットしなかった市

、 、町村 県を初めカットしたところとの補助金の差異

影響が出てくるのかどうか、企画部長は掌握してい

るのでしょうか。

委員が今おっしゃっている○儀間秀樹市町村課長

補助金ですが、がんばる地域交付金の話だと思いま

す。これは先日、総務省で説明会がございました。

がんばる地域交付金の内容ですが、これは今年度に

国の補正予算で計上された交付金でございまして、

算定の方法が、これまでの経済対策に係る交付金と

似たような形になっておりまして、まずがんばる地

域交付金を算定する際に、今回の国の補助事業で地

方の裏負担が出てまいりますけれども、これを合計

した額について、最高で４割まで交付しようという

内容でございます。

一方で、今回の国の補正予算に係る裏負担につい

ては補正予算債で対応し、今年度、２分の１の交付

税措置があるということで、先ほどのがんばる地域

交付金の充て先は、主に平成26年度の地方の単独事

業、地方債が充当できるような地方単独事業にこの

交付金を充てることができるという制度になってい

ます。

この内容ですが、財政力指数に応じまして交付額

を決めようということで、説明の中では、財政力指

数が0.3以下の団体については３割がベースである。

財政力指数が0.3から1.0までは、その交付の割合が

どんどん下がっていくということがまずベースにな

ります。加えて、例えば0.3以下の団体についてお話

をしますと、基本は３割ですが、加えて１割は加算

することができるということになっています。加算

の方法は、平成26年度の普通交付税を算定するとき

に地域の元気づくり推進費というものがございまし

、 、て これは平成24年度までのラスパイレス指数とか

職員の削減数を勘案して算定されたものですが、今

回、平成25年度の数字に置きかえて、これをベース

に１割分について計算しようということですので、

平成25年度のラスパイレス指数が恐らく反映される

だろうということでございます。

今の説明によると、がんばる地域○崎山嗣幸委員

、交付金については今の基準で算定されるのであって

あくまで先ほど私は話をした、賃金の抑制でカット

された市町村、しなかった市町村に差異をつけるも

のではないということで受けとめてよろしいのです

か。

カットしたかどうかという○儀間秀樹市町村課長

よりも、これまでの市町村の行財政改革に係る努力

。を反映させようという趣旨で説明を受けております

これはいろいろな新聞報道にも出○崎山嗣幸委員

ているのですが、削減に応じなかった自治体には原

則３割の補助にとどめるということで、差をつける

。 、という報道があります 先ほどから聞いているのは

補助金の問題で先ほど賃金カットしなかった市町村

については、これで制裁を当てるのではないかと聞

いているのであって、これは那覇市も含めて、カッ

トしなかったところについてはこれに影響されない

のですかと私は聞きたいわけです。

明確な制度の内容について○儀間秀樹市町村課長

まだ詳細な話は来ていないわけですが、例えばラス

パイレス指数について、平成25年度の７月１日で捉

えるとすれば、例えば７月１日だと名護市でも給与

減額しております。10月１日でほかの団体もやって

いるということで、３割は基本にしながら、減額を

したところについては、残りの１割についてある程

度加算はされるという説明を受けております。

基本の３割、0.3以下の財政力を持っているところ

については、３割はもう確保されているということ

でございます。例えば那覇市の場合、財政力指数が

、 、高いということで 例えば0.6とか0.7としたときに

財政力指数が0.3以下については３割と示されている
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のですが、それ以上については具体的な数値は示さ

れていなくて、財政力が１のところで初めて交付も

ないという話になっています。ですから、基本の交

付はあるわけです。あとは加算部分について、賃金

をカットしたかどうかということではなくて、ラス

パイレス指数で算定に反映させるということでござ

います。

補助金について、賃金カットをし○崎山嗣幸委員

なかったからということでは影響を受けないという

ように受けとめておきます。

では、総務部長、地方交付税も含めて、国が賃金

カットをしなかった市町村に対してペナルティーを

科す状況はあるのですか。

、○儀間秀樹市町村課長 平成26年度につきましては

平成25年度のような国から地方に対する給与カット

の要請はないということです。地方公務員の普通交

付税についても、平成26年度については減額されな

いことになっております。

髙嶺善伸委員。○比嘉京子委員長

まず補正予算全体についてお聞き○髙嶺善伸委員

しますが、国の補正関連の経費が措置されておりま

す。国の緊急経済対策で本県経済にどういう影響が

期待できますか。

今回の経済対策として、予○小橋川健二総務部長

算に直接計上しておりますのが87億9000万円。この

内訳は、公共事業関係で31億円、その中には離島の

宮古島、それから粟国島の滑走路の更新ですとか、

かんがい排水事業でありますとか、港湾改修費など

の公共事業が入っております。それから公共事業以

外では、農地中間管理機構の事業が３億6000万円ほ

ど入っております。そのほかには、先ほど緊急雇用

の御質疑もございましたが、地域人づくり、あるい

は住まい対策分として約30億円余りが計上されてお

ります。これは直接基金に積んで、平成26年度に活

用するといった中身になります。それから防災関係

でも、障害児福祉施設の整備事業で12億3000万円ほ

ど入っております。

そのほかに一般会計以外でも、水道事業会計で21

億8000万円ほど別途また計上されています。そのほ

かに、直接公共事業ということではないのですが、

中小企業の資金繰り対策としまして、県単融資の確

保で、例えば借りかえ資金枠を40億円から60億円に

拡充するとか、あるいは農業近代化資金も貸付枠の

拡充をするといった内容が入っております。基本的

に、今回の経済対策の目的は消費税の増税があると

いうことで、駆け込み需要、その反動減をならして

いこうという目的を持っておりますので、その目的

に資するものだと思っています。

皆さんの平成25年度一般会計補正○髙嶺善伸委員

予算（第３号）説明資料で見ると、87億9000万円の

経済対策ですが、具体的な歳出の総括を見てみます

と、投資的経費は32億円の減額になっております。

なぜか。それから逆に言うと、積立金に189億円も積

み足しているのです。緊急経済対策だから、どのよ

うに反映するかというときに、この予算の組み方に

納得できないです。説明をお願いします。

今回、補正予算全体で見ま○渡嘉敷道夫財政課長

すと、投資的経費はマイナスの32億円、積立金は189

億円となっておりますけれども、投資的経費の32億

円の減額の中では、例えば災害復旧事業費など経済

。対策以外の経費の減で大きいものが入っております

今の災害復旧事業費以外に、保育対策事業費のマイ

ナス21億円が入っている関係で 結果的にマイナス32、

億円という数字になっております。一方で、経済対

策関連経費としては全体で87億9000万円入っており

まして、その中で、経済対策関連経費の投資的経費

は43億円になっております。

基金積立金については、財政調整基金積立金が119

、億円ということで大部分を占めておりますけれども

。その他経済対策関連の積立金も計上されております

今回、積立金として基金を計上しておりますけれど

も、２月補正で積み立てることによりまして、４月

から早期に基金事業の実施に取り組むことができる

。 、ということです 仮に当初予算に計上した場合には

年度開始ごとに交付申請手続とか、基金受け入れ手

続等に時間を要して事業着手がおくれるということ

で、今回、基金への積み立てを計上したところでご

ざいます。

それにしても、年度末に189億円を○髙嶺善伸委員

基金に積み立てるということは、緊急経済対策の趣

旨から言って、わかりにくい補正予算の編成だとい

う感想だけは申し上げておきたいと思います。

次に、市町村たばこ税県交付金についてですが、

これについては補正予算で措置されております。こ

れは平成24年度の決算で既に出ているのです。だか

ら、平成25年度の当初予算にきちんと措置しておく

ことが、地方自治法の総計予算主義の原則を的確に

反映できるのではないかと思っているのです。とこ

ろが、当初予算には組まない、いきなり補正予算で

組む。こういう県議会への説明の仕方、提案の仕方

は少しおかしいのではないですか。

今回の市町村たばこ税県交付金○金城聡税務課長
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については、委員おっしゃるように当初予算に編成

しておりませんでした。といいますのは、平成24年

度当初予算を編成する段階では、その歳入が確保で

きるかどうかということに確固たる補足ができな

かったものですから、その時点で編成することはや

めるという当時の考え方がありまして、それで編成

しておりません。今回は収納しておりますので、そ

のことについて予算科目を予算上に設けまして、予

算という形で整理したいと思って、補正を上げてい

るところでございます。

総務部長、地方税法に基づく交付○髙嶺善伸委員

金は、実績が平成24年度に出ているのです。平成25

年度は当然７月までに交付金はあるのだから、当初

予算に組むべきです。地方自治法第96条の議決機関

に対して、当初予算に組んでこないといけない。当

然見込める予算ではないですか。先ほど総務部長が

おっしゃった、入るをはかって出るを制すというこ

とであれば、全て予想される歳入は当初予算で組む

べきです。これを今、なおそれを見込めなかったと

言うことは、地方税法に基づく交付金について全く

認識がなかったということです。総務部長、答弁し

てください。

平成24年に初めて浦添市か○小橋川健二総務部長

らあったということです。この制度を言いますと、

たばこの消費が全国平均の２倍を超えた場合には、

超えた分は交付金として県に戻ってくるという仕組

みになっているようでございます。浦添市にあるた

ばこの小売業者が、引き続き平成25年度も大量にた

ばこを仕入れるのかということを当時見込みづら

かったということで、当初予算に計上しておりませ

んでした。今回、平成25年度も引き続き収納された

ものですから、平成26年度予算についてはきちんと

見積もって計上しているところでございます。

そうすると今、浦添市から来た交○髙嶺善伸委員

付金は２億1900万円。これは７月末現在で入った場

合に、県としてはどのように収納したのですか。

歳入科目の市町村たばこ税県交○金城聡税務課長

付金という形で収納させていただいております。

歳出につきましては、確か○渡嘉敷道夫財政課長

に予算に計上しなければ支出することができないと

なっておりますけれども、歳入につきましては、解

説書によりますと、歳出の財源としての見積もりで

あるにすぎないから、歳入については予算に計上さ

れていなくても、受け入れることができると解釈さ

れております。

総務部長にお聞きします。歳入予○髙嶺善伸委員

、 、 、算は 議決項目である款項にない 費目存置もない

そういう場合の収納は収入に認定できますか、これ

は使えますか。基本的なことです。

歳出予算については限度額○田端一雄財政統括監

が定められて、歳出予算を超えて支出することはで

きませんけれども、歳入予算については、見積もり

を超えて受け入れることが可能となっています。地

方財務実務提要の中で―少し読み上げたいと思いま

すが、地方公共団体の収入は、歳入予算に基づいて

収入されるものではなく、法令または計画等によっ

て収入することになります。したがって、歳入予算

の予算科目がない場合でも、これを拒否し、その権

利を放棄することはできないものですとなっており

ます。したがって、歳入科目がない場合は、長限り

で適宜科目を設けることは差し支えないと解するこ

とが適当であるということが、地方財務実務提要に

掲載されているところであります。

では、我々はどういう基準で当初○髙嶺善伸委員

予算を審査するのですか、議決するのですか。こう

いう逃げ道をつくって、当初予算に組まなかったこ

とに何も落ち度はないという県議会対応は、私は間

違っていると思います。我々は決算特別委員会で審

査したのだから、これは地方税法に基づいて毎年７

月までには交付金があると。２億円、３億円あるの

です。そういう意味では、当初予算に組むべきだっ

たのではないかという意味を含めてやっていますの

で、総務部長から答弁してください。

当初予算に組めなかった理○小橋川健二総務部長

由は先ほど申し上げましたけれども、歳入について

は、ある程度保守的に見込んだりということはよく

やります。それは年度の途中で事情変更等がありま

すと、やはり歳入財源に穴があくということを回避

するためでもあります。ただ、そうは言いながらも

適正に見積もりをし、適正な時期に予算に計上する

ことは大事なことだと思っております。

県議会から隠し予算と言われない○髙嶺善伸委員

、 、ように 入るべき年度内の予算の見込みについては

総計予算主義ですのできちんと歳入に計上してくだ

さい。そういう意味では、平成26年度は当初予算に

３億3000万円組んであります。こうあるべきだと思

。 、 。う しかし 今年度は第16款で計上しているのです

次年度は第４款です。こういう一貫性のない予算措

置をやると、我々は前年度と比較ができない。この

辺はどうですか。

今回、当初予算で計上され○田端一雄財政統括監

、 、ていなかったために 款としては第１款から第15款
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県債のその次に第16款として市町村たばこ税県交付

金を追加したものであります。当初予算におきまし

ては第４款に入っているということでありますが、

実は地方自治法の施行規則で順番が定められており

まして、それに従いまして、当初予算で計上した平

成26年度予算については、地方自治法の施行規則ど

おりに第４款で計上したということであります。

我々は対前年度と比較しながら、○髙嶺善伸委員

どれぐらいの予算が見込めるのか、前年度と比べて

どうかということで審査していますので、県議会を

混乱させるような議案の提案は控えてください。

歳出に入ります。交通運輸対策ですが、減額補正

。 、になっています これは一般質問でもやりましたが

今緊急に必要な離島航空路線については、我々が１

年先、２年先と考えるほど地域住民は悠長ではない

のです。企画部長、もう一度お聞きします。琉球エ

アコミューター株式会社―ＲＡＣしか今のところは

路線の機体はない、大型化すべき。ところが、航空

機の補助事業が導入できるかどうかについてはどう

ですか。

まず航空機の補助事業の要○謝花喜一郎企画部長

件がございますが、９人乗り以上で1500メートル以

下の滑走路での離着陸が可能なもの。２つ目に、補

助金の交付がなかった場合は、３事業年間において

経常経費に損失が生じることが見込まれる路線であ

。 、 、ること こういった路線に対しましては 国が75％

県が25％の補助金で購入できるということです。

これまでも平成８年度からＲＡＣに対しましては

機材購入の補助をしておりまして、経緯を述べます

と プロペラ機で９名乗りを２機 39名乗りを４機 50、 、 、

名乗りを１機、この補助事業をもちまして購入して

おります。本会議でも御説明させていただきました

けれども、ＲＡＣにおいて旅客の輸送力向上、貨物

ニーズなどを踏まえて、機種をどうするかというこ

とを今いろいろ議論していると思いますので、県と

しましては、路線の需要規模に適正な機材が選定さ

れるように、ＲＡＣと意見交換を行ってまいりたい

と考えております。

石垣―与那国間のＲＡＣの大型航○髙嶺善伸委員

空機への補助方針が決まったとすれば、県も持ち出

しは25％ありますよね。そういうことで、県も航空

機の補助に対応して、機材購入を支援するという考

えはありますか。

委員の大型機のイメージが○謝花喜一郎企画部長

どの辺のものかですが、プロペラ機ということがま

ず前提になります そうした場合に 50名乗りから74。 、

名乗りがございます。74名乗りでも、ＲＡＣで採算

等、旅客ニーズ、貨物のニーズを考えた場合にその

ほうがいいということであれば、県もそれに対して

支援することはやぶさかではございません。

次年度の予算要求、概算要求は大○髙嶺善伸委員

体６月にやるのです。だから、次の年度で購入する

ためには、この５月、６月にはＲＡＣと調整して―

県も株主でありますし、離島の利便性を確保するた

めにどのような大型機を購入するかを決め、国に要

請していく。県が25％を負担しますので、５月、６

月に間に合わせて条件を詰めていく。そういう積極

的な離島の航空路線の改善をしてもらいたい。そう

いう意味での取り組みについて、県はどうですか。

再三申し上げておりますよ○謝花喜一郎企画部長

うに、離島路線の維持、確保、改善が沖縄県に与え

られた役目だと思っております。それを実際に確保

。 、するのが航空事業者でございます ＲＡＣにおいて

維持、確保、改善のために必要だということであれ

ば、県はそれについて当然サポートするという立場

は変わりません。ＲＡＣもいろいろ経営計画等がご

ざいますので、そういったものを見ながら、我々は

しっかりと助言、指導をしてまいりたいと考えてお

ります。

次に離島生活コスト低減支援実証○髙嶺善伸委員

事業ですが、残念ながら半分の6000万円余り減額で

す。せっかく１億2000万円も組んで、離島の物価高

を解消できるという実証実験に対する期待を非常に

しておりましたが、こういう場当たり的な予算や削

減ではなくて、むしろ予算を目いっぱい使って、多

良間島であるとか与那国島とか皆さんが答弁してい

るように、那覇市を中心にすると30％も割高です。

これに消費税がかかるのです。そういう意味では対

象の４町村、５島をもっと広げて、補正減にするの

ではなく、実証の市町村、離島をふやして対応すべ

きだったのではないですか。

少し答弁が長くなるかもし○謝花喜一郎企画部長

れませんけれども、この事業は、実はもう十何年も

前から議論はなされていました。ただ、そういった

、ものに対する補助メニューがなかったということで

なかなか県もそれに対し―離島の方々からの切実な

る声はあったわけですが、対応できなかったという

ことです。ただ、今般、沖縄振興一括交付金ができ

て、何とかこれで対応してみようではないかという

ことで乗り出してみたわけです。

ただ、スキームを考えてみると、実にこれは難し

いということを我々は実感しました。輸送経費、そ
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れから仕入れ価格に手を入れるということは、思っ

た以上に難渋いたしました。これについては、まず

実証事業ということで３年間やってみることが大事

であろうと考えまして、座間味島、渡嘉敷島、それ

から南北両大東島ということで４町村から始めた経

緯がございます。当然これは実証事業ですので、有

識者による検証委員会でしっかり効果を検証しても

らう。それを踏まえた上で、次のステップに行くべ

きだろうと思っております。

委員がよく御承知のように 平成24年度も開始が11、

月からと大変おくれました。平成25年度も12月によ

うやくスキームを改善したということで、あと１年

はしっかりと今のスキームでやってみて、さらなる

離島への拡充等については検討してまいりたいと考

えております。

必ずしも３年終わらないと検証で○髙嶺善伸委員

きないではなくて、中間で検証しながら、対象市町

村、離島をふやして、本当に離島の生活物資をどの

ように提供できるかということについて、やはり県

のユニバーサルサービスという意味では大事な点だ

と思いますので、ぜひ次年度に向けて取り組んでく

ださい。これは要望して終わります。

自然公園管理費の減ですが、私は、慶良間諸島を

国立公園にしてよかったと思っています。今度は、

最短でも平成28年度を目標にしている世界自然遺産

登録です これはヤンバルの国立公園化が前提となっ。

ているのです。これにおくれはないのか、間に合う

のか。この辺はどうなっていますか。

奄美・琉球の世界自然遺○當間秀史環境生活部長

産への登録について、最短で世界自然遺産登録を平

成28年度と考えるのであれば、平成27年１月には世

界自然遺産登録の条件となる国立公園の指定をしな

ければなりません その条件が整わなければ 平成27。 、

年１月にはユネスコに対して申請をすることはでき

ないわけです。今、県、それから環境省が協力しま

して、ヤンバル地域といいますと国頭３村になりま

すので、特に国立公園の指定に当たっては、国頭村

、では林業をなりわいとしている方々がおりますので

その方々の理解が得られなければ国立公園化はなか

なか進まないということがあります。過去、我々も

二、三年前から、フォーラムあるいはシンポジウム

を持つ、あるいは最近では、国頭村の林業者と世界

自然遺産について勉強会を始めております そういっ。

た意味で、徐々にある程度理解は進んでおります。

ただ、だからといって、今後国立公園化に地元がす

ぐに賛意を示すとも思っておりませんので、今、丁

寧に地元との接触を続けているところであります。

。○髙嶺善伸委員 やはり林業家との調整も必要です

コアゾーン、バッファーゾーンを含めて、林業には

こうやっていく、そのかわり国立公園にもしていく

という協議のためには、両部長はよく協議をするこ

とが必要だと思うのです。どうですか。平成28年度

には我々は世界自然遺産に登録したいのですよ。そ

のことによって沖縄の観光立県という大きな要素が

あると思いますので、農林水産部長、まず認識を聞

かせてください。

確かに、例えばヤンバルで○山城毅農林水産部長

我々が取り組んでいるのは、沖縄型の林業の進め方

ということで、ゾーニングを定めながら、林業区域

あるいは保護する区域が一緒になって、それと環境

団体と一緒に協議をしながら、エリアの区域を決め

ながら取り組んでいるところでございます。連携し

ながらそういったものをやっていくべきかと考えて

おります。

鹿児島県も奄美大島の国立公園化○髙嶺善伸委員

に向けて精力的に取り組んでいるし、沖縄県がおく

れたから世界自然遺産登録がおくれたと言われない

ように、ぜひスピードアップをしてもらいたいと思

います。

最後に、青年就農給付金事業関連についてお聞き

したいと思います。減額になっていますが、理由等

についてお聞かせください。

農村青少年研修教育事業費○西村真営農支援課長

における減額補正につきましては、青年就農給付金

事業の減額によるものでございます。減額補正する

主な理由につきましては、当初計画で見積もって450

名を予定しておりましたが、403名に給付対象者が

減ったことと、年度内における給付対象期間が短く

なった事例によるもの、そして国の特例措置によっ

て、前年度の平成24年度予算で早期給付を行ったこ

とによる減となっております。

これはいろいろな課題があります○髙嶺善伸委員

のでこれ以上お聞きしませんが、農家の担い手の育

成については沖縄振興一括交付金も活用し、国の制

度も利用して非常に明確な方針等ができました。水

産業の担い手の育成事業がなかなか県の予算で見え

ない。どうなっているのですか。

水産庁におきましても、今の○新里勝也水産課長

青年就農給付金のような事業が用意されています。

まず、漁業学校等で学ぶ若者への青年就業準備給付

金の支給、漁業就業者と指導漁業者のマッチングの

支援、あるいは漁業現場への研修生の受け入れに対
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し、最長３年間の助成等のメニューが用意されてい

ます。

ただし、一つ、漁業学校で学ぶ若者への支給につ

いては、県立の漁業学校で学ぶという前提条件があ

ります。県内にはその学校がなくて、国内でも北海

道と宮崎県の２校しかないものですから、その辺で

使い勝手が悪いということで、国へは要件緩和をお

願いしているところでございます。ただし、マッチ

ングと研修生の受け入れにつきましては、国から直

接漁業団体へ助成金が流れてきまして、県も参画す

る協議会をつくり、現在、県内の就業者に対して支

援しているところでございます。

農業の担い手については、10年間○髙嶺善伸委員

で3000名の後継者を育てようということで、明確に

沖縄県新規就農一貫支援事業とか、国の担い手事業

を含めた給付金事業などをやっているのです。我々

。 、も審査できるので手応えがわかるわけだ ところが

皆さんの新規漁業就業者の支援事業は県の予算に

上ってこない。これを何とか県で審査をしながら、

担い手の育成ができるようにしたらどうですか。

担い手事業の場合は、今のス○新里勝也水産課長

キームが国から直接漁業団体に置く協議会へ交付さ

れるというシステムになっていまして 現在 平成25、 、

年度は8000万円の事業費で30名の研修生を受け入れ

て実施しているところでございますけれども、御指

摘のように、我々も県のかかわりというところが農

業に比べて少し薄いのかと。その辺はまた国とも、

あるいは漁業団体とも検討して、今度、県としてど

ういうことができるのかについて考えていきたいと

思っております。

ぜひ検討してください。○髙嶺善伸委員

それから、一般質問でもやりました沖縄漁業基金

が100億円設置されているのですが、今回の補正予算

に出てこないのです。我々は使い勝手のいい漁業の

ための資金としてどのように使えばいいのか。その

辺の予算の運用も含めて御説明をお願いしたいと思

います。

今般国で措置されました沖縄○新里勝也水産課長

漁業基金につきましては、台湾との取り決めの影響

、で事故等が起こった際に速やかに対応できるように

あるいは使い勝手がいいようにということで、県を

通さずに直接、公益財団法人沖縄県漁業振興基金に

全額国庫補助金として水産庁から設置されたところ

でございます したがいまして 県は予算措置は行っ。 、

ておりません。

ただし、県としましては、当該の公益財団法人沖

縄県漁業振興基金に理事及び評議員を派遣していま

して、それなりのチェック機能は果たしていけると

考えております。さらに、当該基金事業の実施に当

たっては、事業検討委員会というものを設置するこ

とになっております。その委員会には県からも委員

として参画しており、一緒に効果的に活用していけ

るかと考えております。

農林水産部長、この100億円は漁業○髙嶺善伸委員

振興にかかわる大変重要な予算だと思っているので

す。ぜひ県議会でも審議できるような予算の仕組み

はできないですか。

今回、国で設置された沖縄○山城毅農林水産部長

漁業基金につきましては、経済対策で国が予算措置

をしてくれたわけですが、先ほど水産課長からあり

ましたように、緊急的、迅速に団体で使えるような

仕組み、逆に使い勝手がよい仕組みと国からも聞い

ています。ただ、おっしゃるように、そこの中身の

情報についてどうするかということがございますの

で、それにつきましては、我々も事業検討委員会の

中に入って一緒に議論します。それらについては、

、経済労働委員会とかいろいろなものを活用しながら

必要であれば情報提供していきたいと考えておりま

す。

山内末子委員。○比嘉京子委員長

まず、平成25年度一般会計補正予○山内末子委員

算（第３号）説明資料13ページの災害救助費につい

てです。これは東日本大震災の被災者受け入れに係

る賃貸住宅の借り上げ実績減とありますけれども、

この辺の具体的な御説明をお願いいたします。

民間賃貸住宅の延べ入○渡真利雅男県民生活課長

居者数は334世帯、800人。平成26年３月６日現在の

入居者の数が254世帯で607人。これまでに24％の方

が退去しております。

退去した分の減額ということでよ○山内末子委員

ろしいですね。

、 、それでは これまで３年間の実績についてですが

世帯数、延べ人数、そして現況何名ぐらいの方がい

らして、世帯は今どれだけいらっしゃるのかをお願

いいたします。

平成23年６月から受け○渡真利雅男県民生活課長

入れを始めまして、これまでに一番多いときの世帯

数が295世帯でございます。それに伴う入居者の数が

709名となっております。

現在入居している実数でございますが、世帯数で

254世帯、人数としては607名となっています。

これは住居費に対する支援でござ○山内末子委員
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いますけれども、全体的にこれまでの避難者数の推

移については、どちらかでお願いいたします。

現在の資料につきま○漢那宗善防災危機管理課長

しては、受け入れ数の平成25年10月末現在ですが、

自主避難を含む全避難者数で980名、住宅支援を受け

られている避難者数が661名でございます。

来週で東日本大震災から丸３年が○山内末子委員

たちます。そういった意味では、沖縄県に避難して

きた人たちに寄り添いながら、県民がしっかりと支

援してきた。その当時、沖縄県はすごい早くから支

援をしていたと思います。支援は今後も長く続けて

いかなければならないと思いますけれども、支援策

について、先ほどの住宅支援も含めて、期限につい

、 。ては今 国もちゃんとしたことを示しておりません

そういう意味では、先ほどの住宅支援、それからい

ろいろなほかの支援策についても今後どういった展

。 。開になっていくのか その辺を少しお示しください

今委員おっしゃるように、東○又吉進知事公室長

日本大震災発生時から県は住宅の確保、さらに家財

道具あるいは避難者への交通費の支援といったもの

を鋭意やってきたわけでございます。また、いわゆ

る県民会議というものをつくりまして、そこで機動

的に被災者の意向に沿ったアンケート等も実施しま

して、とにかく沖縄で、当時、ここに住んでいる県

民並みの行政サービスをと申し上げたのですが、そ

ういう形でやってきております。

期限の問題ですが、一旦政府でこういったものを

２年をめどに整理しようという動きもあったのです

が、被災地、とりわけ福島県の状況が、帰還困難地

域がまだまだあるということでございますので、政

府においても―私どももいろいろ相談しているわけ

ですが、今、期限が切れないような状態になってい

ると思います。したがいまして、これは全国にまた

がる問題でございますので、適宜政府とも連絡をと

りながら、できるだけ被災者の日常生活がしっかり

。と営めるように支援してまいりたいということです

ニライカナイカードというものがございますけれど

も、県民会議の中で、これは企業のほうが熱心でご

ざいまして、来年度も継続することが決まりました

し、そういった形で、継続できるものはしていきた

いということでございます。

本当にその姿勢が大変大切だと思○山内末子委員

います。特に県別で見ますと、福島県からの避難者

の皆さん方が大変多くて、帰るめどがやはり立って

いないと思うのです。そういった意味では、皆さん

方からすると沖縄県が第二のふるさと、あるいはこ

。こがふるさとだという避難者の方も多いと思います

そういう意味で、本当に息の長い支援策というもの

を、また、国の支援もそうですが、ウチナーンチュ

のチムグクルというものを最大限に発揮して、ぜひ

頑張っていただきたいということと、そういった意

味で、きょう、大変心温まる報道がありました。

本当に３年目ということで、その当時は頑張れ日

本ということで世界からも支援がありましたし、日

本中からは頑張れ東北ということで日本全体で支援

したのですが、３年目となると少し意識が低くなっ

たかと。そういう中で沖縄県からは、きょうの新聞

にあります豊見城市伊良波長寿会の皆さんが、子供

たちにとって温かいぬくもりをということで手編み

のマフラーの支援があったりと。

教育長、これはとてもいいことなのですが、喜瀬

武原中学校の生徒の皆さんが、まず国語の授業で作

文を書いて、書いた作文を新聞に投稿する。新聞に

投稿して、投稿した謝礼としてもらった図書カード

を、今度は被災者のところにこれでぜひ本を買って

くださいと。そういう意味では、国語の時間に国語

力を養いながら、また新聞を活用しながら、そうい

うツールを通じて社会性を養う。そういう意味でま

た被災者に対する自分たちの道徳心、ボランティア

と。そういう意味では、１つの授業から幾つもの教

育ということで、これこそまさに生きた教育だと思

います。災害というものは、確かに悲しいことだけ

ではなくて、それをばねにした教育も大変必要だと

思いますので、教育の視点から災害に対することで

御感想があればよろしくお願いします。

全く委員のおっしゃるとおりで○諸見里明教育長

ございます。あの大震災から学んだ私たちの一つの

教訓は本当にきずなであると、それに尽きるのでは

ないかと思っております。きずなの大切さを子供た

ちに伝えて、そして支援して助けてあげるというこ

とは、教育において一番大切な視点ではないかと私

は思っております。現在、福島県を初め岩手県、宮

城県の３県から200名近い生徒がまだ在学しておりま

して、３県以外も含めたら300名以上受け入れている

のです。ぜひ一緒になって助け合いながら、きずな

の大切さというものは伝えていきたいと思っており

ます。

ありがとうございます。○山内末子委員

続きます。16ページの精神医療費についてです。

これは自殺対策緊急強化基金、精神医療費実績に

よる償還とありますけれども、それぞれの補正額と

その理由についてお聞かせください。
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今回の補正の主な理○大城壮彦障害保健福祉課長

由としましては、自殺対策緊急強化事業として、こ

れは国の緊急経済対策に基づきまして基金の積み増

しがございました。その部分に係る補正でございま

す。

それから、復興関連予算で使途の厳格化というこ

とがございまして、基金に残額があるものを国に返

還するというものがございました。

それから、精神保健福祉法に基づきまして、精神

障害者を措置入院とさせる場合に要する経費につい

ては、国庫の補助額を上回って受け入れた分につい

て国に償還するという内容で補正が計上されており

まして、8848万4000円を補正計上しているものでご

ざいます。

まず、自殺対策緊急強化事業に関連しての基金へ

の積み増しの部分ですが 補正額が積立金として4646、

万3000円、それから復興関連予算で国への償還を要

するものとして1168万2000円、それから精神医療の

絡みで国への償還を要する経費として3033万9000円

となっております。

自殺対策の事業について少しお伺○山内末子委員

いいたしますけれども、自殺者の最近５カ年の動向

についてお聞かせください。

自殺対策は平成21年○大城壮彦障害保健福祉課長

から基金を積み増しして対応してまいりましたけれ

ども、最近５カ年ということですので、まず平成21

年の自殺者総数が406名、これは過去最高の数値でご

ざいました。平成22年が363名、平成23年が387名。

この間300名台を超えておりましたけれども、平成24

、 、年は267名 平成25年は速報値でございますけれども

直近で278名ということになっております。

数字だけを見ると、この５カ年の○山内末子委員

中では、昨年度も少し減っていますし、事業の成果

が数字にあらわれているということだとは思います

が、その中で沖縄県の自殺者の特徴をお示しくださ

い。

内閣府が警察庁統計○大城壮彦障害保健福祉課長

をもとにして公表している数字がございます。まず

沖縄県の自殺の特徴として、全国と比較して割合が

高いもので言いますと、男性の50代の自殺者の割合

が高いということが挙げられております。

男性の50代の自殺者が多い。その○山内末子委員

要因についてはどのように把握していますでしょう

か。

これも同じく警察庁○大城壮彦障害保健福祉課長

統計によるものですが、一番多いのが鬱病などを中

心とした健康問題、それから生活苦、負債等により

ます経済、生活問題というものが高い割合を占めて

おります。

男性と女性とでは相当な差があり○山内末子委員

ます。皆さん、それについてはどのような検証をし

ていますか。

自殺を取り巻く原因○大城壮彦障害保健福祉課長

は非常に把握が難しいのですが、県においては、関

係部局と横の連携をとりながら対応するために連絡

会議、それから自殺対策に関係する民間等を含めて

協議を重ねていろいろ検討しているのですが、男女

の自殺の割合になぜ開きが出ているのかを把握する

のは非常に難しいところでございます。

女性のほうが少し図太いのかなと○山内末子委員

いうような―図太いではなくて、心が強いというこ

とがあらわれていると思うのです。ですから、その

辺のところでそういったことをしっかりと、皆さん

の資料によりますと、年代別を見ても10代から自殺

者がおります。若い人たちは若い人たちなりに、な

ぜ自殺に追いやられていくのか。それから10代、20

代、30代、若い働き盛りの皆さんたちが、なぜ若い

希望を持っているような年に自殺に追いやられるの

か。その辺のところも年代別にも検証していく必要

もあると思います。先ほどの50代の男性の自殺者に

ついては、男性にも更年期の鬱という、今それも大

変大きく起因しているのではないかと全国的にも調

査が出ておりますけれども、そういった意味で、職

場的にどのように皆さんたちをバックアップする体

制をつくっていくか。これについても沖縄労働局と

一緒になって頑張っていく必要もあると思うのです

が、その辺の横の連携についてはどのように構築し

ていますでしょうか。

先ほど少しお答えし○大城壮彦障害保健福祉課長

ましたけれども、県庁の中で言いますと、関係部局

ということで総務部、商工労働部、各関連する部局

の横の連絡会議を持って、それぞれ対策に当たって

おります。例えば県庁内部で言いますと、総務部で

は職員の健康管理などを含めたところで鬱の問題を

扱っているところもあると思いますし、また、民間

も含めたところで言いますと、協議会を持っており

ますけれども、その中で沖縄労働局を中心にしたと

ころで対策をとってもらっているとか、そういうと

ころで横の連携をとりながら対応しているところで

ございます。

悩んでいる皆さんへの相談支援体○山内末子委員

制はとても大きな効果をあらわすと思いますので、
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その相談体制がどこにあるのかということをちゃん

、と示せること―例えばコンビニといったところにも

今、テレビなどでコマーシャルもやっています。し

かし、若い皆さんたちにはなかなかテレビを見ない

人もいますので、そういったところでステッカーを

つくったり、あるいはチラシをつくったりというこ

とで、全体的にどこに相談すれば自分の悩みを聞い

てくれる、また対策を練ってくれるということを示

すような策も必要だと思いますので、ぜひその辺の

ところも支援策の中で考えていただきたいと思いま

す。

それでは、もう一点。19ページの畜産経営環境保

全対策事業費について、オガコ養豚普及促進事業が

ありますけれども、この辺についての事業の進捗状

況と今回の減額について理由をお示しください。

、○安里左知子畜産課長 今回の事業につきましては

オガコ養豚普及促進事業の減額ということになって

おります。今年度、オガコ養豚普及促進事業は、お

が粉安定供給・代替資材可能性調査、普及啓発実証

展示事業、実証展示農場の臭気調査、おが粉豚舎改

修助成の４点について行っておりました。ただ、お

が粉豚舎改修助成が、当初の６農場の予定が２農場

。に減少したために4000万円の減額になっております

当初は６農場で予定しておりましたが、今年度の飼

料価格高騰等の影響から、農家が途中で辞退したと

いうことがあります。

皆さんがおが粉養豚を推進する目○山内末子委員

的についてお願いいたします。

近年、特に養豚業におきま○安里左知子畜産課長

しては、悪臭等の環境問題が発生しております。お

が粉養豚の長所としまして、１つ目に豚舎の悪臭や

汚水発生を軽減する効果がてきめんであること、２

つ目にふん尿処理に難しい知識や技術を必要としな

いこと、３つ目に飼養豚のストレス軽減効果がある

ことなどを考えていることから、おが粉養豚を推進

しております。

この事業自体は、今はもう豚舎の○山内末子委員

改築をして、これからそういった豚舎でしっかりと

おが粉養豚を進めながら、肉質の改善といった意味

で経営安定につながっていくという効果も期待して

おりますでしょうか。

ストレスが減少しますし、○安里左知子畜産課長

そういう意味では早い出荷も期待しております。そ

れと同時に、今申し上げましたとおり、ふん尿処理

に係る経費が随分抑えられるだろうという経営面も

期待しております。ただ、これだけでは全てが解決

するとは思っておりませんので、県としましては、

豚の産子数や生産性にすぐれているオキナワアイラ

ンドの造成を成功させておりますので、この導入の

推奨や現在行っております養豚生産性向上緊急対策

事業などの活用によって、農家の経営の改善を図っ

てまいりたいと考えております。

今この事業を進めながら、次年度○山内末子委員

に向けても続けていくと思うのですが、実際にその

方法で今養豚を行っている農家は、沖縄県全体でど

れぐらいいらっしゃいますか。

昨年度の調べでは、おが粉○安里左知子畜産課長

養豚農場は16農場でございます。

全体的にはまだまだ少ないとは思○山内末子委員

うのですが、ただ、沖縄県として、やはり養豚につ

。 、いては沖縄県の食文化の柱だと思うのです しかし

先ほどもありますように、やはり悪臭の問題や汚濁

の問題など、環境改善に農家の皆さんたちが設備の

投資だけに結構時間がかかったり、経費がかかった

りで、経営安定に対してはなかなか難しいというこ

とが今の農家の現状だと思います。

そういう意味では、沖縄県の食という意味でもそ

うですし、長寿の柱でもあります、美の柱でもあり

ます。私もきのう、コラーゲンのために足テビチを

食べてまいりました。沖縄県の豚を全国にアピール

するという意味では、まだまだ対策として少し弱い

のではないかと思いますので、そういった意味での

養豚に対する施策の強力な推進をぜひ頑張っていた

だきたいのですが、農林水産部長、次年度に向けて

どうでしょうか。よろしくお願いします。

本県の豚につきましては、○山城毅農林水産部長

確かに食文化の中心的なものであるということは我

々も非常に認識しておりまして、その生産拡大、あ

るいは品質の向上、ブランド化に向けて一生懸命取

り組んでいるところでございます 先ほどの一番ネッ。

クとなっております環境問題をどうするかというこ

とで、沖縄振興一括交付金を使いながら、現場の状

況を調査しながら、新たな取り組みができないかど

うかも今模索しながらやっている段階でございまし

て、その一つとしてオガコ養豚を普及しているわけ

でございますが、それだけではブラント化というわ

けにもいかないので、今、沖縄県家畜改良センター

で、先ほどありましたオキナワアイランドという養

豚を育成いたしております。従来のランドレース種

よりも、子豚を生むとした場合、年間18頭から22頭

と約４頭ふえる、肉質もよくなるということがあり

ますので、その豚も今農家に普及を図っていますの
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で、そういった取り組みと、もう一つはアグーのブ

ランド豚を使いながら、それとの交配でいいブラン

ド豚を育成していく。それとあわせて相乗効果を高

めながら、しっかりと沖縄の食文化を確立、維持し

ていきたいと思っております。

20分間休憩いたします。○比嘉京子委員長

午後３時43分休憩

午後４時03分再開

再開いたします。○比嘉京子委員長

休憩前に引き続き、質疑を行います。

新垣清涼委員。

平成25年度一般会計補正予算（第○新垣清涼委員

３号）説明資料12ページのバス路線補助事業費につ

いてお伺いします。県内路線数、そのうちの赤字路

線数、事業者の数をお願いします。

補助対象路線につきまし○多嘉良斉交通政策課長

ては、国庫補助対象路線が９路線、県単補助対象路

線が30路線となってございます。ただいま手持ちに

事業者数は持ち合わせておりません。後でまた御報

告したいと思います。

減額になった理由を説明してくだ○新垣清涼委員

さい。

まず、バス路線の補助事○多嘉良斉交通政策課長

業につきましては、バス利用者が少なく、運賃収入

だけでは維持が困難な赤字路線に対しまして、国、

市町村と協調して運行費の補助を行い、地域住民、

特に高齢者や学生等のいわゆる交通弱者の通院、通

学、通勤等の日常生活の足を確保しております。今

回、減額補正に至りましたのは、バス利用者増によ

ります補助対象路線減により補助金が不要となった

ため、減額補正をいたしたところでございます。

補助対象の減というわけですが、○新垣清涼委員

どの路線ですか。

まず補助要件がございまし○謝花喜一郎企画部長

て、輸送量が１日150人未満という補助要件がござい

ます。今般、名護西空港線において150人を超えたた

め補助要件に該当しないということで、今回対象か

。 。ら外れたと これに伴う減ということでございます

対象が150人未満ですね。近年、廃○新垣清涼委員

止になった路線もありますか。

。○多嘉良斉交通政策課長 廃止路線はございません

先ほど説明があったように、バス○新垣清涼委員

の場合は沖縄県で唯一公共交通として利用されてい

、 、るわけですから 赤字だからといって廃止されると

、 。高齢者 あるいは子供たちが大変困ると思うのです

そういう意味では、これからも引き続き利用者が少

ないところを支援していただきたいと思います。

それでは、沖縄都市モノレールが開通してから、

路線の変更などもあったでしょうか。

路線の回数はわかりませ○多嘉良斉交通政策課長

んけれども、モノレールの開業に伴いまして、一部

のバスの路線再編はあったと記憶しております。

これは将来に向けて、今、公共交○新垣清涼委員

通体系の見直しが入っていると思うのですが、せっ

かくモノレールの駅がちゃんと整備されていますの

で、そういう意味ではバスの路線も変えていって、

今までこの路線に走っていたバスを、もっと需要が

あるところに振り向ける必要があると思うのです。

そういう意味では ぜひ新しい団地などへのアンケー、

ト調査もしていただいて、取り組みをしていただき

たいと思います。

それから、バスレーンの延長の話があります。そ

こで、僕は宜野湾市からですから、いつもバスレー

ンを利用させてもらっているのですが、バスレーン

ですから車両が少ないです。そういう意味で、以前

に僕は一般質問でも提案したことがあるのですが、

数字の一番末尾の番号で１のつく日は１日走れるよ

うにする。偶数、奇数でやると半分になってしまう

ので、そうではなくて10分の１、10％でバスレーン

を利用できるようにすると、バスレーンからはじか

れた利用者からも、延長してもある程度理解が得ら

れるのではないかと思うのですが、その辺はどう考

えていますか。

たしか本会議でもそういっ○謝花喜一郎企画部長

た御提案で返答に少し困るといいますか、実は沖縄

県は、本会議でも大変御議論させていただいたので

すが、バスレーンの延長を次年度にぜひさせていた

だきたいということで、今、交通管理者、道路管理

者と鋭意調整をさせていただいているところです。

バスレーン規制を行うことによって、一時的には交

通渋滞が生まれて御不便をかけるにしても、一方で

またバスがスムーズに走れるということで、これに

よって自家用車の依存社会から公共交通依存社会へ

ということで、沖縄県の交通体系を将来に向けて変

革したいということが我々の希望です。そういった

中で、委員の御提案は大変わかるのですが、今我々

がやろうとしているさなかにこれを入れると、また

なかなかうまくいくのかなということがありますの

で、大変恐縮ですが御提案ということで受けさせて

いただきます。

公共交通をちゃんと利用してもら○新垣清涼委員

うということもあるわけですが、しかし、バスレー



－46－

ン延長の場合には自家用車を利用している皆さんの

理解も必要だと思うのです。そういう意味では、今

本当にその時間帯は非常に少ないです。そういう意

味では、僕は実証実験に取り組んでもいいと思って

、 。いますので ぜひ検討していただきたいと思います

それから次は、14ページの環境保全行政費の減に

ついて説明をお願いします。

環境保全行政費でございま○古謝隆環境政策課長

すけれども １つは 国庫支出金のところで減になっ、 、

ている理由は、いわゆるソフト交付金で観光施設等

、の総合的エコ化促進事業を推進していますけれども

これが見込みより少なかったことによる補正減でご

ざいます。もう一つは、一般財源で5851万7000円の

補正増になっておりますけれども、これにつきまし

ては、地域グリーンニューディール基金―平成21年

、度から平成24年度までで事業を行いましたけれども

この14億円のうちの執行残でございます。これを国

に返還するために計上しております。

この事業の対象事業者はどのぐら○新垣清涼委員

いあるのか、それから去年度の実績。そしてどうい

う省エネ設備になっているのか、どういうものがあ

るのかがもしわかりましたらお願いします。

観光施設等の総合的エコ化○古謝隆環境政策課長

促進事業でございますけれども、当初予算の見込み

ですと、ホテル、旅館を対象に、観光客が非常に伸

びていまして、ホテルの客室もこの10年間で倍増し

ていますので、そこから出る温室効果ガスの排出削

減を図ろうということで、例えば照明をＬＥＤに変

えたりとか、あるいは暖房関係、給湯機器などを効

率のよい機器に変えるというところに補助していま

す。これを15件、１億2500万円の補助金を見込んで

いましたけれども、実績が平成24年度が８件、今年

度が７件ということで見込み減になっております。

次年度につきましては、ホテル以外にも観光施設が

ありますので、対象を広げようということで、今調

整をしているところでございます。

これは、例えば雨水を活用する方○新垣清涼委員

法だとか、あるいは太陽光は普通にあるのですが、

風力を使って節電をするとか、そういうことも対象

になるのでしょうか。

今補助対象にしていますの○古謝隆環境政策課長

は、先ほど申し上げました照明機器であるとか、あ

るいは節水関係を対象にしていますけれども、省エ

ネを図って温室効果ガスの削減を図ることが目的で

すので、いろいろ工夫して、国の制度も参考にしな

がら検討していきたいと思っております。

観光客もどんどん伸びていますの○新垣清涼委員

で、そういう意味では、少し使い勝手のいいように

対象を広げる工夫をしていただきたいと思います。

次に移ります。29ページの繰越明許費の中で防災

費、不発弾等処理事業となっているのですが、これ

はなぜ繰り越しになったのか。計画と実績について

お願いします。

２月補正の繰り越しの内容で○又吉進知事公室長

ございますが、不発弾等処理事業につきましては、

まず、県が実施している広域探査発掘加速化事業と

いうものがございます。これは住民等から探査要望

を受けまして事業を実施しているのですが、天候不

良等がございまして、予定した畑の農作物の収穫が

おくれて現場着手がおくれてしまうと。これは例年

あることでございますけれども、これで年度内に完

了が困難になったということで、これを繰り越させ

ていただきたいということが１つでございます。

それから、石垣市に不発弾保管庫の建設を予定し

、 、ておりますが 場所の選定にやや時間を要しまして

これも繰り越しでお願いしたいと。この２点でござ

います。

以前に市町村の取り組みが非常に○新垣清涼委員

弱い部分があったものですから、そういったことも

。含まれているのかということが気になったものです

28ページの交通安全施設費ですが、信号機は各自

治体からいろいろ要望が出ていると思うのですが、

その要望についてはほぼ完了としていいのでしょう

か。信号機などもこの予算に含まれていますか。

交通安全施設につい○綿引浩志警察本部会計課長

ては、信号機の新設、あるいは改良等の経費が含ま

れております。ただ、数については交通部門が来て

いないものですから、正確な数字はお答えできませ

ん。

今、各地域で交通安全施設として○新垣清涼委員

、 。信号機だとか 横断歩道の要望があると思うのです

４月に新入生が入りますので、せっかく補正される

わけですから、こういった時期にしっかり安全対策

の設備を整えていただきたいということでお尋ねし

ましたので、お願いします。

次に、12ページの駐留軍用地跡地利用促進費の中

で、これは普天間飛行場を対象にされていると思う

のですが、用地買収の土地の広さの要件というもの

があると思うのですが、何平米から何平米までなの

か。

法律では200平米以上となっ○謝花喜一郎企画部長

ております。ただ、政令で各条例、または規則で定
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めればそれによることができるという規定がござい

まして、今、宜野湾市において100平米以上というこ

とまで定めております。

100平米以上だと、返還される予定○新垣清涼委員

の西普天間地区は100平米未満も多いのです。そうす

ると、100平米未満の土地は返還されても市民には使

い勝手がないのです。使い道がないと言ったら変で

すが、道路をつくったりいろいろするときに減歩率

で引かれるとないので、ぜひそこら辺を、200平米の

規定をせっかく100平米まで皆さんは見直しをされて

いるわけですから、小さいものほど地主にとっては

手放したいということがあると思うのですが、そこ

ら辺の検討はどうでしょうか。

この件につきましては、本○謝花喜一郎企画部長

会議で又吉議員からも御質問がございました。宜野

湾市の方々からも、地権者の方、それから宜野湾市

からもそういった要望が出ております。県におきま

しても、確かに面積は小さくてもニーズがあるなら

ば可能な限り対応したいという気持ちがございまし

て、国とも調整はさせていただいております。

公有地の拡大の推進に関する法律というものがあ

りまして、これは特別控除が1500万円ですが、それ

でも100平米というものがまずネックになって、駐留

軍用地の跡地利用の特殊性を何とか説明してできな

いものかということで、実は作業に取りかかってお

ります。これは財務省とかいろいろ関係がございま

すので時間はかかるかもしれませんが、県としては

何とか頑張ってみたいと思っているところでござい

ます。

ぜひ頑張っていただきたいと。地○新垣清涼委員

域の声を大事にしていただきたいと思います。

それから、28ページの文化財保存整備費ですが、

これは減になっていて、ここには実績減となってい

ますが、ここは軍用地で今現在もそうですが、米海

軍病院跡地では文化財調査をされて、いろいろ結果

が出ていると思うのです。その結果の、ここにはこ

ういうものがあったという掲示板といったものもこ

れで使えないかという思いがあるのですが、どうで

しょうか。

看板等の設置ができるかという○諸見里明教育長

御質疑ですが、この予算には入っていないというこ

とです。

項目に文化財保存整備費とあるも○新垣清涼委員

のですから、そういう意味では、ここにあったもの

をどのように整備しましたとか、あるいはこういう

調査をしましたというものを―あそこは寺普天間の

集落があった地域なので、中にはできませんから外

側にそういった図面を描いて、ここの調査の結果、

ここはこういう地域でしたという表示があればいい

なという思いで聞いています。そういう計画はある

のかどうか。

我々が措置している予算では、○諸見里明教育長

受託事業の中ではできないものですから、ほかの事

業とか、あるいは関係市町村と連携して考えてみた

いと思います。

ぜひ宜野湾市とも協議をして検討○新垣清涼委員

してください。お願いします。

ありがとうございました。

奥平一夫委員。○比嘉京子委員長

実は午前中までは質疑をしないで○奥平一夫委員

おこうかと思っていたのですが、皆さんに刺激を受

けたので、少し質疑をさせてください。

実は、総務部長に質疑ができるのは、私はきょう

しかないのです 予算特別委員会の審査方法が変わっ。

ていまして、それぞれの常任委員会で調査されるも

のですから。

今回の補正予算ですが、県債について。今回、60

、億円のマイナスということになっていますけれども

この県債のマイナス要因を聞かせてください。

県債については、例えば民○小橋川健二総務部長

間資金、銀行等資金であれば償還期間が10年です。

ただ、それを用いて建設した施設というものはおお

むね20年を超えます。そういう意味では、負担と受

益のバランスがとれていないこともあって、それか

らもう一つは、公債費を軽減する、あるいは平準化

していくという意味で、実は借りかえをやっていま

す。ですから、10年の発行でありますけれども、10

年目にもう一回借りかえをして、20年の償還にする

というやり方を今しております。ことしは税が見込

みよりも増収になったこともあって、今回、借りか

えをやらないで後年度の負担をできるだけ軽減しよ

うということで、税金に振りかえて県債を減にした

と。そういうことでございます。

この県債の改予算額が645億8900万○奥平一夫委員

円となっています。一応軽減はされていると思うの

ですが、そのかわりこの予算を見ていますと、今度

は公債費が逆にふえているという状況もあります。

今は県債と公債費のことについて少しお伺いしたい

のですが、645億円という県債、改予算になっていま

すけれども、現在の県債残高は幾らぐらいでしょう

か。

平成25年度でございますけ○渡嘉敷道夫財政課長
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れども、２月補正後で6676億円でございます。

これは昨年度と比べてどれぐらい○奥平一夫委員

積み上がっているのですか。それとも下がっている

のでしょうか。

先ほど申し上げた数字は２○渡嘉敷道夫財政課長

月補正後でございますので、２月補正前の数字でお

答えいたしますと、まず6758億円が平成25年度末の

見込み額でございます。それに対しまして、その前

が6774億円でございますので……。

数字は上がっているか、下がって○奥平一夫委員

いるかでいいですから。下がっているわけですね。

失礼しました。前年度より○渡嘉敷道夫財政課長

は下がっております。

それから、今後さまざまな起債を○奥平一夫委員

して、そういう事業がどんどん出てくると思うので

すが、これからの皆さんの県債の予定―どれくらい

を限度額として地方債を出していくかということ。

それが最終的にどれぐらいの県債残高を見込んでい

るかということについて、シミュレーションはされ

ていますか。

この見通しで行きますと、○渡嘉敷道夫財政課長

平成27年度以降は県債の発行が735億円で、横ばいで

行くと推定しております。その結果、県債残高の見

通しとしましては、平成35年度で8217億円と今のと

ころ見通しております。

これは平成35年度ですから大分先○奥平一夫委員

の話にはなりますけれども、でも、8200億円とかな

り大きな借金になりますけれども、財政運営にとっ

。てどれぐらいの影響があるのか示してもらえますか

確かに7000億円、8000億円○小橋川健二総務部長

と一般会計予算でもことし7000億円を超えたという

ことですから、そういう意味では予算に匹敵するよ

うな残高ということでございます。ただ、その残高

の中には、後年度交付税で措置をされたりというも

のもございますので、丸々負担ということではござ

いません。

ちなみに数値的に申し上げますと、公債費比率―

残高のうち毎年幾ら返していくかということで、体

力に応じてどういう割合になっているか、そのよう

な指標がございます。これについても、本県は今の

ところ非常に低い値でございます。それから、将来

負担比率といいまして、将来的にどれぐらいの負担

をこの県は持っているのかということで、全会計を

通じて負担を出すことになっています。それが、記

憶しているところでは、標準財政規模の400％を超え

ると早期健全化という計画をつくらないといけませ

んが、本県の場合は多分に今100％程度でございます

ので、まだまだ健全な運営になっているのではない

かと思います。

、 。あわせて 減債基金というものも設けております

それも一定程度確保しておりますので、当分、県債

に関しては健全な運営ができるのではないかと思っ

ています。ただ、この間毎年ふえていることからし

ますと、いつまでもそのように健全であるとはまい

りませんで、やはりそこは数字の推移を見ながら適

切に対応していかないといけないのではないかと、

今また思っているところでございます。

今、沖縄振興一括交付金で県の事○奥平一夫委員

業もそうだし、市町村でもかなり旺盛な事業をやっ

ておりますけれども、この一括交付金に係る裏負担

というものがかなり積み増しされている気がするの

です。ですから、各市町村においても使い勝手のい

い交付金を使って、かなり多くの事業をなさってい

るのですが、この辺に関する財政的な影響はどれほ

どのものか。市町村も県も含めて御感想をお聞かせ

ください。

直接市町村分に言及するの○小橋川健二総務部長

は少し難しいのですが、制度でいいますと国庫が10

分の８で、裏負担の半分は交付税措置があると。そ

れから、投資的経費であれば起債をして、起債の償

還にも交付税措置があると。それから、財政力の弱

い市町村にとってはその10分の１もまた交付金を入

れてほぼ10分の10と。そういういろいろなバリエー

、 、ションがありますが 例えば県の場合でいいますと

粗々の試算ですが、平成23年―できる前と今とどれ

ぐらいの裏負担の増かといいますと、当時20億円か

ら30億円程度、裏負担に要する経費が増加という試

算が一応ありました。その数字が大きいか小さいか

、 、ということではあるのですが 感覚的に申しますと

後年度には交付税が入ってくることも考えますと、

ある意味では影響は限定的なのかとは思っていると

ころであります。

市町村はどうですか。○奥平一夫委員

おおむね今、総務部長が答○謝花喜一郎企画部長

弁したとおりだと思います。市町村の場合は303億円

ですが、実質上１割の負担ということで、そうする

と30億円ぐらいです。それを41市町村で割るとどう

なるかということです。少ないところでは２億円で

すが、そこは2000万円の負担と。確かに2000万円は

財政規模の小さいところではそれなりの額だと思い

ますが、ただ、これまでできなかった事業を展開す

ることによってその地域が活性化し、また、税収が



－49－

ふえるということで、我々は少しポジティブに考え

ているところでございます。

ありがとうございます。○奥平一夫委員

私の住んでいる宮古島市は、かなり旺盛なハード

事業を準備しておりまして、30億円、20億円、10億

円というすごい事業を非常に集中的にやるというと

、 、ころで 今非常に議論が沸騰しているといいますか

財政運営に関心のある方はかなり危機感を持ってい

るわけです。ですから、そういう意味で沖縄振興一

括交付金の使い勝手のよさとは、非常にいいことは

いいのですが、それをし過ぎていきますとかなり財

政運営に危機的な状況が来るのではないかという心

配があったものですから、今それをお聞きしたとこ

ろであります。

それでは、次に事業についてお伺いをしたいと思

、 （ ）うのですが 平成25年度一般会計補正予算 第３号

説明資料12ページの離島生活コスト低減支援実証事

業費についての概要と実績、これをぜひお願いいた

します。

まず、これは平成24年度か○謝花喜一郎企画部長

ら始めた事業でございます。本島と比べて平均で３

割ほど生活コスト、物価が高いという実情に鑑みま

して、その割高な生活コストを何とか低減しようと

いうことで、まずは３年間実証事業として実施して

みようということで、南北両大東村、座間味村、渡

嘉敷村の生活必需品に対して助成を行うことによっ

て、生活コストを低減してみようといった事業でご

ざいます。

先ほどの髙嶺善伸委員の質疑にも○奥平一夫委員

ありましたが、この執行率が全然だめですね。これ

はどういう理由でしょうか。

我々もこの件については深○謝花喜一郎企画部長

く反省もしていますが、髙嶺委員の質疑にも答弁さ

せていただきましたけれども、これまで手をつけた

くてもできなかった事業に思い切ってやってみよう

と試みてみたわけですが、やはり物流に関して行政

が手を入れるということはこんなにも大変なものか

と実感したところです。

我々がまず考えましたのは、輸送コストの低減は

当然やらないといけないだろうと。それから、いわ

ゆる市場規模が小さいところはやはり仕入れ価格が

高目になっているのではないかということで、当初

我々は卸売業者を集めまして、卸売業者が小売店へ

の販売価格も低減できないかということでやってみ

たわけです。ところが、150社もあり、いろいろ集め

て説明会等をするわけですが、そもそもその卸売事

業者がなかなか集まっていただけない。やはり手間

、暇の割にこのメリットがないということもあったり

そういったものがあって、結局９月から事業を始め

たわけですがなかなかうまくいかなくて、平成24年

度は、委員御指摘のように大変低い執行率になって

しまったということでございます。

平成25年度の予算につきましても、そのスキーム

のまま走っていたわけですが、なかなかこれではだ

めだろうということで、国との調整などもいろいろ

ありまして時間を要しましたが、ようやく12月に新

たなスキームをやりました。どうしたかといいます

と、前は卸売業者が出す補助対象品目に対して輸送

経費を補助したわけですが、卸売業者のものを廃止

しまして、離島に移送される生活必需品の移送経費

、は全て補助するというスキームに変えましたところ

小売店の件数もふえまして、今のところスムーズに

行きつつあるといったところでございます。

それでも この実績でも執行率が46○奥平一夫委員 、

％、50％満たないという、実証事業としてこれは大

丈夫なのかと非常に気になるところです。新年度ど

ういう形で―スキームは変えられない。もう新しく

変えたわけですから、多分これ以上変えないと思い

ますけれども、どういう形でこの執行をちゃんとや

ろうとしているのか。その辺を聞かせてください。

、○謝花喜一郎企画部長 先ほど答弁しましたように

平成25年４月から11月までは旧スキームでやったわ

けです それによりますと 合わせて８カ月間で1300。 、

万円ほどの執行状況でした。ところが、12月から３

月まで―まだ出ていませんが、恐らく2800万円から

3000万円近くになるだろうということで、この期間

は半分になっているわけですが、補助事業効果は倍

になっております。そういったことから積算します

と、平成26年度は今のスキームのまま４月から実施

した場合には、かなり執行率は上がるのではないか

と期待しているところでございます。

ぜひ期待したいと思いますけれど○奥平一夫委員

も 要は これからこの実証事業が本当にうまくいっ、 、

て、その後実際に離島の生活コストをどう低減させ

るか、これがやはり皆さんには求められるわけです

、 。が この辺についてのお気持ちを聞かせてください

まさにこれからでございま○謝花喜一郎企画部長

す。まずは平成26年度、しっかり今のスキームでど

ういった効果が出るのかを我々は検証したいと思い

ます。外部の有識者を交えた検証委員会というもの

でしっかり御議論いただいて、これを次にどう生か

すかということを見据えて、しっかり検討してみた
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いと思います。このスキームで何とか効果があらわ

れるのであれば、これは関係当局、国等との調整も

必要になってまいりますが、徐々に対象も広げてい

ければと、そういったところでございます。ただ、

次年度しっかり検証してみることがまず第一かと

思っております。

ぜひ頑張っていただきたいと思い○奥平一夫委員

ます。

次に、福祉保健部長に少しお聞きしたいと思いま

す。17ページ、医学臨床研修事業について、なぜそ

ういう補正減になったのかお聞かせください。

医学臨床研修事業というもの○阿部義則医務課長

は、実際はこの中に16事業ございまして、この補正

減に係る事業といたしましては３事業ございます。

その中に医師確保対策補助事業 この中のさらにもっ、

と細かく申しますと、医師派遣等推進事業というも

のがございまして、この実際に計上した見積もりよ

、 、りも実績というのですか 国庫内示減もありまして

２億2492万4000円減になっている状況で、これが一

番大きなものでございます。

もう一つは産婦人科医師確保対策基金事業。この

事業は、民間の医療機関等の産婦人科医の協力を得

まして、沖縄県立北部病院に産婦人科医を供給しよ

うという事業でございますけれども、実際は２名を

予定していたのが１名になってしまったということ

です。

あとは、離島僻地病院勤務医師研修派遣事業。こ

れは病院事業局が沖縄振興一括交付金を活用して

行っている事業でございますけれども、当初これは

６名を予定しておりましたけれども、現在１名の医

師の方を東京大学医学部附属病院に派遣して、研修

が終わりまして専門医取得後には離島勤務を義務づ

けるという事業の中身でございます。

それで、２名を予定していた産婦○奥平一夫委員

人科医の派遣が１名しかできなかった大きな理由は

何ですか。

やはり民間等の中には内地の○阿部義則医務課長

大学病院等の協力もあるのですが、全国的に産婦人

科医が不足している中で、なかなかそういう人材を

見つけにくいという部分がございます。そういう中

で、半年ではございましたけれども、１名確保でき

たのはこの事業のいいところだったのではないかと

思っております。

現在、県立北部病院の周産期医療○奥平一夫委員

。 。の体制はどうなっていますか 産婦人科でいいです

済みません。今、詳細は持ち○阿部義則医務課長

合わせておりません。たしか１名か２名だったと、

異常分娩だけ対応していたかと思います。

これは本当に僻地といいますか、○奥平一夫委員

そういうところでこういう医師不足が生じて、妊婦

が沖縄県立中部病院まで救急車で搬送されるという

事態を皆さんはどう思っていますか。本当におかし

いですよ。福祉保健部長、黙っていないで答えてく

ださい。知らんふりしないで。

北部地域で産婦人科医師○崎山八郎福祉保健部長

がなかなか確保できないという状況は、我々として

も非常に厳しい状況があると思っています。いろい

ろな医師確保の対策も進めておりまして、産婦人科

医師を確保するためにということで、医師修学資金

貸与事業などもやっておりますので、いろいろな事

業を組み合わせながら、そういった地域における、

あるいは離島における、僻地における医師の確保を

ぜひ進めていきたいと思っております。

大体答弁というものは本当に何年○奥平一夫委員

も変わらないように、同じ答弁を繰り返しているこ

とが非常に残念でもあるのですが、要は、医師の職

員定数を、もっと枠を広げるということが一番大事

だと思います。特に僻地とか、離島における医師の

確保は最重要課題として取り組んでいただきたいと

思っています。

そこで、この離島僻地勤務医師派遣事業はどこの

病院に６名を派遣しようとしたのか。そして、なぜ

１名になったのかの理由についてもお伺いいたしま

す。

事業の説明が悪くて申しわけ○阿部義則医務課長

ありません。この事業の中身は、県立病院の後期臨

床研修の修了者で、国内もしくは海外の病院等で専

門医取得の研修を受けた場合に 専門医取得後に戻っ、

てきたら、離島、要するに宮古・八重山、北部での

勤務を義務づけるという事業の中身でございます。

この大事な事業に応える医師が１○奥平一夫委員

人しかいなかったという理由を聞かせてください。

病院事業局の事業なのでわか○阿部義則医務課長

る範囲でお答えいたしますが、非常にリスクという

か、医者にとってのスキルアップの部分の魅力と、

それから戻ってきてという部分の、たしか条件が非

常に厳しかったと思います。それで受ける医者が少

ないと。病院事業局では、この条件の緩和を今考え

ているということで伺っております。

では、今後も継続してやっていく○奥平一夫委員

ということですか。

はい。そのように伺っており○阿部義則医務課長
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ます。

では、次にへき地巡回診療費につ○奥平一夫委員

いて、事業概要を説明してください。

へき地巡回診療費ですが、こ○阿部義則医務課長

の事業は２事業ございましたけれども、平成24年度

で１事業終わりまして、現在実施している事業とし

ては専門医派遣巡回診療支援事業というものでござ

います。この事業の概要ですけれども、離島に住む

、住民が島内で専門医の受診―例えば眼科とか耳鼻科

整形外科、精神科とか、そういう専門医の診療を受

診できるようにする。そのために離島診療所におい

て巡回診療をしてもらうという中身の事業で、それ

に対して補助をしているということです。

。○奥平一夫委員 それはその年度だけの事業ですか

単年度の事業ですか。

この事業は平成24年度から実○阿部義則医務課長

施しておりまして、次年度も継続する予定でござい

ます。

その補正減になった理由を示して○奥平一夫委員

ください。

専門医の確保が非常にこの事○阿部義則医務課長

業の鍵になっておりまして、実際この事業は公益社

団法人地域医療振興協会というところに委託して事

業を行っております。専門医の派遣元はどうしても

専門医を多く抱える琉球大学医学部附属病院、もし

くは琉球大学医学部の医局になりますので、そこと

の調整でなかなか難しいところがございまして、専

門医の確保が難航したことからこういう予算減に

なってしまったということでございます。

少し解せないのですが、これだけ○奥平一夫委員

事業を立ち上げておいて、専門医がいませんでした

。 。と これは何もできていなかったということですか

どうでしょうか。実績を聞かせてください。

平成24年は、正直申し上げま○阿部義則医務課長

して31回で41人の診療、しかも１カ所の診療所しか

受けていただけなかったのです。私どもとしてもこ

れではまずいということで、琉球大学医学部にコー

ディネーターというものを今年度置きまして、琉球

大学医学部内の調整をコーディネーターにもお願い

して、公益社団法人地域医療振興協会とあわせて動

いていただいて、それで今年度、まだ年度途中でご

ざいますけれども、１月時点で巡回診療の回数が49

回、受診人数が587人、受け入れの診療所数が４カ所

にふえております。次年度、もう少してこ入れをし

ながら、対象者もしくは受診者をふやしていこうと

いうことで考えております。

この2320万円という予算の減は、○奥平一夫委員

予定よりそれだけ減ったわけですから、どれくらい

を想定して減になったのですか。

実は診療回数を140回で見積○阿部義則医務課長

もっておりまして、それを反省しまして、次年度の

予算の中では100回に、少し目標を減らしています。

それでも今年度の実績と比べると倍近くになるわけ

ですから、それなりに効果はあるものと考えており

ます。

ぜひ期待したいと思いますので、○奥平一夫委員

継続してお願いしたいと思います。

それから、看護師確保対策費について、その概要

と実績をお聞かせください。

看護師確保対策費の減額補正○阿部義則医務課長

ですが、この事業自体は19事業ございまして、その

、中で今回の補正に係る分が院内保育所施設整備事業

、これは民間に対して行うものでございますけれども

これが5842万5000円。それから院内助産所助産師外

来整備事業、これも民間でございますけれども、937

万1000円減の補正を提案しております。院内保育所

につきましては、実績は実はゼロでございます。そ

れから、院内助産、助産師外来につきましても実績

はゼロでございます。

だから、きちんと調査をして民間○奥平一夫委員

の病院と連携していく。しっかり調査をして話を詰

めていくということを全然やっていなくて、ただ予

算ができたのでそれをやろうかという話なのか。何

カ所を予定していたのですか。

実はこの事業を立ち上げると○阿部義則医務課長

き、平成23年でございますけれども、各病院に調査

をかけまして、３施設手を挙げたところがございま

す。その中で、諸般の事情があって、例えば新築、

移転を伴ったためにこの補助金を使わないというこ

とであったり、院内保育所の整備をやめてしまった

、 、 、り もう一つ 沖縄労働局にも同じような補助事業

事業所内保育所という整備事業がございまして、そ

ちらの事業を活用したと。

なぜあちらを活用してこちらを活用しないのかと

いうこともあろうかと思うのですが、交付の時期等

もありまして、向こうが活用しやすい、もしくは補

助率等も沖縄労働局がいいというようなもろもろあ

りまして、向こうの活用が多かったと。ただ、次年

度からはこの事業は一応閉じまして、新しい基金が

厚生労働省で準備されておりますので、その中で新

たな計画ということで考えていきたいと思います。

これだけ事業をつくり上げて、今○奥平一夫委員
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の３つ、４つの事業を聞いても、ほとんど実現して

いないという実績が非常に寂しいですね。きちんと

やはり市場調査をして、実際その病院に行って、本

当にニーズはあるのかと。建てかえたからできない

という話はおかしいと思いますよ。建てかえは前々

から決まっていたわけですから、それをどうですか

、 、という話ならわかるのだけれども 建てかえたから

いや、やめたという話をもらうということも少しお

かしな話で。ですから、今聞いた医務課の事業が余

りにも粗いのかという感じがします。崎山福祉保健

部長、覚悟していたみたいで、少し御意見を伺って

終わります。

医師確保にしましても、○崎山八郎福祉保健部長

そういった看護師の勤務環境の改善にしても、非常

に重要な課題でありますので、我々もいろいろ改善

できる部分については改善もしながら、事業を進め

ていきたいと思います。

。 。○奥平一夫委員 お願いします 以上で終わります

上原章委員。○比嘉京子委員長

幾つか質疑させていただきたいと思○上原章委員

います。

まず総務部長、今回の補正予算、151億円、そのう

ちの県税が42億円ということになっていますが、先

ほど税収が見込みよりふえているという総務部長の

お話がありましたけれども、具体的にどの分野の税

が見込みよりふえているのかお聞かせください。

平成25年度の当初予算が890億○金城聡税務課長

8100万円でありまして、今回42億736万9000円の補正

増を行う予定になっております。増額補正する税目

についてですが、個人県民税、法人県民税、法人事

、 、 、 、業税 ゴルフ場利用税 自動車取得税 軽油引取税

自動車税という税目について増額補正をしたいと考

えております。

増額補正する主な理由ですが、個人県民税につい

ては、平均給与月額が当初の見込みより増になって

おりまして、その理由が１つ。あと、個人県民税に

ついては、県と市町村で密接な連携をしまして、徴

収対策をうまく講じておりますので、その関係で税

収が上がっているということであります。あと、法

人事業税の関係では、電気・ガス事業以外の事業が

、かなり収益が上がっているようになっておりまして

調定額が上がっておりまして、その関係で収入が上

がっているということであります。

なお、今回の42億円の増でありますけれども、税

目のうち、県民税の利子割と地方消費税については

当初の見込みより収入額が減るという見込みが今出

ておりますので、その分について、２つの税目につ

いては減額補正という形で今回議案を上げさせてい

ただいております。

総務部長、今の税収が見込みよりふ○上原章委員

えた。相対的に沖縄県においても景気が上向きに来

ているという考えになるのでしょうか。

景気については、昨日の新○小橋川健二総務部長

聞でも６カ月連続拡大をしているというような表現

もございました。ただ、一方では、まだまだ地方に

は波及していないのではないかというような意見も

ございます。今回の税目で見る限りは、すぐに景気

回復というよりも、それぞれの個々の業界、業種の

業績が回復基調にあるということは言えるのではな

いかと思います。

あわせてですが、徴収対策を先ほど税務課長から

申し上げましたけれども、三位一体の改革以来、県

税の中でも県民税の割合が非常に高くなってまいり

ました。この徴収をどうするかということが県税の

。中でも非常に大きな取り組みになってまいりました

これは基本的に市町村で徴収をするものですから、

市町村と協議会を設けて、職員もお互いに市町村へ

派遣したり、あるいは研修を受け入れたりというこ

とで、スキルアップもしながら、今、徴収率の向上

に取り組んでおります。この影響もあったのかと実

。 、は思っております ちなみに御紹介申し上げますと

徴収率が平成24年で96.78％でございます。これはそ

の前の年に比べて0.55ポイントの増です。全国はと

申しますと、96.48％でございますので、全国平均を

もう既に上回っている状況でございます。そういう

意味でも、業績の回復に加えて、徴収率の向上がこ

ういう税収の増につながっているのではないかと

思っているところです。

どのような大きな国からの交付金予○上原章委員

算があっても、自主財源がなければ前に進めること

ができないわけで、今回の徴収率改善は評価したい

。 、 、と思います ぜひ 沖縄県は自主財源が全国に比べ

九州でも非常に低いと言われていますので、今後こ

の県税を中心に自主財源を高めていただきたいと思

います。また、同時に景気が本当に回復して、各地

方、また家庭まで広がっていただきたいと思ってい

ます。

それで、歳入の先ほどの説明の中で、利子割とい

うものが５億8000万円余り減になっております。こ

。の見込みが減になった背景を教えていただけますか

、○金城聡税務課長 県民税の利子割といいますのは

県民が金融機関に預金をした場合に、それにかかる
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利子が発生しますけれども、それに県民税の利子割

という形で課税をさせていただいています。県民税

の利子割につきましては 沖縄県の金融機関が平成23、

年度ごろまでかなり高い金利を設定していまして、

マスコミの報道によりますと、資金確保のためとい

うような趣旨で金利を高目に設定していたというこ

とがあります。ところが、そのことが銀行の経営に

圧迫を与えるという話がありまして、その金利を下

げるという形の取り組みを金融機関はやられている

ようです。平成24年度までにおおむね下げる方向に

なりまして、平成25年度ではおおむね２％程度の金

利に今落ちついているところです。その関係で、全

体として県民税の利子割が当初の見込みを下回る形

で推移しまして、収入額としては若干―５億円ぐら

い減るということになりまして、今回減額補正を予

算案として提案しております。

この金利は固定ではなくて そういっ○上原章委員 、

た銀行の中で決まっていくのですか。

利子には固定金利と変動金利が○金城聡税務課長

あるかと思います。その両方を利子という形で利子

割を課税しております。

、 、○上原章委員 もう一つ 地方消費税が10億円近く

これも減になっていますけれども、この２月補正で

こういう形になるということは何か特別な背景が

あったのですか。

地方消費税につきましては、県○金城聡税務課長

税ではありますけれども、この地方消費税の収入申

告については国にすることになっています。これは

国の消費税とあわせて申告納付をすることが適当で

あるから、地方税法がそのように仕組んでいるとい

うことでありますけれども、その関係で、県として

は地方消費税の収納の個別事情についてなかなか詳

細に分析ができないものですから、県の当初予算の

見込み方法は、過去３年間の平均値をとって当初予

算を編成する方法をとらせていただいています。

実際その方法で平成24年度まではうまく決算と整

合がとれる形だったわけですが、平成25年度の予算

編成をした後に実際に国から交付される地方消費税

の額がかなり下回っている形になっています。額に

しまして９億円ぐらいの乖離が生じるかと思ってお

りまして、その乖離の分が今回減額補正をする理由

になっているところであります。

わかりました。○上原章委員

歳出に移りたいと思います。平成25年度一般会計

補正予算（第３号）説明資料21ページの雇用対策推

進費。21億円を補正予算として、緊急雇用創出事業

の先ほど地域人づくり事業ということでお話があり

ましたけれども、これまでの基金と、今回こういう

形でなかなか踏み込めなかったところまで踏み込ん

でいるという、この基金の使い方が変わった背景を

まず教えてください。

これまで緊急雇用創出事業○又吉稔雇用政策課長

等臨時特例基金を使った活用事業は、失業者を新た

に雇って、その会社が事業をやっていくときに活用

できるという事業でございました。緊急ですので、

雇用期間は１年間になっています。１年後は可能な

限り継続雇用が望まれるというような仕組みになっ

ております 中には１年後 正職員採用もあるでしょ。 、

うし、引き続き契約で雇用することもあったかと思

います。

今回の地域人づくり事業も、失業者を雇用してや

る部分については似たようなスキームになっていま

す。ただ、今回新たにできたのが、今、沖縄県でも

特に問題になっております非正規雇用が多い、質の

面の改善が必要だということで、そのためには在職

者―これまで失業者を雇って失業率に貢献するよう

な内容であったわけですが、今後は働いている人の

質の改善も必要ではないかということで、この基金

事業では新たにその企業が実際に働いている従業員

の賃金アップとか、正規雇用化等につながるような

事業をやるのであれば、今回の地域人づくり事業は

そういう事業も実施できるようになりました。

非常にすばらしいことだと思ってお○上原章委員

ります。期待しているのですが、この地域人づくり

事業でいろいろ今募集をかけて、スキルアップをし

て、この会社の売り上げを上げて賃金につなげてい

くというお話を聞いたのですが、今回、皆さんのメ

ニューの中で公募して、この予算を使って具体的に

賃金アップ、正規社員につながる検証は、この事業

の中でどのようにされていくのでしょうか。

例えば具体的に給与に反映していく、これが一つ

の大きな目標です。それから、正規社員につなげて

いく。これは具体的にこの事業の皆さんの取り組み

の中でどのような確認作業ができるのか、聞かせて

いただけますか。

、○小嶺淳商工労働部長 今お話がありましたように

処遇改善、雇用環境の改善は、今言ったような非正

規雇用が多いとか、かつ、正規雇用と非正規雇用の

格差の問題とかがあって、そういう政策が出てきた

わけですが、具体的にはやはり収益を上げないと雇

えないし、社員の給料も上げられないわけです。そ

ういう意味では、具体的な方法は企業が収益を上げ
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るための、例えば海外の販路拡大とか、人材の高度

化とか、そういう形で企業収益を増加させるサポー

トという要素が入っているということです。

商工労働部長、そこは理解している○上原章委員

のです。これまでも産業振興の中で企業を、販路を

拡大し、また売り上げを伸ばしていく、いろいろ経

営革新のアドバイスもやる事業があるのです。それ

はわかります。問題は、では会社が成長したという

中で、具体的にそれが処遇改善につながっているの

かどうか。これは条件として応募の中で具体的に示

しているのか。ただ売り上げが伸びて処遇は改善し

ていないこともあり得るわけです。この辺の検証は

どう考えていますか。

こういう形で販路拡大をす○小嶺淳商工労働部長

るとか、こういう形で人材の高度化を図るという計

画をつくってもらうわけです。それを見て採択をす

るということです。また、今までの緊急雇用の事業

でも、継続して雇用されているかという追跡調査を

しているわけです。そういう意味では、今後、ただ

数だけではなくて、今言ったみたいにどのぐらい例

えば正規雇用化とか、どのぐらい人件費が上がった

かというフォローを当然やっていくということでご

ざいます。

商工労働部長、これは非常に大事な○上原章委員

、 、事業なので 予算も組んで公募をするわけですから

、 、後で検証して ちゃんと正規雇用化しているかとか

賃金もどのぐらい改善していくかということも、本

、 、当に会社の裁量で任せています 少し上げましたと

そういうことになるとこれは期待していたものとは

違うのではないか。公募の段階で具体的に売り上げ

を改善する中で、処遇改善でここまで伸ばしていく

とかという条件はつけないといけないのではないで

すか。

終了後、どのぐらい上がっ○小嶺淳商工労働部長

たとか、そういうことも含めてチェックをする仕組

みになっているということでございます。

補足して説明させていただ○又吉稔雇用政策課長

きます。この事業は、平成28年３月末まで実施可能

な事業になっておりまして、その３カ月後の平成28

年６月30日、どれぐらい賃金を上げたか、どれぐら

い正規雇用化したか、さらには定着につながったと

か、平成28年６月30日時点で調査をかけます。

僕は本会議でも質問を出したのです○上原章委員

が、今、国がやっている中小企業最低賃金引上げ支

援対策費という事業があるのですが、これは例えば

、１年当たり40円以上時間給を引き上げた事業所とか

事業場内で最も低い時間給を４年以内に800円以上に

引き上げた、これをやったところに上限100万円を補

助するという事業を国はやっているのです。具体的

に幾らまで上げた企業に対して補助金を出しますと

いう形で事業はスタートしているのです。だから、

ぜひ県も、これだけ非正規雇用が多い県内の改善を

しなくてはいけないときに、こういう事業に我々も

期待しているのですが、具体的に検証するとはおっ

しゃいますけれども、どこまで改善していくという

一つの目安はつくるべきではないかと思いますが、

いかがですか。

各企業からこの基金を使っ○又吉稔雇用政策課長

て事業をやりたいという計画書が出てきます。当然

この計画書の中で正規雇用化何名とか賃金を幾ら上

げるとか、そのような数字が出てきます。それを平

成28年６月30日で達成したかどうか、効果測定する

ような仕組みになっています。

わかりました。これ以上突っ込みま○上原章委員

せんけれども、ぜひ期待していますので、予算はつ

けたけれども、ほとんどが正規雇用化等の処遇改善

につながらなかったということにならないようにお

願いしたいと思います。

それから、同じ21ページの下から２番目です。信

用保証協会育成費ということで7600万円余り計上さ

れていますけれども、これは沖縄県信用保証協会に

対する損失補償に要する経費とあります。この中身

を教えてもらえますか。

県の融資制度につき○新垣秀彦中小企業支援課長

ましては、沖縄県信用保証協会の保証をつけて融資

をしております。その中で、年度末の２月において

県がこの保証を持つ、それと損失分について損失補

償をすることになっておりますので、損失補償の分

が6000万円余り。もう一つ、1500万円余りの出捐金

がございます。この出捐金については、これまで県

制度で保証をつけて貸しておりますけれども、それ

が返し切れないという債権については県が肩がわり

をしておりますので、沖縄県信用保証協会が負担し

た分について、沖縄県信用保証協会の財務状況に応

じて出捐を行うということになっています。

年間、こういった沖縄県信用保証協○上原章委員

会に損失補償しないといけないというものは、この

6000万円のみになりますか。年間を通してもっと多

いのですか。

県では 14の制度で18○新垣秀彦中小企業支援課長 、

の資金がありますけれども、その中で特に小規模企

業対策資金であるとか、創業者支援資金とか、県が
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政策的に保証料を負担して金利を引き下げている分

がありますので、その一部はそのような資金で、今

回の補正に出しているのは６つの資金がありますけ

れども、年度当初においてはそういうことが発生し

ないので予算措置していないのですが、この２月補

正で１月から12月までの保証が出ると計算して6000

万円余り。これは１年を通してこの額ということに

なります。

これは件数にすると幾らぐらいを見○上原章委員

ているのか。

件数にして84件に○新垣秀彦中小企業支援課長

なっております。

沖縄県信用保証協会は、こういった○上原章委員

融資の場合、保証料も払いながらやっていると思う

のですが、これは代位弁済して、沖縄県信用保証協

会が損失した分については、沖縄県信用保証協会も

保証の保証という形で入っていないのですか。

基本的には沖縄県信○新垣秀彦中小企業支援課長

用保証協会が代位弁済する際については、日本政策

金融公庫であるとか、一般社団法人全国信用保証協

会連合会等々が負担している分もございます。そし

、 、て 県が当然この負担をするのもありますけれども

実際的には、政策的以外のものについては沖縄県信

用保証協会が単独で持っている分もございます。

ぜひ、今後少し研究していただけな○上原章委員

いかと思うのですが、可能な限りこういった補塡が

発生しないように、沖縄県信用保証協会もそういっ

た保証の保険という仕組みがあると思いますので、

この辺は関係機関で話し合うことも必要ではないか

と思うのですが、いかがですか。

県の融資制度につい○新垣秀彦中小企業支援課長

ては、全てが沖縄県信用保証協会の保証をつけてい

ますので、それについては金融機関と商工会等の支

援機関、そういう方々の意見を踏まえつつ金利の設

定 もしくは代位弁済に至らないようにフォローアッ、

プであるとか、借りる際の支援であるとか、そのあ

たりは関係機関等の意見を聞きながらやっていると

ころでありますので、今後も引き続きそういうこと

がないように取り組んでいきたいと思います。

よろしくお願いします。○上原章委員

最後に、16ページの一番上です。児童扶養手当費

4500万円減になっているのですが、母子家庭、父子

家庭、通常こういった手当てをする世帯は当初から

わかる中で予算も組んでいると思うのですが、具体

的にこういう減が出たということは何か理由があり

ますでしょうか。

児童扶養手当につ○大城博青少年・児童家庭課長

きましては今回4546万1000円の減を見込んでおりま

すが、減額の理由につきましては、当初支給対象延

べ人員を５万8500人と見込んだところ、12月末現在

の実績をベースに改めて見込みを行いまして、その

、時点の見込みが５万7800人に減少すると出たために

今回補正減を行うものでございます。

見込みが少し違っていたという単純○上原章委員

な理由であれば、これはやむを得ないのですが、本

来受け取るべき世帯が受け取っていないということ

がないように、これは各市町村と連携をとっていた

、 。だくとは思うのですが その辺は大丈夫でしょうか

児童扶養手当の対○大城博青少年・児童家庭課長

象者の申請手続につきましては、各市町村と密接に

連携をとっておりますので、今後とも受給資格のあ

る人の漏れがないように努めてまいりたいと思いま

す。

西銘純恵委員。○比嘉京子委員長

県税についてお尋ねします。個人○西銘純恵委員

県民税について、全国より徴収率が高いと言われて

いますけれども、ひとり暮らしの年収が幾らから課

税をされますか。

個人県民税の場合の均等割の課○金城聡税務課長

税を例にしてお話ししますけれども、35万円の所得

がある場合について、生活保護の級地の区分によっ

てまた違いますけれども、それに21万円を足したも

のを基準として課税の対象になるか否かの判断にな

ります。委員の御質疑が、ひとり暮らしの年収が幾

らであれば課税の対象になるかという趣旨でござい

ますけれども、個人個人で、その個人の状態によっ

て控除の項目が違ってくるものですから、一律に幾

らからが課税の基準ということは一概に言えないか

と思っております。

少し今ごまかしているかと思うの○西銘純恵委員

、 、ですが 所得というものは控除された分があるので

。 、基礎控除が35万円かと思っているのです ですから

年収が100万円以下でも県民税は払わないといけな

い、そういう税金だと思っているのです。間違いあ

りませんか。

、○金城聡税務課長 先ほども答弁しましたけれども

住民税については個々人の控除項目が幾つもパター

ンがありますので一概に言えないところですが、委

員のおっしゃるように、100万円程度で基準が変わる

ということは一般的に言われているところでありま

す。

年収100万円で生活ができるでしょ○西銘純恵委員
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うか。先ほど沖縄県が全国に比べて徴収率が高いと

おっしゃったのですが、高くしている要因といいま

すか、どのような対策をとって徴収率を上げている

のですか。

先ほど数字を申し上げまし○小橋川健二総務部長

た県民税については、市町村と協議会を設けて職員

研修もしながら、あるいはこちらの職員も派遣しな

がら、実際市町村の税を徴収するお手伝いをしたり

と。そのほかには、これは県民税だけではないです

が、例えば自動車税の場合ですと、コンビニエンス

ストア収納も始めました それから クレジットカー。 、

ドでの収納も始めております。これも税が払いやす

い、納めやすい環境をつくるということで始めたも

のでございます。そのほかには、自動車でいいます

と、差し押さえの上、タイヤロックをしたり、その

結果、インターネットで公売したりといったような

こともたまにはございます。

それから、高額の滞納事案については、特に特別

滞納整理班というものを置きまして、集中的に整理

をしていくといったような試み、それから、滞納整

理強化月間も市町村と一緒に設けて、これも集中的

な取り組みを行ってきた。そういういろいろな取り

組みの結果 先ほど申し上げましたような数値になっ、

ております。ただ一つのものがこれに寄与している

というわけではございませんで、いろいろな取り組

みの努力の結果だと思っています。

41市町村、差し押さえをしている○西銘純恵委員

ところはどこでしょうか。何カ所ありますか。

現在持っている資料が、市○儀間秀樹市町村課長

町村税全体について調べた平成23年度の徴収実績の

中で、差し押さえている市町村については32市町村

となっております。

差し押さえの全国調査をしたこと○西銘純恵委員

はありますか。

県税に係る全国の差し押さえ件○金城聡税務課長

数は調べたことはございません。

件数は聞きませんでした。都道府○西銘純恵委員

県は何カ所やっていますかと言ったのですが、調査

をされていないということだと思いますので、ぜひ

調べていただきたい。

沖縄県は、所得が全国の平均の７割なのです。そ

こで、32市町村が差し押さえをしているということ

は、100万円でも課税をされる税金に無慈悲なことを

やっていないか、差し押さえについて一度検討すべ

きだと思います。これを提案したいのですが。

県税の賦課徴収をするに当たっ○金城聡税務課長

て、課税をした後に納入期限までに納めない場合に

は、差し押さえをしなければならないと県税条例に

書かれております。徴税吏員はそれに基づいて差し

、押さえの執行義務を負うことになっておりますので

その執行義務を果たすために財産調査をしまして、

現にこの人が担税力があるにもかかわらず税を負担

していない、納付していないと確認しますと、差し

押さえ処分せざるを得ないという状況にあるかと思

います。

差し押さえというものは、５万円○西銘純恵委員

、 、給料が振り込まれて 銀行口座を押さえられたとか

そういう事例があるのです。だから、担税力がある

かどうかということは、実際皆さん調査をされてい

ない。だから、そういうことについてはもっと県民

に優しい県政をやっていただきたい。

次、地方消費税清算金のところでお尋ねしますけ

れども、消費税は減っている、減額補正だと。県内

の消費税を払っている事業者数と額は幾らでしょう

か。

地方消費税で沖縄県に納付され○金城聡税務課長

ている件数と額についてですが、先ほども答弁させ

ていただいたのですが、地方消費税につきましては

国に申告納付をすることになっております。国が件

数と額については詳細に把握しておりまして、県が

地方消費税の額を把握するということは、国から地

方消費税の収納額がこれだけであったという通知を

受ける形で額を決定しております。したがって、沖

縄県が収納している地方消費税の件数については、

今承知していないところであります。

今お尋ねしたのは、この消費税が○西銘純恵委員

平成24年度まではよかったけれども、交付が減って

いるというその事情として、法人税を払っている業

、者の皆さんがどのような状況にあるかということを

私は県政としてつかんでほしいということがあるの

です。だから、個人県民税については差し押さえを

やってふえている。けれども、業者がこの消費税を

払えないと、全国でそういう声を上げている。沖縄

県内でも業者の皆さんの声を聞いたことがあります

か。６割の業者が払えない、身銭を切って払うかど

うかという、廃業の瀬戸際にいるということがある

のです。だから、沖縄県の消費税を払う対象の業者

はどれだけで、どれだけの消費税を払っているのか

をやはり調査していただきたい。

新年度、８％に上がるというものに対して、県内

の税収からいっても、法人税をもっと減収させる要

因になると、私は倒産、廃業に向かうということも
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あわせて、もっと県政として対応をしていただきた

いと思いますが、いかがでしょうか。業者の皆さん

をどう守るかですよ。

地方消費税につきましては、こ○金城聡税務課長

としの４月１日から税率が上がります。それに伴い

、まして行政が講ずるべき措置をいろいろ講ずるよう

関係法律が制定されているところであります。特に

中小企業でありますとか、いわゆる転嫁ができない

と思われる企業に対しては転嫁防止の特別措置法が

できておりまして、それに基づいて、公正取引委員

会を含めてそれなりの機関が取り締まりを行うもの

だと考えております また その法律の施行に当たっ。 、

て県税事務所にも相談窓口を設置しまして、中小企

業が、大企業から転嫁できないというような事情が

ある場合には、相談窓口に来ていただいて、そのよ

うな対応をしていきたいと思います。

あと、委員からありました、県としても地方消費

税の増減理由もしくは収納の事情について把握すべ

きではないかという御意見については、国税のほう

とも意見交換をしながら必要な情報提供を求めてい

きたいと考えております。

業者の営業を守ることが基本です○西銘純恵委員

から、税収の関係ではぜひ中小業者の支援策がない

かということもあわせてやっていただきたい。

次、平成25年度一般会計補正予算（第３号）説明

資料14ページへ行きます。住宅手当緊急特別措置事

、 、 、業ですが 午前中 新垣良俊委員に対しての答弁で

アパートの確保と言われました。事業の内容はどの

ようなものでしょうか。

住宅手当緊急特別措置○伊川秀樹福祉・援護課長

事業の事業内容ですが、リーマンショック以降の失

業等の状況がございまして、就労能力ないし就労意

欲のある離職者であって、住宅を喪失している者ま

たは喪失するおそれのある者に対しまして住宅手当

を支給することによりまして、これらの者の住宅な

いし就労機会の確保に向けた支援を行うことを目的

としております。

アパートを確保するということで○西銘純恵委員

はなくて、家賃の支払いができないので、それでハ

ローワークに通うとか求職活動をしながら住宅確保

をするという内容だと思うのですが、これは減額が

大きいのですが、実際は何人分に該当するような額

でしょうか。

何人分ということです○伊川秀樹福祉・援護課長

が、平成25年度の予算につきましては、これまで最

も実績の多かった平成22年度の実績を勘案いたしま

して、県全体での給付件数約1200件を見込んでいた

のですが、平成25年12月末現在での決定件数は452件

という状況でございます。

青年がアパートがなくて公園に寝○西銘純恵委員

ているとか、こういう実態が皆さんいっぱいあるの

です。そういう意味では、離職のためにアパートを

。追い出されるというケースは結構ふえているのです

だから私は、平成22年度1200件と言いましたけれど

も、やはり予算を組んで、それだけの実態はあるけ

れども、それをきちんとすくい上げていないのはど

こに問題があるのか。ハローワークは並んでいて行

けないのではないかとか、もっと身近で相談できる

ところをやって、きちんと拾い上げるということが

。 。足りないのではないかと思うのです いかがですか

その点につきましてで○伊川秀樹福祉・援護課長

すが、今回の補正減の約１億4600万円は不用額ない

し使わないということではなくて、基金でございま

すので次年度の平成26年度予算に改めて活用すると

いう内容でございます。今回の住宅確保は、本人が

住宅を確保する市町村等を中心としまして、11市の

福祉事務所ないしは町村の福祉保健所―町村の場合

、には郡部の５つの福祉保健所がございますけれども

そちらが対応しておりまして、おっしゃるような部

分の門前払いといいますか、本来対応すべき方が対

応されていないということがないように、改めて市

町村ないし関係機関とはきちんと意見交換をしてま

いりたいと考えております。

役所の窓口がそういう制度につい○西銘純恵委員

て周知することもそうですが、やはり相談に来る、

役所に来るという皆さんがどういう状況にあるかと

いうことを詳細に、丁寧に取り扱っていないことを

指摘して、私は、これはやはり今でもそのような状

況には、人数的には1000名いて多いかと思っている

のですが、もっといると思います。ぜひこれを予算

額どおりに生かしていただきたい。

次に移ります。16ページの生活保護援護費につい

てですが、生活保護の世帯人数は今どうなっていま

すか。

平成25年12月、直近の○伊川秀樹福祉・援護課長

世帯数が２万4676世帯です。これは郡部、市部、合

わせてでございます。人員としまして３万4342人で

ございます。

生活扶助を削減されました。その○西銘純恵委員

影響額をお願いします。

昨年８月の生活保護の○伊川秀樹福祉・援護課長

基準改定に伴っての削減の状況でございますけれど
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も、御承知のように、生活保護の場合は毎月保護の

開始、廃止、それと収入の変更等、そういうものが

当たり前にございまして、基準改定の影響を受けた

世帯数と額を改めて確認することは非常に困難な状

況であります。

例えば、65歳以上の御夫婦２人世○西銘純恵委員

帯の試算でやると年間幾らの減額になるか、それを

世帯に掛けたらどれぐらいになるかは出ますよね。

どうでしょうか。

それぞれの世帯類型は○伊川秀樹福祉・援護課長

ございますけれども、単身世帯ということで、級地

というのですか、区分が３区分ございまして、那覇

市でお答えいたしますけれども、65歳以上の単身世

帯で月額760円、年額にいたしますと約8000円から

9000円余の減額となっております。

人数があるので、掛けたら総額は○西銘純恵委員

出ると思うのですが―出ませんか。

生活保護の世帯構成と年齢構成についてお尋ねし

ます。

それでは、県全体でお○伊川秀樹福祉・援護課長

答えいたします。平成25年12月現在でございますけ

れども、高齢世帯が１万989世帯です。次が母子世帯

で1394世帯、障害者世帯が4531世帯、傷病者世帯が

4087世帯、その他世帯が3535世帯という内容でござ

います。

今の世帯構成をお聞きになって、○西銘純恵委員

本当にやはり必要な方が受けていることは誰もそう

思われると思うのです この皆さんが生活扶助をカッ。

。 。トされた そして高齢者世帯は１万世帯以上あると

それだけでもどれだけのカットになったかというこ

とはわかると思うのです。

あと、医療費を除く高齢者１人の平均支給額、生

活保護は幾らでしょうか。

それぞれの世帯等の状○伊川秀樹福祉・援護課長

況によって違いますけれども、年金収入がない場合

とある場合ということでお答えしたいと思います。

それと、平成25年８月現在の基準額ということでお

答えをしたいと思います。

那覇市の２級地―１の基準値で65歳の単身世帯の

生活扶助基準は７万1610円です。年金収入がある場

合の受給額は、年金等が引かれた後の部分になりま

すけれども、年金は国民年金の平均月額の５万2738

円ということをもちまして、５万872円が金額になり

ます。

年間７万円ぐらいの生活費となっ○西銘純恵委員

ている生活保護費が削られていくのですよね。これ

から３年間そうされていくのですが、この審査請求

が県に出たと思うのですが、何人の方が出したので

。 。しょうか 内容はどのようなものだったでしょうか

昨年８月以降の基準改○伊川秀樹福祉・援護課長

、定に伴っての審査請求の件数でございますけれども

平成26年１月末現在で28件でございます。その主な

理由は、生活保護費が減額されたことが不服であり

ますというものが主たる内容でございます。

、○西銘純恵委員 意見陳述も受けたと思うのですが

どうでしたか。

先ほどの審査請求の理○伊川秀樹福祉・援護課長

由にありますように、主な不服は生活保護費が減額

されたということですが、現在でもただでさえ少な

い生活保護費を改めてさらに減額されたというもの

が大多数の意見でございます。

病院に通院している方が多いと思○西銘純恵委員

うのですが、この交通費についてはどうなっていま

すか。

少し統計が古うござい○伊川秀樹福祉・援護課長

ますけれども、平成24年度の実績ですが、県全体で

移送費の実績件数が7342件、金額にいたしますと総

額で927万3729円、１件当たりにしますと1263円とい

うものが実績でございます。

この病院に通う交通費がほとんど○西銘純恵委員

周知されていなくて、リウマチとかで歩けなくて、

、タクシーを使ってしか整形外科とか病院に行けない

そういう高齢者が多いのです。南部福祉保健所への

要請行動をやったときに、去年４月の医療券の発行

は約1000件、そして交通費を申請したのが43件だっ

たと。その事実はつかんでいらっしゃいますか。

今 西銘委員がおっしゃ○伊川秀樹福祉・援護課長 、

るような実績はちょっと把握しておりませんけれど

も、平成24年度で申し上げますと、南部福祉保健所

管内では160件の移送費の支給実績がございます。

減額もされて、なお支給もされな○西銘純恵委員

いお金を生活費から削って、病院の交通費を出して

いるのが実態です。移送費についてはぜひ通院され

ている皆さんに周知していただきたい。今から各福

祉事務所、市に対してもやっていただきたいのです

が、いかがですか。

例年、３月には次年度○伊川秀樹福祉・援護課長

に向けての基準改定と法改正の説明会がございます

ので、あわせまして―委員がおっしゃる内容につき

ましては条件等ございますけれども、療養に必要な

最小限度の日数、あとは傷病等の状態に応じた経済

的かつ合理的な経路、交通手段等、あとは必要性、
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費用の妥当性等を勘案することが福祉事務所での審

査の前提になりますけれども、そこら辺はそういう

説明会等の中において周知徹底されるよう、研修会

等も通じてきちんと対応してまいりたいと考えてお

ります。

病院に行く交通費を出して食事は○西銘純恵委員

１食しかとっていないとか、これが実態なのです。

ですから、請求できるという立場でやってもらいた

い。そして、病院に行くときの国民健康保険証にか

わる手帳、何らかのものがあると思うのですが、こ

れは１年間交付でしょうか。

うろ覚えで大変申しわ○伊川秀樹福祉・援護課長

けないですが、３カ月、３カ月の更新で最長６カ月

だったと記憶はしておりますけれども、再確認させ

ていただきたいと思います。

これも慢性疾患とか通院が継続す○西銘純恵委員

る高齢者ですから、これについては３カ月という根

拠は何なのか。とるのが大変なのです。だから、１

年交付ができないのか、これをぜひ検討していただ

きたいのですが、前向きにできますでしょうか。

生活保護の場合は、委○伊川秀樹福祉・援護課長

員御承知のように、全国津々浦々でも同様の制度が

適切に受けられるようにという内容もございます。

あわせまして、地域の実態等を加味することも一つ

の方法でございますけれども、厚生労働省と調整し

ながら、適切な方法がとれるように確認をしてまい

りたいと考えております。

厚生労働省は、社会保障改悪をま○西銘純恵委員

ともにプログラム法案で出しています。だから、国

とではなくて、県民がどのような状況にあるのか、

それを憲法第25条の立場で、やはり生存権を保障す

るという立場で生活保護行政に当たってほしいと思

いますが、福祉保健部長はいかがですか。

先ほど福祉・援護課長か○崎山八郎福祉保健部長

らも発言いたしましたけれども、他県の状況とか、

あるいは国との調整とか、そこら辺も含めながら進

めていきたいと思います。

20分間休憩いたします。○比嘉京子委員長

午後６時11分休憩

午後６時32分再開

再開いたします。○比嘉京子委員長

休憩前に引き続き、質疑を行います。

玉城ノブ子委員。

質疑をいたします。○玉城ノブ子委員

平成25年度一般会計補正予算 第３号 説明資料22（ ）

ページの情報産業振興費について、御説明をお願い

いたします。

情報産業振興費の○慶田喜美男情報産業振興課長

補正６億4238万3000円の内訳は、沖縄ＩＴ津梁パー

ク内に整備する企業集積施設３棟分の用地の購入費

用７億546万8000円と、情報通信費低減化支援事業、

これは企業の本土―沖縄間の通信コストの補助を

行っている事業でございますが、その所要額の減少

に伴う減額6308万5000円との差し引き６億4238万

3000円となっております。

国際物流拠点産業集積地域うる○玉城ノブ子委員

ま地区に沖縄ＩＴ津梁パークエリアを設置して、施

設を整備して企業に貸し付けるということでありま

すけれども、これまで、前に４施設をつくって、こ

れは県が施設を整備して企業に貸し出すということ

だったのですが、今回新たに３施設を企業に、沖電

開発株式会社に施設を整備してもらって、そして県

に貸し出して、県がまた企業に貸し出すという手法

に変えているのですが、これまでかかった土地代、

、 。施設整備費 それぞれ幾らになっているでしょうか

これまで県が上物○慶田喜美男情報産業振興課長

を整備してかかった費用が、４棟ございますが、そ

の４棟で約19億3500万円。それから、今回の整備に

係る手法で購入いたします土地の購入費が、３棟分

で合計７億546万8000円になります。

そこで働いていらっしゃる皆さ○玉城ノブ子委員

んの雇用状況 正規雇用と非正規雇用をそれぞれパー、

セントも含めて、どういう状況になっているでしょ

うか。

現在、沖縄ＩＴ津○慶田喜美男情報産業振興課長

梁パークの中では1423名の従業員が従事しておりま

す。そのうち正規雇用が270名、率にしまして19％。

。残りは非正規雇用1153名という形になっております

私たち日本共産党がずっとこの○玉城ノブ子委員

点については指摘をしてきたところです。県は国際

物流拠点産業集積地域を加工貿易型産業として企業

立地を目指してきたわけですが、なかなか土地が売

れないということで、加工貿易産業とは関係のない

沖縄ＩＴ津梁パーク、エリア企業を指定して土地を

売ろうということで計画してきたのですが、それで

もなかなか土地が売れないということがあって、沖

縄ＩＴ津梁パーク中核機能支援施設をみずからつ

くって企業に入居してもらう。それでも土地が売れ

ないということで、沖縄ＩＴ津梁パーク企業立地促

進センターを県みずから建設して、民間に貸し付け

るということをやってきたわけです。今度は企業に

施設を建設してもらって、その施設を民間に貸し出
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すという手法に変わっているわけですが、土地の購

入費ということで補正予算に７億546万8000円計上さ

れておりますけれども、そういう意味ではこれまで

も県はこの地域に莫大なお金を投資し続けているわ

けです。これが県の財政をやはり圧迫するという状

況になっていますが、私たちはこれについて、国際

物流拠点産業集積地域そのものを抜本的に見直して

いくことが必要ではないかとこれまでも指摘してき

たのですが、これはどうでしょうか。

一般会計の事業として必要○小嶺淳商工労働部長

な土地を特別会計から購入しているということであ

りまして、いろいろ特別会計の救済のためにやって

いるわけでは決してございません。また、企業集積

施設だと民間がつくりますから用地費だけですが、

実はこれを入居企業の使用料で18年で回収するわけ

でございます。決して一般会計に負担を与えている

わけではない。

それから 県で直接つくりました沖縄ＩＴ津梁パー、

ク中核機能支援施設とかそういったものも、整備の

ための起債償還もあるわけですが、この場合でも用

地費、起債償還の財源は入居企業の使用料で回収し

て、12年で元をとることになっていますので、これ

をやったために一般会計が大変なことになる、決し

てそういうことではございません。

おっしゃるとおり、今までずっ○玉城ノブ子委員

と莫大なお金を使い続けているわけです。本当にこ

れで皆さん方の計画どおりに返していけるかどうか

についても、今の時点ではまだ本当にそれが返せる

ということでやっていけるかどうかはわかっていな

いわけです。やはりこの用地そのものが国際物流、

、加工型産業ということで出発している用地ですので

これについては当初の目的から大きくかけ離れたも

のになっているわけですから、全体としてどうする

かということについてきちんと点検、総括をして、

見直しをしていくことが必要ではないかということ

を私はこれまでもずっと議論していますので、指摘

をしておきたいと思います。

それと、ここで働いている皆さん方、要するに正

規率が19％でしょう。圧倒的に多くの人たちが非正

。 、規雇用であるわけです 県がお金をつぎ込んできて

、そのように貸し出すことになっているわけですから

そこで働いている人たちを正規雇用していくことを

皆さん方が積極的に推進していかないと、こういう

状況のまま、県がお金を出して施設を整備して、貸

し出している施設で19％の正規率ということでは、

到底県としての役割を果たしていないと思うのです

が、これについてどうですか。正規雇用に変えてい

くという確約を、業者の皆さん方との間で正規雇用

にしていくということをやはり要求していくことが

必要ではないですか。

一つ前提として、この非正○小嶺淳商工労働部長

規率を高めているのはコールセンターとかＢＰＯと

いう企業が入っていて、その影響ではあるわけです

が、実はここはある面、子供を抱えたお母さんたち

の働く場所なのです。そういう意味でもそういう働

き方がある、そういう形で喜んで働いていらっしゃ

る方もいるという前提はあります。

それはおいておいて、確かに非正規率が高いとい

うことは大きな問題です。これも今まで失業率が高

。 。かったわけです それから求人倍率は逆に低かった

そういう状況で、雇用改善はなかなか難しい状況が

あったのは事実でございます。ただ、幸いにしてい

ろいろ雇用の受け皿もふえてきて、求人倍率もふえ

てきた。それから、国でも非正規雇用の拡大と、一

番大きいのは正規雇用と非正規雇用の格差の問題、

これは大きな問題だと認識をして、先ほどの基金事

業等もそういう要素が入ってきたわけです。そうい

う意味で、今後とも極力非正規雇用を正規雇用化し

たり、所得のギャップを極力縮小するような施策を

我々は一生懸命やっていきますけれども、少し景気

におくれて雇用環境は改善されますので、徐々に改

善されていくと我々は考えております。

そこで働いている一部の人たち○玉城ノブ子委員

が、そういう雇用環境について、パートだとか臨時

だとかそういうことでもいいという人たちがいるか

らと。これは圧倒的に多くの人たちが―では、それ

でいいのかという実態調査を皆さんはなさったので

すか。この人たちは非正規雇用のままでいいですよ

と本当に言っているのですか。

それでいいかという調査は○小嶺淳商工労働部長

やっていませんけれども、実態として社内の託児所

をつくったり、例えば１日に５時間働くとか、そう

いうニーズがあることは現実にございます。

女性たちがきちんと働けるよう○玉城ノブ子委員

に雇用環境をつくっていくことはいいですよ。別に

これを否定しているわけではないのです。でも、こ

こで働いている人たちが そういう雇用環境もつくっ、

て正規雇用で働けるのであれば、正規雇用で働くこ

とをみんな非常に要望しているわけです。県がそれ

を非正規雇用のままでいいのではないかという考え

方になると、これは大変な事態になっていくわけで

す。私は、ここで働いている皆さん方について、い
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つまでには正規雇用に持っていくという、それに必

要な支援もやっていくようにしないと、今のままで

いいのではないかという答弁にも聞こえますよ。そ

れでいいのでしょうか。

そういうことを申し上げた○小嶺淳商工労働部長

わけではなくて、そういう人たちもいるということ

です。今おっしゃったように、非正規雇用が多いと

いうことは間違いなく問題です。それはわかってお

りまして、そのためにいろいろ、産業団体に正規雇

用化の要請とかをやっていますし、人材育成といっ

た雇用環境のすぐれた企業を認証する制度も平成25

年度から始めましたし、そういう努力を当然我々と

してもやっていくということでございます。

下の国際物流拠点産業集積地域○玉城ノブ子委員

振興費、これは上のものと関連しているのですが、

この中身について御説明をお願いします。

国際物流拠点産業集○屋宜宣秀企業立地推進課長

積地域振興費につきまして、立地する企業に対する

創業支援を実施する賃貸工場等の整備を行う事業を

この中で行っておりまして、今回の補正の内容につ

きましては、使用料及び賃借料を3600万円の減額補

正、貸付金を１億6550万円の増額補正を行います。

沖縄21世紀ビジョン基本計画の○玉城ノブ子委員

目標と分譲した地域、賃貸工場も含めて、それぞれ

どうなっていますか。

沖縄21世紀ビジョン○屋宜宣秀企業立地推進課長

基本計画におきまして、国際物流拠点産業集積地域

うるま地区の立地企業目標数は110社でございます。

そのうち平成25年度１月末現在で39社が立地してお

りまして、達成率は35％になります。

全体面積と販売面積、購入した○玉城ノブ子委員

土地の面積の分譲率についてはどうなっていますで

しょうか。

国際物流拠点産業集○屋宜宣秀企業立地推進課長

積地域うるま地区の分譲及び利用状況につきまして

ですが、90ヘクタールのうち33.4ヘクタールが利用

されており、利用済み面積は37.1％になっておりま

。 、す このうち民間施設利用が7.8ヘクタールで8.7％

分譲が2.4ヘクタールで2.7％になっております。買

い取り条件つきの貸し付けが5.4ヘクタールで6.0％

でございます 公的利用が賃貸工場等で25.6ヘクター。

ルで28.4％となっております。

国税の優遇措置の適用を受けて○玉城ノブ子委員

いる企業数は何社ですか。

平成24年度で２社で○屋宜宣秀企業立地推進課長

ございます。

一般会計からこれまで繰り入れ○玉城ノブ子委員

をしてきた総額は幾らになりますか。

一般会計からの繰入○屋宜宣秀企業立地推進課長

金は、昭和57年から平成25年度までで約40.6億円に

なります。

先ほども指摘はしたのですが、○玉城ノブ子委員

要するに国際物流拠点産業集積地域―名称が変わっ

て、そういう名称になっておりますけれども、旧特

別自由貿易地域です。貿易の振興に資するというこ

とで、日本において沖縄県のみに適用される優遇制

度を導入して、加工、貿易型産業として企業立地を

目指してきたわけです。しかし、現状においては、

今新たに沖縄21世紀ビジョンが策定されております

けれども、その計画の中でも計画達成ができない状

況になっているわけです。この間に一般会計からど

んどんいっぱいお金を繰り入れして、もう既に総額

で40億6000万円にもなっているわけです。それで、

国税の優遇措置を受けているのも２社という状況に

なっているわけです。そういうところからすると、

やはり私たちは、沖縄県財政がこういう状況の中で

大きく圧迫される状況になっていると言わざるを得

ないわけです。私たちはずっと指摘をしているので

すが、やはりこの地域に対する総括点検、検討をや

ることが必要なのではないかと思っていますが、ど

うでしょうか。

今、40億円という話があり○小嶺淳商工労働部長

ますけれども、今のお話で抜けているのは、実は収

益があって剰余のあるときには、30億円を一般会計

に戻しているのです。それで今、差し引き９億円が

繰り入れ超であります。例えば昨年も初めて一部上

場企業が関連企業４社を引き連れて立地した。それ

から、今ほぼ固まりかけているのがＥＶ―電気自動

車の関連部品の大きな企業が来ることが見込まれて

おります。これまでなかなか時を得ずに、旧特別自

由貿易地域は非常に苦戦していたのは事実でありま

すけれども、ようやくいろいろ国際物流拠点とか、

あるいはアジアがマーケットになって、こっそりと

状況が変わってきて、ようやく沖縄にも大規模な製

造業が集積する環境ができてきたということであり

ますので、今後は、先ほどの９億円が繰り入れ超で

すが、それも含めて、収支を相償うような状況にな

ると考えております。

、○玉城ノブ子委員 これについては一応指摘はして

次に移りたいと思います。

20ページの水産業構造改善特別対策事業費の内容

について御説明をお願いします。
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水産業構造改善特別対策事業○新里勝也水産課長

は、製氷施設や冷凍冷蔵庫、あるいは加工処理場等

の共同利用施設を漁港内等に整備を行う事業でござ

います。通常、市町村もしくは漁業協同組合が事業

主体となって実施してございます。今回の補正につ

きましては、本年度の第４次公募となりました国の

公募期間が１月８日から１月31日の間に設定されま

したけれども、この中に宮古島市、石垣市、与那国

町の３地区が応募しまして、２月10日に採択された

ものでございます。

事業の具体的な内容につきましては、宮古島市が

製氷施設の整備を県の予算額で１億6767万円、石垣

市が水産物加工施設の整備で県の予算額としまして

３億7500万円、そして与那国町は、漁業用無線施設

、の整備が補正額で1683万3000円となっておりまして

いずれも緊急性が高く、漁業協同組合からの要望が

強い事業内容となっております。

私は、この特別対策事業の特に○玉城ノブ子委員

水産物加工処理施設、これは糸満漁業協同組合でも

非常に必要だということで要望しているのを聞いて

いるわけですが、特にソデイカの大量にとれる時期

にソデイカを全部加工して使えるようにすれば もっ、

と収益を上げていくことができるのではないかとい

うことで、そういう要望が非常に高いわけです。か

まぼこ業界からも、ソデイカを処理して、すり身に

して、かまぼこの原料として使えるのではないかと

いう要求も上がっていて、ぜひ積極的にこれに対応

する加工施設を糸満漁業協同組合に建設していくこ

とが必要ではないかと思いますけれども、これは手

を挙げればすぐ対応できるような状況にあるので

しょうか。

糸満漁業協同組合がソデイカ○新里勝也水産課長

。の加工場を検討しているという話は聞いております

県としましては、毎年、次年度の水産業構造改善特

別対策事業の要望調査を、市町村を通して実施して

おります。その中で正式に上がってきましたら、施

設の内容、規模、そして費用対効果等、地元と一緒

に事業の実施が可能かどうか検討してまいりたいと

考えております。

26ページの公営住宅建設費につ○玉城ノブ子委員

いて御説明をお願いします。

公営住宅建設費におけ○當銘健一郎土木建築部長

る補正額でございますけれども、３億100万円強とい

。 、う減額となっております その理由でございますが

今年度、市町村の公営住宅の整備事業が大変活発に

行われておりまして、国費が足りない状況が続いて

おりまして、県営分の国費を減額して市町村へ追加

配分したいということで、減額としております。

これは公営住宅の耐震診断の調○玉城ノブ子委員

査をやっていらっしゃるのでしょうか。

耐震診断については、県営住○嘉川陽一住宅課長

宅については全て終わっております。

その結果はどうなっていますで○玉城ノブ子委員

しょうか そして 建てかえ計画についてはどうなっ。 、

ていますか。

現在、沖縄県では、沖縄県公○嘉川陽一住宅課長

。営住宅等ストック総合活用計画を策定しております

その中では、平成23年度から平成32年度までの10年

間に、７団地1682戸を建てかえるというような計画

を持っております。

県営西崎第１団地はどうなって○玉城ノブ子委員

いますでしょうか。

、○嘉川陽一住宅課長 県営西崎団地につきましては

昭和56年から57年にかけてつくられております。そ

れ以前に、昭和55年以前の団地がかなり戸数がござ

いまして、県営西崎団地の建てかえ時期につきまし

てはいわゆる次の時期の計画ということで、平成33

年度以降になるということでございます。

その間は改修をどうするのです○玉城ノブ子委員

か。

その間も定期的に実態調査を○嘉川陽一住宅課長

行って、改修が必要な箇所につきましては、適切に

改修を進めていきたいと考えております。

住んでいる皆さん方からいろい○玉城ノブ子委員

ろな苦情が今出ているのです。老朽化して、このま

までは住み続けられないということが出ているわけ

です。それについて皆さん方は機敏に対応していく

ことが必要です。それについてどうですか。適切な

対応をやられるのか。

住民の皆さんの意見等を参考○嘉川陽一住宅課長

にしながら、やはり適切に対応していきたいと考え

ております。

當間盛夫委員。○比嘉京子委員長

今度の補正予算ですが、国で好循○當間盛夫委員

環実現のための経済対策で約５兆4000億円というこ

とで出されております 地方に割り振られたのが8000。

億円だという話も聞いているのですが、県では87億

円の国からの経済対策ということです。この87億円

、 、の国からの部分 今回全体で150億円になるのですが

これだけ補正を組んだ部分での目標を県はお持ちで

すか。

特に何々の数値が幾らを目○小橋川健二総務部長
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指しますという形の目標ではございませんが、今回

の国の補正の目的も４月から消費税が導入されるこ

とに伴って、駆け込み需要、それの反動減をならし

ていくといいますか、緩和するといいますか、そう

いった目的でされているわけです。県においても、

国の政策と連動して、先ほどおっしゃった87億円は

事業費ベースでございます。87億円のうちの公共事

業でありますとか、あるいは女性、働く若者対策を

含めて今回やろうということでございます。そのこ

とが、具体的な数値目標ではございませんが、国の

補正の目的の達成にかなうのではないかと思ってい

ます。

総務部長が言われるように、こと○當間盛夫委員

し４月に実施する消費税の引き上げの際の反動減を

、 、緩和して 景気の下振れリスクに対応するとともに

、その後の経済の成長の底上げと好循環の実現を図り

持続的な経済成長につなげるための施策ということ

での５兆4000億円と。これだけ大型の補正予算を組

んでいるわけです。基本的には、４月１日から始ま

る消費税の対策をしっかりとこの補正で組んでいき

ますということでやっているのですが、きょうの琉

球新報で沖縄県は増税対策がなしという共同通信の

資料があるのですが、この辺は全く対策を打たない

ことはないはずでしょうけれども、どうですか。

これは通信社からのアン○小橋川健二総務部長

ケートだと思っていますが、たくさんの項目があっ

て、多分に十分な精査をしないまま回答を出したと

聞いております。全くその対策がないということで

はございませんで、先ほど来るる申し上げておりま

、 、 、す公共事業の対策もございますし それから 若者

働く女性の対策も入っております。それから、中小

企業の資金繰りの支援として融資枠の拡大等々も

入ってございます。平成26年度の当初予算にも、公

共事業関係費がかなり入っております。それは国全

体の伸び率を上回るような額が入っております。そ

ういうことからしますと、この回答は適切な回答で

はなかったと思っています。

本当に適切な回答ではない。沖縄○當間盛夫委員

はなしと琉球新報に言われているのだから。沖縄県

はこれだけ、次年度、平成26年度の予算も約7300億

円、沖縄振興一括交付金を含めて800億円のそういっ

たものもある。知事はこれだけの予算をとってきた

ということがあるわけですから、そういった面で、

沖縄の県民所得だとか、そのことを考えても、今度

の３％上がるというものは間違いなく県民生活に影

響してくるわけです。そういった面からすると、や

、 、はり皆さんは我々議会に対しても 県民に対しても

今度の補正の分でこういう形で目に見える対応策を

打ってきましたよと。今言われたように公共工事を

どこかは入れていますよ。熊本県も公共工事の増額

だとか。そういうことではなくて、沖縄県はいろい

ろな形でこれはやっているわけですから、沖縄県も

しっかりとその対策はやるという目玉的な部分を今

度の補正の中で示す必要があったのではないか。

これだけ入ってきたから何かと変えてとか、全部

そういったものは積み立てに持っていくとかという

ことではなくて、やはり皆さんしっかりと仕事をし

ているということを、マスコミにこういう形で出て

。は不都合があるのではないかという部分もあります

そういった面からすると、我々からしても雇用の基

金に積み立てるとか、財政のそういった部分に積み

立てて次年度こういう形でやっていくというような

ことでは、やはり少し知恵がなかったのではないか

と受け取られますので、これはこれからでもいいで

すので、しっかりとその対応策、消費税４月１日か

らの増税対策に向けて県はどうするということは

しっかりとやってもらいたいと思います。

せっかくやったものがきっ○小橋川健二総務部長

ちりと出ていかないということは、控え目なのか、

ＰＲが下手なのか。やはり他県と比較してもそんな

に遜色のあるようなものではないと思っております

ので、そこはきちんと県民の皆さんに安心してもら

えるように、こういう対策はとっておりますという

ＰＲを、あるいは広報をやってまいりたいと思って

います。

嶺井光委員。○比嘉京子委員長

皆さん、ダイキンオーキッドレディ○嶺井光委員

スゴルフトーナメントの速報です。韓国のイ・ボミ

さんがファイブアンダー トップ 日本勢ではスリー、 。

、 。アンダーで下村真由美 ツーアンダーで森田理香子

県勢はワンアンダーが２人、新崎弥生さんと比嘉真

美子。次にイーブンパーが３名、宮里美香、上原彩

子、何と新垣比奈、うるま市の中学生。これは上位

を十分狙えますから、あしたみんなで応援に行きま

しょう。

ということで、２つばかり、土木建築部長、お願

いします。平成25年度一般会計補正予算（第３号）

説明資料29ページの繰越明許費補正の道路橋りょう

費は南部東道路も入っているのですか。

地域高規格道路として南部○仲村守道路街路課長

東道路は入ってございます。

。○嶺井光委員 この繰越明許の理由は何でしょうか
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南部東道路は都市計画決定○仲村守道路街路課長

後、事業認可の手続を進めておりまして、事業認可

後に用地交渉に着手するという仕組みになってござ

います。その着手がおくれたのが繰り越しをする理

由でございます。

何度も指摘しておりますけれども、○嶺井光委員

、用地買収にかなり時間がかかると予想されますから

職員体制も含めてしっかり取り組んでいただきたい

と思っております。

それから、きのうの一般質問でも伺いましたが、

起点側の取りつけ、これはぜひ那覇空港自動車道に

連結すべきだと思っているのです。そもそもこの南

部東道路の所期の目的は何ですか。

地域高規格道路という名称○仲村守道路街路課長

をつけ、そういう目的で、ある程度の速達性を加味

した道路として位置づけております。

この南部東道路は那覇空港を起点と○嶺井光委員

して、いろいろな観光も物流も含めて、特に観光で

はこの南城市あたりに260万人ぐらいの観光客が入っ

ているのです。南部地域では、ぐるっと回って南部

東道路に乗って空港まで30分圏内で行けるという目

標があるはずです。ところが、今の計画の、一旦下

におりて上るとなると、ここで10分ぐらい時間がか

かったら、こういう目的に逆行すると思うのです。

我々も地元の都市計画決定の文面の中でも、那覇空

港自動車道に連結してという表現があるのです。直

接つながると思ってきたのです。最近になって、一

旦下におりて側道を通ってという話を聞いて、正直

言って驚いているのです。そういう意味でも、ぜひ

直接連結することを考えていただきたいのですが、

どうですか。

きのう土木建築部長も御説○仲村守道路街路課長

明させていただきましたけれども、嶺井委員がおっ

しゃっている高速道路と交差する箇所は、南南風原

交差点という新しい交差点ができます。そこから那

覇空港向けに側道を並走し、南風原南インターチェ

ンジで高速道路に接続するという計画に今なってご

ざいます。南部東道路が新しくできる南南風原交差

点で、直接トランペット型インターチェンジといっ

た形式で乗り入れができないかということをおっ

しゃっていると思いますけれども、そこと現在既存

の南風原南インターチェンジの間隔が900メートル程

度しかございません。したがって、オフランプとオ

ンランプ、乗りおりのランプが交錯してしまう位置

にございます。したがって、新しくできる南南風原

交差点で直接乗り入れすることは構造上非常に難し

い。したがって、高速道路と並走する区間を、現在

１車線ですが、それを２車線にふやしまして、交通

容量をふやして南風原南インターチェンジで高速道

路に接続するという計画になっております。

説明はわかります。この側道を２車○嶺井光委員

線にするぐらいであれば、今の南風原南インターチ

ェンジと南南風原交差点、近づけなくとも側道と今

の南風原南インターチェンジのものをどこかで１つ

にして、上るのが１つになればいいのです。理屈は

わかりますけれども、所期の目的を考えると、ぜひ

再考すべきだと思っておりますから、きょうこの場

で結論は出ませんので、要望として改めて検討する

ようにお願いしたいと思っております。

終わりたいのですが、企業局長がまだないようで

すから、まず確認します。導水管、送水管の整備事

、 。業 これは責任分界点の例のものも入っていますか

入っていなければ終わります。

今回の補正の中にはそれ○稲嶺信男建設計画課長

は入っておりません。それは通常の平成25年度の予

、 。算 そして平成26年度の予算で既にやっております

では、しっかり市と協議して、やっ○嶺井光委員

ていただきたいと思っております。

これで終わります。

以上で、各室部局長等に対する○比嘉京子委員長

質疑を終結いたします。

説明員の皆様、大変御苦労さまでございました。

御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○比嘉京子委員長

、 。以上で 補正予算の審査は全て終了いたしました

次回は、３月10日 月曜日 各常任委員会終了後

―午後１時30分をめどに待機をしてください。委員

会を開き、平成25年度補正予算の採決を行います。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後７時18分散会



－65－

。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 比 嘉 京 子
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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月10日（月曜日）

午後１時34分開会

第７委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 比 嘉 京 子さん

中 川 京 貴君副委員長 又 吉 清 義君

委 員 島 袋 大君 中 川 京 貴君

新 垣 良 俊君 浦 崎 唯 昭君

具 志 孝 助君 仲宗根 悟君

崎 山 嗣 幸君 髙 嶺 善 伸君

山 内 末 子さん 新 垣 清 涼君

奥 平 一 夫君 上 原 章君

前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

玉 城 ノブ子さん 當 間 盛 夫君

嶺 井 光君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第24号議案 平成25年度沖縄県一般会計補

正予算（第３号）

２ 甲第25号議案 平成25年度沖縄県農業改良資

金特別会計補正予算（第１号）

３ 甲第26号議案 平成25年度沖縄県小規模企業

（ ）者等設備導入資金特別会計補正予算 第１号

４ 甲第27号議案 平成25年度沖縄県母子寡婦福

祉資金特別会計補正予算（第１号）

５ 甲第28号議案 平成25年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第２号）

６ 甲第29号議案 平成25年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計補正予算（第１号）

７ 甲第30号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予

算（第１号）

８ 甲第31号議案 平成25年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計補正予算（第１号）

９ 甲第32号議案 平成25年度沖縄県産業振興基

金特別会計補正予算（第１号）

10 甲第33号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

） （ ）港地区 整備事業特別会計補正予算 第１号

11 甲第34号議案 平成25年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計補正予算（第１号）

12 甲第35号議案 平成25年度沖縄県公債管理特

別会計補正予算（第１号）

13 甲第36号議案 平成25年度沖縄県水道事業会

計補正予算（第１号）

3 4ii
ただいまから予算特別委員会を○比嘉京子委員長

開会いたします。

甲第24号議案から甲第36号議案までの補正予算13

議案を一括して議題といたします。

ただいまの補正予算13件については、質疑は既に

終了しておりますので、これより各議案の採決を行

います。

休憩いたします。

（休憩中に、議案の採決順序方法について協

議）

再開いたします。○比嘉京子委員長

これより各議案の採決を行います。

まず、甲第24号議案平成25年度沖縄県一般会計補

正予算（第３号）及び甲第30号議案平成25年度沖縄

県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計補正予算（第１号）の採決を行いますが、その前

に意見・討論等はありませんか。

玉城ノブ子委員。

甲第24号議案平成25年度沖縄県○玉城ノブ子委員

一般会計補正予算（第３号 、この中に情報産業振興）

費の６億4238万3000円、国際物流拠点産業集積地域

振興費の１億2950万円、そして甲30号議案平成25年

度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業

特別会計補正予算については、いずれも国際物流拠

点産業集積地域に係る予算であります。沖縄県は貿

易の振興に資するということで、日本において沖縄

県のみに適用される優遇制度を導入して、加工貿易

。 、型産業として企業立地を目指してきました しかし

現状においては土地が売れなくて、賃貸工場を建て

。て貸しつけるということをやってきているわけです

それでもなかなか土地が売れないということで、加

工貿易型産業とは直接関係のない情報関連産業のＩ

Ｔ津梁パークエリアをつくって、施設を整備して企

業に貸しつけるということをやっているわけです。

沖縄県は企業誘致を進めるために、いろいろな財

（ ）予算特別委員会記録 第３号
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政措置をどんどん行ってきているわけです。需要予

測が甘かったために、県みずから土地を買い、一般

会計から借金を返済していくことになって、今、県

財政を大きく圧迫するものになっています。一般会

計からの繰り入れ総額も既に40億6000万円に上って

いるわけです。しかも、ＩＴ津梁パークで働いてい

る雇用者のほとんどが非正規雇用。正規雇用率は19

％と大変厳しい、そういう環境になっているわけで

す。私たちとしては、国際物流拠点産業集積地域に

ついてはずっと指摘をしています。改めてこの地域

に対する総括、点検をやはりやる必要があるという

指摘をやってきております。ところが、一般会計か

らの繰り入れ、繰り出しをずっとやっている状況が

続いています。私たちとしては、これはもう認めら

れないということで反対をいたします。

ほかに意見・討論等はございま○比嘉京子委員長

せんか。

（ 意見・討論なし」と呼ぶ者あり）「

意見・討論なしと認めます。○比嘉京子委員長

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより甲第24号議案平成25年度沖縄県一般会計

補正予算（第３号）を採決いたします。

本案は挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者はこれを否とみなします。

お諮りいたします。

本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君の

挙手を求めます。

（挙手）

挙手多数であります。○比嘉京子委員長

よって、甲第24号議案は原案のとおり可決されま

した。

次に 甲第30号議案平成25年度沖縄県中城湾港 新、 （

港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）を採決いたします。

本案は、挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者はこれを否とみなします。

お諮りいたします。

本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君の

挙手を求めます。

（挙手）

挙手多数であります。○比嘉京子委員長

よって、甲第30号議案は原案のとおり可決されま

した。

次に、第25号議案から甲第29号議案まで、及び甲

第31号議案から甲第36号議案までの補正予算11件を

一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの議案11件は、原案のとおり決すること

に御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○比嘉京子委員長

よって、甲第25号議案から甲第29号議案まで、及

び甲第31号議案から甲第36号議案までの補正予算11

件は原案のとおり可決されました。

以上で、本日の日程は、これで全部終了いたしま

した。

休憩いたします。

（ 、 ）休憩中に 今後の日程について事務局説明

再開いたします。○比嘉京子委員長

次回は、３月12日 水曜日 本会議終了後、委員

会を開き、平成26年度予算の概要説明聴取を行いま

す。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後１時52分散会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 比 嘉 京 子
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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月12日（水曜日）

午前11時25分開会

第７委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 比 嘉 京 子さん

中 川 京 貴君副委員長 又 吉 清 義君

委 員 島 袋 大君 中 川 京 貴君

新 垣 良 俊君 浦 崎 唯 昭君

具 志 孝 助君 仲宗根 悟君

崎 山 嗣 幸君 髙 嶺 善 伸君

山 内 末 子さん 新 垣 清 涼君

奥 平 一 夫君 上 原 章君

前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

玉 城 ノブ子さん 當 間 盛 夫君

嶺 井 光君

説明のため出席した者の職、氏名

総 務 部 長 小橋川 健 二 君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

２ 甲第２号議案 平成26年度沖縄県農業改良資

金特別会計予算

３ 甲第３号議案 平成26年度沖縄県小規模企業

者等設備導入資金特別会計予算

４ 甲第４号議案 平成26年度沖縄県中小企業振

興資金特別会計予算

５ 甲第５号議案 平成26年度沖縄県下地島空港

特別会計予算

６ 甲第６号議案 平成26年度沖縄県母子寡婦福

祉資金特別会計予算

７ 甲第７号議案 平成26年度沖縄県下水道事業

特別会計予算

８ 甲第８号議案 平成26年度沖縄県所有者不明

土地管理特別会計予算

９ 甲第９号議案 平成26年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計予算

10 甲第10号議案 平成26年度沖縄県中央卸売市

場事業特別会計予算

11 甲第11号議案 平成26年度沖縄県林業改善資

金特別会計予算

12 甲第12号議案 平成26年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

13 甲第13号議案 平成26年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計予算

14 甲第14号議案 平成26年度沖縄県国際物流拠

点産業集積地域那覇地区特別会計予算

15 甲第15号議案 平成26年度沖縄県産業振興基

金特別会計予算

16 甲第16号議案 平成26年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）整備事業特別会計予算

17 甲第17号議案 平成26年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計予算

18 甲第18号議案 平成26年度沖縄県駐車場事業

特別会計予算

19 甲第19号議案 平成26年度沖縄県中城湾港 泡（

瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

20 甲第20号議案 平成26年度沖縄県公債管理特

別会計予算

21 甲第21号議案 平成26年度沖縄県病院事業会

計予算

22 甲第22号議案 平成26年度沖縄県水道事業会

計予算

23 甲第23号議案 平成26年度沖縄県工業用水道

事業会計予算

3 4ii
ただいまから予算特別委員会を○比嘉京子委員長

開会いたします。

甲第１号議案から甲第23号議案までの23件を一括

して議題といたします。

本日の説明員として、総務部長の出席を求めてお

ります。

まず初めに、総務部長から予算の概要説明を聴取

いたします。

小橋川健二総務部長。

ただいま議題となりました○小橋川健二総務部長

甲第１号議案から甲第23号議案の予算議案につきま

して、平成26年度沖縄県一般会計予算を中心に、そ

の概要を御説明申し上げます。

なお、甲第２号議案から甲第23号議案までの特別

（ ）予算特別委員会記録 第４号
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会計及び公営企業会計予算につきましては、常任委

員会において各部局長からそれぞれ詳細を説明する

こととなっております。

予算の内容説明に入ります前に、平成26年度一般

会計当初予算編成の基本的な考え方について御説明

申し上げます。

平成26年度当初予算の編成に当たっては、日本経

済活性化の一翼を担うフロンティア創造など４つの

重点テーマを踏まえ、沖縄の持つ優位性と潜在力を

生かした施策を戦略的に展開するとともに、雇用や

観光など、県内景気の回復基調を確かなものにする

ことを基本的な考え方としたところであります。

その結果、離島振興や医療、子育て、健康・長寿

などの県民福祉の向上のための諸施策はもちろんの

こと、観光産業や臨空・臨港型産業、情報通信関連

産業などの産業振興施策を含む、当初予算としては

過去最大規模の総額7239億円を計上したところであ

ります。

それでは、平成26年度当初予算の内容につきまし

て、お手元にお配りしております平成26年度当初予

算説明資料により説明を申し上げます。

まず、１ページをお願いいたします。

平成26年度予算の規模でありますが、一般会計が

7239億2200万円で 前年度に比べ250億9700万円 3.6、 、

％の増となっております。

特別会計は、農業改良資金特別会計など19会計の

合計で1077億4472万9000円となっており、前年度に

、 。比べ34億1568万3000円 3.3％の増となっております

公営企業会計は 病院事業など３会計の合計で1115、

億8183万4000円となっており 前年度に比べ209億100、

万7000円、23.0％の増となっております。

全ての会計を合計した平成26年度の予算額は9432

億4856万3000円で 前年度に比べ494億1369万円 5.5、 、

％の増となっております。

２ページをお願いいたします。

、一般会計歳入予算の款別の対前年度比較について

その主なものを御説明申し上げます。

１、県税は950億300万円で、個人県民税、法人事

業税、地方消費税の増などにより59億2200万円、6.6

％の増を見込んでおります。

その下の２、地方消費税清算金は255億7699万7000

円で、地方消費税率の引き上げに伴う地方消費税収

の増により39億4587万3000円、18.2％の増となって

おります。

３、地方譲与税は213億303万円で、地方法人特別

譲与税の増などにより39億3403万円、22.6％の増と

なっております。

４、市町村たばこ税県交付金は３億3180万6000円

で、浦添市からの市町村たばこ税県交付金により皆

増となっております。

６、地方交付税は2018億5000万円で、地方財政計

画の動向等を勘案し、５億200万円、0.2％の減を見

込んでおります。

９、使用料及び手数料は115億1468万3000円で、全

日制高等学校授業料の増などにより21億1804万円、

22.5％の増となっております。

10、国庫支出金は2412億3131万4000円で、沖縄振

興一括交付金の増などにより121億717万7000円、5.3

％の増となっております。

13、繰入金は321億6457万3000円で、経済対策関連

基金からの繰入金の減などにより29億658万9000円、

8.3％の減となっております。

15、諸収入は228億8873万7000円で、那覇市及び浦

添市からの都市モノレール建設受託金の増などによ

り21億908万3000円、10.1％の増となっております。

16、県債は680億2930万円で、臨時財政対策債の減

により18億5670万円、2.7％の減となっております。

次に、３ページをごらんください。

歳入予算を自主財源と依存財源に区分しておりま

す。

まず、自主財源は1909億3580万6000円で、県税収

入の増、地方消費税清算金の増などにより6.4％の増

となっております。

自主財源の構成比は26.4％で、前年度と比べ0.7ポ

イント増となっております。

次に、依存財源は5329億8619万4000円で、国庫支

出金、地方譲与税の増などにより2.6％の増となって

おります。

依存財源の構成比は73.6％で、前年度と比べ0.7ポ

イントの減となっております。

続いて４ページをお願いいたします。

４ページは、歳入予算を特定財源と一般財源に区

分したものでございます。後ほどごらんください。

５ページをごらんください。

歳出予算を款別に前年度と比較しております。

款別に主なものについて、御説明申し上げます。

１、議会費は13億5712万1000円で、議会情報発信

事業の委員会映像配信用カメラ設置費の減などによ

り、1.9％の減となっております。

２、総務費は805億4141万2000円で、総合行政ネッ

トワーク高度化事業の工事費や、離島地区情報通信

基盤整備推進事業の海底光ケーブル整備費の増など
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により、14.4％の増となっております。

３、民生費は995億6026万6000円で、安心子ども基

金を活用した保育所整備や障害者福祉施設整備の減

などにより、0.5％の減となっております。

４、衛生費は293億1807万6000円で、食肉衛生検査

所の工事が完了したことによる減などにより、7.8％

の減となっております。

５、労働費は61億330万6000円で、国の経済対策に

、おける雇用関連基金を活用した事業の減などにより

22.0％の減となっております。

６、農林水産業費は617億1112万7000円で、団体営

農地保全整備事業の事業量の減や、名護市豊原地区

に位置するブロイラー施設の移転に係る補助の皆減

などにより、2.7％の減となっております。

７、商工費は408億4540万5000円で、クラウドデー

タセンターや国際物流拠点産業集積地域のロジステ

ィックセンターといった大規模事業の終了により、

3.1％の減となっております。

８、土木費は1080億4723万9000円で、沖縄都市モ

、ノレール延長関連事業に係る事業費の増などにより

16.8％の増となっております。

９、警察費は317億8620万3000円で、交通機動隊庁

舎建設の工事費や運転免許費の運転者管理システム

の改修委託費の増などにより、0.9％の増となってお

ります。

10、教育費は1580億7725万8000円で、石川青少年

の家改築事業や離島児童・生徒支援センターの工事

費の増などにより、3.1％の増となっております。

、 、 、 、次に 13 諸支出金ですが 301億8758万9000円で

地方消費税率が引き上げられることに伴う地方消費

税交付金及び地方消費税清算金の増などにより、7.6

％の増となっております。

続いて６ページをお願いいたします。

６ページの表は、歳出予算を部局別に前年度と比

較したものでございます。

この表における部局別予算額は、組織改編を踏ま

、えた新たな部局による予算額を記載しておりますが

予算審査における説明等につきましては、現行の部

局において行うこととしておりますので、あらかじ

め御了承いただきたいと思います。

また、部局別の予算概要につきましては、各部局

の予算調査の際に担当部局長から御説明いたします

ので、ここでは説明を省略させていただきます。

７ページをごらんください。

歳出予算を性質別に前年度と比較しております。

まず、義務的経費は2880億5775万2000円となって

おります。このうち、人件費は1890億4093万4000円

で、定年退職者の減及び退職手当の引き下げによる

退職手当の減などにより、0.4％の減となっておりま

す。

公債費は726億4172万3000円で、県債利子の減によ

り0.3％の減となっております。

次に、投資的経費は1851億8595万5000円で、8.1％

の増となっております。このうち、普通建設事業費

の補助事業費は1630億2755万6000円で、沖縄振興特

別推進交付金を活用した航空機整備場などの県有施

設建設費の増や、沖縄振興公共投資交付金を活用し

た沖縄都市モノレール延長関連事業に係る事業費の

増などにより、7.4％の増となっております。

普通建設事業費の単独事業費は185億9167万円で、

総合行政情報ネットワーク高度化事業の事業費や、

石川青少年の家の改築による増などにより、15.8％

の増となっております。

その他の経費は2506億7829万3000円で、4.7％の増

となっております。

そのうち、３つ下の補助費等は1819億1652万5000

円で、地方消費税交付金や障害者介護給付費等事業

費の増などにより、5.9％の増となっております。

さらに、３つ下の繰出金は25億8453万1000円で、

中央卸売市場事業特別会計への冷蔵配送施設などの

整備に係る繰出金や、下地島空港特別会計への運営

費等に係る繰出金などにより、51.0％の増となって

おります。

、 。次に ８ページをお開きいただきたいと思います

ここから59ページまでにかけて、歳入歳出予算の

科目別説明であります。

各部局の予算調査の際に担当部局長から御説明を

いたしますので、ここでは説明を省略させていただ

きます。

次に、60ページをお開きください。

ここから64ページにかけては 債務負担行為となっ、

ております。

私立学校等教育振興費など45件について、債務負

担行為を設定するものでございます。

次に、65ページをお願いいたします。

地方債は庁舎整備事業など18件について、合計680

億2930万円の発行をする予定でございます。

次に、66ページをお願いいたします。

本年４月１日より消費税率が５％から８％へ引き

上げられることになりますが、消費税率引き上げの

趣旨は、主として、今後も増加が見込まれる社会保

障経費の財源確保にあることから、引き上げ分につ
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いては、その使途を明確化することが求められてお

ります。

本県の消費税率の引き上げに伴う地方消費税の増

収分は、約22億5000万円であります。この増収分に

ついては、その全額を社会福祉施策のための財源と

して充当しております。

具体的には、本表にありますように、生活保護費

や児童福祉、高齢者福祉などの社会福祉の分野や、

国民健康保険や介護保険などの社会保険の分野、医

療に係る施策や健康増進対策などの保健衛生の分野

に係る事業の財源として充当しております。

次に、68ページをお願いいたします。

特別会計でございますが、特別会計予算は、それ

ぞれの会計の目的に沿って歳入歳出を見込んで計上

しております。

、それぞれの特別会計の事業内容等につきましては

各部局の予算調査の際に担当部局長から説明いたし

ますので、説明は省略させていただきます。

以上で平成26年度の一般会計予算、それから特別

会計予算の概要説明とさせていただきます。

総務部長の概要説明は終わりま○比嘉京子委員長

した。

これより質疑を行います。質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

66ページの消費税に関しての説明○西銘純恵委員

ですが、消費税が５％から８％に引き上げられて、

その増税分が全て社会保障にという表現をなさいま

したよね。引き上げをされる消費税総額が幾らで、

沖縄県には22.5億円ということですが、国が社会保

障分に充てると言っているのが、その総額になって

いるのかどうかということを確認したいのです。

今、手元に国の資料を持っ○小橋川健二総務部長

ておりません。

全て社会保障に充てられるという○西銘純恵委員

ことをおっしゃったものですから、国会でずっとや

りとりしているのは、消費税増税分で８兆円だとい

うわけですよね。それが社会保障に本当に８兆円充

てられるのかというところで、私はその質疑を―沖

縄県に沖縄県分が来るのですかということを聞いた

のです。社会保障には１兆円足らずではないかとい

うことが数字的に言われているので、そこを含めて

きちんと捉えた上で、社会保障に全て充てられると

いう表現が先ほどあったものですから、これは問題

ではないかと思って私は聞いているのです。

、○小橋川健二総務部長 消費税の増税分については

。法律にもそのように明記されているようであります

それで、我々が今22.5億円と申し上げているのは、

地方税収分の中の、しかも沖縄県が見込んだ増収分

が22.5億円であって、その分については全部充てて

おりますという説明をしているところです。

それでは、国がどれだけ増税をし○西銘純恵委員

て―沖縄県に来るのは全て社会保障に充てますと今

言いましたけれども、この総額が社会保障に充てら

れるのかどうかについては、今、わからないとおっ

しゃったので、今後しっかり掌握をしてほしいと思

います。県民にとっても、その消費税が充てられる

ということでやられていることについては、実際、

社会保障に充てられないのに、別のものに充てるの

にそういう言われ方をしているとなると大問題だと

思いますので、ぜひ掌握していただきたいと思いま

すので、よろしくお願いします。

髙嶺善伸委員。○比嘉京子委員長

議案としては甲第１号から甲第23○髙嶺善伸委員

号議案まであります。一般会計、特別会計、公営企

業会計合わせて9400億円余りになりますが、先日の

質疑でもわかったことは、県のこれらの議案になら

ない県民生活、産業に密接した予算があることがわ

かりました。例えば、沖縄漁業基金など100億円は、

、直接公益財団法人沖縄県漁業振興基金に設置されて

そこで運用されるわけですね。こういうものが、こ

の甲第１号議案から甲第23号議案以外にどういう予

、 。算措置がなされているか 御説明いただけませんか

今回の漁業基金といったも○小橋川健二総務部長

の、要するに国の補助制度でいいますと、まず法律

補助、これはそれぞれの法律に基づいて根拠が定め

られている。それは交付先とか補助率が明記されて

いる場合があります。それからもう一つは、それ以

外は予算補助と言っています。要するに、予算を根

。 、拠にして補助をするという形になります ですから

今回の漁業基金については予算補助だと思います。

いずれの方法をとるか―要するに県を通してやる

のか、あるいは市町村を通してやるのか、あるいは

そうではなくて直接国がやるのか。ここはやはり国

の補助金の趣旨、目的をよりよく達成できるような

方法を国で選択した結果だろうと思います。

それで、どれぐらいあるかというお話ですが、私

の記憶では、国からの補助で直接地方公共団体を通

、 。らないで行くものが 約３割あると聞いております

お願いですけれども、一応部局関○髙嶺善伸委員

連で出向している団体とか、そういったところにも

あるわけですよ。だから、ぜひ今年度予算審査の中

で、部局でまたいろいろ調整をしたりして、事業の
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効果などを聞きたいと思っていますので、県の予算

措置を通らずに県民に直接反映されている基金、予

算等のリストといいますか、概要を取りまとめて資

料として提供をお願いできないかと思っていますけ

れども、いかがでしょうか。

なぜそういう話をするかというと、予算補助もあ

、 、れば 法律による補助事業もあるかもしれませんが

例えば、遺骨収集事業は厚生労働省が直轄でやるの

ですよ。ところが、これは基金として沖縄県に設置

させてもらえれば、市町村と連携してスピーディー

に、地域実情に合った予算運用ができるのではない

かという気もするのですよ。だから、基金として沖

縄県が使い勝手のいい予算にできるものがあれば、

こういうものも国と調整して基金に取り入れていく

とか、そういうことができないのかということを想

定しているわけですよ。したがいまして、繰り返し

ますが、甲第１号議案から甲第23号議案までの議案

以外に、基金等で設置・運用されている予算のリス

トを出してもらえませんか。

休憩いたします。○比嘉京子委員長

（休憩中に、総務部長から、県を通さないも

の全て把握するのは非常に困難であるが、

基金を限定して調査してみることは検討し

たいとの説明があり、髙嶺委員も了承し

た ）。

再開いたします。○比嘉京子委員長

ほかに質疑はありませんか。

（ なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○比嘉京子委員長

以上で、予算概要説明に対する質疑を終結いたし

ます。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○比嘉京子委員長

以上をもちまして、本日の日程は全部終了いたし

ました。

次回は、３月19日 水曜日 午前10時から委員会

を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午前11時56分散会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 比 嘉 京 子
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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月13日（木曜日）

午前10時３分開会

第４委員会室

出席委員

委員長 山 内 末 子さん 中 川 京 貴君

副委員長 仲 田 弘 毅君 中 川 京 貴君

委 員 新 垣 良 俊君 具 志 孝 助君

照 屋 大 河君 髙 嶺 善 伸君

前 島 明 男君 渡久地 修君

當 間 盛 夫君

欠席委員

大 城 一 馬君

説明のため出席した者の職、氏名

知 事 公 室 長 又 吉 進君

広 報 課 長 金 良 多恵子さん

基 地 対 策 課 長 運 天 修君

地 域 安 全 政 策 課 長 池 田 克 紀君

防 災 危 機 管 理 課 長 漢 那 宗 善君

総 務 部 長 小橋川 健 二君

総 務 私 学 課 長 大 村 敏 久君

人 事 課 長 砂 川 靖君

行 政 管 理 課 長 石 垣 永 浩君

税 務 課 長 金 城 聡君

管 財 課 長 照 屋 敦君

警 察 本 部 長 笠 原 俊 彦君

警 務 部 長 出 原 基 成君

生 活 安 全 部 長 親 川 啓 和君

交 通 部 長 砂 川 道 男君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

（知事公室、総務部及び公安委員会所管分）

２ 甲第８号議案 平成26年度沖縄県所有者不明

土地管理特別会計予算

３ 甲第20号議案 平成26年度沖縄県公債管理特

別会計予算

3ii4

○山内末子委員長 ただいまから総務企画委員会を

開会いたします。

審査に入る前に御報告を申し上げます。３月６日

に本委員会の副委員長に仲田弘毅委員が互選されま

したので、仲田委員の席を副委員長席に移動し、現

在着席されている配席といたします。

それでは、仲田委員におかれましては本委員会副

委員長に就任後最初の委員会になりますので、御挨

拶を自席でお願いいたします。

○仲田弘毅副委員長 ３月６日、所用がありまして

委員会を欠席して、見事欠席裁判で副委員長に就任

いたしました仲田でございます。委員長を補佐しな

がら、この委員会がよりスムーズに県民サービスに

滞りなく全うできることをお誓いして、ともに頑張

ることを皆さんとお約束しますので、どうぞよろし

くお願いします。

○山内末子委員長 ありがとうございます。うるま

市コンビで頑張りたいと思います。

それでは、これより審査を行います。

「本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につ

いて」に係る甲第１号議案平成26年度沖縄県一般会

計予算、甲第８号議案平成26年度沖縄県所有者不明

土地管理特別会計予算及び甲第20号議案平成26年度

沖縄県公債管理特別会計予算の予算議案３件の調査

を一括して議題といたします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長及び

警察本部長の出席を求めております。

まず初めに、総務部長から予算の総括説明及び総

務部関係予算の概要説明を求めます。

小橋川健二総務部長。

○小橋川健二総務部長 総務部所管予算の説明の前

に、今定例会に提出しております甲第１号議案から

甲第23号議案の予算議案につきまして、平成26年度

沖縄県一般会計予算を中心にその概要を御説明申し

上げます。

まず、平成26年度予算編成の基本的な考え方につ

いて御説明申し上げます。

平成26年度予算の編成に当たっては、日本経済活

性化の一翼を担うフロンティア創造など４つの重点

テーマを踏まえ、沖縄の持つ優位性と潜在力を生か

総務企画委員会記録（第２号）
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した施策を戦略的に展開するとともに、雇用や観光

など、県内景気の回復基調を確かなものにすること

を基本的な考え方としたところであります。

その結果、離島振興や医療、子育て、健康・長寿

などの県民福祉の向上のための諸施策はもちろんの

こと、観光産業や臨空・臨港型産業、情報通信関連

産業などの産業振興施策を含む、当初予算としては

過去最大規模の総額7239億円を計上したところであ

ります。

それでは、平成26年度当初予算の内容につきまし

て、お手元にお配りしております平成26年度当初予

算説明資料に基づいて御説明申し上げます。

まず、１ページをごらんいただきたいと思います。

平成26年度予算の規模でありますが、一般会計は

7239億2200万円で、前年度に比べ250億9700万円、3.6

％の増となっております。

特別会計は、農業改良資金特別会計など19会計の

合計で1077億4472万9000円となっており、前年度に

比べ34億1568万3000円、3.3％の増となっております。

公営企業会計は、病院事業など３会計の合計で1115

億8183万4000円となっており、前年度に比べ209億100

万7000円、23.0％の増となっております。

全ての会計を合計した平成26年度の予算額は9432

億4856万3000円で、前年度に比べ494億1369万円、5.5

％の増となっております。

２ページをお願いいたします。

一般会計歳入予算の款別の対前年度比較について、

その主なものを御説明申し上げます。

１、県税は950億300万円で、個人県民税、法人事

業税、地方消費税の増等により6.6％の増を見込んで

おります。

２、地方消費税清算金は255億7699万7000円で、地

方消費税率の引き上げに伴う地方消費税収の増によ

り18.2％の増となっております。

３、地方譲与税は213億303万円で、地方法人特別

譲与税の増等により22.6％の増となっております。

４、市町村たばこ税県交付金は３億3180万6000円

で、浦添市からの交付金により皆増となっておりま

す。

２つ下の６、地方交付税ですが、2018億5000万円

で、地方財政計画の動向等を勘案し、0.2％の減を見

込んでおります。

３つ下の９、使用料及び手数料は115億1468万3000

円で、全日制高等学校授業料の増等により22.5％の

増となっております。

その下の10、国庫支出金は2412億3131万4000円で、

沖縄振興交付金の増などにより5.3％の増となってお

ります。

３つ下の13、繰入金は321億6457万3000円で、経済

対策関連基金からの繰入金の減などにより8.3％の減

となっております。

２つ下の15、諸収入は228億8873万7000円で、那覇

市及び浦添市からの都市モノレール建設受託金の増

などにより10.1％の増となっております。

16、県債は680億2930万円で、臨時財政対策債の減

により2.7％の減となっております。

次に、３ページをごらんいただきたいと思います。

３ページは、歳入予算を自主財源と依存財源に区

分しております。

まず、自主財源ですが、1909億3580万6000円で、

県税や地方消費税清算金の増などにより6.4％の増と

なっております。

自主財源の構成比ですが、26.4％で、前年度と比

べ0.7ポイントの増となっております。

中ほどの依存財源でございますが、5329億8619万

4000円で、国庫支出金、地方譲与税の増等により、2.6

％の増となっております。

依存財源の構成比は73.6％で、前年度と比べ0.7ポ

イントの減となっております。

次に、４ページをお願いいたします。

４ページは、歳入予算を特定財源と一般財源に区

分しております。これは後ほどごらんいただきたい

と思います。

５ページをお願いいたします。

歳出予算を款別に前年度と比較しております。

款別に主なものについて御説明申し上げます。

１、議会費は13億5712万1000円で、委員会映像配

信用カメラ設置費の減などにより1.9％の減となって

おります。

２、総務費は805億4141万2000円で、離島地区にお

ける海底光ケーブル整備費の増などにより14.4％の

増となっております。

３、民生費は995億6026万6000円で、安心子ども基

金を活用した保育所整備の減などにより0.5％の減と

なっております。

４、衛生費は、293億1807万6000円で、食肉衛生検

査所の工事が完了したことによる減などにより7.8％

の減となっております。

５、労働費は61億330万6000円で、国の経済対策に

おける雇用関連基金を活用した事業の減などにより

22.0％の減となっております。

６、農林水産業費は617億1112万7000円で、団体営
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農地保全整備事業の事業量の減などにより2.7％の減

となっております。

７、商工費は408億4540万5000円で、クラウドデー

タセンターなどの大規模事業の終了により3.1％の減

となっております。

８、土木費は1080億4723万9000円で、沖縄都市モ

ノレール延長関連事業に係る事業費の増などにより

16.8％の増となっております。

９、警察費は317億8620万3000円で、交通機動隊庁

舎の整備費の増などにより0.9％の増となっておりま

す。

10、教育費は1580億7725万8000円で、石川青少年

の家や離島児童・生徒支援センターの整備費の増な

どにより3.1％の増となっております。

３つ下の13、諸支出金は301億8758万9000円で、地

方消費税率が引き上げられることに伴う地方消費税

交付金の増などにより7.6％の増となっております。

次に、６ページをお願いいたします。

６ページの表は、歳出予算を部局別に前年度と比

較したものであります。

この表における部局別予算額は、今回の組織改編

を踏まえた新たな部局における予算額を記載してお

りますが、予算審査における説明等は現行の部局に

おいて行うことといたしますので、御了承いただき

たいと思います。

部局別の予算概要につきましては、各常任委員会

の予算審査において担当部局長から御説明いたしま

すので、ここでは説明を省略させていただきたいと

思います。

次に、７ページをお願いいたします。

歳出予算を性質別に前年度と比較しております。

まず、義務的経費は2880億5775万2000円となって

おります。

このうち、人件費は1890億4093万4000円で、定年

退職者の減及び退職手当の引き下げによる退職手当

の減などにより0.4％の減となっております。
投資的経費は1851億8595万5000円で、8.1％の増と

なっております。

このうち、普通建設事業費の補助事業費は1630億

2755万6000円で、航空機整備場などの県有施設整備

費や沖縄都市モノレール延長関連事業に係る事業費

の増などにより7.4％の増となっております。

普通建設事業費の単独事業費は185億9167万円で、

総合行政情報ネットワーク高度化事業や石川青少年

の家の整備費の増などにより15.8％の増となってお

ります。

その他の経費は2506億7829万3000円で、4.7％の増

となっております。

そのうち、３つ下の補助費等は1819億1652万5000

円で、地方消費税交付金や障害者介護給付費等事業

費の増などにより5.9％の増となっております。

さらに、３つ下の繰出金は25億8453万1000円で、

中央卸売市場事業特別会計及び下地島空港特別会計

等への繰出金などにより51.0％の増となっておりま

す。

次に、８ページをお願いいたします。

８ページから59ページにかけましては、歳入歳出

予算の科目別の説明でございます。

内容は、各常任委員会での予算審査において担当

部局長から説明いたしますので、ここでは説明を省

略させていただきたいと思います。

少し飛んで恐縮ですが、60ページをお願いいたし

ます。

60ページから64ページにかけて、債務負担行為と

なっております。

私立学校等教育振興費など45件について、債務負

担行為を設定するものでございます。

次に、65ページをお願いいたします。

65ページ、地方債ですが、庁舎整備事業など18件

について、合計680億2930万円の発行予定でございま

す。

次に、66ページをお願いいたします。

本年４月１日より消費税率が５％から８％へ引き

上げられることになりますが、消費税率引き上げの

趣旨は、主として今後も増加が見込まれる社会保障

経費の財源確保にあることから、引き上げ分につい

てはその使途を明確化することが求められておりま

す。

本県の消費税率の引き上げに伴う地方消費税の増

収分は約22億5000万円であり、増収分については、

その全額を社会福祉施策のための財源として充当し

ております。

具体的には、本表にありますように生活保護や児

童福祉、高齢者福祉などの社会福祉の分野や、国民

健康保険や介護保険などの社会保険の分野、公衆衛

生や健康増進などの保健衛生の分野に係る事業の財

源として充当しております。

次に、68ページをお願いいたします。

特別会計予算でございますが、特別会計予算は、

それぞれの会計の目的に沿って歳入歳出を見込んで

計上しております。

それぞれの特別会計の事業内容等につきましては、
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各常任委員会の予算審査において担当部局長から説

明をいたしますので、ここでの説明は省略をさせて

いただきたいと思います。

以上で、平成26年度の一般会計予算等の概要説明

とさせていただきます。

次に、引き続き、総務部関係予算の概要について

御説明申し上げます。

お手元に、平成26年度当初予算説明資料総務部抜

粋版という資料が配られております。それに基づい

て、説明を申し上げたいと思います。

それでは、１ページをお願いいたします。

平成26年度一般会計部局別歳出予算でございます

が、部局別で見ますと、総務部の歳出予算額は1212

億2522万5000円で、教育委員会に次ぎ２番目に大き

く、予算総額の16.7％を占めております。

次に、資料の２ページ、歳入予算をお開きいただ

きたいと思います。

一般会計歳入予算について御説明申し上げます。

表の一番下、合計欄をごらんいただきたいと思い

ます。

歳入は県全体で7239億2200万円のうち、総務部所

管の歳入予算額は4125億6156万5000円で、前年度当

初予算と比べ115億655万5000円、2.9％の増となって

おります。

増の主な要因は県税及び繰入金等となっておりま

す。

歳入予算の主なものについて、款ごとに御説明申

し上げますが、県税、地方消費税清算金、地方譲与

税、市町村たばこ税県交付金、地方交付税について

は全て総務部の歳入でございますので、先ほどの県

全体の説明と重複いたしますので、説明は省略させ

ていただきたいと思います。

９、使用料及び手数料の総務部所管分は2558万円

で、これは主に行政財産使用に係る建物使用料及び

証紙収入等であります。

10、国庫支出金は13億5331万6000円で、これは主

に私立学校等教育振興費に係る国庫補助金でありま

す。

11、財産収入は12億1061万9000円で、主に県有地

の土地貸付料及び土地売払代等であります。

13、繰入金は199億7199万4000円で、これは主に県

有施設整備基金繰入金等の基金繰入金などでありま

す。

15、諸収入は54億7479万1000円で、これは主に宝

くじ収入等であります。

16、県債は398億8250万円で、これは主に臨時財政

対策債に係るものであります。

以上が、一般会計歳入予算の概要でございます。

次に、３ページ歳出予算をお開きいただきたいと

思います。

一般会計歳出予算の概要について御説明申し上げ

ます。

これも同様に表の一番下、合計欄をごらんいただ

きたいと思います。

歳出は、県全体で7239億2200万円のうち、総務部

所管の歳出予算額は1212億2522万5000円で、前年度

と比べ38億2193万7000円、3.3％の増となっておりま

す。

増の主な要因は、地方消費税交付金及び私立学校

等教育振興費等であります。

歳出予算の主な内容について御説明申し上げます。

２、総務費の総務部所管分は182億6661万5000円で、

これは主に私立学校等教育振興費40億5401万6000円、

人事調整費37億9123万4000円、賦課徴収費33億5253

万円であります。

12、公債費は全て総務部所管分となっており、予

算額は726億6295万7000円で、これは主に（目）元金

の公債管理特別会計繰出金639億9082万9000円、（目）

利子の公債管理特別会計繰出金86億1089万円4000円

であります。

13、諸支出金の総務部所管分は300億9565万3000円

で、これは主に地方消費税清算金141億7333万3000円、

地方消費税交付金128億4940万1000円、県有施設整備

基金積立金９億2913万3000円であります。

以上が、一般会計歳出予算の概要でございます。

続きまして、特別会計についても御説明申し上げ

ます。

４ページをお願いいたします。

所有者不明土地管理特別会計では、平成26年度当

初予算は２億5665万9000円で、前年度と比べ1474万

6000円、6.1％の増となっております。

次に、５ページをお願いいたします。

公債管理特別会計では、平成26年度当初予算は828

億918万4000円で、前年度と比べ２億619万3000円、0.2

％の減となっております。

以上で、総務部所管の一般会計及び特別会計の歳

入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○山内末子委員長 総務部長の説明は終わりました。

次に、知事公室長から知事公室関係予算の概要に

ついて説明を求めます。

又吉進知事公室長。
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○又吉進知事公室長 知事公室所管の平成26年度一

般会計歳入歳出予算の概要について、お手元に配付

いたしました抜粋版平成26年度当初予算説明資料知

事公室に基づいて御説明申し上げます。

資料の１ページ目をお開きください。

表の上から２番目、知事公室欄をごらんください。

知事公室における平成26年度歳出予算額は48億2268

万9000円で、一般会計歳出予算総額に対する構成比

は0.7％となっております。

続きまして、知事公室分の一般会計の歳入予算の

概要について御説明申し上げます。

資料の２ページをお開きください。

表の一番下、合計欄をごらんください。

知事公室が所管する歳入予算の総額は27億8170万

6000円で、前年度当初予算額26億1402万5000円と比

べ１億6768万1000円、率にして6.4％の増となってお

ります。

次に、歳入予算の主なものについて款ごとに御説

明申し上げます。

２ページでございます。

９、使用料及び手数料の知事公室所管分は7664万

1000円で、これは旅券発給手数料等に係る証紙収入

であります。

10、国庫支出金の知事公室所管分は26億5360万2000

円で、これは主に不発弾等処理促進費に係る国庫補

助金等であります。

続きまして、一般会計の歳出予算の概要について

御説明申し上げます。

資料の３ページをお開きください。

表の一番下、合計欄をごらんください。

知事公室が所管する歳出予算の総額は48億2268万

9000円で、前年度当初予算額42億9436万6000円と比

べ５億2832万3000円、率にして12.3％の増となって

おります。

次に、歳出予算の主な内容について御説明申し上

げます。

２、総務費の知事公室所管分は48億2268万9000円

で、これは主に、（事項）不発弾処理促進費27億2245

万6000円、（事項）職員費８億2235万円、（事項）消

防指導費３億1487万円等でございます。

以上で、知事公室関係の平成26年度一般会計歳入

歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○山内末子委員長 以上で、知事公室長の説明は終

わりました。

次に、警察本部長から公安委員会関係予算の概要

説明を求めます。

笠原俊彦警察本部長。

○笠原俊彦警察本部長 それでは、公安委員会所管

の平成26年度一般会計歳入歳出予算の概要につきま

して、お手元に配付をいたしました同じく抜粋版平

成26年度当初予算説明資料公安委員会に基づいて御

説明させていただきます。

それではまず、資料１ページ目の総括表をお開き

いただきたいと思います。

部局別歳出予算を見ますと、公安委員会の予算額

は317億8620万3000円となっており、平成26年度一般

会計予算総額の4.4％となっております。

次に、一般会計歳入予算の概要について御説明を

申し上げます。

資料２ページ目の歳入をお開きいただきたいと思

います。

表の一番下、合計欄をごらんいただきたいと思い

ます。

公安委員会が所管をいたします歳入予算の総額は

29億2484万円で、前年度当初予算額28億8961万4000

円と比べて3522万6000円、率にいたしまして1.2％の

増となっております。

次に、歳入予算の公安委員会所管分について款ご

とに御説明申し上げます。

９、使用料及び手数料の公安委員会所管分は14億

6181万5000円で、これは主に警察施設使用料、パー

キングメーター作動手数料及び運転免許関係手数料

に係る証紙収入等であります。

10、国庫支出金の公安委員会所管分は７億9863万

5000円で、これは主に警察活動及び警察施設の整備

等に係る国庫補助金であります。

11、財産収入の公安委員会所管分は5688万3000円

で、これは主に待機宿舎入居料及び自動販売機設置

に伴う土地、建物の貸付料等であります。

15、諸収入の公安委員会所管分でありますが、２

億4420万7000円で、これは主に放置駐車違反に係る

放置違反金であります過料等となっております。

16、県債の公安委員会所管分は３億6330万円で、

これは主に交通安全施設整備事業等に係るものであ

ります。

以上が、一般会計歳入予算の概要でございます。

続きまして、一般会計歳出予算の概要について御

説明申し上げます。

資料３ページの歳出に基づいて御説明いたします。

表の９、警察費が、公安委員会が所管する歳出予

算の総額となっております。その予算額は317億8620
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万3000円で、前年度当初予算額の314億9135万円と比

べて２億9485万3000円、率にいたしまして0.9％の増

となっております。

次に、歳出予算の主な内容について御説明申し上

げます。

９、警察費の主な内容は、職員費及び運営費等の

経費であります（目）警察本部費が267億3393万9000

円、交番・駐在所等の警察施設の新築・修繕、維持

管理等に必要な経費であります（目）警察施設費が

８億7204万2000円、交通安全施設の整備及び交通指

導取り締まりに必要な経費であります（目）交通指

導取締費が18億599万2000円等となっております。

以上で、公安委員会所管の平成26年度一般会計歳

入歳出予算の概要説明を終わらせていただきます。

なお、公安委員会に係る特別会計についてはござ

いません。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○山内末子委員長 警察本部長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会の運営に準じて譲渡しないことにいたし

ます。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから行い、重複することがないよう簡潔に

お願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各予算に対する質疑を

行います。

新垣良俊委員。

○新垣良俊委員 まず、平成26年度当初予算（案）

説明資料、知事公室から、10ページの沖縄ソフトパ

ワー発信事業は新規事業ですね。その趣旨、目的に

ついて説明をお願いします。

○又吉進知事公室長 いわゆるソフトパワーという

ものは10年ぐらい前から出てきた概念でございまし

て、能力とか実力行使といったハードパワーに対す

る概念なのですが、沖縄のソフトパワー、芸能や歴

史、沖縄の魅力を発信することによって、沖縄の考

え方を世界に、この場合、とりわけ沖縄と大変関係

の深いアメリカに沖縄のことをよく知っていただき

たいということで始めるものでございます。

事業の内容といたしましては、米国のワシントン

ＤＣで沖縄の伝統文化や芸能、歴史、沖縄の魅力を

発信するイベントをやっていくということでござい

ます。また、それもどういうイベントにするかを精

選した上で、アメリカの方々が沖縄のことを必ずし

も理解していないという認識がございますので、今、

沖縄が単なるアメリカから見えるような現状ではな

くて、非常に根っこの部分で理解していただくこと

を狙いとしているということでございます。

○新垣良俊委員 ぜひ、沖縄の認知度を高めるため

に頑張ってほしいと思います。

それから、これは地域安全政策事業に関連すると

思うのですが、仲井眞知事の就任以降、基地の負担

軽減に関する実績と取り組みについて伺いたいので

す。

○又吉進知事公室長 基地の問題は、知事自身もの

れんに腕押しといったような発言もしておりまして、

なかなか難しい面もあるのですが、知事が就任以来

一つ一つ動いてきたものはございます。県といたし

ましては16項目にくくってあるわけですが、例えば

基地の整備縮小では、大きいものは沖縄県における

駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関す

る特別措置法―跡地利用推進法ができたということ、

それから沖縄における在日米軍施設・区域に関する

統合計画―統合計画、返還実績としては読谷補助飛

行場、ギンバル訓練場、泡瀬ゴルフ場、嘉手納ラプ

コンといったものが知事の任期内に返還が完了して

います。

また、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力

及び安全保障条約第６条に基づく施設及び区域並び

に日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定―

日米地位協定につきましては、先般本会議でも御答

弁申し上げましたが、環境に関する補足協定という

動きが新たに出てきているということです。

また、運用改善といたしましては、交通事故の軍

属の事件、被疑者に対する処分の公表はそれなりに

行われているということでございます。

また、普天間飛行場の危険性除去、ワーキングチー

ムの活動でありますとか、それから騒音対策、これ
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は無認可保育所の防音工事が認められたとか、さら

にホテル・ホテル訓練区域の一部使用制限解除であ

りますとかさまざまなことをやっておりまして、一

つ一つ進めていきたいというものが現在の仲井眞県

政の姿勢と実績でございます。

○新垣良俊委員 次に、11ページの７、沖縄振興一

括交付金の創成事業ですか、沖縄県防災情報システ

ム機能強化事業は平成16年４月に運用を開始してお

ります。県防災情報システムの機能強化を図るため

となっているのですが、平成25年度の約７倍の予算

額になっているのです。防災の取り組みになると思

うが、強化を図るとはどういう強化を図ることなの

かお伺いしたいのです。

○又吉進知事公室長 今、委員御指摘のように、現

在の防災情報システムは運用開始から９年が経過し

ております。東日本大震災もございまして、その情

報網の強化が望まれているということと、さらにい

ろいろな技術が進歩しまして、携帯電話といったも

のの普及が進んでいることを踏まえまして、平成24

年度に基本計画を策定いたしまして、今年度はシス

テム設計をやっております。来年度はいよいよシス

テム開発に入るということでこの予算をとっている

わけですが、新しい機能といたしましては、情報伝

達機能の強化といたしまして、携帯端末等を使った

ツイッター、フェイスブックというような機能、さ

らにメール、それから公共情報のサイトがございま

すが、そういうものを使えるようにする。こういう

ことを使って避難勧告がいち早く住民に伝えられる

といったことで、とにかく防災の基本はまず逃げる

という視点に立って、そういう情報発信をスムーズ

にしていきたいというものがこの事業の狙いでござ

います。

○新垣良俊委員 これに関連する去る11日の記事な

のですが、沖縄発防災に注目、被災地に導入検討と

いうことです。この園児居場所の送信メールとも関

連がありますか。

○漢那宗善防災危機管理課長 園児の位置情報の確

認につきましては、特に関係はしておりません。こ

れは県と市町村、あと消防との防災行政無線の強化

ということでございますので、実際に園児の位置情

報につきましては市町村で実施する形になります。

○新垣良俊委員 では、質疑を変えます。11ページ

の10、消防共同指令センター整備支援事業です。こ

れは今回新しい事業なのですが、この概要について

伺いたいのです。

○又吉進知事公室長 現在、消防救急への119番通報

は、各消防本部、さらに消防本部がないところは役

場で受理、処理しているところでございますが、消

防共同指令センターというものを置きまして、各市

町村の通報を一括で受理して、さらに出動指示を一

元化しようということでございます。これが事業の

趣旨でございます。

○新垣良俊委員 知事公室長、３年前、広域で消防

を一つにしようという話があったのですが、それと

もこれは関連するのですか。

○又吉進知事公室長 消防力を高めるという意味で

は、やはり市町村の資源の共有が必要でございまし

て、そういう観点で、県では消防の広域化、指令セ

ンターの整備、さらに消防の通信のデジタル化を進

めてきたわけでございます。その取り組みの一つと

して、この消防共同指令センターの整備があるわけ

でございます。

○新垣良俊委員 では、知事公室は終わりまして、

総務部にお願いします。

説明資料の12ページ、琉球政府文書デジタル・アー

カイブズ推進事業の概要と取り組みについて御説明

をお願いしたいのです。

○大村敏久総務私学課長 琉球政府文書デジタル・

アーカイブズ推進事業は、沖縄県公文書館に所蔵さ

れています琉球文書をデジタル化し、インターネッ

トで公開することで、離島や遠隔地の県民にも広く

利用できる環境を提供するとともに、学校、大学や

戦後史の研究における琉球政府文書等の活用を促進

する事業です。具体的には、平成26年度１万1520薄

冊を予定しておりますが、中でも石綿健康被害者救

済に役立ててもらうために、石綿関係のデジタル化

を前倒しして今年度実施する予定となっております。

○新垣良俊委員 今年度からの新規事業なのですが、

何年にわたってこの事業をやろうということですか。

○大村敏久総務私学課長 当初予算では新規事業と

なっておりますが、平成25年度補正予算で去年の10

月からスタートしております。事業の期間につきま

しては、平成33年までを予定しております。

○新垣良俊委員 それから、新規事業の国際戦略推

進人材育成事業についてなのですが、事業の概要を

読みますと、事業名のとおり戦略的に推進する人材

を育成するとなっているのですが、この内容につい

て御説明お願いしたいのです。

○砂川靖人事課長 国際戦略推進人材育成事業の概

要、取り組みについて御説明したいと思います。

この事業は、国際物流拠点としての地位を確立し

ている香港とか仁川、それから釜山、上海等へ職員
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を派遣しまして、そこで、国際航空貨物ターミナル

ビルとか港湾施設等のインフラストラクチャーの視

察とか、あるいは政府機関、それから進出している

企業等に対して調査を行うといったことを内容とす

る研修事業でございます。沖縄県としましては、こ

ういった事業を実施することによって経済発展の著

しいアジアの活力を取り込む、そして、グローバル

経済の展開を見据えて県の施策を立案し、または推

進することのできる人材を育成していきたいという

内容で取り組んでいくものでございます。

○新垣良俊委員 人材は県の職員ですか、それとも

民間から採用するということですか。

○砂川靖人事課長 県の職員を対象としています。

○新垣良俊委員 国際物流産業振興施策は県の重要

な施策でありますので、ぜひ頑張ってほしいと思い

ます。

それから、当初予算（案）説明資料の13ページに

掲載されております賦課徴収費の関連ですが、県税

の徴収率について、向上のための納税環境の整備に

ついて伺いたいのです。

○金城聡税務課長 委員がごらんになっております

説明資料13ページの17、賦課徴収費については、県

税の賦課徴収に要する経費となっておりまして、自

動車税の納期内納付をやります広報費でありますと

か、法に基づきまして事務取扱費を市町村に交付す

るための予算などになっております。委員がおっしゃ

る納税環境の整備という観点では、賦課徴収費のほ

かに県税収納委託事業、また、自動車税コールセン

ター事業もあります。これらを総合的に駆使しなが

ら、納税環境の整備に努めているところであります。

納税環境の整備については、県税の納付は基本的

に本来県民が自主的に納税を行うべきであると考え

ておりますので、そういう意味において、県民が税

をより納めやすい環境にしていくということが県税

の収入率の向上にもつながるのではないかと考えて、

納税環境の整備にいろいろ努めているところであり

ます。これまで県としては、コンビニエンスストア

収納について自動車税を平成19年度から実施してお

ります。また、県税の全税目について、平成22年度

から郵便局で収納できる仕組みを整えています。あ

と、今年度平成25年度からですが、クレジットカー

ドによる収納についても実施できるようにしていま

す。クレジットカードについては、自動車税につい

てできるように今整備したところであります。

また、先ほど別の事業を説明しましたが、納期内

納付のほかにコールセンター事業も県税で取り組み

まして、納期内に自動車税を納めていただいていな

い方に対して電話連絡により納税を呼びかけて、収

納率のアップにつなげるような取り組みを実施して

いるところであります。

○新垣良俊委員 今、税務課長から話がありました

納税の環境整備ということで、コンビニエンススト

アとか郵便局、それから銀行は前からやっておりま

すが、この銀行、コンビニエンスストア、それから

郵便局の納税率を教えてほしいのです。

○金城聡税務課長 自動車税についてお話をさせて

いただきたいと思いますが、金融機関については、

委員もおっしゃるように従前から実施しております。

コンビニエンスストアが平成19年度から実施してい

るところでありますが、コンビニエンスストアの現

在の収納割合が38.5％になっております。郵便局が

4.3％、クレジットカードによる納付が4.1％です。

残りが金融機関で納めていただいていますが、53％

という割合の状況になっております。

○新垣良俊委員 確かに、仕事を終えて納税しよう

という方は、銀行がもう閉まっておりますのでコン

ビニエンスストアの比率が高くなる可能性は大いに

あると思うのです。ぜひ税務課では、そういう広報、

県民に知らしめるということをやってほしいと思い

ます。

それから、13ページ、ファシリティマネジメント

推進事業というものがあるのですが、これも新規事

業なのです。県有財産の有効活用を図るためとある

のですが、このファシリティーマネジメントの導入

する経費となっている内容、１億7700万円はどうい

うことなのか御説明をお願いしたいのです。

○照屋敦管財課長 ファシリティーマネジメントと

いうことで新規事業なのですが、耳なれない言葉と

思いますが、ファシリティーとは施設とその環境で

す。マネジメントが総合的に企画管理、活用する経

営活動、無理、むら、無駄を解消して、歳出の抑制

と歳入の確保を図るということです。今、委員がおっ

しゃいましたように、次年度どういうことをやるか

と言いますと、平成26年度は３施設11棟に対して耐

震診断を入れて、13施設40棟については劣化度調査

を入れます。２施設７棟につきましては外壁や屋上

の防水、補修工事・保全工事を実施して、基盤整備

のための先進県調査や施設の現状を把握した上で、

建てかえの今後の利活用、検討をするための施設評

価手法の開発等を行うこととしております。

○新垣良俊委員 今、３棟とか７棟という話があっ

たのですが、具体的な取り組みと効果についてはど



－83－

うですか。

○照屋敦管財課長 ファシリティマネジメント推進

事業は、今現在、各部局単位で管理している県有施

設について、経営戦略的な視点から総合的に企画管

理、活用することによってスケールメリットの活用

や専門性を確保して、県有施設の柱が３つほどあり

ますが、保有総量の縮小、長寿命化、効率的な利活

用を推進していく事業でございます。具体的には、

余剰施設を洗い出して積極的な貸し付けや売却によ

り収入を確保する。もう一点が、外壁の補修など保

全工事を計画的に行って、今現在35年程度で建てか

えるのですが、それが60年、70年使えるような長寿

命化を図る。それによって改修費を抑制する。さら

に、財政負担の平準化が図れます。さらに、各施設

管理者が個別に契約している清掃などの委託につい

て同一の仕様書や積算基準を作成して、日常的な管

理コストを縮減する取り組みを図っていきたいと考

えております。

○新垣良俊委員 今、管財課長の話では県の所有す

る施設ということになっているのですが、これは県

営団地等も入っていると思うのです。今、擁壁とい

う話もあったのですが、どのような施設がこの推進

事業の対象となるのか。

○照屋敦管財課長 対象施設としては、道路・橋梁

等のいわゆるインフラストラクチャー施設や、既に

類似の取り組みを行っている施設を除いた全ての施

設を対象と考えております。

もう既に行われている取り組みとしましては、今、

委員から照会がありました県営住宅における沖縄県

公営住宅等ストック総合活用計画や、橋梁における

沖縄県橋梁長寿命化修繕計画等があります。それ以

外のものについて全て対象にして、ファシリティー

マネジメント導入をして進めていきたいと考えてお

ります。

○新垣良俊委員 これは新しい事業なのですが、１

億7725万円という大きな額なのです。平成26年度は

どのように事業を進めていくのですか。

○照屋敦管財課長 今、予算の内訳としましては、

平成26年度委託を３本考えております。金額として

は5181万1000円で、先ほど説明した評価手法の開発

と劣化度調査、もう一つは外壁とか工事を入れます

ので、設計とか管理委託業務を考えております。実

際、工事も入れまして外壁の補修工事だとか屋上の

防水工事等も、１億2475万8000円予算を計上してお

ります。

○新垣良俊委員 今、設計監理の話も出たのですが、

この職員は技術職を採用というのですか、異動して

管財課に持ってくるということですか。

○照屋敦管財課長 次年度４月１日から、この事業

に対して土木建築部から建築職を２名配置する体制

をとっております。

○新垣良俊委員 今、これは管財課なのですが、管

財課で職員を２人配置してマネジメントを推進しよ

うということですか。

○照屋敦管財課長 そのとおりでございます。

○新垣良俊委員 施設となっているのですが、県有

地はどうなるのですか。県有地もそういう２人の技

術者を呼ぶということなのですが、この用地につい

ても活用してもらうということですか。

○照屋敦管財課長 背景としましては、県では土地

面積約4180万平米を所有しています。また、建物に

つきましては、延べ床面積で336万平米を保有してい

ます。今、この管理をやっているのですが、老朽化

による建てかえ時期の集中であるとか、厳しい財政

状況、少子高齢化による施設ニーズの変化というさ

まざまな課題がありまして、これまで以上に県有財

産の有効利用がテーマとなっている。その中で、今、

建物については建築士２人を配置してマネジメント

をしていきます。また、土地については、建物に附

属している土地が遊休化で、使わなくなれば各部局

に照会したりとか市町村に照会して、最終的には一

般公募をして売却する、歳入に充てるということを

考えております。

○新垣良俊委員 よく塩漬けという話を聞くのです。

今、民間にも払い下げという話もあったのですが、

そういう土地をぜひ有効に活用する。そして、もう

使わない場合は民間に払い下げるという方法も考え

てほしいと思うのですが、それについてはどうです

か。

○照屋敦管財課長 今やっている行財政改革プラン

の中でも土地の売却については毎年２億円という計

上をしまして、それ以上に実績では頑張っているの

ですが、次年度以降の新しいプランについても、土

地のファシリティーマネジメントと並行しながら、

そういう遊休化した活用しない土地については売却

を促進していくという考え方で取り組んでいきます。

○新垣良俊委員 事業名がファシリティーマネジメ

ントということで難しい名前を使っていますのでど

のようなものかと思ったのですが、県有財産の有効

活用を図るためなのですから、ぜひ頑張ってほしい

と思います。

これで私の質疑を終わりたいと思います。
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○山内末子委員長 続きまして、仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 きょうの質疑は、当局から出され

た当初予算（案）説明資料の中から、主な事業に対

する御質疑をさせていただきたいと思います。

その中でまず最初に、知事公室関係１件、公安関

係、それから総務部関係の順で質疑を行いたいと思

います。

まず最初に知事公室関係で、知事公室長、不発弾

等処理事業は、予算書によりますと一応27億2215万

6000円計上されております。そして本県においては、

戦後処理のなくてはならない大きな事業であると考

えています。この予算は、例年どおり予算化されて

おりますか。

○又吉進知事公室長 委員御指摘のとおり、戦後処

理、また、県民の生命と財産にかかわる非常に重要

な事業でございまして、その拡大と迅速化を図って

いるわけでございますが、来年度の当初予算額、要

求額は約27億2200万円でございます。これを平成25

年度と比較しますと、1.03倍になります。この５年

程度の予算額の伸びを見ますと、平成21年度が４億

9600万円、平成22年度が７億6000万円、これは1.5倍

にふえました。また、平成23年度は一挙に16億9900

万円ということで対前年度2.2倍、平成24年度、平成25

年度は24億円台、26億円台ということでございまし

て、１つは糸満市で大変悲惨な事故がございました。

ああいうこともありまして、これは喫緊の課題とい

うことでこの五、六年で大幅な増、来年度も増にし

ていきたいと考えております。

○仲田弘毅委員 このことは、例年どおりではなく

て、この５カ年の流れを見るとどんどん予算はふえ

てきたと理解してよろしいですか。

○又吉進知事公室長 予算の増もそうですが、例え

ば広域探査を拡大するとか、この面積をより小さい

面積まで広域探査を認めようといったようなことが

ございます。また、民間の事業者、工事に対して磁

気探査を行う場合は、その補助を行う沖縄県住宅等

開発磁気探査支援事業といった新しい事業も加えな

がら、そういう探査と処理の加速化を図っていきた

いということでございます。

○仲田弘毅委員 知事公室長、これはもう復帰して42

年目に入るのです。大まかな点でよろしいのですが、

これまでの不発弾処理の実績、そして今後、例えば

残量がどの程度で今の予算下で対応していくとあと

何カ年ぐらいで対応できるかということも予測はつ

きますか。

○漢那宗善防災危機管理課長 これまで、昭和47年

から平成24年度までの処理件数が３万4181件でござ

います。重量にしまして1925トンでございます。年

間平均30トンということでございますが、約1900ト

ンほど残っているということでございますので、今

後も70年ほどの年月を要すると考えております。

○仲田弘毅委員 公共工事に関しましては、ほとん

ど国の責任の名のもとに従来処理をしてきたと思う

のですが、例えば民間の住宅建築等を含めて、その

処理費用についてはどのようになっておりますか。

○又吉進知事公室長 それが課題でございまして、

民間の住宅等を建設するといった場合に、それはや

はりその施主の負担ということになっていたわけで

ございます。これを改善するために、平成24年度か

ら沖縄県住宅等開発磁気探査支援事業を実施してお

ります。平成24年度、平成25年度と、平成24年度は

当初ということで実施体制の問題もありまして若干

利用が少なかったのですが、平成25年度はかなりの

利用が見込まれておりまして、こういったものを使

いながら、民間の磁気探査についてもしっかり手当

てをしていきたいと考えております。

○仲田弘毅委員 公共工事も大事であることは言う

までもないのですが、これからの沖縄県の人口の増

加率、特に私たちの地域においては次男、三男が住

宅、居を構えて独立していく中においては、民間地

域の磁気探査も十分配慮する必要があると考えてい

ます。その中で、住宅に係る申請手続に相当時間が

かかると言われているのですが、手続の簡素化等は

検討されているのですか。

○又吉進知事公室長 これは、平成24年度が初年度

でございました。このときは市町村を実施主体とい

たしまして、市町村経由で県に上げていただくとい

うことで、手続そのものがかなり煩瑣であったとい

う御指摘をいただきました。執行率も非常に低かっ

たということも反省いたしまして、今年度から事業

主体を県に変更いたしました。この申し込みは市町

村でやっていただきますが、施主との調整でありま

すとか交付申請書の審査を県がみずからやろうとい

うことで、期間を相当短縮してございます。その結

果、２月末現在で88件が申し込まれておりまして、

さらにこういう普及啓発を図ってまいりたいと考え

ております。

○仲田弘毅委員 この不発弾処理等に関する条例制

定というものが私たちの委員会の中で随分審査され

て、また、みんなの中でも意見が交換されているの

ですが、そのことについて担当部局としてどういっ

た考え方をお持ちでしょうか。
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○又吉進知事公室長 御相談を受けております。そ

の条例の趣旨等についても、委員の問題意識が大変

高いことも承知しております。ただ、事業執行部局

の県からしますと、非常に大事なことは、きちんと

した予算の裏づけのもとに、さらにこれは戦後処理

の一環でございますので、政府の責任で不発弾処理

を加速していただく、これがまず大事だということ

でございます。したがいまして、その基礎となるこ

とを条例で何か縛れるか、つまり、国の役割であり

ますとか自衛隊、警察の役割、あるいは国庫の予算

措置を県の条例で何か定められるかということにな

りますと、これは地方自治法上問題なしとしないと

いうことでございます。しかしながら、例えば不発

弾を不用意に扱って爆発するとか、それから、過去

に飛行機内に持ち込もうとした事例もありました。

こういう無知というのですか、不発弾に対する意識

が非常に低い面を、やはり県民挙げて向上させてい

くという意味で、こういった条例も活用しながら、

県民全体で不発弾に対する認識を上げていくことは

大変意味があると我々執行部も思っておりまして、

そういう意味ではきちんと協力はさせていただきた

いと思っております。

○仲田弘毅委員 質疑を変えます。笠原警察本部長、

公安関係について。警察庁舎等整備事業の中で４億

4000万円余りの予算を計上されておりまして、担当

の方に聞いてみますと、沖縄警察署跡地に大型交番

を設置すると。これは前の総務企画委員会の中でも

いろいろお話がありましたが、その大型交番設置に

向けての進 状況は今後どのようになっていきます

か。

○笠原俊彦警察本部長 本日は警察本部の各部長も

出席しておりますので、お許しいただきまして、御

質疑につきましてはそれぞれ所管の部長から答弁を

させていただきたいと思います。よろしくお願いい

たします。

○出原基成警務部長 ただいま委員から御質疑の沖

縄警察署跡地への大型交番設置に向けての進 状況

についてお答えをいたします。

県警察におきましては、旧沖縄署跡地への交番設

置に向けて平成25年度から建設用地の測量及び建築

設計を実施しているところでございます。平成26年

度におきましては建設工事を実施して、年度内に完

成予定となっております。

○仲田弘毅委員 来年の今ごろには交番所ができ上

がっているということでよろしいでしょうか。

○出原基成警務部長 その予定でございます。

○仲田弘毅委員 沖縄市の胡屋かいわい、従来沖縄

署があって、所轄で治安を網羅していたところに若

干の空白ができた、企業局跡地に移転して、そこが

空白で大変不安であるという意見もありましたが、

これをもってやはり沖縄市民がまた一生懸命頑張れ

る糧になるのではないかなと御期待しております。

その交番の規模です。一応名前は大型交番と呼ばれ

ているのですが、どの程度の規模で大型と呼ばれて

いるのかお聞きしたいと思います。

○出原基成警務部長 便宜上、かなり大きい規模な

ので大型と申し上げておりまして、恐らくその設置

の前には、住民の方々の御意見も賜りながら正式名

称を確定していきます。ただいま御質疑の広さ、規

模についてですが、敷地面積が約500平方メートル、

建物の延べ床面積が約293平米でございます。構造は

鉄筋コンクリートづくりの地上２階、地下１階とい

うことで、県下では最大規模の交番になる予定でご

ざいます。

○仲田弘毅委員 この交番の機能、それから人員は

まだはっきりは確定していないと思うのですが、そ

れについて御答弁をお願いできますか。

○出原基成警務部長 今も、過渡期的には本部の執

行隊も含めていろいろと警戒強化をやっているので

すが、新しい交番ができましたら、その交番の機能、

人員等につきましては一定の警察力を維持するとの

観点から、通常の交番勤務員に加えまして、警察本

部の自動車警ら係でありますとか、御案内のような

国際問題等も取り扱う渉外警ら係などの活動拠点と

してゲート通りでの重点警戒でありますとか駐留警

戒を強化するなど、地域住民の方々の安全安心の確

保に努めてまいりたいと考えております。

○仲田弘毅委員 機能、人員、この機能の中には、

あのかいわいは嘉手納航空隊第２ゲートの入り口で

米軍人の軍属の方もたくさんいらっしゃいますし、

機能という面においては、やはりネーティブスピー

カーとまでは言わなくても、外国語でコミュニケー

ションのできる人員配置も大変必要だと思いますの

で、お願いします。

次に、子ども・女性安全対策で新設される課につ

いてお伺いいたします。

このことは、代表質問の笠原警察本部長の御答弁

の中で出てきた大変力強い課ができるということを

聞いて安心しているわけですが、その子供、女性等

を被害者とする犯罪状況、あるいは現状はどうなっ

ているか、よろしくお願いします。

○親川啓和生活安全部長 子供、女性等を被害者と



－86－

する犯罪状況についてお答えいたします。

県警察が受理をいたしました平成25年中のＤＶ事

案の相談件数は656件で、前年と比較しますと98件、

率にして17.6％増加しております。また、ストーカー

事案の相談件数は155件で、同事案につきましても前

年に比較しますと67件、率にして76.1％増加してお

ります。さらに、子供、女性等を被害者とする性犯

罪の認知状況につきましては、強姦16件、対前年比

マイナス４件、強制わいせつ81件、対前年比プラス

６件、略取・誘拐１件、対前年比マイナス１件となっ

ております。

○仲田弘毅委員 その新設の背景についてお聞きし

たかったのですが、今の状況からこれだけ増加した

ことに対して、それが目的で課を設置していくとい

うことでよろしいでしょうか。

○親川啓和生活安全部長 新設の背景、目的につい

てお答えします。

ＤＶやストーカー事案等は、他県の事例に見られ

ますように行為者の行動等に伴い事案の状況が刻々

と変化し、重大事件に発展する危険性が高いという

ことがあります。本県におきましても、同種事案に

関する相談件数が増加するなど社会的関心も高まっ

ていることを受け、より迅速かつ積極的な事件化等

を推進し、県民の不安を除去することを目的として

設置いたします。

○仲田弘毅委員 その設置した課がどのような効果

を出すのか。それと、その具体的な取り組みについ

てお教え願えますか。

○親川啓和生活安全部長 新設に際しての効果、諸

対策、取り組みについてお答えいたします。

子ども・女性安全対策課の新設とともに、生活安

全部、刑事部、警務部の捜査員等を同日付で同課ヘ

兼務発令し、ＤＶ・ストーカー事案と対処チームを

発足いたします。同チーム員は事案の状況により速

やかに各警察署へ派遣することとしており、これま

で以上にＤＶ・ストーカー等人身安全関連事案への

対応が迅速、的確に行えることになり、県民の不安

を早期に除去することが期待できるものと考えてい

ます。また、各警察署におきましても、本部に準じ

た対処チームを発足させ、本部と連携して対応して

いく所存であります。

○仲田弘毅委員 本土においては、ＤＶを含めて改

正ストーカー行為等の規制等に関する法律も施行さ

れてはいるわけですが、残念ながら最悪の状態を招

いた事案もあります。本県においては、そういった

ことがないようにぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

公安関係で一番最後になりますが、暴走族対策事

業は長年私たちが地域においても引っ張ってきた事

案でありますが、そのことについて現在県警として

どういう考えか、その対策事業並びに予算概要につ

いて説明をお願いします。

○砂川道男交通部長 暴走族対策事業は、平成26年

度当初予算で1613万6000円を計上しております。そ

の事業費の内容は、主に暴走族対策に使用する白バ

イ５台の減耗更新の経費、あるいは爆音暴走を敢行

する車両の排気音測定のための装置及び速度を測定

するためのレーダースピードメーターの購入のため

の経費を計上しております。

○仲田弘毅委員 暴走族対策に白バイを活用してい

るという説明がありましたが、その具体的な事例を

教えてください。

○砂川道男交通部長 暴走族取り締まりは交通指導

課にありまして、体制が13名おります。従来、暴走

族取り締まりは夜間において発生するので四輪車が

主体となっておりました。しかしながら、二輪車の

暴走族の検挙が非常に困難だということで、昨年か

ら全国で初めて白バイも導入しようという決意のも

とで体制が構築されました。

○仲田弘毅委員 先ほどの新しい課も全国に先駆け

て、白バイの活動も全国に先駆けて、これはもうす

ばらしいことですから、ぜひ沖縄県警が全国47都道

府県のモデルになるように頑張っていただきたいと

思います。

この白バイの遊撃班の運用効果、また、今後の取

り組みをもう少し深く教えていただけますか。

○砂川道男交通部長 平成24年４月に、全国で初め

て暴走族対策に白バイ遊撃班を設置し、白バイ５台

を配置、運用しております。関係警察署と白バイ遊

撃班と連携した取り締まりを実施した結果、暴走族

関連の110番通報が、平成24年中は前年に比べて件数

として794件、減少率はマイナス41.7％、さらに平成25

年中は平成24年中に比べ211件の減少、減少率はマイ

ナス22.5％と減少し、特に国道58号線沿いに居住す

る県民からは、暴走族の爆音が減少しているという

電話などによる評価もいただいているところであり

ます。白バイ遊撃班の設置後、暴走族の出没が相当

数減少して、その活動が一定の成果を上げていると

ころであります。さらなる暴走族対策を強化するた

めに、白バイ遊撃班を含めてさまざまな対策を実施

していきたいと思います。

○仲田弘毅委員 それでは、総務部関係に移りたい
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と思います。

次年度の私学振興策の予算概要について、御説明

をお願いします。

○大村敏久総務私学課長 次年度の私立学校等教育

振興費については、これまでも私立学校や専修学校

の教育の充実を図り、教育環境の整備、保護者の負

担軽減等を図るための助成を行ってきましたが、平

成26年度においては一層の支援の充実を図るために、

対前年度約６億6000万円、20.6％増の38億6568万3000

円を計上しているところであります。

○仲田弘毅委員 具体的な助成の中に、私立学校や

専修学校等への教育の充実等に対する助成があると

思うのですが、その中で平成26年度予算が増額になっ

ているわけです。その要因は何になっていますか。

○大村敏久総務私学課長 主な要因につきましては、

私立学校運営費補助金、私立学校の運営費に対する

補助ですが、これについても生徒の増加に対応した

ことと、生徒１人当たりの単価を引き上げ、健康診

断を新たに項目に加えるなどその充実を図っており

ます。その結果、対前年度費約２億5000万円、10.2

％増の26億7407万5000円となっております。また、

高校生の授業料の軽減を図ります高等学校等就学支

援金につきましても、前年度比約３億円、58％増の

８億1000万円余りを計上しております。また、専修

学校等の運営につきましても、対前年度の748万5000

円増の913万円を計上したところです。今言ったよう

なことが要因で、全体的な増加につながっていると

いうことであります。

○仲田弘毅委員 老朽化した校舎改築等の整備も、

もちろんその私立学校施設改築促進事業の中に入っ

ていると思うので、その内容はどのようになってい

ますか。

○大村敏久総務私学課長 私立学校施設改築促進事

業につきましては、平成24年度に６億円の基金を積

んでおります。その基金を利用しまして平成25年度

から事業をスタートしておりますが、平成25年度に

ついては3000万円の計上でしたが、平成26年度は整

備をする学校が増加します。それに伴いまして、２

校が今度整備予定ですが、１億円を計上していると

いうことであります。

○仲田弘毅委員 今回の事業の中で少し変わったな

と思うのは、私立幼稚園読書環境整備事業というも

のがあります。その件についてはどうですか。

○大村敏久総務私学課長 これについては、沖縄振

興一括交付金を利用した事業になっておりまして、

新規事業となっております。私立幼稚園読書環境整

備事業につきましては、子供たちの基礎学力の基盤

となる言語能力の育成に資するために、私立幼稚園

に対して幼児の絵本に親しむ環境整備に係る費用を

補助する事業であります。具体的には、各園に年間

当たり600冊の絵本を整備するとともに、研修会、講

演会等の開催により、保護者の意識啓発、教員の指

導力の向上を図り、私立幼稚園における読み聞かせ

等の読書環境の充実を図ることとしております。

○仲田弘毅委員 質疑を変えます。沖縄21世紀ビジョ

ンに向けて、やはり県は県で一生懸命行革を頑張ら

なくてはいけないのですが、行政改革推進費として

予算が計上されているわけです。次年度から、行政

管理課の中に総務事務を強化するための総務事務集

中センター準備室をつくるという答弁がありました

が、そのことについて中身はどうなっていますか。

○石垣永浩行政管理課長 県では、先日決定されま

した第７次沖縄県行財政改革プラン、正式名称が決

定しております。そこにおいて、総務事務の効率化

及び集中化を実施項目の一つとして位置づけて、給

与の支払い業務や手当の認定など、各所属で共通に

処理されている事務の集約化を図り、また、集中的

に処理する組織の設置等に向けて取り組むこととし

ております。その準備室ということで、平成26年度、

ことし４月から職員３名体制、室長、主幹、主査そ

れぞれ１名の３名体制で、行政管理課内に総務事務

集中センター準備室を設置することとしております。

総務事務の集中化を図り、適正かつ効率的でスリム

な執行体制が構築されることにより、必要な分野に

より多くの職員を配置し、沖縄21世紀ビジョンの実

現並びに県民サービスに力を注ぐことが可能になっ

ていくものと考えております。具体的には、次年度

の後半以降に本庁機関、その後においては出先機関

における総務事務集中センターの設置を目指してま

いりたいと考えております。

○仲田弘毅委員 この行政改革の中で集中的にセン

ターを準備して、これができ上がった場合の費用対

効果はどの程度を見込んでいるのですか。

○石垣永浩行政管理課長 総務事務集中センターの

設置による具体的な効果の金額については、今、試

算しておりません。来年度４月から設置するその準

備室において、具体の各部から寄せてくる人数、そ

して新たに設置されるセンターでの所要の人数、そ

れらを勘案して、人員は当然集約されることは見込

んでおりますが、そこをまた精査しながら作業を進

めていきたいと考えております。

○仲田弘毅委員 これは今回の当初予算の中で経費
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として予算計上されているのですが、その予算内で

十分だと考えていますか。

○石垣永浩行政管理課長 先ほどの行政改革推進費

の中に、今回、総務事務の集中化に向けた作業の経

費として約1000万円を計上しております。これにつ

きましては、手続の見直し等、また、総務事務の効

率化の取り組みの一つとして旅費事務における航空

チケット等の一括手配の試行実施に係る経費を委託

料として600万円計上しております。その他、関係職

員への説明会等の実施に要する旅費や職員に配付す

る予定の各種マニュアル等の印刷製本費を計上して

おりますが、また、今後具体的に設置される集中セ

ンターの経費について必要な額があれば、またその

必要な部分を対応してまいりたいと考えております。

○山内末子委員長 具志孝助委員。

○具志孝助委員 私も、当初予算（案）説明資料の

中から主要事業について幾つか説明を求めたいと

思っています。

新垣良俊委員からもありましたが、知事公室の事

業の２、沖縄ソフトパワー発信事業の概要について、

もう一回説明してもらえませんか。

○金良多恵子広報課長 この事業は、米国ワシント

ンにおいて沖縄の伝統文化や芸能、歴史等沖縄の魅

力を発信することによって沖縄への理解を深めても

らおうという趣旨、目的でやる事業でございます。

具体的に次年度におきましては、ワシントンＤＣで

沖縄を紹介するオープニングセレモニーを開催し、

またそれと同時に、一般の米国市民を対象にしたパ

ネル展や映像やエイサー、伝統空手の演舞などを紹

介することを予定しております。

○具志孝助委員 この事業の目的はどういうことな

のかと思っているのです。要するに、知事公室が沖

縄の歴史文化等々を紹介、あるいは発信して、沖縄

の認知度を高める。知事公室ですから、少なくとも

観光の誘致ではないはずです。沖縄の認知度を高め

ていく目的は、どういうことなのですか。

○又吉進知事公室長 今年度から国際交流というも

のが知事公室の所管になっております。これは、や

はり県全体として国際化でありますとか、あるいは

交流の形というものは各部局にまたがるということ

で、知事公室がその全体を見渡すような形で国際交

流を進めようということでございます。

さらに、この沖縄ソフトパワー発信事業につきま

しては、やはりアメリカが沖縄と大変長い関係を持っ

ているのですが、沖縄県は140万人のこれだけの人間

が住んでいて、高い文化を持ち、長い歴史を持って

いるという基本的なところがどうもうまく伝わって

いないのではないか。したがって、市民レベルに沖

縄のよさ、歴史といったものをしっかりと認識して

いただこうと。ただ、市民とはいってもこれは大変

広いアメリカでございますので、ワシントンでそう

いう核となる方々に改めて沖縄を紹介していくと

いった取り組みでございます。

○具志孝助委員 アメリカでそれをやるということ

についても、なぜアメリカなのだろうか。沖縄に米

軍基地があって、沖縄に対する理解が少ないから、

それだけ事件事故も発生するのか、一種の基地対策

としての事業であるのかどうか。単に沖縄の自然と

か歴史とか文化を紹介するのであれば、アメリカと

の関係も大いにいいわけですが、もっと身近な隣国、

例えば、今余り関係がよくない韓国とか、あるいは

歴史的にも大いに深い関係がある中国あたりに、そ

ういう同様の趣旨での情報を発信していくことも大

事かと思っているのです。なぜアメリカなのかとい

うことに疑問があるのです。これは対象国はアメリ

カに限定をしていないですね。そういう意味では、

将来的には他の外国も検討しているのかどうか。私

の質疑の趣旨はわかりますか。

○又吉進知事公室長 まず、なぜアメリカだという

ことでございますが、委員から基地問題との関連と

いう御指摘をいただきました。沖縄とアメリカの関

係は、当然ながら最も県民が意識していることは基

地の問題であることは間違いございません。ただ、

その基地を置くに当たっても、アメリカの政府の皆

様が沖縄のことを本当にわかっているか。これだけ

の狭い小さな島にこれだけの人がいるのだとか、そ

ういう基本的なところが理解されていないのではな

いか。

ただ、もちろんそれが主たる目的、基地問題に対

する意識ということではなくて、沖縄には軍人、軍

属合わせて常時７万人のアメリカ人がいまして、さ

らにこれまで累計で100万人以上が沖縄に駐在経験が

あると言われております。したがって、沖縄で最も

親しみのある、関連のある外国はやはりアメリカだ

ということは否定できないと思います。そのアメリ

カとの関係が基地問題で代表されますように、沖縄

に非常に負荷を与えているという面もあります。し

かしながら、チャンプルー文化とか戦後沖縄がアメ

リカから学んだことが非常に多い。したがって、陽

の面を伸ばしていくことによって、アメリカ人の沖

縄に対する意識を少しでも変えていこうというよう

な趣旨がございます。
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また、後段の、ではアメリカだけなのかというこ

とに関しますと、やはり世界に開かれた交流の島と

いう国際交流の理念もございますので、沖縄県民自

体が非常に国際化されグローバルな意識を持つこと

によって、近隣の中国、台湾、あるいは東南アジア

諸国ともそういう交流をしていく意識を高めていく、

将来的にはそういうことも考えております。

○具志孝助委員 僕は、外国に対して沖縄を発信し

ていくというのであれば、アメリカはこれだけの基

地が沖縄にあって、今、知事公室長もおっしゃるよ

うにアメリカ人は沖縄にいっぱいいるわけですから、

ある意味においてはここで発信は十分できると思う

のです。むしろここで書いているような沖縄の歴史

文化とか自然というような情報を発信するのであれ

ば、アメリカではなくてもっと関係の深い、もっと

理解してもらいたい中国だとか隣国、韓国とも言い

ました。アメリカは必要ないとは言いませんよ。こ

の辺も検討を優先してやったほうがいいのではない

かと思っております。

基地問題、基地対策であれば、今現地にいる、沖

縄にいるアメリカ人との友好交流、友好関係、彼た

ちが言う隣人との関係をもっと友好、親密なものに

したいと言っているわけですが、どうもそうにもなっ

ていない。それをどう高めていくかという意味で、

彼たちとの交流をどう深めていくか。

例えば、青森県の三沢基地はかなり友好親善が図

られていろいろな交流があるのです。あそこを見習っ

てやっていくということも必要ではないかと思って

おります。この事業は大事である。私は、アメリカ

も大事であるが、沖縄を発信していくという意味で

あれば、今どきは中国だとか韓国も視野に入れて検

討してもらってはいかがだろうかと思っております。

時間がありませんから、次の質疑に変わります。

５の特定地域特別振興事業、旧軍飛行場用地問題

です。これは那覇市が窓口になっておりますが、那

覇飛行場の問題がつまらないところで難渋している

なと思っているのです。事業主体はどこなのかとい

うことで、裁判問題まで発展しているのです。時間

がありませんから余りここで詳しく申し上げません

が、上位機関として県がもっと積極的に関与して事

業の促進を図ってもらえないかと思っているのです

が、いかがですか。今、那覇飛行場の問題について

どのように認識しておりますか。

○又吉進知事公室長 総括的な県の考えを申し上げ

ますと、今おっしゃったように、那覇市の大嶺の部

分で現在、那覇市保健センター複合施設建設基本計

画をいわゆる旧軍飛行場の事業として推進しており

ます。これが那覇市で選定される間には、おっしゃ

るようにこの数年間、地主会そのものの意思統一で

ありますとか、地主会と那覇市の関係、さらに県も

含めた、現実にこの事業の趣旨に合った内容にして

いくにはどうしたらいいかということで相当議論を

重ねております。県も那覇市と連携をしまして、何

度も数次にわたって地主会の意思を確認する席に立

ち会ったりしているわけですが、事業そのもの、ま

たは地主のお考えがいろいろ多様であるといったこ

とからかなり難航しております。基本的にこれは市

町村が実施主体になりますので、先ほど申し上げた

センターの複合施設をつくるということで、現在那

覇市が行政的には整理をしているということでござ

いますので、県としましては那覇市と連携をして進

めてまいりたいというものが現在の状況でございま

す。

○具志孝助委員 今、知事公室長の説明を聞くと、

案外中身を理解していないような気がするのです。

わかっていないような気がするのです。地主会が２

つ出てきてしまったのです。どちらが本物なのかと

いうことで、裁判沙汰になっているのです。そこで、

那覇市も協働して複合事業をしたいと思っているも

のですから、那覇市の思いがそちらに強く働いてい

るのではないかと思っているのです。後から、いや、

新しく認知された地主会が出てきて、我々が新しく

認知を受けた地主なのです、正真正銘の地主ですよ

ということで、一体全体どちらなのだというような

もめごとになってしまっているのです。だから、私

は那覇市が自分も一緒に事業に入っていきたいとい

うような思惑があるものですから、どうしても那覇

市も半分は当事者になってしまってこの問題を複雑

にしてしまっていると思っています。私は、もう少

ししっかり関与すれば、案外そこまでいかないで本

当は解決できたのではないかと思っておりますから、

もう少し熱心に那覇市の問題にかかわってもらいた

いという希望を申し上げておきます。これも時間の

都合でこの程度で抑えておきます。

それから、先ほどの不発弾処理の問題は、今の事

情でいくとあと70年かかると言っておりましたか。

そういうわけにはいかないと思います。戦後もう70

年、80年です。これからさらにあと70年かかる、あ

あ、そうですかというわけにはいかないと思うので

す。抜本的にもっとこの事業を早目に処理できる、

解決できるようなことを考えなくてはいけないと

思っておりますが、いかがですか。
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○又吉進知事公室長 不発弾の処理が非常に加速さ

れたのは復帰前後でございます。そのころは、不発

弾はもう爆破処理という形で、私の聞いているとこ

ろでは余り安全を考慮しないで、米軍が主体だった

と聞いておりますが、集めてどんどん爆破していた。

今より相当ぞんざいな形でやっていたようです。小

禄の爆発事件でありますとか、そういったことを受

けて、これはもう慎重に慎重を期さなければいけな

いということで、現在実際に処理に当たるのは自衛

隊の不発弾処理隊でございます。これは15旅団の中

にありますが、そこも小さな不発弾が出てくるもの

ですから相当案件を抱えて、しかも隊員が非常に緊

張を強いられるということで、非常に慎重に行って

いることが今のペースにつながっているものと考え

ております。

ただ、おっしゃるように70年ということは気が遠

くなるような時間でございまして、これはるる何度

も県から申し上げまして、その促進加速化に努めて

いただきたいと言っているわけです。まずは磁気探

査を拡大いたしまして、とにかく発見に努めるといっ

たことから加速していきたいということが県の現在

の考えでございます。

○具志孝助委員 要するに、70年はかかり過ぎます

よと。もっと早目に、半分、それ以下で解決をして

もらいたい。そのためにはどうするか、今の自衛隊

の陣容ではとてもではないが対応できない。そうで

あれば、特殊な組織をつくって自衛隊から離してや

るとか、民間に委託するとか、専門家集団をつくっ

て新しい組織をつくらせるとか何らかの形で、70年

は幾ら何でもかかり過ぎますよということなのです。

確かに自衛隊も大変でしょう。それをどうするか。

それから、民間の処理も急がなくてはいけない。公

共事業だけではなくて、民間も急がなくてはいけな

い。これまで民間の分については市町村でやってい

たものを、どうもうまくいかなかったので県でやる

というようなこともあるわけですが、これらの問題

ももっともっと集中的に研究を深めて、70年はかか

り過ぎます。さあどうするのか。基本的にあと10年

間で処理するのだ、少なくともあと20年で解決する

のだという目標をきちんと持って、不発弾の上で生

活しているというこんな危険極まりないようなこと

は許されないはずなのです。そういう意識を持って

対処してもらいたいということですが、いかがです

か。

○又吉進知事公室長 全くおっしゃるとおりだと思

います。70年ということは、我々が考えてもこれは

極めて長い、県民感情から見てもそうだと思います。

したがって、70年を加速化できないかという考え方

はしっかりお伝えして、共通認識として持っていき

たいと考えております。

○山内末子委員長 休憩します。

午前11時50分休憩

午後１時20分再開

○山内末子委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

照屋大河委員。

○照屋大河委員 平成26年度当初予算（案）説明資

料から伺いたいと思います。

知事公室長にお願いします。10ページ、４、基地

関係業務費、米軍基地等から派生する諸問題への対

応に要する経費ということですが、事業の概要につ

いて伺いたいと思います。

○運天修基地対策課長 基地関係業務経費の内容は、

基地の整理縮小及び基地被害防止に当たる事業費を

計上しております。中身としては、基地から派生す

る諸問題について政府への要請、それから知事等で

情報収集等を実施している内容でございます。

○照屋大河委員 最近、米軍の事件、事故が相次い

でいます。そういったものに対する予算と考えてよ

ろしいのでしょうか。

○又吉進知事公室長 これは非常に歴史のある経費

でございまして、要請、あるいはその資料作成といっ

た活動費、そういった性質の予算でございます。

○照屋大河委員 午前中に、新垣良俊委員から基地

問題に対する仲井眞知事の７年間の実績、評価を問

われて、さまざまな成果も披露されました。この基

地問題についてはのれんに腕押しだという印象を仲

井眞知事が言っているというような知事公室長の御

答弁もありましたが、最近の立て続けに起こる事故、

事件についても、今後どう対応していくのか、その

辺についても伺いたい。この間、風防ガラスの抗議

のときにはもう飛行を停止する、そういう県職員の

説明があるさなかに飛行機が飛んでいたという記事

もありましたので、その点について知事公室長の考

えを伺いたいと思います。

○又吉進知事公室長 基地関係業務費は、今申し上

げたように非常に長い歴史がありまして、ある意味

では、全国で最も特殊な沖縄県の地方自治体として

の経費であると承知しております。これは御承知の

ように、基地の提供をしている日本政府、基地を運

用している米政府に対して、沖縄県の実情、沖縄県

の実態、しかも事件、事故が起こるたびに強く強く
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申し上げて、再発防止、あるいは安全確認といった

ことも申し入れつつ、その一方で、現在進められて

いる統合計画といったものによる整理縮小を促進し

ていただきたいといったことを要望してまいるとい

うことです。また、その考え方をまとめるに当たり

ましては、県軍用地転用促進・基地問題協議会の会

長が県知事でございますので、県軍用地転用促進・

基地問題協議会の中で個別に情報を交換したり、あ

るいは一例でありますが、オスプレイの飛行に関す

る資料を収集したりといったことをやってまいりま

す。そういった自治体としてできる限りのことをや

りつつ、日本政府、米国政府を動かしていくという

ようなことでございます。

○照屋大河委員 済みません、先ほどの直近の事件、

事故ですので、それに対するコメントも知事公室長

の受けとめも伺いたいのですが、風防ガラスの件に

ついても、これまで原因究明についても原因につい

ての報告もなかった。それから、他の基地の飛行機、

戦闘機とはいえ、事故があった直後に、その飛行を

とめると約束した直後に飛んでいるわけです。地域

の住民、市民、県民はそれはたまりませんよ。そう

いうものに対する知事公室長の見解を伺いたいと思

います。

○又吉進知事公室長 Ｆ15の風防ガラスが飛んだ事

故でございますが、これは直ちに沖縄県から申し入

れを行っております。米側からは、点検を行った、

そこが確認されたので再開するということなのです

が、ではいかなる理由で、いかなる状況でこの風防

ガラスが脱落したのかという説明はない。これが４

例目だと聞いております。過去の３例もそういう説

明がなかったということは私はそのときに申し上げ

たのですが、たまたまこの事故は人身に影響はなかっ

たわけでございますが、どんな事故でも重大事に発

展しかねない。沖縄県民は、今、委員がおっしゃっ

たように過去の事故の事例から航空機に対しては他

県以上に強い感受性を持っているのだ。したがって、

いかなる小さな事故であってもきちんと原因を究明

し、それが究明されるまでは飛行を再開すべきでは

ない、これは強く申し上げたところでございます。

それにもかかわらず、今おっしゃったように飛行が

再開されたということに関しましては遺憾に思って

おります。

○照屋大河委員 この過重な基地負担、県民の思い

は、今言われたような形で県軍用地転用促進・基地

問題協議会とかあるいは地域の声、議会でも我々議

員からもさまざま取り上げられますので、それを受

けとめた上でこれからもしっかり要請を続けていた

だきたいと思います。

それから、先ほどこの中に知事訪米の件が言われ

たと思うのですが、新年度予算における知事訪米予

算は幾らぐらいになっているのか内訳をお聞きした

いと思います。

○又吉進知事公室長 私から知事訪米の意味づけと

いうものを少しお話ししまして、その上で予算の内

容について御説明したいと思っておりますが、知事

は就任してから７年、３回にわたって訪米しており

ます。

大きく分けまして、その目的は３点ほどございま

す。１つ目は、沖縄の現状を米政府のできるだけ上

の方、高官に訴えるということでございます。その

内容は基地の整理縮小、とりわけ普天間飛行場の早

期の危険性除去、さらに日米地位協定の見直しといっ

たことをこれまで訴えてきております。これが１点

目です。２点目は、米国在住の有識者の方々と意見

交換を行ったり、あるいは米側が開催したシンポジ

ウムでしゃべったことが１回、さらに県主催でしゃ

べったことが１回ということでございます。こういっ

た形で沖縄の考えを影響力のある方々にしっかりと

知事の言葉で発信していこうというようなことが２

点目でございます。

３点目は、そういった懇談を通じて沖縄県に有意

な情報を収集しようということで、これは知事とい

うよりもむしろ私が行くことが多いのですが、私が

アメリカに行きまして、そこで意見交換をする。そ

の際の私の役割は、正確な情報を相手にお伝えし、

正確な情報を相手からいただくということでありま

して、例えば直近の訪米でありますと、沖縄県の昨

今の情勢、知事が埋立承認をしたという事実、さら

にその後の名護市長選の結果、その際の知事の説明、

議会の反応、また、知事に対して議会からいろいろ

な決議が出ているということも正確にお伝えするこ

とが大事だと思っておりまして、そういった活動を

やっているわけでございます。

それを前提に、今年度の事業について、基地対策

課長から説明をさせたいと思っております。

○運天修基地対策課長 平成26年度におきましては、

訪米関係の予算は総額で931万5000円を計上しており

ます。内訳は旅費が主でして、国内、それから特別

旅費を含めまして旅費が808万1000円、その他現地で

の活動に要する費用としまして、需用費、通信運搬

費等の役務費、手数料、それから委託料等で123万4000

円となっております。
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○照屋大河委員 この予算において、次年度は何回

ほどの訪米を予定しているのか、いつごろの訪米を

予定しているのか。先ほど知事公室長の説明では、

知事が行く場合と知事公室長が行く場合があるとい

うことでしたが、今予算ではどのような予定をされ

ているのかについて伺います。

○又吉進知事公室長 基本的には基地問題をどうい

う形で訴えていくかはこれから計画をするところで

ございますが、現時点では、知事にはシンポジウム

の出席等を考えております。ただ、これも日程によっ

ては、昨年度もそういう予定ではあったのですが、

結果的に高良副知事がハワイへ行ったということも

ございますので、そのあたりは役割を含めてこれか

ら少し考えてみたいということです。

さらに、私の活動につきましては、今年度は３回

行っておりますが、これ以上のさまざまな基地問題

の進展でありますとか、そういったものに応じて適

宜これから計画をしてまいりたいという状況でござ

います。

○照屋大河委員 先ほど、直近の１月でしたか、知

事公室長の訪米について正確な情報を伝える、昨今

の状況について承認の問題、市長選挙の結果の問題、

あるいは議会の状況、決議のことということでした

が、５年以内の運用停止について本会議で質問、答

弁があったと思うのです。この点について、改めて

今回の去った訪米においてどのような要請、やりと

りがあったのかについて伺いたいと思います。

○又吉進知事公室長 12月17日に県が政府に４項目

を要請いたしまして、25日に総理から取り組むとい

う回答があったという事実を踏まえまして、私がワ

シントンに行ったのは１月30日でございます。その

ときにアメリカ国防総省とアメリカ合衆国国務省の

部長に面談をいたしまして、沖縄県はこのような要

請を出している、普天間飛行場の危険性の除去は喫

緊の課題であることを踏まえていただきたいという

ことで、米政府にも協力をお願いしたわけでござい

ます。ただ、その時点でまだ政府の取り組み、先般

協議会が立ち上がったわけですが、そういう動きは

まだ立ち上がっておりませんで、日本政府と米側の

そういったものが始まっていないという状況の中で

ありましたが、米側からは、本会議でも答弁いたし

ましたが、沖縄の負担軽減は日米両政府の確認事項

であるという回答があったということでございます。

○照屋大河委員 今、知事公室長から12月17日の沖

縄政策協議会において要請され、25日にこの運用停

止の件について回答を受けた。これは、私としては17

日の要請のときに唐突に出てきたと考えているので

す。これは、沖縄政策協議会に向けた要請書をつく

り上げていく中で、どのように知事公室長はかかわっ

ていったのでしょうか。

○又吉進知事公室長 まず、辺野古の問題に関しま

すと、３月22日に埋立申請が出て、それは法に基づ

いて土木建築部で審査が進んでいるという状況がご

ざいました。そういう中で、沖縄の基地負担軽減を

前進させなければいけないということは、これは従

前から知事公室の役割でございまして、こういう状

況の中で埋立申請の進捗をにらみつつ、その結果が

いかなる結果になるにせよ、とりわけ普天間飛行場

の問題については目に見える進展が必要であると。

もう一歩踏み込んだ要望なりを政府に向けなければ

ならないということで、私も、どこでこういうもの

が固まったと、この時期だと断言できない部分もあ

りますが、知事と話を始めたのが夏ごろだったと思

います。それから秋に向けて、これが実際にどうい

う形で要請していけるか。実現性も含めまして、い

ろいろ検討して正式な県の要望として載せたのが12

月17日であったと。したがって、内部的には数カ月

かけているということでございます。

○照屋大河委員 17日にこの件が要望書に載って提

案されることは、知事公室長は知らなかったのです

か。

○又吉進知事公室長 もちろん17日に正式に提案し

たわけでございまして、それを事前に、沖縄政策協

議会の要望事項を企画部で取りまとめるわけでござ

いますが、基地負担軽減はこれであるということで、

これまでの県軍用地転用促進・基地問題協議会の要

望等から絞り込む形で出したということでございま

す。

○照屋大河委員 もう一度聞きますが、では17日の

提出前、16日にはこの内容について知事公室長は確

認をしていたと。

○又吉進知事公室長 当然、これは沖縄県がまとめ

た考え方でございますので、私どもはずっと案を練っ

ております。それが正式に成文になって政府に提出

されたのが12月17日ということでございます。

確かに、正式に県民の皆様、あるいは議会の皆様

の目に触れたのは12月17日以降、つまり要望という

形だったと思います。しかしながら、そういう意味

では唐突感をお感じになったかもしれませんが、こ

れは普天間飛行場の一日も早い危険性の除去という

流れでございまして、当然ながら数カ月かけてこれ

を政府に要望事項として上げようと県庁内部で議論
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していたわけです。それを12月17日に上げて、これ

をベースにして政府の回答を踏まえて今後強く要望

していくといったことを考えていったわけでござい

ます。

○照屋大河委員 そうすると、議論は議会には説明

する必要はなかったのですか。

○又吉進知事公室長 普天間飛行場の危険性の除去

という文脈で出てきている事案でございますが、個

別の要望事項について、一つぐっと前に踏み出すと

いうことがございますので、まずは要請をした後に

しっかりと御説明しようというプロセスを考えてお

りました。

○照屋大河委員 少なくとも、この東京の要請があっ

た17日、沖縄県議会では米軍基地関係特別委員会が

開催されているのです。もちろん、知事公室長も出

席されたと思うのです。僕は議事録を見たのですが、

その日にさえ説明がないわけです。これは余りにも

議会を軽視した対応ではないかと感じるのですが、

ぐっと前に進める、政府だけの問題ではないでしょ

う。これまで議論を積み重ねてきたのは、私たち議

会も一緒でしょう。それなのに、その17日、日程を

調べてみたら、11月定例会の米軍基地関係特別委員

会がその日に行われているのです。そのときに、知

事公室長は全然これに対するコメントもされていな

い。オスプレイの件も示されているのですが、その

件さえ説明されていない。オスプレイに関する配備

計画の見直しを政府に求めていくという答弁をその

日にしているのです。一方で、東京では12機程度県

外の拠点に配備を要請するというような態度なので

す。その点について、知事公室長の見解を伺いたい

と思います。

○又吉進知事公室長 ベースがあって、その上で出

てきたことでありまして、正式に要請をする前に発

表することについては、確かに委員のおっしゃるこ

とはもっともだと思います。そこで、私は米軍基地

関係特別委員会ではこの話を一切しておりません。

それは確かです。ただ、議会軽視ということではな

くて、日本政府に対してまずきちんと要望して、そ

の反応がどうかといったことも含めて改めて議会に

は御説明する機会があろうかと、私は当時はそう考

えていたわけでございます。

○照屋大河委員 定例会終盤の米軍基地関係特別委

員会で説明せずに、改めてどういう想定をされてい

たのかよくわかりませんが、今回、１月に訪米した

ときにもこの件については触れた。要請後、知事の

沖縄政策協議会での17日の要請、それから回答を受

けた後だったということで理解するのですが、しか

し、その時点でさえ正確な説明は我々議会はいただ

いていないという状況なのです。それを、昨今の状

況ということで唐突にアメリカに行って沖縄の要請

だということで、確かに早期の危険性除去は必要だ

と思うのですが、もう少し一緒になって積み上げて

いくという方法がとれないのか、その辺については

いかがですか。

○又吉進知事公室長 そういう意味では、私どもは

執行機関としてそういうものを考えるということに

気をとられたというのですか、そういうことを重視

していった結果として、議会の今のようなお話が出

てきているという気がします。そこは素直に受けと

めるべきだと考えています。ただ、しっかりと政府

から総理の回答をいただいたり、今後協議会ができ

て議論が進んでいく中で、実現は大変ハードルが高

いと県も考えておりまして、しかしながら、実現さ

せたいということでございますので、必要に応じて、

やはり議会の議員の方々のお力もかりながら進めて

いきたいという意味では、きちんとできる限りの情

報は共有したいと考えております。

○照屋大河委員 ハードルが高いとか実現に向けて

やっていくということとは別で、先ほどの繰り返し

になりますが、17日は唐突だった。しかも、議会が

開会されている中で、説明もないままに東京でオス

プレイの12機とか５年以内の運用とか、県の姿勢と

して初めて聞くような中身が私たち議会がありなが

ら言われるわけです。そこについて、しっかりと連

携していってもらわないと、幾ら一緒にやっていこ

うと言っても、これは可能なのかどうか疑問が残り

ます。そういう点を指摘しておきたいと思います。

それから、17日の沖縄政策協議会についてはいつ

ごろ決定、それが行われると知事公室長は把握され

たのですか。

○又吉進知事公室長 この開催につきましては、内

閣府から企画部長に伝えられるわけでございますが、

それが12月13日でございます。したがって、13日の

後に、これは通例予算の時期にはこういう事務が行

われるのですが、知事公室にも知らされて、基地負

担軽減の要望を取りまとめるようにというような依

頼があり、17日に向けて作業をしたということでご

ざいます。

○照屋大河委員 その日程を見ても、やはり議会へ

説明する時間は十分あったと考えるわけです。しか

も、４日の自民党、照屋守之議員の質問に対しては、

全くかけ離れたような答弁をしているわけですよ。
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開会中の本会議の中で、かけ離れたというか、それ

までの姿勢ですよ。皆さんは、先ほどの県軍用地転

用促進・基地問題協議会との協議をして、配備の見

直しを行って政府には求めていくというような答弁

がその寸前までやられているわけです。そういった

ことからすれば、少なくとも答弁との整合性も含め

て説明が必要だったと思います。そういう意味で、

これをもって訪米したわけですよ。訪米の中でも、

そういう議論を米国政府としたという点については、

私たちが予算を通すにつけて、議会があずかり知ら

ない問題が要請されてしまうのではないかという疑

問があるのですが、その点についてはいかがですか。

○又吉進知事公室長 まず、先ほど申し上げました

ように、私はアメリカでは事実を申し上げておりま

す。したがって、議会答弁、あるいは報道等を踏ま

えた形で活動しているわけです。今回の４項目につ

きましては、十分な御説明がなかったと受けとめら

れているということなので、それは我々としても大

変反省したいところですが、議会に対して全く知ら

ない、承知していない、議会の議論にもなっていな

いようなことをアメリカで説明するということはご

ざいません。

ただし、未確認の情報でありますとか、それから

意見交換の中で米国がどう動く、日本政府がどう動

く、あるいは政治情勢といったことになりますと、

なかなかかちっとした情報交流ができない面もあり

ますので、そこは自由に意見交換をいたしますが、

きちんと固まっていないアメリカに誤解を与えるよ

うな情報を当方が持ち込むということはないと断言

したいと思います。

○照屋大河委員 事実を伝えていくことは当たり前

のことで、その事実を積み上げる段階の問題を今指

摘しているわけです。埋立承認後、米国の知事に対

する普天間移設問題に対する伝えられる報道は、知

事の英断を評価する、そういうことがずっと伝えら

れてきているわけです。一方、議会にもこれは認め

られないという声はしっかりとあるわけです。そう

いう意味で、その積み上げ方、皆さんが伝える事実

がつくられる過程もしっかり私たちは見ておかない

といけないと思っていて、これについては知事にしっ

かり聞いていきたいと思っています。そういう意味

で委員長には、この件について要調査事項として予

算特別委員会での取り扱いをお願いして、終わりた

いと思います。

○山内末子委員長 今の質疑につきましては、要調

査事項として取り扱ってほしいということですので、

あした３月14日の委員会でその取り扱いについて確

認をいたします。

髙嶺善伸委員。

○髙嶺善伸委員 具体的な予算項目になりますが、

幾つかお尋ねします。

まず、説明書の広報活動事業費関連です。予算の

内訳書の中の10ページ、広告料のところに対前年度

で大きく伸びた広報活動事業費がありますが、伸び

た理由などについて御説明いただきたいと思います。

○金良多恵子広報課長 広報費の次年度の伸びにつ

きましては、ホームページの自動翻訳ソフトの導入

と、ネット上のチラシで県内へのチラシと県外への

チラシ、「Ｓｈｕｆｏｏ！」というアプリを今想定し

ておりますが、その分が伸びている状況になります。

○髙嶺善伸委員 私は、県内離島を抱えていてひと

しく県民に情報を伝えるためには、やはり地域の方

々がよく読まれる新聞等を活用することが大事だと

思っているのです。これまでの総務企画委員会でも

指摘してきましたが、県民サロンはかなり県民から

評価が高いのです。そういうことで、一定時期まで

は宮古毎日新聞や八重山毎日新聞も掲載されてきて

いましたが、これが削除されている。この理由と、

私はこれは復活すべきではないかということを再三

申し上げてきましたが、その取り扱いについてどう

なっていますか。

○金良多恵子広報課長 現在、琉球新報と沖縄タイ

ムスにおいて、県民サロンを掲載しております。平

成18年度までは、委員のおっしゃるとおり、宮古毎

日新聞、八重山毎日新聞においても掲載しておりま

した。これにつきましては、広報予算の削減という

ことで平成19年度から沖縄タイムス、琉球新報の２

社になっております。委員がおっしゃるとおり、宮

古地区、八重山地区においては沖縄タイムス、琉球

新報よりは地元紙が多く読まれているということが

ございます。このことによって、４紙への掲載を検

討しておりましたが、今の状況では４紙への掲載が

厳しい状況となっております。

○髙嶺善伸委員 今年度の予算規模は7200億円余り

という過去最大の規模なのです。こういうときに、

県民への広報も充実していくということが必要では

ないかと思っているのです。知事公室長、平成18年

までは宮古、八重山の地域情報も大事にしてきた。

しかし、今削減されたままということで、これで知

事公室長としてはいいと思っているのですか。

○又吉進知事公室長 県民サロンにつきましては、

県政の動きを県民にお知らせする重要な媒体でござ
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います。今、広報課長から答弁のあったように、費

用対効果といった観点から少し厳しい状態になって

おりましたが、やはり沖縄21世紀ビジョンに掲げら

れました離島の振興の観点から、２紙も含めたあり

方については再検討してまいりたいと考えておりま

す。今のやり方でできるかどうかも含めて検討して

まいりたいと思っております。

○髙嶺善伸委員 ぜひ再検討してください。時期的

には平成18年度というと仲井眞知事が就任した年な

のです。それ以前は2300万円から3000万円ぐらい予

算があって、宮古、八重山へもひとしく県民サロン

等は広報されていたのですが、仲井眞知事になって

からいきなり予算が半額になって、宮古、八重山が

切られたという現実の結果なのです。

総務部長、今お聞きしていますね。だから、これ

が知事がおっしゃるユニバーサルサービスの維持な

のか、こういう費用対効果で、行政改革で予算が削

減されたから、宮古と八重山は切って構わないとい

うことなのか。これは重大な知事の姿勢ですよ。だ

から、私も毎回指摘はしているのですが、総務部長

も知事のそういう離島に対する視点を考えたら、同

じ日本新聞協会に登録された会員です。政府広報は

全てにひとしくやっていますので、宮古毎日新聞に

も八重山毎日新聞にも掲載しているのです。沖縄県

の県民サロンだけ宮古、八重山は切っているのです。

この辺、知事の政策との兼ね合わせで総務部長の決

意を聞かせてください。

○小橋川健二総務部長 この広報予算は、先ほど削

減されたという説明ではありましたが、予算は全体

の中でスクラップ・アンド・ビルドはもちろんです

し、それから選択と集中ももちろんです。いろいろ

な方法で予算をつくっていくわけです。今、知事公

室長が申し上げましたように、より効果的な広報の

方法、あり方についても検討するという答弁がござ

いましたので、それを踏まえて総務部でも対応しな

ければいけないものはきちんと対応してまいりたい

と考えています。

○髙嶺善伸委員 まさかスクラップ・アンド・ビル

ドのスクラップにしたり、あるいはまた費用対効果

で切り捨てることがないように、やはり離島の住民

に危機管理も含めて県の情報を伝えるということは

大事なのです。今の両部長の答弁を踏まえて、ぜひ

見直しを要望しておきたいと思います。

次に、海外移住費、国際交流事業費関係でありま

す。これについては、私もかねがね申し上げており

ますが、海外におられる40万人近いウチナーンチュ

の母県として移民資料館はつくるべきだとこれまで

いろいろな機会を捉えて言ってきましたが、なかな

か実現しない。

先ほどの一般質問での答弁でも、関係機関と調整

してみたいというような答弁でありましたが、県立

新図書館の建設事業が進んでいるのです。県立新図

書館は、郷土資料、琉球、沖縄の情報研究拠点機能

を発揮して、郷土資料エリアなどを充実したいとい

う基本構想などもあるのです。縦割りの考え方では

なく、教育委員会と知事部局が連携をして、母県と

して移民資料センター的な機能を新図書館に持たせ

て、ウチナーンチュ大会もするが、皆さんの歴史は、

このようにきちんと母県としては整理して持ってい

るのだという共有できるようなものをやるべきでは

ないかと思っているのです。先の一般質問では再質

問できませんでしたので、もう一度知事公室長に御

答弁をお願いしたいと思います。

○又吉進知事公室長 まず、移民に対する認識に関

しましては、委員がおっしゃるとおり、移民という

ものは沖縄の歴史において大変な位置を占めている。

それを後世に語り継ぐということは極めで重要であ

るという認識でございます。御提案あるいは御質疑

の移民資料館、あるいはセンターにつきましては、

本会議でも御答弁を差し上げましたが、図書館の設

置主体である教育庁と意義づけでありますとか可能

性につきましてはきちんと議論はいたします。そう

いったものも含めて、あるいは県人会の方の御意見

を聞いたりといった作業は当面続けていこうと思っ

ております。

○髙嶺善伸委員 東日本大震災から３年になりまし

た。我々八重山でも二百四十数年前に明和の大津波

というものがあって、災害に強い、あるいは減災の

できる危機管理が必要だと思っております。そこで、

明和の大津波というものは、災害の起きたときだけ

ではなくて、それから約100年にわたって疫病があっ

たり、食料生産の落ち込みであるということで、最

終的には人口が４割に減ったのです。そういうこと

を考えると、防災体制をどのようにしていくかとい

うことが私は大事だと思っております。

そこで、38ページ、予算説明の内訳の中からお聞

きしていきたいと思いますが、防災情報システム構

築委託料について中身を聞いてから質疑させてくだ

さい。

○漢那宗善防災危機管理課長 防災情報システム構

築事業につきましては、運用開始から９年が経過し

たことに伴いまして、機器の老朽化、あるいは東日
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本大震災を踏まえ、災害警戒時及び発生時における

情報収集、関係機関との情報共有の強化、住民への

新たな情報提供手段の確保等ということで、新たな

防災情報システムを構築するものでございます。現

行システムを検証しつつ、新たな機能を追加するわ

けですが、平成24年度に調査事業及び基本計画の策

定、平成25年度にシステム設計、平成26年度にシス

テム開発を行いまして、平成27年度から運用開始す

る予定となっております。

○髙嶺善伸委員 その事業効果というものは、どの

ように危機管理につながるのですか。

○漢那宗善防災危機管理課長 システム機能強化に

よってもたらされる効果というものは主に４点ござ

いまして、まず情報収集の効果としまして、災害発

生時における災害発生関係機関の情報共有を図り指

導体制を早期に構築する点。２点目が、情報伝達の

強化としまして、避難勧告等緊急を要する情報を住

民に多様な手段でいち早く伝達して安全を確保する。

先ほど御質疑がありましたが、ツイッターとかフェ

イスブック、トークメール、あるいは公共情報コモ

ンズといった新しい機能を付加してまいります。３

点目が、システムのバックアップ機能の構築という

ことで、県庁被災時を想定しまして、中部合同庁舎

にバックアップセンターを構築してシステムの安定

稼働を図る。４点目が、システム運用による防災体

制強化としまして、市町村や防災担当や消防本部向

けの運用ルールを策定しまして、災害時における報

告事務の軽減を図るといった点でございます。

○髙嶺善伸委員 しっかりとシステムを構築して地

域防災計画を拡充してもらいたいと思います。

次に行きます。特定地域特別振興事業の関連で10

ページです。旧軍飛行場跡地問題については、那覇

地区で今協議を進めていますが、残りの団体方式が

まだ合意されていない地主会との取り組みについて

平成26年度の計画をお教えください。

○運天修基地対策課長 委員おっしゃるとおり、ま

だ解決されていないところが宮古島市、石垣市、そ

れから嘉手納町の地主会でございます。県としまし

ては、そういった地主会について団体方式での解決

に向けて関係市町村と意見交換を今行っているとこ

ろでございます。県としましては、今月中にこれま

で特定地域特別振興事業にかかわってきました市町

村が構成員となっております旧軍飛行場用地問題県

・市町村連絡調整会議を開催いたしまして、再度こ

の事業の期間の延長について検討してまいりたいと

今考えているところでございます。

○髙嶺善伸委員 次に行きます。不発弾処理に関連

する繰り越し事業ですが、石垣島に保管庫を整備し

たいということで県もいろいろ進めていたようです

が、実施できなかった原因と今年度の見通しについ

て御説明をお願いしたいと思います。

○漢那宗善防災危機管理課長 石垣不発弾保管庫建

設事業につきましては、石垣市からの要請に基づき

まして県の平成25年度事業として実施しております。

現在、石垣市で発見された不発弾は市のし尿処理場

内の金網のかかった簡易施設に一時保管されており

ます。施設の老朽化及び施設周辺が市街化している

という状況にございまして、不発弾を安全に管理す

るためにも火薬類取締法に基づいた保管庫を早急に

建設する必要がございます。

県におきましては、不発弾保管庫の建設用地の用

地選定に時間を要しましたけれども、最終的には石

垣市市有地であり、集落及び周辺住宅との保安距離

が十分に確保されている崎枝地区の森林地域内にあ

る土地に決定しております。同事業の位置につきま

しては、用地選定に時間を要したこともございます

が、現在、地元住民への事業の理解を得ることに時

間を要しております。年度内での完了が困難になっ

ておりまして、事業計画を変更し事業費7179万6000

円を平成26年度へ繰り越すことになっております。

県としましては、今後とも石垣市と連携しまして、

地元住民の協力を得られるよう丁寧に説明を行いま

して事業を推進してまいりたいと考えております。

○髙嶺善伸委員 ぜひ地元の十分な理解が得られる

ような丁寧な説明と協議をやっていただきたいと要

望しておきたいと思います。

２月23日、24日に相次いで石垣島への自衛隊配備

の報道がなされました。不発弾の保管庫の隣接地域

も報道されたことから、いろいろな臆測が飛んでお

りますが、沖縄県で把握している与那国島の自衛隊

配備計画と石垣島への配備計画について、おわかり

でしたら教えていただきたいと思います。

○運天修基地対策課長 与那国島への配備につきま

しては、政府の中期防衛力整備計画におきまして、

平素から常時継続的監視に必要な体制を整備し、各

種事態発生時の迅速な対処を可能にするため、与那

国島陸上自衛隊の沿岸監視部隊を配備するというこ

とにしております。沖縄防衛局と与那国町は昨年６

月27日に町有地の賃貸借に合意いたしまして、これ

まで農業生産法人等の関係者と町との賃貸契約を解

除するために補償交渉が行われてきたところでござ

います。去る３月11日に沖縄防衛局に確認しました
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ところ、農業生産法人関係者との合意に至りまして、

今後、町と同法人の契約解除等の手続が進められる

ということでございます。

また、現在、与那国島におきまして、沿岸監視部

隊の設置等に向けて平成25年度におきましては、駐

屯地建設に必要な各種設計及び土質調査等が進めら

れておりまして、平成26年度防衛省予算案において

は、沿岸監視装置の取得や庁舎等の工事のために158

億円が計上されている状況でございます。

また、石垣島での自衛隊配備の件につきましては、

今、いろいろ調査を進めているところでございまし

て、特定した地域というものはまだ決まっていない

ということでございます。

○髙嶺善伸委員 それでは、自衛隊配備計画は地元

でもいろいろな意見があるようですが、県の役割と

いうものはどのようになるのですか。

○又吉進知事公室長 これは安全保障、あるいは防

衛の観点から政府で検討され、進められるというこ

とでございます。県は、政府に対しては、そういう

ものの安全保障環境というものは県としては理解す

るが、地元住民への丁寧な説明、地元住民の納得と

いうものを図るように政府に対しては今要望してい

るということでございます。

○髙嶺善伸委員 総務部長にも少しお聞きします。

受託自治事務により、これから辺野古埋め立てで名

護市長の意見は大きいのではないかと思っているの

です。知事も、これまで地元の理解が得られない決

断は事実上不可能だと。一昨年のワシントンＤＣで

の知事の挨拶も、41市町村長が反対している、こう

いう自然保護へのデリケートな問題もあって、辺野

古は無理だというようなことをずっと言ってこられ

たわけです。そういう意味では、名護市の理解と協

力が得られないという意味では、自治事務のあり方、

国の関与の仕方、その場合の県のかかわり方は大変

重要ではないかと思っています。そういうことで、

一般質問でもお聞きしましたが、今、当面考えられ

る名護市の自治事務というものがどういうものを想

定しておられるのか、地方自治法の解釈上、考えて

おられる内容を聞かせてください。

○小橋川健二総務部長 私も、新聞情報で８項目の

市長権限があるということは承知しております。た

だ、具体的に根拠法令が何であるとか、あるいは実

際にどういう場面で、どういう権限の行使の仕方を

するかということが今よくわかりませんので、自治

事務であるのか、あるいはそれ以外で法定受託事務

というものもございますが、そうであるのか、詳細

は私から答弁は今難しい状況でございます。

○髙嶺善伸委員 いずれにしても、工事の施行に当

たって名護市の同意が必要な手続がたくさんあると

いうことははっきりしたわけで、県も、これは地元

の同意が得られないので難しいのではないか、これ

は県民間にトラブルを起こす可能性もあるというこ

とを想定して、知事はこれまで答弁してこられたと

思うのです。そこで、一般的な解釈でも結構ですが、

国の是正要求という意味で自治事務について国はど

こまで拘束できるのか、その辺の解釈の仕方を教え

てくれませんか。

○小橋川健二総務部長 自治事務であるか、法定受

託事務であるかによって国の関与が違いますが、自

治事務の場合ですと、今の是正というお話ですが、

自治事務の場合は是正の要求ということになります。

一般論ですが、是正要求を受けたものについては、

是正または改善のための必要な措置を講ずべき法的

な義務があるということでありますが、どういう形

で措置をするかという内容については要求を受けた

ものの裁量だと一般的に解釈されております。

○髙嶺善伸委員 法定受託事務の是正要求と自治事

務の是正要求は違うのです。名護市が当面判断する

であろう自治事務に関して、理解と協力を得られな

い場合、国はどういう関与の仕方になるのか。拘束

はされないのです。私たちは、そういう解釈をして

いるのですが、皆さんの解釈はどうですか。

○小橋川健二総務部長 今、辺野古といいますか、

名護市の対応について私たちは具体的に詳細に検討

しておりません。ですから、一般論として総務部長

は申し上げるしかありませんけれども、今申し上げ

ましたように、自治事務については是正の要求があ

ります。これについてどういう措置をするかという

ことは、措置を受けたものの裁量でありますという

ことまでしか今のところ申し上げられません。

○髙嶺善伸委員 それでは残念なのです。だから、

こういう地元の理解が得られない事業をなぜ県が率

先して拙速に承認するのか。自治事務等といった地

方分権の時代というものは、そういう地域の計画と

いうもの、公益上考えられるものを想定して、知事

には調整能力というものが問われるのです。そうい

う意味では、名護市を混乱に陥れるというか、追い

込んでいくことにつながりかねない。これについて

は、知事にしっかり責任を伺っていきたいと思って

います。終わります。これは要調査事項で取り上げ

たいと思います。

○山内末子委員長 ただいまの質疑につきましては、
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要調査事項として取り扱ってほしいということで、

明３月14日の委員会でその取り扱いについて確認を

いたします。

玉城義和委員。

○玉城義和委員 １点だけ県警に確認をしておきた

いのですが、ヘリコプターの予算が１億4625万円と

結構多いのです。県民的には実態がよくわからない

ので、日ごろどういう活動をされているか、その辺

の現状を少しお知らせください。

○親川啓和生活安全部長 県警ヘリコプターの運用

体制、任務、活動状況についてお答えいたします。

現在、操縦士・警察官４名、整備士・技術職員５名

の計９名体制で、「なんぷう」小型機１機、「しまも

り」中型機１機の計２機を運用しております。警察

用ヘリコプターの任務といたしましては、航空機の

機動力を活用し、犯罪の予防、検挙等のための警ら

活動及び各種警察業務の支援であり、具体的な活動

といたしましては水難事故発生時における上空から

の捜査活動、離島においての事件・事故発生時にお

ける捜査員及び被疑者の空輸、産業廃棄物の不法投

棄のパトロール、各種事件・事故現場の採証活動、

要人来県に伴う警護警備活動などであります。

ちなみに、昨年の事例を申し上げますと、ソロモ

ン諸島沖で発生した地震に伴う津波警戒飛行、名護

署管内における週末ツーリング族の取り締まり警戒、

殺人事件捜査に係る現場写真撮影、これは空からの

撮影です。バスレーン時間帯における交通渋滞調査、

沖縄県環境整備課と連携しての不法投棄パトロール

等でございます。

○玉城義和委員 ありがとうございました。

それでは、知事訪米について予算の額は先ほど聞

きましたので、2012年10月にワシントンＤＣでシン

ポジウムをされていますね。その中で、こういう県

の出した中にあるのですが、知事はシンポジウムで

このように言っています。沖縄は既に米軍基地の過

重な負担を強いられており、普天間基地を県内移設

するということは沖縄の抱える問題の解決にはなら

ないということを言われているのです。こういうこ

とを言っていて、県内移設はだめだということをア

メリカのいろいろな方々を招待した席で言っている

わけですね。今回行って、恐らくこれと違うことを

言う、一旦言ったことを全く承認してしまって、ど

のような対応をなさるのか、その辺をひとつ聞かせ

てください。

○又吉進知事公室長 これから仮にこういう機会が

あればの話ですが、どういったことを申し上げるか

については、これから検討するということでござい

ます。当時の状況を申し上げますと、やはりそもそ

も辺野古やむなしであった県政が政権のさまざまな

立ち位置の変化といったものを踏まえまして、知事

の言葉をかりますと、辺野古移設というものは非常

に時間がかかる。したがって、辺野古への移設では

なくて、県外移設を求めるといった趣旨の主張を続

けていたわけでございます。まさにその時期の発言

でございまして、その時点におきまして辺野古移設

は時間がかかるという認識は知事に確かにあったと

考えております。ただ、この時点でも、再三本会議

でも申し上げておりますが、それでは県内移設に反

対と表明をしたかというと、それはしていないとい

うことでございます。

○玉城義和委員 反対とは言っていないといっても、

過剰な基地を抱えていて県内移設するということは、

沖縄県の問題解決にならないということは県内移設

はだめだと言っているわけです。そういうことを公

にしていて、また今度認めた後、行ってどういうこ

とを言うのかということは非常に県民にとって問題

です。

もう一つは後段で、東アジア太平洋の安全保障状

況に鑑み、日米同盟の重要性がこれまで以上に高まっ

ていると考えている県民が多いと思われる。これは

どういうことを根拠にして言われているのですか。

○又吉進知事公室長 これは知事の私見に近いと思

いますが、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協

力及び安全保障条約―安全保障条約を認めるという

立場の県民が多いということは、かなりの数いると

いうことは共通認識としてあると思います。ただ、

知事の表現がどういう発想でここで行われたかとい

うことは少し私の知り得ない部分もございますが、

こういう形で保守県政の安全保障条約を認める立場

の知事としては、その範囲で発言をしたのかと考え

ております。

○玉城義和委員 知事がどう考えようと、それは個

人の範疇ですが、わざわざ高い金を使ってアメリカ

まで行って、個人的な意見であれ何であれ、一県の

知事がこういうことを言うということは、私は非常

に誤ったメッセージを送るのではないかと思うので

す。その前にやられた調査があって、琉球新報と毎

日新聞の調査ですが、これによると、安全保障条約

はだめだというものと平和条約に変えるべきだとい

うものが68％あるのです。認めるというものがわず

か７％ぐらいで、全く知事の認識が違うのですね。

だから、そういうことをわざわざ言って、基地の話
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をしに行って日米同盟の重要さを言うということの

持っている矛盾さに非常に誤解が出てくるのではな

いかと思うのです。だから、そういうことをするぐ

らいなら、むしろお行きにならないほうがいいとい

うことです。どうですか。

○又吉進知事公室長 これはシンポジウムという席

で、御承知のように、変化する日米同盟と沖縄の役

割というような有識者を交えたやりとりでありまし

た。その中では、尖閣についてどう思うかとか、海

兵隊の役割をどう思うかといったようなかなり個別

のやりとりがあったわけでございまして、そこで知

事は知事なりの考え方を述べたということでござい

ます。そもそもアメリカへ行って基本線として県が

持ち続けていることは、沖縄の基地の過重な負担を

アメリカ政府に理解させるという観点でございまし

て、それに対していろいろなファクト、あるいは資

料を取りそろえていっているわけでございまして、

そういった意味ではその活動は続けるべきではない

かと考えております。

○玉城義和委員 私は、先ほど言った意見ですが、

どういうことを言いに行くのか、知事からぜひ直接

にお聞きしたいと思いますので、委員長においてぜ

ひそういうお取り計らいをしていただきたいと思っ

ております。

次に移りますが、積算内訳の18ページ等々ですが、

普天間飛行場の返還に対することなのですが、１つ

は、これまでずっと私は本会議でも少しお聞きしま

したが、県内移設の大きな理由としては、海兵隊の

地上部隊、航空部隊、あるいは兵站部隊などの一体

的運用が必要なのだ、だから、辺野古なのだという

ことです。それについてはどういう御認識ですか。

○池田克紀地域安全政策課長 防衛省から「在日米

軍海兵隊の意義及び役割」というパンフレットが出

てございまして、この中で海兵隊は即応性、機動性

にすぐれた初動展開部隊、一体的な運用ということ

も記載をされておりますが、県としましては、防衛

省のパンフレットで言っている一体的運用について、

さまざまな疑問等もあるところもございますので、

県から防衛大臣に質問等をしているところでござい

ます。

○山内末子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、部隊の切り離しが可能であると

の前提に立たないと、５年以内の普天間飛

行場の閉鎖は成り立たない、その認識を伺

いたいとの確認があった。）

○山内末子委員長 再開いたします。

又吉進知事公室長。

○又吉進知事公室長 まず、今、地域安全政策課長

が説明いたしましたように、政府の部隊に関する認

識は今申し上げたような形でございます。しかし、

県としましては、運用の所要がどういうものであれ、

やはり普天間飛行場の早期の危険性除去というもの

は喫緊の課題であると考えておりまして、そこで切

り離しが可能か、可能ではないかという議論は別と

いたしましても、普天間飛行場の運用停止状態を５

年以内に実現するように求めたということでござい

ます。

○玉城義和委員 別にしてではないのですね。だか

ら、例えば2012年の日米同盟未来のための変革と再

編、２プラス２で明確に書かれているわけです。つ

まり、そういう一体的運用が必要なので、県内しか

ないということなのです。県としては分離は可能と

考えるのですか、その辺、はっきりしてください。

○又吉進知事公室長 可能か、可能でないかという

判断は、県においてはできないと考えております。

しかしながら、それを分離することも考えながら、

５年以内の運用停止を実現させてくれというものが

県の考えでございまして、それは所要や両国の都合、

米軍の運用面で我々がはかり知れない部分もあるわ

けでございますが、そういうものにかかわらず、こ

の状態を実現させてもらいたい、していただきたい

と申し入れているわけでございます。

○玉城義和委員 それがわからないと、論拠として

は成り立たないでしょう。要するに、切り離しはだ

めだと考えるか、いや、切り離すと考えるかという

ことによって、普天間は外に出してもいいのだとい

うことが成り立つのであれば、当然これは切り離し

論なのであって、その辺を聞いているのです。どの

ように考えているのか。別ではないですよ。

○又吉進知事公室長 そこは委員のお話ときちんと

整合しないかもしれませんが、県は５年以内の危険

性の除去を求めるに当たっては、今おっしゃられた

海兵隊のありようというのですか、あるいは制約を

超えて、とにかく最優先で普天間飛行場の危険性除

去を考えていただきたいという意味で申し上げてい

るということでございます。

○玉城義和委員 仮に普天間が５年以内に撤去され

るとなると、これは航空輸送手段ですから、これが

移設するとなると、キャンプ・シュワブとかキャン

プ・ハンセンとかキャンプ・キンザーとかキャンプ

瑞慶覧というものはそのまま停止するということに

なるのではないのか。
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○又吉進知事公室長 そのあり方、そのプロセス、

さらに安全保障上の所要は、県はまだ政府の説明で

もすとんと落ちていないわけでございますが、そう

いったものも含めてしっかりと議論していただきた

い。そして、議論を危険性の除去に向けていただき

たいというものが現在の県の立場でございます。

○玉城義和委員 県の立場を言うのであれば、当然

それはアメリカも含めて次のステップはそういう議

論になるでしょう。それは切り離しできませんよと

いうことになるわけです。だから、そういうときに

は、次のステップとしては、どういう理屈立てをし

て、それに対応するのですかということです。

○又吉進知事公室長 １つ今おっしゃったようなこ

とは、逆にアメリカから提示されるのではないかと

いう想像もしているわけでございます。しかしなが

ら、それをきちんと沖縄県民の生命と財産を第一に

考えて、日本政府がしっかりと説明していくという

ことを我々は求めているわけでございまして、繰り

返しますが、県は５年以内の普天間飛行場の運用停

止という状態を求め、そのプロセスをしっかり日米

両政府で話し合っていただきたいということを求め

ているわけでございます。

○玉城義和委員 この運用を一体が切り離せるとい

う前提に立てば、５年以内の閉鎖も含めて辺野古移

設は要らないということになりますよ。５年以内の

閉鎖と公約の関係ですが、要するに知事の公約は、

選挙のときは県内移設を認めるか、認めないかなの

です。日米共同声明を見直して県外へと言ったわけ

です。その前に危険性の除去というものがあります

よ。危険性の除去というものは目標、県外へという

ものは手段なのです。２つは一体なのです。だから、

知事はわかっていてそうしているのだと思いますが、

２つ切り離して言っている。これは方便ですが、そ

ういう意味では公約に完全に違反しているのではな

いかと思うのです。そこはどうですか。

○又吉進知事公室長 御質疑に関しましては、本会

議で何度もお答えしています。公約を提示した時期

の状況、現在、現実に埋立申請が出てきて、それを

法にのっとって承認せざるを得ないという状況の中

で、この公約の本旨、最も重要なことは、普天間飛

行場の危険性の除去であるということ。そのための

方策を今後とも追求していくという意味でありまし

て、さらに今、辺野古の移設を承認したわけでござ

いますが、辺野古の移設につきましてはまだまだ時

間もかかる、あるいはまだ具体的なプロセスも見え

ていない中で、５年以内の危険性の除去の中では、

県外への移設も考えていかざるを得ない。いま一つ

かちっとしない状況の中で、公約には違反していな

いという答弁をさせていただいているところでござ

います。

○玉城義和委員 公約は危険性の除去を求めなけれ

ばならない。そのためには県内は難しいので、見直

して県外へということなのです。それはそれで筋が

通っています。だから、５年で閉鎖してまた戻すと

いうことは、公約とは違うということは誰だってわ

かる話ですね。素直に考えれば誰だってわかる話で、

それは違う、公約に違反していないと言い張るのは、

まさに方便であって、県民は全然納得できないです。

知事公室長、本人が考えていてそう思いませんか、

これで公約に合っていると思いますか。

○又吉進知事公室長 公約に対する考え方は先ほど

申し上げたとおりでございます。しかし、私どもが

最優先で考えておりますのは、普天間飛行場の危険

性をとにかく一日も早く除去しなければいけない、

その一点でございます。そういう意味では、我々の

任務として、そこに全力を傾けていくということが

現状でございます。

○玉城義和委員 全然かみ合っておりません。

次に、地域安全政策課ということなのですが、地

域安全政策課をつくった目的はどういうことですか。

○又吉進知事公室長 基地問題というものは、先ほ

ど来申し上げていますように、大変長い歴史を持ち

つつ、さらに沖縄県政の最も重要でかつ重たい課題

であるということでございます。これまでその取り

組みといたしましては、先ほど答弁いたしましたよ

うに、さまざまな要請でありますとか、働きかけで

ありますとか、その調査を行ってまいりました。ま

た、地域安全政策課の前身は、普天間飛行場の返還

問題対策課でございまして、普天間飛行場の危険性

を除去するために、さまざまな角度から情報を集め、

アプローチをしなければならないといったことがご

ざいました。そういう前提のもとに、広く安全保障

に関する調査研究を一つグレードアップしなければ

ならないということがございます。さらに安全保障

は、伝統的安全保障と申しますが、そういう軍事的

なものと、さらに人間の安全でありますとか、ある

いは危機管理でありますとか、そういった意味での

安全保障もあわせて考えるということでございます。

重要なことは、沖縄の基地問題に関しましても、

さまざまな報道がなされているわけでございますが、

ややもすると時として報道に振り回されるというこ

とが過去にございました。したがいまして、その報
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道の裏をとるという作業は県自身がやらなければな

らないということをやっているわけでございます。

○玉城義和委員 地域安全政策課というものは志と

しては立派だと思うのです。だから、防衛省の出し

たパンフレットに対して質問状を何回も出して、要

するに、なぜ沖縄に海兵隊が必要なのかという試み

をしているわけです。ただ、私は、その努力が今回

の知事の承認によって本当に水泡に帰したと思いま

すよ。これを読んでも、結局は、いろいろ試みをし

て地理的に離したとか、地勢学的な見地とか、ある

いは政治的なところ、いろいろなところからなぜ沖

縄県に海兵隊が集中しなければならないのかという

ことを論理立ててやろうとしているのですよ。それ

は立派なことなのです。

ところが、相当の金を使っていろいろなことをやっ

ているにもかかわらず、結局、今回の承認をしたこ

とによって、海兵隊の基地をつくるということに手

をかしてしまったわけですね。そういう意味で言え

ば、この四、五年間の努力も水の泡になったのでは

ないかと私は思うし、現実的にそうだろうと思うの

です。そこはどうですか。

○又吉進知事公室長 埋立申請の承認という事実が

そこにあるわけでございます。それを委員は指して

おられると考えておりますが、埋立申請の承認につ

きましては、本会議でるる土木建築部長から答弁い

たしましたように、行政庁として法にのっとって処

理をしたということでございます。

しかしながら、普天間の問題に限らず、沖縄県の

基地問題をしっかりと認識し、さらにきちんと要求

していくためには、返還問題だけではなくて、日米

地位協定の問題でありますとか、あるいはもっと言

えば安全保障条約上の米軍の役割でありますとか、

そういったものを幅広く沖縄県の職員は身につける

必要があるという問題意識がございまして、さらに

情報発信も行うという意味では、この事業は今後む

しろますます意味を持ってくると考えております。

○玉城義和委員 県内移設は難しい。したがって、

県外と言っている間は、アメリカへ行っての講演も

価値があるし、あるいは防衛省に対する質問も意味

があるのです。ところが、一旦海兵隊基地を県内に

もう一回認めるということをやった以上は、結局、

何のためにこんなことをやってきたのかということ

が問われると私は思うのです。

何回も取り上げていますが、マーク・リッパート

様という前に吉川研究員が出した手紙がここにあり

ます。こんなことを書いているのです。仲井眞知事

が埋立申請を許可した場合、知事は即座に政治的立

場を失います。そして、政治的混乱が生じます。こ

のようにして、これはあなたのところの地域政策課

から出した、私は何々であります、普天間問題をやっ

ています、又吉進知事公室長のかわりにお手紙を書

いています。又吉氏は知事を補佐する役職のトップ

におられる方で云々ということをやって、申請をし

た場合には知事の立場を失いますということを皆さ

んの研究員がアメリカの方に手紙で出しているわけ

です。だから、そういうことを恐らく地域政策課は

途中までは考えていたのではないかと思います。だ

からこそ、海兵隊が沖縄県にいる不条理さをこうい

う質問書でついているのです。

ところが、これは非常に結構なことで、私はその

とおりだと思います。吉川さんの言っているとおり

だと思います。ところが、承認をしたことによって、

そういうものが全部結局は無意味になってしまった。

この間、何をやってきたのだろうかということがそ

の政策は問われますよ。地域安全政策課長、あなた

は当事者だし、どう思いますか。

○池田克紀地域安全政策課長 地域安全政策課は、

先ほど知事公室長が話をしましたように、基地問題

についてさまざまな海外の情報、それから米軍に対

しても具体的な機能等、調査分析をして沖縄県の基

地問題の役に立てばということでやってきたところ

でございまして、４月以降、うちの研究員のメール

等もございましたが、私たちのやっている調査分析

の仕事は、基本的には今でも変わっていないと思っ

ております。

○玉城義和委員 答弁になっていませんが、残りは

また米軍基地関係特別委員会でさせてもらいます。

知事の訪米については、御本人にお聞きしないとわ

かりませんので、委員長に取り計らいをお願いした

い。

○山内末子委員長 ただいまの質疑につきましては、

要調査事項として取り扱ってほしいということです

ので、明３月14日の委員会でその取り扱いについて

確認をいたします。

田勝廣委員。

地域安全政策事業費でいろいろな

調査をすると言うが、これまでの調査結果は大体ど

ういうものを調査したのですか。

○池田克紀地域安全政策課長 地域安全政策事業の

中で、取り組みとしましては日米の有識者のネット

ワークを活用しまして、アメリカの政府であります

とか研究者による沖縄県の米軍基地に関するさまざ
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まな論文等を執筆していただいております。それか

ら研究員が３名おりまして、この３名の研究員がそ

の時々のさまざまな米軍関係の情報等について収集

し、ホームページ等でも公表いたしております。こ

ういったものにつきましては、１年分まとめてこう

いう形の報告書にしたいと思っておりまして、これ

が昨年度発行したものでございますが、今年度分に

つきましても、またいろいろな論文等情報収集の結

果等をまとめていきたいと思っております。

もう一つ大きな取り組みとしまして、日本、中国、

台湾、アメリカなどの有識者、研究員の方々に沖縄

県に来ていただいて、沖縄県で地域の安全保障に関

する議論をしてもらう万国津梁フォーラムと呼んで

いますフォーラムを昨年10月と８月に開催いたして

おりまして、これも引き続き内容を深めながら次年

度もやっていきたいと思っております。

私も報告書を読ませてもらったし、

それからシンポジウムも参加しました。そうすると、

沖縄県の地勢学とか沖縄県の位置については、この

研究員はどのように見ていますか。例えば、さっき

玉城委員が言った日本政府の考え方と沖縄県の考え

方は少し違うと思うが、その辺はどのように分析し

ていますか。

○又吉進知事公室長 ただいまの委員の御質疑は、

なぜこの場所に米軍を置かなければならないか、そ

の地勢学的な意味ということだと思います。これに

つきましては、今、県としてこれだろうということ

をむしろいろいろな方々の御意見を聞いて情報収集

している段階でございます。いずれにしましても、

政府が説明した地勢学的に沖縄県は重要であるとい

う一言で片づけられたら非常に困ると考えておりま

して、今後さまざまな有識者のお話も聞きながら、

考え方を整理してまいりたいと考えております。

当然、アメリカの国防報告である

とか教書とか、いろいろ分析をして、例えば海兵隊、

空軍、あるいは陸軍、政策的なレベルでは全部持っ

ているね。こういうことを分析して、これから在沖

米軍とか在日米軍に対する各部隊の統合幕僚長とか

海兵隊のトップとか、これらはどのように認識され、

どのように分析していますか。

○又吉進知事公室長 今の御質疑にかっちりとお答

えするのはなかなか難しいと思いますが、委員も御

承知のように沖縄県の基地は長い歴史を持っていて、

それでは、その役割が30年前と今と同じかというと、

これは普通に考えても、ベトナム戦争をやっていた

ころと現在の社会情勢の中では当然役割は違ってい

るだろう。しかしながら、いかなる性質の違い、性

格の違いが生じたかということは、地方自治体であ

る我々には知らされないわけでございます。日々そ

の基地が運用されているという実態がある。したが

いまして、今、委員のおっしゃった疑問は実は県も

共有しているところでございまして、そういうとこ

ろを明らかにしていくための活動をしているという

ことでございます。

だから、例えば今、日本は中期防

衛力整備計画で島嶼防衛という形で、北海道から全

部今度は南西へ向かったという四、五年の動きがあ

るから、そういう動きと、それに対して米軍の動き

が連動しているのかしていないのか、共同防衛だと

かいっぱい言われているではないですか。そういう

ことの分析はどこでやっているのか。米軍はこうい

う分析、日本政府はこういう分析、しかし、沖縄県

はこれに対してどう対処していくか。今の新防衛計

画の大綱―防衛大綱の中とか、あるいは中期防衛力

整備計画を読むと、沖縄県は大変なことになるよと、

ある意味で米軍は負担軽減で外に出ていくが、今度

は自衛隊がそれにかわって島嶼防衛と称して装備も

含めてさまざまな部隊が配置される。

それに対して、では、どういう形で沖縄県は分析

するか。今後５カ年間で24兆円以上使って対処して

いくわけだから、そこをどのように分析しているか。

だから、この地域安全政策課はどういう分析をして

いるか、あるいは基地対策課がどういう分析をして

いるか、そこを基本的には聞きたいわけです。

○又吉進知事公室長 現時点で、こういう見解を述

べるということはなかなか難しい面がございます。

ただ、私どもは地方自治体でありまして、その職員

も、そういうことに対して特殊な訓練を受けている

わけではございません。したがいまして、外部の方

々、有識者でありますとか、さらに任期付研究員を

雇用いたしまして、そういった仕組みの中で情報を

集め、さらに米国出張でありますとか、インターネッ

トのテレビ会議とか、情報を集める仕掛けをかなり

整備した。その上で今、委員がおっしゃったような

疑問等については情報を収集し、さまざまな方々の

意見を聞く。

ただ、いろいろなところでひっかかってまいりま

すのは、やはり沖縄県に駐留している米軍というも

のは、この規模で、今の形で必要なのか。住民に負

担を与えているわけでございますが、それは納得い

く説明があるとは考えておりません。したがいまし

て、そこは政府の説明も聞きつつ、県側もさまざま
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なチャンネルでいろいろな意見を聞きながら、情報

収集して考えをまとめてまいりたいということでご

ざいます。

だから、防衛大綱であるとか中期

防衛力整備計画、いろいろな新聞に報道されていま

すね。この中を読むと、やはり沖縄県の基地は増強

される。機動部隊だとか、旅団だとか、またはＰ３

Ｃにかわって新しいＦ１哨戒機も配置するとか、Ｃ

２輸送機もＣ１輸送機も配備するとか、あと対艦の

ミサイルも配備するとか、さまざまに書いてあるわ

けよ。それに対して、本当にそれが必要かどうかと

いうものは分析しないとわからないね。ここが非常

に今、沖縄県はおくれているのではないか。

要するに、オスプレイも17機配備されるというこ

とだね。オスプレイも17機配備されたら、せっかく12

機は向こうに行きますよといって、その17機が来た

ら一体どうなるのか。オスプレイは足が長いから、

島嶼防衛としては非常に適当な飛行機だということ

を防衛省は認めているわけです。

だから、そういうことをすると実際に沖縄の基地

が今後、米軍にかわり、５カ年間の中で今度は自衛

隊が表に出てくるのではないかという予測を僕はす

るわけです。これが中期防衛力整備計画に書かれて

いるわけだからね。そういうところをどう対処して

いくか。それを中国の分析、フィリピン、あるいは

アジアにおける軍事状況の分析だとか、英国の分析

を含めていっぱいあるではないですか。そういうと

ころの中で、さっき言った地勢学上一体どうなるの

か、そこに自衛隊を置く必要があるのかという議論

をしておかないと非常に困ってしまうのではないか。

○又吉進知事公室長 今の御質疑の中で、確かに安

全保障の環境でありますとか、我が国の安全保障政

策とか、そういう世界があります。これに関しまし

ては県も鋭意勉強なり研究をしていくわけでござい

ますが、これは一つ国策という大きな判断というも

のがありまして、全ての情報を県で見通しを持つと

いうことはなかなか難しい面があると思いますが、

そこはそれなりに県はやってもらいたい。

ただ、県といたしましては、その結果として今、

沖縄県の社会にさまざまな影響を与えている米軍の

存在でありますとか、あるいは運用でありますとか、

県民の希望に沿った形で削減していく、基地負担を

減らしていくという観点から見ておりまして、そう

いう情報を中心に収集してまいりたいと考えている

わけでございます。

余り議論したくないが、これを読

めば一目瞭然なのです。別にどうということはない

のよ。一目瞭然。要するに、中国の関係があるかも

わからないが、島嶼防衛でやりますよと。これは陸

軍も海上自衛隊も航空自衛隊も、一体的に運用して

いきますということです。そうすると、ここに書か

れているの。那覇基地に戦闘機部隊１個飛行体を移

動させ、また、警戒航空隊１個飛行体を新編し、那

覇基地に配備する。大変ではないですか。

また、自衛隊の能力等に関する主要事業で、新た

な早期警戒管制機または早期警戒機を整備するほか、

固定式管制レーダーを整備するとか、これが与那国

島に関係すると思うが、これを読むと、島嶼防衛な

のです。これからの日本の防衛政策はみんな島嶼防

衛に特化していく。ここに書いてあります。南西地

域の島嶼部の部隊の態勢を強化する。島嶼への侵攻

があった場合に、速やかに上陸、奪還、確保するた

めの本格的な水陸両用作戦能力を新たに整備するた

め、連隊規模の水陸両用作戦専門機動隊等から成る

水陸機動団を新編すると書かれているわけです。だ

から、ここに書かれているのが逆に言って装甲車と

か水陸両用車を52両買います、それから、これを運

ぶための輸送艦も整備しますよとなるのですよ。

だから、例えばここの在日米軍駐在に関する施策

の実施の中で、沖縄県は安全保障上、極めて重要な

位置にあり、米軍の駐留が日米同盟の抑止力に大き

く寄与している一方、在日米軍施設区域の多くが集

中することを踏まえ、普天間飛行場の移設を含む在

沖米軍施設区域の整理、統合、縮小、負担の分散等

により沖縄県の分担軽減を図っていく。分担軽減を

図っていくが、そのかわり自衛隊機を出しますとい

うことになっているのです。これは５年計画ですか

らね。だから、そこを見据えた中で沖縄県の立ち位

置をきちんとしておかないと流されるのではないか。

ただ、日本の安全にとってこれは必要だから、ま

た沖縄県は認めていこうではないか。沖縄県の米軍

基地は日米安保保障にとって重要だから、それはま

た認めていこうではないか。しかし、74％と言われ

る過重な負担があるので、それは整理縮小してちょ

うだいというのが。だから、昔はソ連があって北方

重視だったが、今度は中国があったから南方になっ

てきた。これは誰が見てもわかるわけです。だから、

その辺の沖縄県の立ち位置を今後どうしていくのか

というものが非常に重要だと思います。それは今の

皆さん、これから今後５年間の基地行政にかかわる

人たちが非常に重要だと僕は思っているわけです。

そうしないと大変なことになるのではないかと思っ
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ています。

○又吉進知事公室長 いろいろな御質疑をいただき

ました。県の立ち位置を確立せよというような御質

疑であるとするならば、これは少し外れるかもしれ

ませんが、県の基地行政の立場からいいますと、や

はり基地があることによるさまざまな県民生活への

影響を減らしていく。危険性を除去していくという

ものが基地関係業務の究極の目的でございまして、

では、それに至る環境をしっかり整備し、しかも委

員がおっしゃるように、より多くの情報を持った頭

で日本政府なりアメリカ政府なりとやりとりをする。

それだけの力を身につけるという意味であれば、そ

れは大変重要なことでありまして、私どもも勉強さ

せていただくということでございます。

せっかく地域安全政策課もできて

いるわけだから、また基地対策課もできているわけ

だから、そういう研究員も３名いらっしゃるという

から、そういうところも含めてアメリカ、日本、そ

れから対中国とか対アジアというところをぜひ研究

してください。

総務部長、7000億円の予算がありましたね。10年

後には沖縄21世紀ビジョンで全体で24番の所得にす

るというものは皆さんから考えてどう思いますか。

○小橋川健二総務部長 企画部長が答弁したことで

すね。私たちは、目標に向かって沖縄振興一括交付

金も含めて頑張っていこうと思っております。

河川とか海岸の防災計画の中で、

どこを視察して、どこをどのようにしたいとか、具

体的に決まっていますか。僕も３回ぐらい大震災の

ところに行って見てきましたので、河川の問題から

道路の問題からいろいろあって、震災でも信号機が

壊れたり、電気が消えているので信号機の対応は誰

がやるかとか、交通の渋滞、もちろん走れる部分も

あるし、走れない部分もあって、復旧しないときは

どうするかというものがある。そのときに信号機を

見ていたら、これは石巻、あるいは陸前高田では、

学校の近くには歩車分離方式という信号機があって、

そのときに僕はよくわからなかったが、沖縄県に来

て歩車分離方式という信号機があるかどうか調べた。

名前はあるということだったので、現在、僕らも信

号機は交通安全にとって非常に必要だなということ

でいろいろ要請をしているわけです。具体的に言い

ますと、これまで歩車分離方式の信号機がどこに配

置されて、今後どういう計画があるのか、交通部長、

お願いいたします。

○砂川道男交通部長 御質疑の歩車分離式信号機に

ついて説明申し上げます。右左折車両と歩行者の交

錯を防止するため、歩行者と車両の信号現示を分離

して、歩行者にとって安全な信号を表示する信号機

であります。その種類ですが、歩行者専用現示方式、

スクランブル方式、右左折車両分離方式などがあり

ます。当然、それによって信号の待ち時間も長くな

りますので、車両に対する影響もあるわけです。ど

ちらかを選択するという話になるわけであります。

なお、全国平均の信号機の数と歩車分離式の整備率

でありますが、全国平均は3.57％、沖縄県は2062の

信号機のうち62の3.01％で、できるだけ全国並みに

持っていく考えをして整備を進めております。

これは非常に興味があって僕が見

た範囲ですが、この分離方式は学校の近くによくあ

るのですね。これはどういうことを意味しますか。

○砂川道男交通部長 先ほど説明したように、右左

折車両と歩行者の交錯を防止することによって、歩

行者と車との事故をできるだけ回避するという役目

でありますから、学校周辺に主につくっているとこ

ろであります。

今年度内に学校近くでつくる計画

は今ありますか。

○砂川道男交通部長 数は示せませんが、逐次必要

に応じてやっているところであります。

整備する予定のところはあります

か。

○砂川道男交通部長 具体的な現場について今示す

ことはできませんが、計画によって進めているとこ

ろであります。

○山内末子委員長 前島明男委員。

○前島明男委員 まず、総務部長に税の徴収につい

てお尋ねしたいと思いますが、県税全体の徴収率が

何％なのか、その辺からお聞きしたいと思います。

○金城聡税務課長 県税の徴収率についてですが、

全税目で平成24年度の決算数値を使って率を示しま

すと96.8％になっております。

○前島明男委員 県税の中で一番低い徴収率は何で

すか。

○金城聡税務課長 これも平成24年度の決算数字を

使って答弁しますが、一番低いのが92.7％で２つの

税目が該当します。個人県民税と鉱区税になります。

○前島明男委員 自主財源が26.4％ですね。まだ３

割、30％に満たない自主財源の中で、１円でも多く

徴収率を高めていかなければいけない中で、例えば

自動車税ですと、税金を払わない場合は払うまでは

車を使わせないタイヤロックという方法があります。
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これは非常に効果があると思うのですが、その他の

税収の中で税を徴収するのに非常に効果的な方法は

ありますか。

○金城聡税務課長 税の完納がなかった場合に、徴

税吏員が差し押さえをするという法の規定がありま

して、その規定に基づきまして、委員がおっしゃる

ようにタイヤロックをしたりします。それも差し押

さえの一つになりますが、預金の差し押さえが最も

効果的かと思います。金融機関に預けられている預

金について預金調査をしまして、その預金について

支払いできないように差し押さえるということであ

ります。

○前島明男委員 企業であれば、悪質な企業の場合

は業務停止とか、そういう方法はとれないのですか、

法的に無理ですか。幾ら催促しても納めないといっ

た場合に、その企業の業務停止という方法はないの

ですか。

○金城聡税務課長 企業が営業活動をしていること

について、税の観点から営業を停止する命令をかけ

ることは地方税法の中には規定がございません。委

員がおっしゃるのが例えば許可を必要とする業であ

る場合に、許可権者が示す監督の中に国税であり地

方税であり、そういう税を完納していることという

条件があれば、その条件に反するわけですから、そ

れなりの監督措置があってもおかしくないものだと

思います。

○前島明男委員 税の徴収嘱託員制度があると思う

のですが、今、県税徴収のための嘱託員は何名いま

すか。

○金城聡税務課長 県税の徴収については県税事務

所という出先機関で徴収をしていますが、徴収現場

の中で特別に嘱託員という形で設置している数は19

の職であります。

○前島明男委員 それとて人件費を払わないといけ

ない、経費がかかるわけですね。

○金城聡税務課長 嘱託員には報酬という形で支

払っております。

○前島明男委員 現在19名で十分事足りていますか、

それとももっとふやす計画があるのか、その辺はど

うですか。

○金城聡税務課長 県税の賦課徴収に当たって正職

員と呼ばれるものが徴税吏員という形で具体的に公

権力の行使を行っておりますが、それに補助的な業

務として嘱託員が税務の徴収業務を補佐しておりま

す。そういう関係で役割分担という形になって業務

が遂行されています。今配置されている19名につい

ては、それぞれの県税事務所の事務分担を考慮した

上で人数を決めておりまして、今後ふやすというこ

とは今のところ考えていないところでございます。

○前島明男委員 本当は１％でも税収率を高めるよ

うな努力をしていただきたいと思います。自主財源

が３割にも満たないという状況の中ですから、なお

一層の努力を期待したいと思います。

次に、予算の説明資料の資料４の15、国際戦略推

進人材育成事業というものがあるのですが、これは

総務部の管轄です。これはどういった育成方法をとっ

ておられるのか、育成方法の内容と育成人数、それ

を何年間やるのか、その辺のことを教えていただき

たいのです。

○砂川靖人事課長 この事業は、国際物流拠点とし

ての地位を確立している香港あるいは釜山、仁川と

か上海等へ県職員を派遣します。その上で国際航空

貨物ターミナルとか、あるいは港湾施設等のインフ

ラストラクチャー設備を視察させまして、さらに政

府機関、それから進出している企業等を対象に調査

等を行うといったことを内容とする研修事業でござ

います。この目的として、県はこういった事業を実

施することによって、経済発展の著しいアジアの活

力を取り込むといったグローバル経済の展開を見据

えた県の施策を立案して推進していける人材を育成

したいということでこの事業を実施するわけですが、

計画としては30人程度の若手職員、班長とか主査、

主任級の職員30名を考えておりまして、当面平成28

年度まで継続して実施していきたいと考えていると

ころでございます。

○前島明男委員 それでは、総務部にもう一点、19、

ファシリティマネジメント推進事業は片仮名で僕ら

には理解しにくい、ファシリティマネジメントを日

本語に直すとどうなりますか。

○照屋敦管財課長 ファシリティーを直訳すると施

設ということになります。

○前島明男委員 日本人がわかりやすいような日本

語での表示はできないのですか。

○照屋敦管財課長 これはファシリティマネジメン

トの協会等がありまして、今はまだ適当な訳が余り

なくて、英語表記をそのまま採用しているというこ

とで、内容としましては、先ほど説明したように、

施設とその環境を総合的に企画管理、活用して、歳

出の抑制と歳入の確保を図るということが目的に

なっております。

○前島明男委員 了解です。ありがとうございます。

次に、知事公室長にお尋ねいたします。災害対策
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についてお尋ねしたいと思いますが、津波を想定し

ての施設、また大きな建物を使用させていただくた

めの使用協定、この間、私の一般質問の中で随分細

かく丁寧にお答えいただいたのですが、まだ聞き足

りないことがあるので質疑するのです。県内41市町

村の中で15市町村、218棟の建物が締結を結んでいる

という答弁があったのですが、41市町村のうち15市

町村ということは、あと26市町村残っています。例

えば南風原町は内陸部ですからその必要はないと思

うのですが、それ以外の25市町村においては、そう

いう締結も必要ではないかと私は思うのです。まだ

未締結の市町村に対して上位官庁である県庁が、一

体皆さん方はどうなっていますかということで、も

ちろん各市町村がやることではあるのですが、皆さ

んの県庁は上位官庁ですから指導する責務もあると

思うので、そういう指導を早くやっていただいて、

まだ未締結の市町村には、せかしていただくことを

お願いしたいのですが、知事公室長、いかがですか。

○又吉進知事公室長 今、委員のおっしゃるとおり

でございまして、基本的な災害への心構えを先に申

し上げますと、大災害の発生に当たりまして行政と

して考えられるのは、まず逃げる、避難を迅速に行っ

て、とにかく生命の損失を最小限に抑えるというも

のが１つでございます。さらに、耐震化であります

とかインフラストラクチャー整備といった形で災害

に強い町をつくっていくという形でございます。さ

らに、長期的に見れば、総合的な通信基盤を災害に

強いものにしていこうといった取り組みをるるして

いるわけでございます。最優先であります逃げる、

避難につきましては、避難計画、さらに避難に必要

なインフラストラクチャーという意味で、今、委員

がおっしゃった津波避難ビルというものがあるわけ

でございます。その状況につきましては、15市町村、

218棟の建物と本会議で申し上げました。

今、県としましては、こういうものが大事だと考

えておりまして、市町村に対してその働きかけをやっ

ております。ただ、市町村によりましては、そうい

う高い建物なり高台が近くになくてなかなか難しい

ところもございます。ただ、それはその状況に応じ

て、今、最善の避難計画をつくるということが大事

でしょうし、場合によってはそれに合わせて市町村

の形を変えていくということも長期的には必要かも

しれません。そういう意味で、市町村がつくる防災

計画の見直しについては、県も背中をたたくという

ことをしておりますし、これは市町村と県の連携な

しにはできないことでございますので、今おっしゃっ

たように、引き続き体制を強化してまいりたいと思っ

ております。

○前島明男委員 市町村によって大分温度差がある

のです。防災に関して本当に真剣に取り組んでいる

ところと、そう言っては失礼ですが、トップの熱が

弱いというか薄いところもあるので、ぜひ皆さん方

から大いに尻をたたいて、県民の命は市町村であろ

うがどこであろうがみんな一緒ですから、命を大切

にする、守るという意味からも県が積極的に取り組

んでもらいたいと思います。

そこで、去年の10月に我々総務企画委員会で県外

施設、静岡、名古屋あたりを視察してきたのです。

そこで、国道はできないのかもしれませんが、恐ら

く100平米か150平米ぐらいあったかと思うのですが、

道路上に10メートル角ぐらいの避難タワーをつくっ

ていたのです。２カ所見たのですが、沖縄県でも低

地帯、例えば糸満市あたりの高いビルがないところ

は、道路上にそういうものも必要になってくるので

はないかと思うのですが、その辺、調査検討したこ

とはございますか。

○又吉進知事公室長 おっしゃるように、津波避難

タワーというものは災害の発生時に大きな役割を果

たすであろう、これは全国共通の認識だろうと思い

ます。今、県内で検討なり予定されているのは、那

覇市が松山の若松市営住宅跡地に具体的にプロジェ

クトを進めております。また、多良間村では、今年

度中に避難タワーが完成するだろうと予定されて、

もう既に完成が近づいております。また、南城市の

久高島においては、島民のほぼ全員を収容できる津

波避難タワーの建設を現在検討中だということでご

ざいますので、まだまだ数としては少ないですが、

こういった情報を県内の市町村で共有しながら、そ

れぞれの市町村の状況に応じた避難施設の整備を促

進してまいりたいと思っております。

○前島明男委員 最後になりますが、県民の命と財

産を守る崇高な使命を帯びている知事公室の防災危

機管理課ですから、現在の陣容で十分だと思ってい

るのかどうか、私はもっと増員が必要ではないかと

思っているのです。幸い総務部長もここに同席して

おられますが、もっと人員をふやして防災対策をしっ

かりと立てるべきではないかと思うのですが、知事

公室長、現在の陣容で事足りているのかどうか、そ

の辺はいかがですか。

○又吉進知事公室長 防災危機管理課は、かつては

消防防災課ということでございまして、むしろ消防

の体制というものに重きを置いていた時期もござい
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ました。ただ、災害がこれだけ多様化して、こうい

う甚大な激甚災害が起きるという状況の中では、非

常にマンパワーが必要とされているのは確かでござ

います。ただ、そのほかに防災危機管理課は不発弾

も所管しておりますし、さらに危機管理といったも

のの計画も所管しております。人手は幾らあっても

足りないわけですが、それはそれでそれぞれの職員

の資質を向上させながら、必要に応じて総務部にも

お願いしてまいりたいと考えております。

○前島明男委員 最後になりますが、県民の生命と

財産を守るという崇高な使命を帯びていますので、

これからもしっかりと対応していっていただきたい

ということを要望して終わります。ありがとうござ

いました。

○山内末子委員長 休憩いたします。

午後３時22分休憩

午後３時44分再開

○山内末子委員長 再開いたします。

渡久地修委員。

○渡久地修委員 まず、公安委員会にお尋ねします。

平成26年度歳出予算事項別積算内訳書の９ページに

犯罪被害者等基本法推進事業というものがあるので

すが、この事業はどのようなものか、まず教えてく

ださい。

○出原基成警務部長 ただいま御質疑のありました

総合的被害者支援推進事業でございますが、これは

被害者、御遺族等の性犯の被害者であるとか殺人等

の御遺族等に対するカウンセラーの謝金、性犯罪の

キット等の消耗品、検案料でありますとか、犯罪被

害者支援の公益社団法人沖縄被害者支援ゆいセン

ターがございますが、そういったところの補助金等

を含むものでございます。

○渡久地修委員 犯罪被害者に会って遺族への補償

の問題とかを国がやっていますね。それもこれに入っ

ているのですか、それを教えてください。

○出原基成警務部長 ただいま御質疑のありました

のは犯罪被害者等給付金の関係だと思いますが、こ

れについては県費ではございません。国費で支弁さ

れるということですが、これには３種類ございまし

て、遺族給付金と重傷病の給付金、それから障害給

付金といった種類がございます。

○渡久地修委員 これに県の公安委員会もかかわっ

ているのですか。そして、もしかかわっているので

あれば、去年までの実績について知らせてください。

○出原基成警務部長 県の公安委員会、警察もかか

わってございます。申請を受理いたしますのは、例

えば他県で発生した殺人事件でも、住所地が沖縄県

にあれば沖縄県警で受ける。それで手続等をしてと

いうことになります。昨年の実際に申請を受けて裁

定した件数でございますが、平成25年は13件でござ

いました。そのうち遺族にかかわるものは、うち10

件ということで、あと重傷病が３件、傷害が３件、

複数該当するものもございますので重複になってお

ります。

○渡久地修委員 今回、千葉県で痛ましい事件が起

こりました。あの被害者も県民の方だということで

報道されていますが、この件も今回のこれに該当す

るのでしょうか、どうでしょうか。

○出原基成警務部長 恐らく千葉県の痛ましい事案

だと思いますが、近い将来、そういった申請がなさ

れるかと思います。少し付言いたしますと、既に発

生地を管轄する千葉県警としっかりと情報共有して、

早い段階から御遺族等の御意向を踏まえて必要な支

援等はさせていただいております。

○渡久地修委員 非常に痛ましい事件で、県民もみ

んな心を痛めていますので、当然皆さんは誠意を持っ

て対応していると思いますが、ぜひ誠意を持って遺

族の立場に立って推進していただきたいと思います。

その辺について、警察本部長、決意を聞かせてくだ

さい。

○笠原俊彦警察本部長 被害者支援につきましては、

先ほど警務部長からお答えしましたように、警察で

もとにかく被害者の立場に立って考えるということ

を第一に仕事を進めておりますので、今回の事案も

同様に、そういった気持ちで被害者の側、今回の場

合はもうお亡くなりになられておりますので、御遺

族の方の立場に立ってできる限りの支援をしていき

たいと考えております。

○渡久地修委員 ぜひ遺族の立場に立って支援して

いただきたい。

最近、いろいろな通り魔的な事件が続いています。

車での事件だったり、刃物での事件だったり、続い

ていますが、いつ、どこで、どうなるかわからない

という不安があるのです。そういう場に県民が遭遇

した場合に、とっさに起こるわけですから、一体ど

うすればいいかという点での心の準備を日ごろから

やるべきものなのかどうなのか、その辺、警察とし

ては、県民はどうすればいいのですか、どうしよう

もないですか。

○親川啓和生活安全部長 今のお話は大変難しいお

話なのですが、例えば一般的な防犯でいえば、暗い

ところを歩かないとか、そして女性、子供が人通り
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の少ないところを歩かないとか、交通の関係でいえ

ば、自動車が通っているところについては気をつけ

て歩くとか、そういった一般的な予防が大事だと思

います。

○渡久地修委員 これは本当に深刻な問題だと思う

のです。例えば、車で突っ込んでくるというものは

防げると思うのですが、刃物を持っている人に対し

て、自分は腕に自信があるからと思って刃物を持っ

ている人に対抗しようとする気になるのか、あるい

は刃物を持っている人からは逃げるという指導を皆

さん方はするのか、その辺のことはその場にいない

とわからないが、これはきちんとやっておかないと

いけないと思うのです。その辺、どうですか。

○親川啓和生活安全部長 一般的には大きな声を出

して人に知らせて、その場から即逃げるということ

が一番大事だと思います。

○渡久地修委員 この辺のことは、今、結構全国で

現に起こっているわけですから、学校も含めて、今

おっしゃったように大声を出して逃げるとか、その

辺は日ごろからきちんと教育するということは大事

だと思いますので、ぜひよろしくお願いします。

次に、総務部と知事公室にお聞きしますが、３月11

日の東日本大震災から３年がたちました。特集がずっ

とテレビでやられていましたが、被災地で３カ年間、

全国から職員が派遣されて、派遣した自治体が人手

不足で大変だということでどんどん職員を引き揚げ

ている。被災地では業務が大変だということがあり

ますが、沖縄県も派遣していると思うのです。沖縄

県が実際に派遣している状況はどうなっているのか、

沖縄県も引き揚げようとしているのか、新年度どう

しようとしているのか、今後どうするのか、方針を

教えてください。

○小橋川健二総務部長 おっしゃる話は、私もきの

うたまたまラジオでそういう情報を聞きました。全

国の各自治体も非常に人繰りが難しいということで、

派遣を取りやめる自治体も出ているというような報

道であったと思っています。本県の状況を申し上げ

ますと、平成25年、昨年の４月１日時点では７名の

職員を派遣しております。これは岩手県と福島県で

す。具体的な職種でいいますと、一般事務、農業土

木、建築、それから土木というような職員を７名、

これは基本的に１年の期間でありますが、人繰りの

関係で半年交代ということもありますので、これが

延べに変わってまいります。

平成26年度はどうかといいますと、この来る４月

１日では、今回10名の職員を派遣しようと思ってい

ます。派遣自治体についても、岩手県、福島県のほ

かに宮城県にも派遣しようと思っています。基本的

な考え方としては、やはり当方も人繰りということ

では非常に難しい、大変厳しい状況ではありますが、

未曽有の大災害だったということもあって、一日も

早い復旧復興が望まれる中で、微力ではありますが、

沖縄県も協力をしたいという姿勢でございます。

○渡久地修委員 あと、知事公室長、この災害の人

命救助で一番大きな力を発揮したのが防災ヘリコプ

ター、消防のヘリコプターだということがずっと報

道でもされているのですが、私は、ヘリコプターの

問題は何度も防災ヘリコプターを導入せよというこ

とでやってきました。佐賀県と沖縄県だけがない、

あと45県は持っているということなのですが、佐賀

県はその後どうなったかわからないが、救助の一番

の力はヘリコプターなのです。だから、これはどう

してもやる必要があると思うのですが、どうですか。

○漢那宗善防災危機管理課長 防災ヘリコプターに

つきましては、大災害の人命救助に大変有効だとい

うことは承知しておりますので、導入することにつ

いては大変意義あることだと思っております。防災

につきましては、救助のための消防職員が添乗する

ということでございますので、また市町村の費用負

担等がございますので、今後、市町村等と意見交換

の中で検討していきたいと思っております。

○渡久地修委員 今、災害対策についてこれだけ議

論されているときに、知事公室長、皆さんの言う今

後とはいつのことですか。

○又吉進知事公室長 委員のおっしゃるのは、災害

は待ったなしだという趣旨だと思います。防災ヘリ

コプターにつきましては、確かに検討中ということ

で日を過ごしているわけでございますが、今、防災

危機管理課長が申し上げた要員配置の問題、運用経

費の問題、さらに１つは私の聞いたところでは、離

島県でございますので、防災ヘリコプター１機で間

に合わせるのはなかなか難しい面もあろうかという

こともありまして、いろいろ課題があります。それ

は、もちろん委員の御指摘のように可及的速やかに

検討し結論を出したいとは思っております。

○渡久地修委員 １機では足りないというのであれ

ば、まず１機から早目にやってから皆さんで議論し

ていただきたいと思います。

あと、沖縄県にも被災して来ている方々がいっぱ

いいらっしゃるのです。福島県から来て陳情も出さ

れて、住宅のことは環境生活部が担当だというのだ

が、被災してきたのに沖縄県で国の制度とかで、か
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たくなになっていて、二次被害的なものを受けてい

る人たちが結構いるのです。いきなり入ったものだ

から、住宅が自分の環境に合わない、娘の環境に合

わないといいながら、移りたいが絶対認めてくれな

いとか、そういうものがあるので、これは環境生活

部ではあるのだが、知事公室でも、こういったもの

は県としてきちんと相談して対応していくというこ

とでやっていただきたいのですが、どうですか。

○又吉進知事公室長 避難者につきましては、本会

議でも答弁いたしましたように、物心両面からの支

援を心がけているわけでございます。ただ、今、委

員が御指摘のように、ここに来てはみたものの、さ

まざまな事情でふぐあいが生じている、不都合が生

じている。あるいは仕事を探しているが、なかなか

という面もあるようでございます。そういったもの

はできるだけ県はアンケートをとる形で、定期的に

被災者の意向を聞くという作業をやっておりまして、

これを踏まえて被災者がしっかりした生活を沖縄県

で送れるように配慮してまいりたいと思っておりま

す。

○渡久地修委員 総務部長、皆さんの予算説明の歳

入の県民税が6.6％、個人県民税が7.7％増収を見込

んでいるのだが、当初予算で組みますね。最終は２

月補正があります。そこでこれを積み増したり減ら

したりということはあるのだが、歳入の県民税は減っ

たこともあるのか、ふえたこともあるのか、どちら

ですか。

○金城聡税務課長 基本的に減額補正がないと考え

ております。

○渡久地修委員 今回の個人県民税7.7％、事業所税

16.3％だが、見込みは大丈夫ですか。

○金城聡税務課長 個人県民税については就業者数

と月間給与の平均額が増加しておりますので、それ

を踏まえて考えますと、おおむね前年度の当初予算

より21億円ぐらいふえるものと思っております。あ

と、事業税については個人と法人がございますが、

個人事業税についておおむね去年と同様で500万円程

度の増かと思っております。法人の収益状況がよい

ということだと思いますが、法人事業税が22億円ぐ

らいの増ということになっております。

○渡久地修委員 去年の上半期１月－３月のＧＤＰ

が1.1、それが10月－12月には0.2とずっと日本の経

済は右肩下がりなのです。そして、毎月の厚生労働

省の勤労統計調査で１カ月間の平均の家計の所得を

見ると３％下がっているわけです。この４月１日か

ら消費税増税でしょう。さらに景気というものは悪

化するのではないかと心配する学者もいっぱいいる

し、我々はそれを指摘しているわけです。そういう

中で、こういう増収を皆さんは期待できる、できる

ということで大丈夫かということを聞いているので

す。

○金城聡税務課長 法人のアンケート調査を毎年実

施しておりますが、委員がおっしゃるように、悪く

なるというものも30％弱ありますが、よくなるだろ

うというものも25％を超える形で法人からアンケー

ト調査の結果が出ておりますので、一つの指標のみ

をもってお話しするということは少し難しいかと思

います。

○渡久地修委員 総務部長、難しいと言うが、これ

だけ数字を出して大丈夫だということで断言できま

すか。

○小橋川健二総務部長 税ももちろんそうです。あ

る意味で歳入を保守的に見込んでいる、いわゆるか

た目に見込んでいるということです。それは当然年

度の経過によって年度の途中で歳入欠陥があるとい

けないということで、そういう見込み方をいたしま

す。今年度も２月補正で増額補正をお願いいたしま

したが、かた目はかた目でいいのですが、もう少し

精度を上げて見込むべきではないかということで、

今回はこれも加味して見込んでいるつもりでござい

ます。そういう意味では、この数字は達成できると

いうつもりで計上しているところでございます。

○渡久地修委員 消費税が３％から５％に来たとき

も、日本経済ががたっときたのは、今回もそういう

傾向があるので、今そのようにおっしゃったので、

これは１年たてばすぐ結果が出るから、そうならな

いように期待しておきますが、それはお互いにここ

で議論してもいけないので、一応指摘だけしておき

ます。

これは67ページで、皆さん、地方消費税分が社会

保障に充てられるということで表を出していますね。

これはいろいろ見てみると、この消費税でいろいろ

な社会福祉とか児童福祉があるのだが、県民一人一

人の福祉はよくなるのですか、どうですか。

○小橋川健二総務部長 ここで充てている22億5000

万円は、基本的には歳出が増になった部分に充てて

おります。ですから、それぞれの社会保障関係費は

ふえていると思っています。消費税が導入された趣

旨も、やはり社会保障を安定的に運営していくとい

うことですので、それが安定的に運営されれば、よ

くなるという表現まではいかないかもしれませんが、

県民生活がある意味で安定すると思っております。
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それに寄与すると思います。

○渡久地修委員 要するに、一般財源で充てていた

のを、その分を一般財源の部分にはめたというだけ

ですね。

○小橋川健二総務部長 そういうことでは、財源振

りかえということではなくて、ふえているわけです。

ふえている部分に22.5億円入れているという意味で

す。

○渡久地修委員 ふえているのは、例えば一人のお

年寄りの福祉の問題がふえたのではなくて、お年寄

りの人口がふえたり、そういう意味での自然増分の

話ですね。

○小橋川健二総務部長 必ずしもそれだけではない

と思います。ただ、先ほど言いました消費税の導入

の趣旨は、社会保障を安定的に継続的に運営してい

くということですので、自然増であれ、ふえた分は

これで賄いたいという意味では、やはり安定的な生

活に寄与すると思っています。

○渡久地修委員 とにかく消費税が今まで一般財源

とかをやっていたのがこれに充てた、財源が違うだ

けだと私は思っています。

次に、知事公室長、基地の問題ですが、普天間飛

行場の皆さん方の解決の問題、これまでの方針が明

確にあったと思うのです。今年度まではどういう方

針で動いていましたか。

○又吉進知事公室長 明確な方針といったものを成

文化して示したということはないと思いますが、基

本的に普天間飛行場は市街地の真ん中にあって極め

て危険である。この危険性を除去するための方策を

日米両政府、基地の提供者である日本政府と運用側

である米政府がきちんと話し合いをして、県民の納

得のいく形で危険性の除去を図っていただきたい、

これが基本でございます。

○渡久地修委員 ここに沖縄県が出した「普天間飛

行場の移設問題について」というパンフレットがあ

るのです。ここに明確に沖縄県の考え方とあるわけ

です。ここではどのように述べていますか、紹介し

てください。

○池田克紀地域安全政策課長 沖縄県の考えですが、

まず、普天間飛行場は、市街地の中心部に位置して

おり、周辺には学校や住宅、病院などが密集し、騒

音被害や航空機事故の危険性など、住民生活に深刻

な影響を与えています。平成16年には、沖縄国際大

学にヘリコプターが墜落する事故も発生しており、

同飛行場の危険性の除去は焦眉の課題であり、一日

も早い移設・返還の実現が必要です。

日米両政府は、普天間飛行場の返還合意後、その

代替施設を名護市辺野古に移設することで協議を進

めてきましたが、平成21年９月に「最低でも県外」

と訴えていた鳩山内閣が発足し、県外移設に関する

県民の期待を高めることとなりました。

平成22年１月に辺野古移設に反対する名護市長が

誕生し、２月には国外・県外施設を求める県議会の

意見書可決、４月には県外移設を求める県民大会が

開催されるなど、県内の状況は大きく変化しました。

こうした中、同年５月の日米共同発表において、

唐突に、名護市辺野古への移設が合意され、県民の

期待は大きな失望に変わりました。

政府から「何故、辺野古に戻ったか」について、

県民の納得いく説明がなされておらず、地元名護市

をはじめ、多くの県民が反対している辺野古移設案

を実現することは事実上不可能となっています。

沖縄県としては、国内の他の地域への移設が、合

理的かつ早期に課題を解決できる方策であると考え

ており、日米両政府に対し、普天間飛行場の県外移

設に真摯に取り組むよう強く求めているところです。

沖縄県は、日米安全保障体制は日本及び東アジア

の平和と安定にとって重要だと理解しており、今後

も、応分の負担を担う必要があるものと考えていま

す。

しかしながら、復帰40周年を迎える現在もなお、

本県には在日米軍専用施設の約74％が集中し、県民

は過重な基地負担を背負い続けていることから、実

感できる負担の軽減を強く望んでいます。

米軍基地問題は沖縄県だけの問題ではなく、我が

国の安全保障のあり方の中で、日本全体で考えるべ

き課題であり、国民の皆様には、普天間飛行場の県

外移設の実現に向け、御理解と御協力をお願いいた

しますというものが沖縄県の考え方でございます。

○渡久地修委員 この沖縄県の考え方で皆さんやっ

てきたのですね。それが去年の埋立承認で新年度か

らこの考え方はどう変わりますか。

○又吉進知事公室長 まず、この文書が出た背景、

環境を申し上げますと、この文書を県がしたためた

背景は、この中に書いてあります最低でも県外とい

うものが覆されて、そもそも知事は普天間やむなし

というような立場ではあったわけですが、そういう

状況の中で県外移設を求めるということを掲げて、

それを基本に各方面に要請をした時期でございまし

た。しかし、ここに書いてありますが、その根底に

ある普天間飛行場の危険性の除去のために何をする

かという観点からしますと、大分状況や環境の変化
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というものはあるにせよ、基本的に普天間飛行場の

危険性を除去しなければならないという観点では、

この文書に示された考え方は変わっていないという

ことでございます。

○渡久地修委員 知事が訪米していろいろ訴えると

いうことだが、先ほどの沖縄県の考え方というもの

は、皆さん方、この英語のパンフレットにしても、

多分それに入っていると思うのです。150の大使館に

配ったが、今のような知事公室長の説明では、言え

ば言うほど今まで戦争中に沖縄が占領されていると

きに囲われて奪われた銃剣とブルドーザーでやった。

だから、これを返すのが当たり前だということを主

張してきた我々の正当性、道義的な説得力はあった

わけです。基地建設を認めておいて、それを基本的

に変わっていませんということは、道義的な説得力

も正当性も全部失ったと言わざるを得ないのではな

いか。皆さんは本当に堂々として言えるのですか。

○又吉進知事公室長 今の御質疑には幾つかの要素

がありまして、まず、沖縄県は沖縄県民の望む、望

まざるにかかわらず基地が存在しているという問題

意識です。それから、普天間飛行場の危険性を除去

しなければならないという意識。さらに、その方法

論として最もどれが適切かという話でございます。

３番目につきましては、先ほど来申し上げているよ

うに、環境なり前提条件が変わったと言わざるを得

ないと思っております。しかしながら、普天間飛行

場の危険性の除去という意味では、県民あまねく速

やかに実行しなければいけないという観点でござい

ますので、県としましては、そこを中核に据えて進

めていくということでございます。

○渡久地修委員 僕は、もうこれでは正当性を失っ

ていると思うのです。これは知事に聞きたいので保

留します。

次に、オスプレイの半分程度の県外移設などと言っ

ているが、去年11月18日に岩国市長がヘリコプター

部隊の移駐の懸念についてということで、中国四国

防衛局長にＫＣ130が岩国に移転した場合に、普天間

基地に配備されているＫＣ130以外の航空部隊がさら

に岩国基地に移転してくるのではないかという問い

合わせをして、これに対して防衛局からは日米間で

お尋ねのような話は出ていません。いずれにしても、

普天間飛行場に現在配備されているヘリコプター部

隊等は、同飛行場代替施設へ移駐することとなって

おり、基地の御懸念は当たらないということで明確

に否定して、辺野古に移すと回答しているのです。

それについてはどうですか。

○又吉進知事公室長 今、防衛省に対してこの質問

をすれば、そういう回答が返ってくるであろうと考

えております。しかしながら、本会議でも答弁させ

ていただいていますように、県はオスプレイの配備

につきましては、県民の不安が払拭されておらず、

配備計画は中止すべきだという考えは変わっており

ません。しかしながら、現実にオスプレイが飛び交っ

ている中で、それを現実的に減らしていくという方

策については今政府に求めているわけでございまし

て、それに対して政府が答えている状況でございま

す。したがいまして、防衛省の回答と今政府が沖縄

県に示している回答の整合というものは、これから

図られていくものだと考えております。

○山内末子委員長 渡久地修委員から先ほどの質疑

につきましては、要調査事項として取り扱ってほし

いということですので、明３月14日の委員会でその

取り扱いについて確認をいたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 まず、公安委員会からお尋ねした

いのですが、今度、船舶維持管理整備事業というこ

とで当初予算で１億2000万円というものがあるので

す。船舶維持管理をするのにいろいろとかかるとい

うことはわかるのですが、今、皆さん県警で持って

いる船舶は何隻あって、その部分で何名従事してい

るのか、その人数を教えてもらえますか。

○親川啓和生活安全部長 現在、警備艇を９隻保有

しております。７警察署へ配置しております。那覇

警察署、与那原警察署、うるま警察署、宮古警察署、

八重山警察署にそれぞれ１隻、石川警察署、本部警

察署へはそれぞれ２隻を配置しております。船員に

つきましては18名でございます。

○當間盛夫委員 ９隻あって船員が18名、その内訳

はどうなるのですか。１隻に２人しか乗っていない

という計算になるのですか。

○親川啓和生活安全部長 例えば那覇警察署の「お

きなわ」は41トンで非常に大きいのですが、船員３

名ということです。与那原警察署の「りゅうきゅう」29

トン、船員３名、うるま警察署の「なぎ」11トン、

船員１名とか、船の大きさによって１名とか２名と

か３名ということで18名になっております。

○當間盛夫委員 警察が船舶を持っている目的は何

ですか。

○親川啓和生活安全部長 水難事故防止のための海

上警ら、それから遭難者の捜索、水難事故防止のた

めの広報啓発活動、密輸等の警戒や取り締まり、そ

れから周辺離島における警察事象への迅速な対応と



－112－

いうことでございます。周辺離島で大きな事案が起

こったときには、ヘリコプターで行くこともありま

すが、警備艇で行くほうが速い島もあるということ

で両方活用しております。

○當間盛夫委員 今、日台だとか日中のいろいろな

漁業協定、これは皆さんの部分ではないとは思うの

ですが、これから辺野古の部分とか海域の部分でい

ろいろとあろうかと思うのです。皆さんの警察と海

上保安庁のすみ分けというものは何かあるのですか。

陸から幾らまでは皆さんがやるのだとか、そういっ

たすみ分け等々はあるのですか。

○親川啓和生活安全部長 警察法第36条第２項では、

都道府県警察の責務について、当該都道府県の区域

につき、公共の安全と秩序の維持、警察法第２条に

任ずると定められております。都道府県の区域には、

当然陸上だけでなく、領海も含むとされております。

警察の権限行使の範囲内となるということで、した

がいまして、一般論で申し上げますと、領海内での

違法行為があれば、関係機関と連携を図りつつ警備

艇を運用することとなります。

○當間盛夫委員 それからすると、県内は先ほども

あった漁業のものもあるのですが、これから辺野古

の部分での工事が始まるということになってくると、

皆さん、もっと海上保安庁とも連携をとって、どう

するのか。それを言うと、また事前に対策するのか

というような言われ方をするのですが、沖縄県は島

嶼県、海に囲まれている部分があるわけですから、

県警としての対応をしっかりとやってもらいたいと

思っています。

次に、知事公室になるのですが、今度、消防指導

費ということで３億円余り増額になっているのです。

システムの強化だとか消防共同センターという部分

があるのですが、せんだって地震があったときに、

Ｊアラートの速報が流れなかったということがある

のですが、これは何でそうなったのかわかりますか。

○漢那宗善防災危機管理課長 Ｊアラートといいま

すのは緊急速報で、Ｊアラートの速報が流れる対象

ではなかったということでございます。

大津波警報等重大な発生が予想される場合にＪア

ラートが消防庁から出されるということです。

○當間盛夫委員 今度の沖縄県の地震等も含めなが

ら、これだけ膨大な予算をつけてやったわけだから、

これが全く作動しなかったとなると違う話ですので、

しっかりと対応はやってもらいたいと思います。

消防費、先ほども震災があったときにヘリコプター

ということもあったが、沖縄県の消防団の実態はど

うなっているのですか、教えてもらえますか。

○又吉進知事公室長 消防団につきましては、過去

に議会の場でもいろいろ御質問が出ております。結

論から申し上げますと、非常に不満足な状態である

ことは確かでございます。消防団員数は平成25年４

月１日現在で1657人ということでございます。まだ

まだ途上だということでございまして、若干東日本

大震災以降ふえておりますが、そのあり方について

は県も努力をしているところでございます。

○當間盛夫委員 今度、国のほうで消防団を中核と

した地域防災力の充実強化に関する法律ということ

で12月になる、これは何を強化しなさいと言ってい

るのか、内容的なものを教えてもらえますか。

○漢那宗善防災危機管理課長 まず、消防団員の増

員を図る。これは全国的に消防団員数が減少してい

るということを踏まえまして、消防庁から消防団員

の増加を図る。もう一点は、増加を図るための消防

団員の待遇改善ということで、消防団員に対しまし

ては地方交付税措置がなされているということです。

地方交付税に沿った形での報酬、あるいは費用弁償

の改正を行いまして、しっかりと取り組んでいただ

きたいという内容でございます。

○當間盛夫委員 消防団員の入団促進というものが

あるので、沖縄県の現状と九州の現状はどうなって

いますか。

○漢那宗善防災危機管理課長 平成25年４月１日現

在でございますが、福岡県が２万5202名、佐賀県が

１万9374名、長崎県が２万428名、熊本県が３万4417

名、大分県が１万5557名、宮崎県が１万5079名、鹿

児島県が１万5541名、沖縄県が1657名という状況で

ございます。

○當間盛夫委員 知事公室長、沖縄県は10分の１で

す。1600名、これが全国で一番最低で、その次に低

い鳥取県でも5125名、全く全国と消防団の数が違う

わけです。その辺、どう見ているのですか。

○又吉進知事公室長 何度か答弁させていただいて

います。消防団を組織し得る歴史が沖縄県は他県と

は違っていたということはあると思います。ただ、

現状がこうでございますので、そこにいるマンパワー

を使えないかということでいろいろ市町村とも意見

交換しているわけでございますが、実態としては市

町村役場職員が消防団員を兼ねているというケース

が多いようでございます。したがって、そういった

意識とか、あるいはそこに足り得る人材がいるかど

うかといったこともいろいろ意見交換をしておりま

すが、現実は全国に比べて大変低い状況にあるとい
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うことは非常に重く受けとめているところでござい

ます。

○當間盛夫委員 今度の消防団の強化についても、

市町村全域に消防団を設置しなさいという部分が

あって、皆さんからもらった資料でも、基本的に全

域一応配置されてはいるのですね。ところが、那覇

市を見ると、これだけの人口の割には88名ですよ。

一番多いところで宮古島市163名、人口割からしたら

全く合わないわけです。宮古島市は５万人ですよ。

那覇市は30万人を超えるのに88名の消防団しかない、

この辺の現実をどう見られていますか。

○又吉進知事公室長 先ほども申し上げましたよう

に、現状は必ずしも満足がいくものではないという

ことはございます。消防というものは自治体の非常

に基本的な事務でございまして、当然市町村にもそ

れなりの責任がございます。市町村の責任、あるい

は県の責任をしっかりと両者で確認した上で強化を

図ってまいりたいというものが現状でございます。

○當間盛夫委員 市町村の責任ということになって

くると、この部分でもやっているのですが、公務員

の消防団との兼務に関する特例ということで、報酬

関係はいろいろとあるのです。各市町村の公務員の

皆さんもそうなのですが、県の公務員の皆さんも、

現実に災害があったときには、そのことをやるとい

うことは通常なのです。ところが、では災害があっ

たときに我々を含めて公務員は訓練を受けているか

というと、なかなかそうではないわけです。その辺、

公務員が兼務するという部分での訓練のあり方は、

皆さんはどう見られていますか。

○又吉進知事公室長 そのあたりが今回の法改正、

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する

法律の理念の中に入っているわけでございますが、

１つは処遇の改善、さらに装備と教育訓練の充実と

いうことで、しかるべき国費が投入されるというこ

とが示されているわけでございます。この法律も踏

まえながら地域地域で、県でいえば、例えば離島地

域とヤンバル、中部、それぞれ地勢でありますとか

人口構成が違いますので、少しきめ細かに検討する

必要があるとは思っております。

○當間盛夫委員 今、消防団の処遇の改善というこ

とであるのですが、基本的に平成24年度の交付税単

価で団員報酬が全国的に３万6500円、出動手当が7000

円になっているが、全国的に見てそれを下回ってい

る状況にあるということです。交付税はこれだけつ

けているのだが、各市町村はそれに見合っていない

ということで、きちんと引き上げなさいという部分

があるわけです。防災危機管理課長、沖縄県の各市

町村の現状はどうなっていますか。

○漢那宗善防災危機管理課長 消防団員の年額報酬

額につきましては、平成25年４月１日現在で全国平

均以上の団体が12団体、下回っている団体が18団体

となっております。ちなみに、全国平均が２万5010

円ということでございます。沖縄県は平均でいきま

すとほぼ同じになります。

○當間盛夫委員 平均になったら同じになりますで

はなくて、団員報酬は３万6500円に近い部分で上げ

なさいと言っているわけだから、平均が２万6000円

だから、これでよしという話ではないはずです。で

は、報酬を払っていない市町村がありますね。どこ

とどこですか。

○漢那宗善防災危機管理課長 払っていない市町村

につきましては離島市町村ということでございまし

て、渡嘉敷村、座間味村、渡名喜村、南大東村、北

大東村、多良間村の６団体でございますが、この６

団体に関しましては県から市町村に出向きまして、

報酬の引き上げ等につきまして、報酬の規定を設定

しまして、今年度で条例を改正しまして解消すると

いうことで聞いております。

○當間盛夫委員 今まで報酬がなかったということ

は、先ほどあるように何か兼務をしていたという認

識でいいのですか。

○又吉進知事公室長 私も大変問題意識を持ちまし

て、１月に北大東村へ行ってまいりました。今、防

災危機管理課長が答弁したように、北大東村も条例

改正をするということで、その方針だということを

確認したのですが、確かに兼務の問題とか、労働対

応の問題とか、幾つか村の事情もお聞きしたところ

ではあります。

○當間盛夫委員 この報酬も、ボランティアという

ことでもあるのですが、災害時に消防団が大事だ。

地域の防災力を高めるためには、消防団を中心とし

た地域の自主防災組織が大事なのだと言われている

わけですから、地域で防災のリーダーとなれる皆さ

んに対しての報酬というものは交付税でやっている

から、しっかりとその対応をしてくれということは、

県が中心になってやらないといけない部分があると

も思っています。

今の報酬からしたら、先ほど宮古島市で163名とい

う消防団の数があるのだが、宮古島市を見てみると

報酬は１万円なのです。これは各市町村に報酬の部

分を、交付税でそれだけ消防費ということで来てい

るのであれば、見合うような形をしっかりと出して



－114－

いくというものは、基本的に災害時における部分で

しっかり活動してもらえる消防団のあり方は大事だ

と思うのです。今、消防職員だけでは全く数は足り

ないということからすると、我々県も全国平均にす

るような形の消防団の数を持っていくということを

しっかり県が打ち出していかないと、これは市町村

に任せるだけでは無理だと思うのですが、どうでしょ

うか。

○又吉進知事公室長 市町村は、その報酬の額につ

きましても、それなりの事情があるわけでございま

す。しかし、県は、しっかりとその対応についても

これまで働きかけをしてまいりましたし、また、消

防団がいざ災害のときには大変な力を発揮するとい

う前提のもとに、市町村と十分話をしていきたいと

考えております。

○當間盛夫委員 次に、総務部、今度は私立学校の

教育振興費がもろもろ合わせて40億円あるのですが、

私がお伺いしたいのは、私立専修学校の振興費の補

助が900万円余りふえているのです。この状況を教え

てもらえますか。

○大村敏久総務私学課長 専修学校の運営費につき

ましては、平成15年度の164万5000円から今回913万

円で増加しております。その考え方につきましては、

大学資格を付与する課程のある専修学校について、

全国で実施している平均的な単価に引き上げて、約

５万5000円ですが、結果そのようになったというこ

とであります。

○當間盛夫委員 160万円ということになっている

が、現状、平成25年までは１人当たり幾らの支給だっ

たのですか。

○大村敏久総務私学課長 平成25年度までは１人当

たり7000円となっております。

○當間盛夫委員 今度、５万5000円まで引き上げる

という部分があるのですが、実質、公立学校に行か

れている１人当たりの授業料は幾らですか。

○大村敏久総務私学課長 正確な数字ではないので

すが、１人当たり30万円余りです。

○當間盛夫委員 その部分からしてもまだ格差があ

るのです。専修学校で高等課程を学んだにしても、

同じ学びで卒業すると高卒ということがあるわけで

すから、今、公立に行くと33万円、私学になるともっ

とふえるはずなのです。訂正がありますか。

○山内末子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、総務私学課長から30万円は公立

学校の授業料ではなく、私立学校の授業料

であるとの訂正があった。）

○山内末子委員長 再開いたします。

小橋川健二総務部長。

○小橋川健二総務部長 公立学校の授業料は月額で

9900円、年額で11万円から12万円ぐらいの範囲だっ

たと思っています。

○當間盛夫委員 私もそういう認識だったのです。30

万円と言うから、あれっ、そうだったかなと思った

のです。それからしても、公立の部分にもまだ半分

なのですね。だから、そういったものを考えると、

同じ高卒になってくるわけですから、これは今度7000

円から５万5000円まで引き上げをしてやってきてい

るわけですから、そういった子供の皆さんには、学

校を運営しているほうにも大変重視しているはずで

しょうが、公立に近いような形でのものをぜひ助成

してもらいたいとも思っております。

もう一つ、授業料の軽減費の補助ということで、

このことも今度は専修学校等に補助対象ということ

になるのですが、これは今回が初めてですか。

○大村敏久総務私学課長 これまでは私立の高等学

校に実施しておりましたが、平成26年度から専修学

校についても実施するということであります。

○當間盛夫委員 僕は、専門学校の果たしている役

割というものは大変大きなものがあると思うのです。

皆さん、新規卒業の部分での短期大学と大学と専修

学校の就職率はおわかりですか。

○大村敏久総務私学課長 沖縄県労働局のデータで

すが、平成25年３月卒業生についてです。大学が65.4

％、短大が86.2％、専修学校が85.8％となっており

ます。

○當間盛夫委員 総務部長、専門学校の皆さんは卒

業生も4000名の数なのです。沖縄県の大学で3600名

という中で、沖縄県の大学の就職率は65％、専門学

校は86％ということで、専修学校の果たしている役

割は大きいですので、沖縄県で果たしている専修学

校の役割をしっかりと踏まえながら、支援等をお願

いしたいと思います。

○山内末子委員長 以上で、知事公室長、総務部長

及び警察本部長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

次回は、明 ３月14日 金曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後４時43分散会
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沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 山 内 末 子
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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月13日（木曜日）

午前10時３分開会

第１委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 上 原 章君

中 川 京 貴君副委員長 砂 川 利 勝君

委 員 座喜味 一 幸君 翁 長 政 俊君

新 垣 哲 司君 仲 村 未 央さん

崎 山 嗣 幸君 玉 城 満君

玉 城 ノブ子さん 儀 間 光 秀君

喜 納 昌 春君

欠席委員

瑞慶覧 功君

説明のため出席した者の職、氏名

山 城 毅君農 林 水 産 部 長

農林水産総務課副参事 泉 強君

流 通 政 策 課 長 宜野座 葵君

農 政 経 済 課 長 仲 村 剛君

営 農 支 援 課 長 西 村 真君

園 芸 振 興 課 長 島 尻 勝 広君

糖 業 農 産 課 長 竹ノ内 昭 一君

畜 産 課 長 安 里 左知子さん

村 づ く り 計 画 課 長 新 城 治君

森 林 緑 地 課 長 謝名堂 聡君

水 産 課 長 新 里 勝 也君

漁 港 漁 場 課 長 安 里 和 政君

労 働 委 員 会 事 務 局 長 真栄城 香代子さん

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

（農林水産部及び労働委員会所管分）

２ 甲第２号議案 平成26年度沖縄県農業改良資

金特別会計予算

３ 甲第９号議案 平成26年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計予算

４ 甲第10号議案 平成26年度沖縄県中央卸売市

場事業特別会計予算

５ 甲第11号議案 平成26年度沖縄県林業改善資

金特別会計予算

3 4ii
ただいまから経済労働委員会を開○上原章委員長

会いたします。

「本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につ

いて」に係る甲第１号議案、甲第２号議案及び甲第

９号議案から甲第11号議案までの予算５件の調査を

一括して議題といたします。

本日の説明員として、農林水産部長及び労働委員

会事務局長の出席を求めております。

まず初めに、農林水産部長から予算の概要説明を

、 。求め 労働委員会事務局長の説明は省略いたします

それでは、農林水産部長から農林水産部関係予算

の概要説明を求めます。

それでは、平成26年度農林○山城毅農林水産部長

水産部関係予算の概要につきまして、お手元にお配

りしてございます平成26年度当初予算説明資料農林

水産部に基づき御説明させていただきます。

１ページをお開きください。

県全体の平成26年度一般会計歳出予算額における

部局別の歳出予算額です。組織改編に伴い、平成26

年度より農林水産部から緑化推進に係る事業が環境

部に移管されることから、農林水産部所管分は移管

前と移管後の２段書きになっております。

表の最下段の合計の金額になりますが、沖縄県全

体の平成26年度一般会計歳出予算額7239億2200万円

のうち、旧組織としての農林水産部所管分は、９行

目括弧書きの金額になりますが、637億6167万円と

なっております。この金額より、組織改編後、環境

部に移管される緑化推進事業分を差し引きますと、

新組織における所管分は636億9824万4000円となりま

す。

前年度の農林水産部の予算額652億6181万7000円と

比較しますと15億6357万3000円、率で2.4％の減と

なっております。

また、一般会計歳出予算の部局別構成比でありま

すが、沖縄県全体の平成26年度一般会計歳出予算額

に占める農林水産部の割合は8.8％となっておりま

す。

次に、一般会計歳入予算の概要について御説明い

（ ）経済労働委員会記録 第３号
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たします。

２ページをお開きください。

平成26年度一般会計における農林水産部関係の歳

、 、入予算額は 表の最下段の合計の金額になりますが

476億3806万円となっており、前年度当初予算額482

億9760万7000円と比較しますと６億5954万7000円、

率で1.4％の減となっております。

それでは、その内容について（款）ごとに御説明

いたします。

８行目になりますが ８分担金及び負担金８億4128、

万7000円は、土地改良法に基づく農地整備事業等に

。係る受益者の分担金及び市町村の負担金であります

その下の９使用料及び手数料7721万9000円は、沖

縄県立農業大学校授業料、漁港区域使用料及び家畜

衛生関係手数料等であります。

その下の10国庫支出金407億2702万4000円は、災害

復旧に要する国庫負担金及び沖縄振興公共投資交付

金等の国庫補助金等であります。

その下の11財産収入４億318万5000円は、沖縄県営

林野の土地貸付料及び試験研究機関等で生産された

農林生産物の売り払い代等であります。

次に、２行下の13繰入金５億7564万2000円は、沿

岸漁業改善資金の貸付原資に係る国への元金返済に

伴う一般会計への繰入金等及び農地中間管理機構事

業等に係る基金繰入金等であります。

次に、２行下の15諸収入16億2390万3000円は、中

央卸売市場販売促進貸付金に係る元利収入及び試験

研究機関の受託試験研究費等であります。

その下の16県債33億8980万円は、公共事業等及び

災害復旧に充当する県債であります。

以上が、農林水産部関係の一般会計歳入予算の概

要であります。

次に、一般会計歳出予算の内容について（款）ご

とに御説明いたします。

３ページをお開きください。

６行目になりますが （款）農林水産業費は616億、

6853万4000円となっております。前年度予算額と比

較しますと17億7728万3000円、率で2.8％の減となっ

ております。

主な事業としては、県産農林水産物を県外向けに

出荷する場合の輸送費に対して補助を行う農林水産

物流通条件不利性解消事業、配合飼料高騰に伴う畜

産経営への影響を緩和するため、飼料費の一部に対

して補助を行う養豚生産性向上緊急対策事業及びき

め細かな土地基盤の整備を行う農山漁村活性化対策

整備事業等がございます。

11行目になりますが （款）災害復旧費は20億2971、

万円となっております。

前年度予算額と比較しますと２億1371万円、率で

11.8％の増となっております。

主な事業としましては、農地農業用施設災害復旧

費、林道施設災害復旧費、漁業用施設災害復旧費等

がございます。

、 。以上が 一般会計歳入歳出予算の概要であります

次に、平成26年度農林水産部所管の特別会計歳入

歳出予算について御説明いたします。

４ページをお開きください。

農業改良資金特別会計の歳入歳出予算額は１億772

万9000円となっております。

前年度予算額と比較しますと7587万9000円、率で

41.3％の減となっております。

減となった主な理由は、就農支援資金の国への償

還金及び県の一般会計への繰出金の減によるもので

あります。

５ページをお開きください。

沿岸漁業改善資金特別会計の歳入歳出予算額は１

億5316万円となっております。

前年度予算額と比較しますと959万4000円 率で5.9、

％の減となっております。

減となった主な理由は、沿岸漁業改善資金の貸し

付け需要の低減に伴う貸付金の減によるものであり

ます。

６ページをお開きください。

中央卸売市場事業特別会計の歳入歳出予算額は10

億2732万5000円となっております。

前年度予算額と比較しますと６億2870万8000円、

率で157.7％の増となっております。

増となった主な理由は、冷蔵配送施設の整備に伴

う工事請負費の増によるものであります。

７ページをお開きください。

林業改善資金特別会計の歳入歳出予算額は1583万

8000円となっております。

以上、農林水産部関係の一般会計及び特別会計の

予算の概要を御説明いたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

農林水産部長の説明は終わりまし○上原章委員長

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項につ

いてに従って行うことにいたします。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会の運営に準じて、譲渡しないことにいた
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します。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔に発

言するよう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに質疑を行います。

砂川利勝委員。

まず、国営・県営土地改良事業の○砂川利勝委員

本年度の取り組みについてお伝えいただきたいと思

います。

平成26年度に工事を国営地○山城毅農林水産部長

区において着工するという計画を立てているわけで

ございますが、今年度、平成25年度は現在、同意取

得に向けて準備を進めているところでございます。

これは石垣市ですよね。○砂川利勝委員

石垣市の国営土地改良事業○山城毅農林水産部長

の件でございます。

平成26年度に関しては、何か特別○砂川利勝委員

なことはありますか。

石垣市におきましては、平○山城毅農林水産部長

成26年度に国営が着工されるわけでございます。手

順としましては、先ほど申し上げましたように同意

取得に着手して、それから４月下旬には申請書を上

げていただくという計画になっておりまして、８月

下旬には事業計画を確定し、事業に着工するという

スケジュールでございます。平成26年度は概算ベー

スで４億円を投入して、施設の設計あるいは緊急性

の高い幹線排水路の改修を行う予定と聞いておりま

す。

同意取りつけという話が先ほども○砂川利勝委員

出ましたが、何％ぐらいされていますか。

現在同意取得に向けて○新城治村づくり計画課長

取り組んでいるところなのですが、アンケート調査

でこれまで約90％の同意が確保されています。それ

を今、本同意取りに向けて地域の協議会で進めてい

るところであります。

国営の多分、底原ダムから３つの○砂川利勝委員

ダムをつなげていくという流れですよね。

今回の石垣島国営土地○新城治村づくり計画課長

改良事業の大きな目的として、５つのダムの相互運

用を予定しております。その中で大きい額として、

底原ダム、名蔵ダム、それと大浦ダムとか、石垣ダ

ムとかありますが、相互運用して、これまで水が来

ていなかった石垣島北部地域に水を送る予定として

おります。

ぜひ工事がうまくいくようにお願○砂川利勝委員

いしたいのと、国営ですから、なかなか言えないと

は思うのですが、地元業者にやはりやらせていただ

きたいと。ただ管の径が大きくなるだけで、そんな

に難しい工事ではないと思うのです。地元の業者も

含めて、しっかり自分たちでやりたいのだという話

もしていますので、その辺、沖縄県も少し対応して

いただければありがたいと思うのですが、いかがで

すか。

今回、国営土地改良事○新城治村づくり計画課長

業で関連事業を含めて総事業費が761億円あります。

そのうち国営が280億円で、県営団体への支援を含め

て480億円となっています。この480億円に関しては

沖縄県と石垣市と区が中心になりますので、それに

関してはこれまでどおり地元業者を中心にできると

思います。また、国営に関しては沖縄県からの要望

を国と調整をしていきたいと考えております。

ぜひよろしくお願いします。○砂川利勝委員

では、次に移ります。新川川河口、石垣漁港西側

の改良工事だと思うのですが、現在の進 状況の説

明を求めます。

現在、新川川河口について○山城毅農林水産部長

は赤土等の流入、堆積等、漁場機能の低下が見られ

ているわけでございます。このために、本年度の事

業で漁場回復に向けて、当該海域の赤土と土砂堆積

の状況、あるいは生物の生息状況等の漁場環境及び

加工に係る既存資料等の調査を実施しているところ

でございます。

これは平成25年度から始まってい○砂川利勝委員

ると思いますが、今年度までの調査ですか。

本調査は平成26年度も継続○山城毅農林水産部長

して行う予定です。

かねてからこの河口付近はすごく○砂川利勝委員

赤土が流れていて、町の中なのですが、景観という

か、すごく汚れた地域で取り組んでいるということ

は大変いいことだと思います。調査してから工事に

着手できるまでの見通しというのですか。その辺が

伺えればありがたいのですが。
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現在、平成25年度から調○安里和政漁港漁場課長

査を開始しておりまして、平成26年度も同様に、底

質調査だとか、そういった海域の環境状況の調査を

いたします。平成26年度におきましては検討委員会

を設けまして、有識者等の意見も踏まえて、平成26

年度の調査をまとめていきたいと思っています。そ

の平成26年度の調査を踏まえまして、平成27年度に

、 、 、実際に 漁場の回復だとか 漁場環境の改善だとか

そういったものがどういった事業で図れるかという

ことで、実施に向けた業務を行っていきたいと考え

ております。

平成27年度に何とか実施をしてい○砂川利勝委員

ただいて、早くやればやるほど、それだけ汚れない

と思いますので、ぜひ早目にできるように対応をひ

とつよろしくお願いします。

次に、地域食品振興対策費の説明を求めます。

地域食品振興対策費は、○宜野座葵流通政策課長

沖縄県産農林水産物の販売促進や地産地消、加工６

次産業化関連の７つの事業で構成されております。

平成26年度は、販売促進関連では、ＪＡなどの出荷

団体とともに、主に県外で販売促進キャンペーンに

取り組む沖縄県産農林水産物販売促進事業として810

万4000円。次に、県外での販路開拓に取り組む人材

育成を行う沖縄県産農林水産物販売力強化事業とし

て5301万2000円。地産地消関連では、直売所の活性

化に取り組む直売所を核とした沖縄県産食材消費拡

大事業として2865万円。学校給食や飲食店での消費

拡大とおきなわ花と食のフェスティバルの開催支援

等に取り組む沖縄島風土利用促進事業として3000万

円。加工６次産業化関連では沖縄県産農林水産物を

使った加工品の付加価値向上に取り組むプレミアム

加工品開発支援事業として3556万2000円。緊急雇用

予算を活用し、６次産業化人材の育成に取り組む新

たな地域資源による６次産業化人材育成事業として

1328万4000円。６次産業化サポートセンターの設置

や６次産業化関連の補助を行う６次産業化支援事業

として１億2715万1000円の合計２億9576万3000円を

計上しているところであります。

なお、平成26年度から加工６次産業化関連の事業

につきましては、今回の組織改編に伴い、流通政策

課が流通加工推進課として事業を推進することと

なっております。

地域食品振興対策費というものは○砂川利勝委員

今年度からスタートですか。以前にもやったのです

か。

いえ、従来からやってい○宜野座葵流通政策課長

ます。

成果というものはどうですか。○砂川利勝委員

成果につきましては、ま○宜野座葵流通政策課長

ず、人材育成を目的とする沖縄県外のＯＪＴ研修に

ついては沖縄県外の商談会とか沖縄県外フェアを実

施しております。沖縄県外取引が徐々にあらわれて

きていまして、そういう意味では沖縄県外の流通が

促進されていると考えています。プレミアム加工品

、 、開発支援事業におきましても 各事業者―沖縄本島

宮古八重山地区の事業者が積極的に参加しまして、

加工品を開発していただき、それを沖縄県外のバイ

ヤーとかと商談会も実施して、徐々に取引が成立し

ているという実績も出てきております。

地産地消と言われる中で、皆さん○砂川利勝委員

は地産地消をどのぐらいの目標で考えているのです

か。

地産地消については特に○宜野座葵流通政策課長

目標設定はしておりませんが、今回、平成25年度に

地産地消計画を改定する予定になっております。例

えば現在、学校給食あたりでは地産地消利用率が34

％程度になっていますが、それを５％程度―40％前

後に引き上げるとか、そういった目標設定をして推

進していきたいと考えています。

ぜひ地産地消をしっかりと進めて○砂川利勝委員

いただきたいと思います。

次に移ります。６次産業化支援事業について内容

の説明をお願いします。

沖縄県では地域の創意○新城治村づくり計画課長

工夫を生かした６次産業化を支援するため、平成26

年度から国の６次産業化ネットワーク活動交付金を

活用し ソフト ハード両面から支援する計画となっ、 、

ております。具体的な支援内容としましては、１点

目として、農林漁業者の相談対応を行う沖縄県６次

産業化サポートセンターや６次産業化プランナーの

配置、２点目として、市場調査や新商品開発、販路

開拓等に要する費用の補助、３点目として、加工施

設、直販施設等の整備に要する費用の補助となって

おります。今後、関係市町村と連携して本事業を推

進していきたいと考えております。

６次産業化支援事業は、実際沖縄○砂川利勝委員

県内でどのくらい組織化されたものがあるのか、教

えていただけますか。

国では平成22年度に地○新城治村づくり計画課長

域資源を活用した農村漁業者等による新事業の創出

等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律―

六次産業化・地産地消法を制定しております。その
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中で、６次産業化を担う人材、事業者を育て、認定

するということで 総合化事業計画というものをやっ、

ています。沖縄県内では現時点で、この認定を受け

た団体として52団体あります。

52団体というものは実際６次産業○砂川利勝委員

化されて、きちんと営業されていますか。

これまで52団体が認定○新城治村づくり計画課長

されて、平成24年、平成25年に関しては国の事業で

認定事業者を支援しております。その中で、ハード

事業で11件、約10億円の事業費を支援し、この認定

業者は営業を行っています。またあわせて、販路開

拓や新商品の開発事業がソフト事業なのですが、そ

の中で22件の事業者を認定し、事業費として11億円

を借りて認定事業者を支援し、それに伴って認定事

業者が営業を行っていると考えております。

33件だから、まだ19件はやってい○砂川利勝委員

ないということで、国から沖縄県に移管されたとい

うことで、やはりより充実した支援ができるのでは

ないかと思います。認定したはいいが、結局機能し

、ていないというものはいろいろあると思いますので

そこら辺のサポートをして、申請した団体が全て営

。業できるように取り組んでいただきたいと思います

次に移ります。与那国製糖工場の進 状況を説明

してください。

与那国町の与那国製糖○竹ノ内昭一糖業農産課長

工場につきまして、かなり老朽化が進んでいるとい

うことは、沖縄県も認識しております。現在、地元

との調整を進めておりまして、目途になりますが、

平成26年度中の着手ということで現在調整を進めて

いるところです。

では、平成26年度着手で、どんな○砂川利勝委員

に悪くても平成27年度には完成しますよね。引き続

き頑張ってください。

ただ、ここは聞くと、生産量が余りよろしくない

と。だから、製糖工場をつくるのも大事ですが、や

はり農家の単収を上げる。それをしっかりまた、支

援をしていただきたいと思っています。せっかくい

、いものをつくると思いますので―やはり量がないと

、また採算性が合わないとかという話になりますので

しっかりと耕作する農家の皆さんに支援をしていた

だければいいと思いますので、よろしくお願いいた

します。

次に移ります。日台漁業基金、100億円の基金があ

りますと。私は配分と言ったのですが、現状はどの

ような状況ですか。

、○新里勝也水産課長 沖縄漁業基金につきましては

日台漁業取り決めによる影響緩和を図るとともに、

本県水産業の競争力強化及び漁業企業の安定化を図

ることを目的として、100億円の基金が公益財団法人

沖縄漁業振興基金に設置されたところであります。

現在、同財団において基金事業の実施に向けた準備

が進められているところでございます。沖縄漁業基

金の執行につきましては、各漁協からの要望等を集

めて、同財団に設置される事業検討委員会の中で検

討されまして、具体的にどのように執行していくか

ということが決定されるという運びになると聞いて

おります。

平成26年度からこの基金は活用す○砂川利勝委員

るという方向性でいいのですか。

もう２月には国から基金が交○新里勝也水産課長

付されておりますので、なるべく早く、３月にでも

スタートしたいということで、同財団では準備を進

めているところです。４月にはスタートできる体制

になると考えております。

やはり先島が一番影響のあるとこ○砂川利勝委員

ろだと思うのです。配分については当然沖縄県はわ

からないとは思うのですが、しっかりとまた、配分

がなされて、営業支援ができるように対応方お願い

したいと思います。

次に移ります。飼料高騰対策は、平成25年度も事

業はあったと思うのですが、成果はどうでしたか。

平成25年度から行っており○安里左知子畜産課長

ます飼料高騰対策事業ですが、少し内容を申し上げ

ますと、まず、養豚農家への配合飼料に対しまして

１トン当たり1600円、肉用肥育、酪農家の輸入粗飼

料の購入につきまして１トン当たり1600円、沖縄県

配合飼料価格安定基金の積立金に対しまして１トン

当たり300円の支援を行っているところです。平成25

年度の実績につきましては今現在まとめているとこ

ろでございますので、数値的にどのようになってい

るかは今ここで申し上げることができませんが、順

調にやっていただいていると把握しております。

今、畜産、子牛がいい値段で取引○砂川利勝委員

もされているし、また、石垣牛とか、しっかりと消

費されています。ただ、値段は上がったのですが、

それに比例して飼料が上がれば、結局中身がないで

すので、しっかりと支援をしていただいて、特に石

垣牛の肥育なんかはもう足りないと言われているぐ

らいなのです。しっかり支援をしていただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。

通告はしていないのですが、１点だけ、有害鳥獣

対策です。今年度の予算と、先島にどのくらい配分
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されているか、説明できますか。

後ほど資料を提供いただくということで、これで

終わります。

座喜味一幸委員。○上原章委員長

通告はしていませんが、よろし○座喜味一幸委員

くお願いします。

１点は、今、石垣市で食品衛生レベルの高い株式

会社八重山食肉センターが工事中だと思いますが、

それの中身、進 状況について、食品衛生のレベル

も含めて説明願います。

現在、石垣市において、輸○安里左知子畜産課長

出申請が可能な施設ということで株式会社八重山食

肉センターの整備を行っております。今年度中に整

備が終了する予定になっています。

、○座喜味一幸委員 我々沖縄県のハブ貨物拠点から

東アジアに向けたいろいろな農林水産物等々を出荷

するという大きな動きの中で、石垣市の株式会社八

、 、重山食肉センター 沖縄県内で唯一だと思いますが

そこを活用して、沖縄県内における黒豚、あるいは

ニーズの高い和牛等のアジア向けの出荷をどのよう

にしようとしているのか、沖縄県全体の中で石垣市

でつくられる株式会社八重山食肉センターをどう活

用していこうとしているのか。

今回つくります石垣市の株○安里左知子畜産課長

式会社八重山食肉センターは衛生レベルが高いもの

になると考えております。もう一つ、沖縄県には６

カ所の食肉センターがありますが、ほかの食肉セン

ターにつきましては、南城市にある株式会社沖縄県

食肉センターが対マカオ向けであれば輸出申請が可

能であろうと考えておりまして、現在それを行う予

定となっております。その他の食肉センターでは海

外輸出のレベルが確保されておりませんので、私ど

もの考えとしましては、海外輸出に向けての牛の屠

畜であれば、石垣市の株式会社八重山食肉センター

に持っていく方向で今後計画していきたいと思って

おります。といいますのも、衛生レベルを上げる改

修は非常にお金がかかりますし、現在の屠畜量にま

、た上乗せということも大変厳しくなってきますので

株式会社八重山食肉センターの利活用を考えており

ます。

ごもっともだと思っておりまし○座喜味一幸委員

、 、て 沖縄県内における肥育した和牛を加工処理して

アジアに向ける。対マカオというものは少しレベル

が低いのですね。そういう意味では、石垣市の株式

会社八重山食肉センターというものは拠点になると

思っております。そういう意味において、現状でど

れぐらいのアジア向けの仕向けがされていて、これ

を通してどこまでアジア向けの出荷目標としている

か。そういう目標の中で沖縄県内の畜産農家が肥育

をどうしようとしているのかという全体の青図がな

いともったいないという思いがあって、この質疑を

させていただいております。この目標というか、ど

ういうスキームでやって、拡大していこうとしてい

るかという夢を語ってくれませんか。

私から説明しまして、足り○安里左知子畜産課長

ない分は農林水産部長に補足してもらいますが、肥

育牛につきましては今現在6400頭ぐらいいます。こ

のうち今、海外向けは沖縄県から直接出ているもの

はございませんが、九州の鹿児島県を経由して3865

キログラムが海外輸出向けになっております。海外

輸出につきましては何キロ出していきたいという細

かい計画は図っておりませんが、肥育牛の目標とし

まして、平成33年度までに１万4000頭まで肥育牛を

伸ばしたいと考えております。ということは、肥育

牛だけを伸ばすことができませんので、まず肉用牛

全体の底上げ、農家の繁殖牛も含めて増頭運動を現

在始めているところです。それと、沖縄県は亜熱帯

気候という粗飼料の優位性がありますので、石垣牛

、あるいは本部牛などのブランド力の強化についても

ＪＡあるいはその関係機関と協力してやっていきた

いと思っておりますし、また、今、盛んになってい

る石垣市の観光等ともリンクして消費拡大を目標に

したいと考えております。

すばらしい考えですが、今、現○座喜味一幸委員

状3.8トンですよね。鹿児島経由で出しているという

ことなのですが、この株式会社八重山食肉センター

の処理能力というものはどれぐらいありますか。

いいです。多分日10頭程度だと思っておりますか

ら、要するにこの辺の具体的な、現状４トンの海外

仕向けを何トンにしようとしているのか。その中で

繁殖から肥育まで、どのような形で畜産を振興して

いるのか。海外向けの和牛の品質をどう高めていこ

うとしているのかという目標を明確にしていかない

と、私はこの事業、畜産というものは今大きな過渡

期になっていると思っておりまして、飼養農家数も

減っているし、頭数も減ってきている。その中で新

たなアジア向けの戦略というものは畜産、非常に大

きな、大事なウエートを占めていると思っているの

であえて質疑しているのです。その目標、具体的な

アクションプログラムを持ってやっていかないと、

せっかくの石垣市の株式会社八重山食肉センターは

。生かされないのではないのかという思いもあります
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今度は石垣市からアジア仕向けに和牛を輸出する

状況、想定があったときに、地元における税関、防

疫体制をどうしようとしているのか それから 送っ。 、

、 、た香港市場を含めたアジアにおいて その保存保冷

市場をどうしようとしているのか、それの考えをお

聞かせください。

石垣市につきましては、税○安里左知子畜産課長

関、動物検疫所は昨年、平成25年３月に石垣港を指

定港ということで特別に認めていただきまして、そ

こは防疫をきっちりやれるような体制がとられてお

ります。それから、仕向けの肉につきましては今、

沖縄振興一括交付金を利用しました県産食肉ブラン

ド国内外流通対策強化事業におきまして香港の冷凍

冷蔵施設で保管、整備しております。これによりま

して、定時定量の肉が必要なときに香港市場に出回

るというようなことを今やっているところでござい

ます。

香港でそういう冷凍冷蔵施設が○座喜味一幸委員

できるということで一安心しているのですが、これ

は畜産だけではなくて、野菜類も含めて一緒であり

ます。

それで今、石垣港が特区指定かわからないが、受

けたという話があるのですが、これはうちの物流拠

点の中で、臨空は様子が見えるが、海のほうが見え

にくい。要するに海上輸送がうまくいっているのか

どうか、見えない。離島の部分が配慮されていない

ので、那覇港、中城港、平良港プラス石垣港という

特区の中で、今の出入り―税関、防疫等を含めた特

区、海上輸送の形をどうとっていくのか。その辺を

しっかりと押さえないと。この事業というものはな

かなか課題が多いと思っております。そういう意味

におきましては、商工労働部とかと連携しながら、

せっかくなのでやらないといけないと思っているの

です。ちなみに今言っている石垣港から牛、肉を出

そうとしたときに、輸送費、輸送体系というものは

どうなりますか。この辺が弱い気がするのですね。

石垣港で枝肉にして、これ○山城毅農林水産部長

を海外に輸出するときの輸送費支援ということだと

思うのですが、それにつきましては今、ＡＮＡの物

流の中で商工労働部でコンテナの借り上げという事

業をやっておりますので、現在のところはそれをう

まく活用しながらやっていこうと思っております。

この辺をもっと研究して、連携○座喜味一幸委員

をとってもらいたいと思いますのは、先ほどおっ

、しゃった沖縄県産農林水産物海外販路拡大支援事業

食肉のブランド強化、トレーサビリティーの運用シ

ステムとかというような仕組みそのものを、我々沖

。 、縄県の国際物流特区の中でどう生かすか 要するに

沖縄県内の生鮮食料品等を海外に向けてどうしよう

としているかという連携が私は大変弱いような気が

しております。例えば、島からマンゴーを香港が買

いたいと言っております。出荷するにはどうするの

か。ジャガイモを欲しいと言っております、南風原

のカボチャが香港のヤオハンで売られています。こ

ういう一つ一つのものに対して、本土向けだけでは

なくして、海外向けにどう生産拡大して海外市場に

売り出そうとしているのかというスキームで、本気

にならないともったいない。その辺はどうなのです

か。

委員おっしゃるように、商○山城毅農林水産部長

工労働部で物流事業を香港で四、五年前からやり始

めたころからの我々の課題として、安定的に供給す

るためにはやはりいいもの、安心・安全で品質のい

いものを間違いなく送るシステムをつくる必要があ

るということはずっと思っておりました。そのため

には産地側の連携をしっかりして、委員がおっしゃ

るような目標をしっかり持ってやる必要性は確かに

あります。そういう意味で、農林水産部内にも今か

かわっている流通部門、畜産部門、園芸部門、黒糖

部門、あと水産部門がありますので、その辺で農林

水産部内でまず輸出協議会みたいなものを立ち上げ

、 、て そこで出荷団体等も含めて将来像を描きながら

しっかり取り組んでいきたいと考えているところで

ございます。

既に我々沖縄県はハブ貨物でい○座喜味一幸委員

ろいろな拠点の形が大体見えていたのですよ。特に

香港市場なんていうものは見えていたのですが、実

は九州全県が連合して特産品海外仕向けの連携組織

をつくって、海上輸送で香港に売り込むような連携

ができて、もう本格的に動こうとしているのです。

そういう中で、我々が最初にやった国際物流拠点そ

のものが、沖縄県外の人たちにとって魅力的なルー

トになっている。そういう意味において、我々沖縄

県内における農林水産業あるいは加工産業を育てよ

うとしたときに、ぼやぼやしていたらいけないとい

う思いがあるのです。いや、もう場合によったら、

海上輸送を含めて九州の仕組みが安ければ、逆に我

々沖縄県は巻き込まれてもいいのではないかと思う

ぐらい本格的に動いている。その辺に対しての現状

認識はどうですか。

私も香港に市場調査に行っ○山城毅農林水産部長

てきていますので、確かにそこを見ると、国内のブ
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ランド産地のものが結構入ってございます。なおか

つ外国からも結構入ってきていますので、その中で

沖縄県がどういう立ち位置で売り込んでいくかとい

うところは、戦略的に取り組んでいかないといけな

いと非常に感じております。それについてはまた、

商工労働部とも連携しながら、沖縄ブランドとして

沖縄県のものをどう売り込んでいくのか。もう一つ

、ジャパンブランドということも言われていますので

国内の競争もあるかもしれないのですが、その中で

沖縄県のブランドをもう少し強調しながらやってい

く必要があると思っております。

ぜひとも商工労働部と連携をし○座喜味一幸委員

て、大きな市場というものを理解、把握しながら進

めないと、せっかく我々の沖縄ブランドの可能性が

引き出せないのです。これについては輸送、税関等

を含めた物流、市場ニーズというものの連携をぜひ

ともとってもらいたいと希望して、次に移ります。

農林水産物流通条件不利性解消事業というものが

ございます。今言っている県外向けの輸送のハンデ

を克服する意味で大変有用な事業だと思っておりま

す。もういよいよ２年ですが、この農林水産物流通

条件不利性解消事業、結果として、生産拡大、農家

の生産意欲につながらなければいけないと思うので

す。もう追跡調査もされていると思うのですが、最

終でなくてもいいが、そのおおむねの結果について

教えてくれませんか。

まず、農林水産物流通条○宜野座葵流通政策課長

件不利性解消事業を導入した成果についてお答えし

ます。本事業による出荷団体の沖縄県外出荷実績、

出荷事業につきましては 平成24年度は出荷団体が71、

団体で、前年度実績に比べ約630トン増の２万2980ト

ンとなっております。それから、平成25年度におき

ましては出荷団体が111団体とふえておりまして、前

年度実績の約４万3700トンに対しまして、平成25年

度の出荷計画では１万4900トン増の５万8600トンを

見込んでおり、出荷団体におきましては沖縄県外へ

の出荷の拡大につながっていると考えております。

また、成果としましては、輸送コスト負担の低減に

よりまして、沖縄県外への出荷や農家所得の増加に

加えまして、出荷先の開拓、出荷時期の拡大など新

たな取り組みがなされているところであります。

大変うれしい話です。農家の方○座喜味一幸委員

から、実はこの事業をすることによって、オクラ部

会とか、ゴーヤー部会とか、みんなふえたと。生産

意欲も出てきて、勉強会もやるようになったという

ような声も届いておりますから、ぜひとももう少し

思い切って生産拡大につなげるような指導体制を。

ぜひ農林水産物流通条件不利性解消事業を生かして

いくようにやってもらいたいと思うのですが、沖縄

県でやっている農林水産物流通条件不利性解消事業

のメニューをふやしてくれという意見が多かった。

その中で市町村単独でやっているメニュー、今後そ

ういうものも含めて支援をしていく考えは……。ま

ず、市町村単独でやっている輸送費補助事業にはど

ういう事業がありますか。

沖縄県内では、離島市町○宜野座葵流通政策課長

村が沖縄本島へ出荷する生鮮水産物の航空輸送につ

きまして輸送費補助を実施していると聞いておりま

す。平成25年度は、宮古島市、与那国町、石垣市が

実施しており、平成26年度からは竹富町が４月から

実施見込みということになっております。

市町村等も含めて、ぜひとも弾○座喜味一幸委員

力的に支援して、結果が出るように頑張っていただ

きたいということを希望して、終わります。

翁長政俊委員。○上原章委員長

私も座喜味委員の延長になるので○翁長政俊委員

すが、事業名で県産食肉ブランド国内外流通対策強

化事業、養豚生産性向上緊急対策事業、沖縄県産農

林水産物海外販路拡大支援事業、同じく農林水産物

流通条件不利性解消事業等に係る問題で、畜産の問

題を取り上げさせていただきます。

今の畜産の現状ですが、農産物に対する畜産物の

出荷額の金額とパーセンテージを教えてください。

一番新しい平成25年末の農○安里左知子畜産課長

業産出額は877億円 そのうち畜産が385億円で 43.9、 、

。 、％を占めております 一番多いのが肉用牛で144億円

養豚が131億円となっております。

この生産高、出荷高から見てみて○翁長政俊委員

も、沖縄県農業行政に対する畜産の位置づけという

ものは、農林水産部長、どのように見ておられます

か。

今ありましたように、農業○山城毅農林水産部長

産出額から見ると43％ということで非常に高い位置

にあるわけでありまして、畜産についても肉用牛、

、養豚含めて沖縄県の観光とリンクした取り組みとか

あるいは養豚については食文化の中心になっている

畜種でもございます。そういう意味では農産業の中

。でも非常に重要な位置づけにあると考えております

畜産課長、あなたはどう考えてい○翁長政俊委員

ますか。

農林水産部長のおっしゃる○安里左知子畜産課長

とおりで、本当に一生懸命頑張っていますし、いろ
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いろ問題がありながらも、夢を持って畜産業は進ん

でいると思っております。

いや、私が皆さんからヒアリング○翁長政俊委員

した中では、農水産業の中でのリーディング産業と

いう位置づけだ、畜産というものが。沖縄県の農政

を引っ張っていく非常に有望で有力な産業との位置

づけを持っておられると聞いておりますが、農林水

産部長、そのとおりですか。

畜産については、例えば肉○山城毅農林水産部長

用牛の子牛については全国有数の産地にもなってい

ますし、肉用牛そのものも非常に評価が高い―ブラ

ンドとしての石垣牛あるいは本部牛あたりは全国の

肉用牛枝肉共進会でも農林水産大臣賞をいただくほ

ど非常によい品質になってきています。あわせて、

養豚についてもアグーという在来豚を活用した非常

に品質のいいこれからのブランド豚として、これを

活用した、あるいは沖縄アイランドとの組み合わせ

で非常にいい養豚業が可能性としてあるものと考え

ております。そういう意味では沖縄の特性を生かし

て肉用牛を伸ばしていけると思っておりますので、

引っ張っていきたいと考えております。

畜産の現状の中で子牛、肉用牛の○翁長政俊委員

価格がいいとか、好調であるとか、アグー豚の海外

における評価が高いとか、いろいろな好条件が出て

いて、さらには、農産物の43％を畜産が占めている

という中にあって、肉用牛に係る分については、い

わゆる子牛を取引する場合、今、減少傾向にありま

すよね。それはどういうことなのですか。かなり期

待感がある畜産業の中において、今の課題―家畜市

場において子牛等の取引頭数が減っているという現

状をどう見ていますか。

平成23年度の東北の震災以○安里左知子畜産課長

降、東日本で肉牛の飼養が減ってきたことがあり、

西日本では子牛の素牛の需要が非常に高くなってお

ります それでどんどん 今 過去最高の高値になっ。 、 、

、 、ているところですが やはり高いということがあり

あと、古い繁殖牛も高く売れるということがあるた

めに農家が手放しているといった、売っている状況

もあります。ただし、子牛が高いので、逆に今度は

買いにくいという繁殖牛の状況もありまして、委員

のおっしゃったとおり、肉用牛の飼養頭数が沖縄県

。 、 、では減少しております 私たちとしましては ＪＡ

公社、あるいは市町村も含めて今、肉用牛の増頭運

動を展開しているところであります。

今、聞いていたら余り理解できな○翁長政俊委員

くて、需要がふえているのだから、当然増産体制に

あるべきですよね。高値で取引されていて、農家に

してみれば、その時期にたくさん生産をして出した

ほうが実入りは絶対いいはずなのです。しかしなが

ら、取引頭数が減っているということは、これは生

産量が減っているということにつながっているので

はないですか。農林水産部長、どうなのですか。

子牛の取引頭数の推移を見○山城毅農林水産部長

ますと、確かに平成21年のころ、約２万7790頭ござ

いました。現在、平成24年度が２万5900頭というこ

とで確かに減っております。ただし、平成21年度当

時の価格が１頭当たり平均30万円なのですね。その

ときも非常に厳しい価格になっていて、あわせて、

沖縄県の一つの課題として老廃牛―年齢を引っ張っ

て子供を産ませる牛を大事にして、８年のものを10

年以上とか、長く抱えているという課題が１つござ

います。そうすると、生まれてくる子牛が減ってく

るという課題があって、それを踏まえて我々は、そ

れを改善するということで、この二、三年取り組ん

できたのが、老廃牛をいい子牛に切りかえていく、

繁殖牛に切りかえていきながら、生産性の向上に向

け取り組んでいこうと。そういうことをしているう

ちに、今、畜産課長からありましたように、震災と

口蹄疫の関係で全国的に子牛の供給が減ってきてい

る要因の中で、現在は１頭当たり50万円まで値段が

上がってきている状況にございます。そうすると、

我々としては、品質のいい農家の繁殖牛の経営その

ものとは少し切りかえていきながら、いい繁殖牛に

切りかえていくというシステムを進めております。

それをやることによって子牛の生産能率、繁殖能率

を高めながらやっていく。今、現状ではいい値段を

していますので、先ほど畜産課長からもありました

ように地域を含めて、畜産農家を含めて増産運動を

しながら、生産拡大に向けて取り組んでいこうとい

う動きをしているところでございます。

繁殖牛については、今説明があっ○翁長政俊委員

て、私は余り納得していないのですが。いずれにし

ろ、今需要がかなり高いのですから、農家の足腰を

、 、強くする意味においても まさに増産体制をとって

実入りがいい牛。農家の経営、足腰を強くすること

が必要だろうと私は思っているのです。

それともう一つ、ブランド牛、ブランド化です。

。肥育牛の頭数の確保はきちんとできているのですか

今、肥育牛の頭数の確保に○安里左知子畜産課長

つきましても、繁殖牛と一緒で横ばい状態です。平

成23年度の出荷が4000頭で、平成24年度は4300頭ま

でふえましたが、平成25年度が今手元にありません
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が、横ばいという状況になっています。ブランドに

つきましては、石垣牛ブランド、本部牛ブランドと

いうブランドがありますが、実は沖縄県では美味

（まーさん）ブランドということで、牛だけではな

く、沖縄県産の食肉を一つの美味（まーさん）ブラ

ンド、県産食肉で売り出すということで、公益財団

法人沖縄県畜産振興公社が商標登録もされておりま

すので、沖縄県全体の食肉のブランドを底上げして

いく予定です。

市場に出回っている豚にも触れま○翁長政俊委員

すが、アグー豚や、さらにはブランド牛と言われる

のものが、市場にあふれているものと生産高とのバ

ランスがうまくとれているのかと思って―正直なと

ころ、僕は懐疑的な目で見ているのですよ。もう少

しその辺のチェック体制を含めて、しっかりとした

管理体制、標識番号をつけるやつ。ああいったもの

を含めて、しっかりとした体制が必要だろうと思う

のですが、どうでしょうか。

今おっしゃったトレーサビ○安里左知子畜産課長

リティーという個体識別の話だと思います。牛の個

体識別はもう確立しておりまして、今、豚につきま

しては個体識別の開発を事業でやっているところで

。 、 、 、す 頭数の確保につきましては 養豚 肉用牛とも

先ほど農林水産部長からお話がありましたとおり減

少しておりますので、両方につきまして―まず、豚

につきましては、昨年沖縄アイランドという産子数

の多い、そして増体量の多い豚を開発することがで

きましたので、これを活用して農家に普及するとい

うことで、飼養頭数の底上げを図りたいと考えてお

ります。肉用牛につきましては１頭増頭運動ととも

に、優良遺伝繁殖素牛保留事業ということで保留し

た農家に補助金を出すとか、あと導入事業も行って

おりまして、そういうもので素牛の確保も図ってい

るところです。

畜産については要するにいろいろ○翁長政俊委員

な事業を入れているのですが、農林水産物流通条件

不利性解消事業においても、私が皆さんから聞いた

、 、範囲の中では 牛肉においては海外が４トンですか

豚肉が海外に10トン。これは沖縄県外はどうなって

いるのですか。いわゆる海外を除いた沖縄県外の出

荷トン数みたいなものは把握されているのですか。

海外の輸出のほかに、沖縄○安里左知子畜産課長

県外移出が総計で年間、平成24年が7700トンぐらい

沖縄県外にも移出されております。

豚も、牛肉もみんな合わせてです○翁長政俊委員

か。

これは豚肉だけです。○安里左知子畜産課長

豚肉で7000……。○翁長政俊委員

7790トンです。○安里左知子畜産課長

牛肉は。○翁長政俊委員

済みません。今、牛肉の数○安里左知子畜産課長

量が手元になくて、後でお調べいたします。

わかりました。いずれにしろ、海○翁長政俊委員

外向けの強化を行おうということで、事業展開、新

規で皆さん方、事業を入れたりしているのですが、

問題なのは生産自体も数値目標をきちんとつくって

いかないと、海外に出そうにも出るものがない。特

に沖縄県の場合は、繁殖牛はかなり力を入れている

のですが、肥育牛ということになると非常に厳しい

現状にあると私は認識しています。肥育牛でどれぐ

らい飼っておられますか、沖縄県内で。

現在、肥育牛の飼養頭数は○安里左知子畜産課長

6368頭です。平成33年度目標が１万4000頭と考えて

おります。

この中には経産牛も入っているの○翁長政俊委員

ですか。

今の肥育目標１万4000頭は○安里左知子畜産課長

沖縄県内で生産された牛の肥育とおおむね考えてお

ります。

これはきちんと種別しないと。肥○翁長政俊委員

育牛というものは、あくまでも肉用の牛を育てると

いう意味なのですよ。経産牛をこの中に入れると、

経産牛は繁殖を終わった老廃牛という位置づけに

なっていて、これがある意味ではブランド牛となり

得るかということになると違うのではないかと私は

思っているのですが、実態はどうなのですか。

純粋に肥育ではなく 今おっ○安里左知子畜産課長 、

しゃっておられた繁殖を行った牛の肥育を一産取り

肥育と表現しますが、これにつきましては今、昨年

度整理しましたＪＡおきなわミートパーツセンター

においてブロック肉として加工しまして、肥育牛と

いうよりも……。沖縄県のＪＡおきなわミートパー

、ツセンターでブロック加工して出荷しておりますが

先ほど申し上げました１万4000トンの中には老廃牛

から産出する頭数は入っておりません。

老廃牛は入っていない。○翁長政俊委員

入っていないです。○安里左知子畜産課長

これは明確にしてよ。なぜかとい○翁長政俊委員

うと、肥育牛の生産が農家の負担が大きいというこ

とで、そういう意味では肥育牛の農家が育たないと

いう現状がある。そこの部分にもう少し手厚い農業

支援の体制をやることが、ひとつ大事だろうと思っ
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ています。今言う経産牛については経産牛で、沖縄

県内で流通する分には構わないのですが、いずれに

しろ、老廃牛についても出荷体制をきちんと確立し

ていく必要があるだろうと思っています。前までは

二、三万円したのが、今は30万円とか40万円してい

るらしいね。実態はどうなのですか。

今、本当に高いときは30万○安里左知子畜産課長

円、少し安くても10万円ぐらいで引き取られていま

す。前は、おっしゃっていたとおり５万円ぐらいの

取引でした。

そういう生産体制の中にあって、○翁長政俊委員

先ほどから出ているように流通の問題ですよ。流通

がどうなっているかというと、石垣市の皆さん方は

海外向けのものを集めると言っているのですが、実

際そういう体制でよろしいのですか。沖縄県で海外

向けに出す施設が石垣市のみにしかない。沖縄県食

肉センターはマカオにしか出せないという体制で、

ブランド化を含めて、沖縄県の食肉の海外展開の具

体的な絵が描けるのですか。これは農林水産部長だ

よ。

先ほど畜産課長から石垣市○山城毅農林水産部長

の株式会社八重山食肉センター、海外向けの機能を

持った食肉センターができていますので、当面はそ

こも使えるわけですから。ただ、我々は、肥育牛も

今の頭数から１万4000頭まで将来的には拡大してい

くという計画を持っていますので、その拡大をして

いきながら 沖縄本島の株式会社沖縄県食肉センター、

の活用も今後、長期的には必要になってくるかと思

います。当面は今ある施設を、できている施設を有

効に活用していく必要があると思っています。

ある施設を使うのは大事なことな○翁長政俊委員

のですが 設備投資が大変だということでちゅうちょ、

するのではなくて、沖縄本島内にもつくるべきです

よ、これは。繁殖牛をふやしていくという目標があ

るのであれば、そういったもの、ハード部門をきち

んと整備する。これをやらなくして、かけ声だけか

けてもだめですよ。農林水産部長、ここはどうなの

ですか。

確かに生産量に応じて、そ○山城毅農林水産部長

れが処理できる能力の施設が必要になってきますの

で、それについては出荷団体も含めて、これからま

た議論して、将来性についてどうあるべきかという

ところを整理していきたいと思います。

これは、近々ＴＰＰが来るのです○翁長政俊委員

よ。関税38％をゼロにしろ、限りなくゼロにしろと

いう交渉が今始まっているのですよ。多分牛肉はこ

れから外れるのではないか、豚肉も含めてという議

論が出ている中で、海外向けの戦いをやろうという

のに、こういうハード、施設がないという話になる

と、根本の認識が間違っているのですよ。農林水産

部長、そこをきちんと政策的な課題としてやらない

限り、これはよくなりませんよ。もう一度しっかり

と答弁できませんか。

海外向けの輸出については○山城毅農林水産部長

我々もこれから力を入れてやっていこうと考えてお

りますので、生産量に応じて必要な株式会社沖縄県

食肉センターのＨＡＣＣＰ化というか、機能高度化

については団体としっかり連携しながら今後取り組

んでいきたいと思います。

質疑を少し変えますが、今、国が○翁長政俊委員

推進しようとしている国家戦略特区構想があります

よね。その中に規制緩和の部分で、農業分野に関す

、 。る点が２点あるのですが それは承知していますか

農地の流動化の課題と法人化の問題ですよ。農業法

人の構成を緩和する、規制緩和ですよ。この２つで

すよ。これをどのように認識して、どのようにやろ

うと考えているのか。

国の特区の沖縄県でのメ○山城毅農林水産部長

リットがどうなのかというところについて、その現

状からして、まだメリットを享受できるというとこ

ろまで、我々はまだ確認できていない実態がござい

ます。そういう意味で今回、手を挙げるとか云々と

いうものはやっていない状況でございます。

各部局を含めて、横断的に議論さ○翁長政俊委員

れているのですか。特に農業法人の土地の流動化の

問題について、先日、農地中間管理機構の議題が出

ましたよね。これとリンクするのですが、国家戦略

特区の中にもこれが組み込まれていて、これがどう

いう形になっていくのかを含めて、国は相当やる気

なのですよ。沖縄県はこのメリットを享受できると

いう認識には立っていないのですか。

まだ具体的にこのようにや○山城毅農林水産部長

ろうというところはないのですが、ただ、沖縄総合

事務局を通して意見交換をしながら、その状況につ

いてもう少ししっかり把握しながらやって、今のと

ころ我々も概略しか把握していないので、もう少し

意見交換しながらやっていきたいと思います。

、 、○翁長政俊委員 最後に 同じ特区構想なのですが

農業法人の農業従事者が過半数から、１人以上の農

業従事者がいればいいという規制緩和になるのです

が、これはある意味では企業が農業法人、いわゆる

農業に参入する一つの大きな規制緩和だと思うので
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す。ここの部分は農業団体と話されたことはありま

すか。

農林水産部長でなくても、わかっている人が答え

ていいのではないですか。

今、御質疑のありました点○仲村剛農政経済課長

は、先ほど来、特区構想について各県に意見照会が

なされているところでございまして、沖縄県につい

ても今、沖縄農業会議等と意見を交換しながら今後

の整備方針について検討しているところでございま

す。

、○翁長政俊委員 先ほどの農林水産部長の答弁では

特区構想について沖縄県としては、要するにエント

リーしないということで決まったのですか。ここを

明確にしてくれませんか。

概略しか聞いていなかった○山城毅農林水産部長

ものですから、その中ではどうなのかということで

の立場で、今言ったとおり、中身をもう少し吟味し

ながら、検討しながらやっていくということでござ

います。

エントリーは今月いっぱいだよ。○翁長政俊委員

もう時間を過ぎているけれども。

新垣哲司委員。○上原章委員長

平成26年度主要事業についてお聞○新垣哲司委員

きしたいのですが、鳥獣被害防止総合対策事業につ

いてどうなっていますか。

鳥獣被害防止総合対策事業○西村真営農支援課長

につきまして、平成26年度で組みかえで新規という

ことで要求しております。事業の内容につきまして

は、市町村の協議会が主体となりました捕獲活動や

侵入防止柵等の設置、２つ目として、カラス、キジ

等の捕獲活動に対する市町村への捕獲頭数に応じた

助成、３番目に県が実施します捕獲等の研修会の開

催などとなっております。

鳥獣というものは、中南部と北部○新垣哲司委員

と離島とも違ってくるのですよ。主にどういう鳥獣

が―中南部、離島、北部を含めて名称を言ってくれ

ませんか。名前を。

平成24年度の被害金額が約○西村真営農支援課長

２億1200万円になっておりますが、そのうち北部地

域が１億2800万円ということで一番多くなっており

ます。種類ごとに申しますと、カラスが6300万円程

度、シロガシラが714万円程度、ヒヨドリが580万円

程度、キジも570万円程度となっております。獣類、

けものにつきましては、イノシシが3400万円、コウ

モリが3500万円などとなっております。

一番の被害はカラスですね。今、○新垣哲司委員

どういう対策をしていますか。

カラスにつきましては、先○西村真営農支援課長

ほど申しました捕獲活動、平成25年度の補正予算か

らスタートしました捕獲活動に対する市町村への助

成 そして被害防止施設 果樹園等に対する防止ネッ、 、

トの設置などを実施しているところでございます。

カラスは非常に頭がよくて、置い○新垣哲司委員

ておいた弁当まで食べるぐらいで、捕獲といっても

非常に厳しいのですよ。最近のテレビで見たのです

が、タカとか、ワシとかを訓練して、カラスをとる

というようなことで８羽ぐらいとったときのを見た

のですが、ああ、すばらしいものだなと思って。沖

縄県としてはこのような考え方を今まで持っていま

せんか。

沖縄県内におきましてはま○西村真営農支援課長

だ実施しておりません。

都道府県の情報としてはどうです○新垣哲司委員

か。こういうカラスの退治。

、 、○西村真営農支援課長 他府県におきましては 今

聞いている範囲ですが、主に鳥獣害で被害が大きい

のは、イノシシですとか、鹿とか、猿というけもの

の被害が非常に大きいということです。カラスにつ

きましては、そういう状況が入っていない状況でご

ざいます。

一番大きいのはカラス、南部では○新垣哲司委員

タイワンシロガシラも厄介者で、方言ではバッタイ

をつけて、一旦入ったら出られないようにやってい

、 。るのですが もう繁殖が多くて困っているのですね

だから 私が今言うタカとか ワシとかの調教をしっ、 、

かりやれば、もう二度と来ないようですよ。カラス

なんかも。このような考えも、都道府県のことも勘

案して、ぜひ検討していただきたいと思っておりま

す。今後の事業取り組みとして、どのように取り組

んでいくかということも含めて……。

今、委員からお話があった○西村真営農支援課長

点につきまして、今後勉強していきたいと思ってお

ります。また、今後の対策といたしましては、基本

的に数がふえており、被害が出てくるという認識を

しておりますので、やはり集中的にまず捕獲をいた

、 。 、しまして 数をある一定程度減らしていく その後

そのままにしておくとまたふえますので―ふえない

ような対策として、一番大きいのは餌をいかになく

すかということですので、餌場対策。今現在、そう

いったものを効果的にやるために、沖縄県で調査事

業をやっているところでございます。そういったも

のの成果を踏まえながら、今後、総合的に取り組ん
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でいきたいと考えております。

農家のレタスとか、いろいろな防○新垣哲司委員

鳥ネットを張ってやっているのですが、あの対策も

大変な費用がかかるのですよ。そういうことで、工

夫して、ぜひこういう鳥獣については皆さんが先頭

になって頑張っていただきたいということを要望し

ておきます。

次に、マグロの産地ＯＫＩＮＡＷＡ認知度向上化

事業について説明してください。

本県近海はマグロの好漁場と○新里勝也水産課長

なっておりまして、沖縄県内にマグロ漁船が多数来

ているところですが、そのマグロが泊漁港、そして

糸満漁港に水揚げされて、一つの基地となっており

ます。漁場も近いものですから、冷凍しない生鮮の

マグロということが大きな特徴でございます。全国

的に見ても生鮮マグロの水揚げ量というものは、千

葉県、宮城県に次いで全国３位となっております。

ただ、この生鮮マグロというものが沖縄県民にもま

だなかなか認知されていなくて、その認知度を向上

させようという目標に向かって、この事業を今回予

定しているところでございます。

この事業の狙いですね。今後どう○新垣哲司委員

いう形で進めていくのか。

生鮮マグロというものをもう○新里勝也水産課長

少し広めていこうと考えているのですが、これまで

生産者、そして流通業者とも一緒に、沖縄美ら海ま

ぐろというネーミングをつけて、ブランド化に取り

組んできたところでございますが、今回、さらにこ

の品質基準を数値化しようと。例えば、少し鮮度が

悪くなるとにおいが出てくるのですが、それはにお

いセンサーというちょっとした機械で数値をはかっ

て、その数値が余り大きくないものを線を引いて一

つの基準として、さらに説得力のあるブランド化に

しようということで、今回この事業で取り組んでい

くこととしております。

漁獲高はどうなっていますか。○新垣哲司委員

今、最新の漁業統計、平成24○新里勝也水産課長

年度が沖縄総合事務局から発表されておりますが、

マグロの生産量としまして合計で8755トン、生産額

にしまして約60億円となっております。これは沖縄

県内の魚種の中で６割程度を占める重要な水産物と

なっております。

今、水産庁としても、漁獲高が少○新垣哲司委員

、 、なくなって 小さいものまでみんなとってしまって

これは規制しなくてはならないということを言われ

ています。規制された場合、漁業に従事する皆さん

は大変だな。国は６年ぐらいかけて規制をするとい

う考えを持っているようなのですよ。その辺の沖縄

県内の漁業の対策はどうなっていますか。

先日、水産庁から発表されま○新里勝也水産課長

した北太平洋海域のクロマグロの生息数を回復する

ためにということで、３歳以下のクロマグロの漁獲

量を半分に削減するということが発表されておりま

す。沖縄県内漁業への影響についてですが、そもそ

もクロマグロの制限の仕方として、小さい―３歳以

下の子供のマグロをとり過ぎているという評価がご

ざいまして、これは太平洋でのまき網とか、あるい

は長崎県周辺の養殖用の飼料として小さいものをと

る漁業があるのですが、そういう小さいクロマグロ

をとるなという趣旨でございます。本県の周辺でク

ロマグロの漁獲がありますが、本県周辺はクロマグ

ロの産卵場となっておりまして、３歳以下のそうい

う小さなクロマグロはいないのです。産卵して、卵

からふ化して、北に流れていってということでござ

いますので、本県のマグロ漁業をやっている方々が

３歳以下のクロマグロをとっているという実態はな

いと聞いております。したがいまして、沖縄県内に

ついては、漁業への影響はないのではないかと考え

ています。

沖縄県内にそのような影響がなけ○新垣哲司委員

れば大変いいことですが、国としては規制を打ち上

げていくようなことがあって、この情報とか、漁業

者一般への情報提供はしっかりやっていただきたい

と思っております。

最後になりますが、具体的な今後の対策について

どうしますか。

マグロを取り巻く環境につき○新里勝也水産課長

ましては、昨年からお騒がせした日台漁業問題等も

ございまして、マグロ漁業も厳しい経営状況になっ

。 、ております その中で今回の取り組みとしましては

沖縄県の売りである鮮度のいいマグロということで

ＰＲして、消費拡大を図って、少しでもマグロ漁業

経営に役に立つようにということで、業界と一緒に

なって取り組んでいこうと考えているところでござ

います。

次に、琉球石灰岩地域排水対策検○新垣哲司委員

討事業について、この事業の目的は何ですか。

沖縄本島南部と宮古島○新城治村づくり計画課長

ですが、琉球石灰岩地域においては、地形、地質条

件から河川が発達しにくい状況となっております。

そのため、雨水排水においては主に鍾乳洞―ドリー

ネにおいて、地下の空洞を利用して排水する条件と
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なっております。しかし、そのようなドリーネ等が

、 、近年 土砂やごみの流入によって排水能力の低下や

また、周辺環境―アスファルト舗装がふえたことに

よって雨水の流出量の増加、それとまた、近年異常

な豪雨が多く発生する状況になって、冠水被害が多

く発生する状況となっております。このような地域

において、直接河川や海域に排水路を設けることが

一番効果的なのですが、特に琉球石灰岩地域におい

ては地形、地質条件から、地下構造が複雑であるた

め、その最適なルートを細密に、詳細に調査する必

要があると考えております。

このようなことから、沖縄振興特別推進交付金を

活用して、地下の空洞の詳細な調査を行うことによ

り、湛水地域全体における排水メカニズムを把握す

ることで、効率的かつ効果的な排水対策の検討を本

事業では実施することとしております。

初めて予算をつけていただいて、○新垣哲司委員

大変感謝はしていますよ。しかし、これは糸満の地

域になっているのですよね。特に暴風雨あるいは冠

水地域の場所です これは正直言ってもう30年から50。

年おくれている、その前にやるべき事業なのだよ、

本来は。県道が冠水して、バスも通らない、車も通

らない、こういう地帯なのですよ。しかし、ある意

味ではこのように事業費をつけていただいたからい

いものの、早目にやりたいというのは私も同感です

が 農林水産部長もこの地域で生まれて 部落で育っ、 、

た方ですから一番感じていると思うのですよ。その

所見を少し聞かせてください。

今、委員おっしゃったとお○山城毅農林水産部長

り、真壁地区、真栄平地区が大雨によって冠水して

いるという実態があって、我々はそれを早急に改善

するために、真栄平地区については水質保全事業の

中で貯水池の拡大と、少し上の流水のところの貯水

池の拡大ということを今鋭意進めておりますので、

これで何とかある程度の改善策を図りながら、抜本

的な対策に向けて今回予算要求して、地下の鍾乳洞

の状況を調査しますので、そういう結果を踏まえて

次の対策をとっていきたい、段階を踏んでやってい

きたい。それについても早急に、地域にとっては早

目に解決するという強い要望がございますので、そ

れに沿うようにしっかりと予算づけしながらやって

いきたいなと考えております。

この件については、以前にも沖縄○新垣哲司委員

。県は調査したことがあると私は聞いているのですよ

例えば、渇水したときの水の流れ、水に青あるいは

赤とかをつけて、この水がどこに流れていくか追っ

てみたら、ほとんど大度浜や、あるいは米須が多い

と言われて、事業を達成するためには、トンネルみ

たいにやった場合には一気に赤土が流れて海を汚す

ということで、従来よりずっとこの議論ばかり聞い

て、最近はこれではもういけないということで、貯

。水機能のため池をつくろうとなっているわけですよ

その事業との関連もあるのですか、この事業は。

今、委員の御指摘のと○新城治村づくり計画課長

おり、真栄平南地区においては、貯水容量が14万ト

ンの貯水池、調整池を建設中です。平成25年度に着

工する予定となっています。それとあわせて、真壁

地区に関しては、平成26年度の新規事業として調整

池―29万トンの結構大きな貯水池をつくって、一時

的に雨水をためて、ためた水をドリーネの処理能力

に合わせて排水していく計画となっております。

調整池もやはり大幅なものをしな○新垣哲司委員

くては、あれだけの流量はなかなか厳しいものがあ

ると思うのですよ。僕が先輩方から聞いてみたら、

、 、 、農薬の袋とか あるいはまた 枯れ木が流れ込んで

途中で詰まっているというようなことが、専門家に

言わせると大きな原因のようなのですよ。琉球石灰

岩地域排水対策検討事業において、このような調査

もやる予定ですか、どうですか。

現在のドリーネの鍾乳○新城治村づくり計画課長

洞の排水能力に応じた調整池の建設を今進めている

のですが、将来ごみとか土砂の流入によって処理能

力の低下が予想されます。またあわせて、最近、先

ほども話したように異常降雨で雨の降り方も変わっ

ています。そういう状況に対応できるような排水路

の調査検討を今後進めていく予定としております。

これはもう地域の皆さんの昔から○新垣哲司委員

の悲願ですから、山城農林水産部長は地域から出た

農林水産部長ですから、いる間に早目に事業着手す

るように頑張っていただきたいと思います。その決

意をどうぞ。

そういう意味では、平成26○山城毅農林水産部長

年度調査事業もとりましたので、しっかりと調査を

進めて、その結果を踏まえて、早目に次の対策を現

実的なものとして捉えられるようにしっかりと取り

組んでいきたいと考えております。

休憩します。○上原章委員長

午前11時45分休憩

午後１時23分再開

再開いたします。○上原章委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

崎山嗣幸委員。
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まずは、新年度予算でマグロ・カ○崎山嗣幸委員

ジキ類漁場開発事業が新規事業として3000万円余り

組まれておりますが、その目的と内容の概略の説明

をお願いしましょうか。

マグロとカジキの移○泉強農林水産総務課副参事

動とか、経路とか、水深のデータを記録される標識

をマグロに装着いたしまして、その移動経路を把握

するということ。もう一つは海洋調査船図南丸等を

、 、利用しまして そちらの観測データと突合しまして

マグロ、カジキの好漁場予測システムといったもの

を開発して、漁業者に提供して、燃費の節減とか漁

獲量がふえるようなことを目的に事業を行うもので

ございます。

、 、○崎山嗣幸委員 この内容を見ると 漁場というか

久米島西方にマグロが集中しているので、南方に展

開、漁場の探索に行くという話なので、今の日台漁

業取り決めの関係も含めて影響を受けたものが若干

回復するということも含めて目指しているのか。あ

るいは午前の話にもあったのですが、平成24年度と

平成23年度 平成24年度が164億円 平成23年度が147。 、

億円で２年連続漁獲高が上がっているということを

聞いたのですが、マグロは約６割ぐらいということ

で、果たして平成25年度の日台漁業取り決めによる

影響で、この水域内における影響はどれだけマイナ

、 。スになっているのかどうか 予測できるのかどうか

そして今言われている新規事業を含めて、皆さんの

展望がどうなのかということを聞こうと思っていま

す。

今、委員おっしゃった平成24○新里勝也水産課長

年度の生産量、生産額については前年度に比べて少

し回復しているところでございます。平成25年度に

ついては日台漁業取り決めの影響というところで我

々も注視しているところでございますが、漁業の統

計が漁場別に統計としてなかなか集計できていない

ことから、この取り決めの影響、特に久米島の西、

先島の北側の漁場における生産量の動向をつかまえ

たいということで今、一生懸命模索しているところ

ですが、現時点ではなかなか評価できていないとこ

ろです。それで今回のマグロ・カジキ類漁場開発事

業も、今後、南のほうの漁場を開発して影響を緩和

しようということもあるのですが、それもやりなが

ら並行して今、日台漁業基金の中で、各漁船にＧＰ

Ｓ等位置がわかる機器を設置してもらって、漁場ご

とに水揚げ量、額を情報収集して、評価できるよう

なシステムができないかということを今、業界と議

論しているところでございます。それをやって、沖

縄県水産海洋技術センターで情報を管理して、日台

漁業取り決めに関する影響を分析しながら、今後の

対策にも参考にしていければということを今検討し

ているところでございます。

先ほどもらった資料、漁業基金100○崎山嗣幸委員

億円の件でありますが、２月補正をして、沖縄県漁

業振興基金に計上されて運用をスタートするという

ことであります。これは漁業者にとって特に何がメ

リットというのか、重要な箇所なのか。漁具被害な

どもあったのですが、当初の年度はどれぐらい活用

されることを想定されるのかということを聞かせて

もらいたい。

具体的な中身に入る前に、○山城毅農林水産部長

私から今回の日台の漁業基金100億円につきまして

は、昨年の10月11日に県議会において、日台漁業取

り決め等における政府の責任において農林水産業振

興基金を設置するということで意見書を出していた

だいたということで、議会と行政が一体となって、

こういう100億円という日台漁業基金が設置されたの

かと。我々も非常に助かった面があると感じており

ますので、また議会と一緒になって、連携して取り

組めればと思います。そういう意味で、これをまた

有効に、しっかり活用していきたいと思っておりま

す。中身については、水産課長からもう少し詳しく

説明していただきたいと思います。

では、お配りの２枚の資料を○新里勝也水産課長

もとに説明させていただきたいと思います。

沖縄漁業基金事業については、国で予算措置して

いるものでございます。狙いとしては、上の四角に

書いてございますが、外国漁船により影響を受けて

いる沖縄県の漁業者の経営安定、被害救済対策の基

金による助成ということにされております。左側の

黄色い四角がございますが、大きく３つの柱がござ

いまして、まず１つ目に、沖縄の漁場を外国漁船か

ら守るということで、４つのポツがございますが、

外国漁船の操業状況調査、監視、そして外国漁船に

、 。よる漁具 施設被害の復旧支援等となっております

２つ目に、左の黄色の四角ですが、沖縄県の漁業

収益力を高めるということで、沖縄水産物の流通促

進及び消費の拡大に必要な取り組みへの支援という

内容です。

３つ目に、沖縄の美しい海を残すということで、

海岸清掃等の活動への支援という大きな３つの柱が

ございます。補助率は定額と２分の１以内、３分の

２以内となっていますが、定額というものは100％補

助という理解で聞いております。これはメニューに
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よって補助率が決まっています。２枚目に詳しいこ

とを書いていますが、事業実施主体は民間団体等と

書いていますが、今回の場合は、公益財団法人沖縄

県漁業振興基金というところに、もう既に設置され

てございます。

流れですが、交付先としまして、国から民間団体

、 、である法人に設置されまして それを漁業協同組合

あるいは漁業者に直で流れていくという仕組みに

なっております。効果としまして、右側に行きまし

て、資源回復による漁場拡大、漁獲量の増加、経営

の安定を狙いとしているところでございます。漁業

者が一番関心のあるところは 実際漁具の被害に遭っ、

たとか操業を自粛するような状況があるのですが、

４月からクロマグロ漁が始まるのに備えて事前に漁

具一式、マグロはえ縄の場合、四、五百万円ぐらい

するらしいのですが、それを前もって用意しておい

て 万が一で沖で漁具被害に遭った際には 港に戻っ、 、

てきて漁具を積み直して、すぐ操業が再開できるよ

うなことを狙いとして、こういうメニューを今用意

してございます。

そして、そういうトラブルが発生したときの緊急

対応としまして、通信機器等、船舶電話とか、ある

いは先ほど申し上げた衛星位置システム等も含めた

機器を各船に積んでもらって、お互いの連絡のとり

合い、あるいは先ほど申し上げた今後の漁獲統計の

整備というものにも活用していければと考えてござ

います。

具体的には、２枚目にメニューごとの補助率を少

し書いていますが、大きく言いまして、１番の台湾

漁船等対策が今申し上げた漁具被害等のメニューに

なっております。これはほぼもう定額となっていま

すので、100％の補助率で支援する。

、２番はどちらかというと前向きなメニューでして

流通促進ということで消費拡大対策を行う取り組み

に対して補助率２分の１で支援します。(2)では施設

整備等の借り入れに対して利子補給する、あるいは

その借り入れに対して②保証料も助成します。

(3)は共済金の掛金に対しても助成します。事故等

によって年間の収入が減った場合、共済に入ってい

る方はその収入が補塡されることになりますが、掛

金が高くて、なかなか入れない方もいらっしゃるの

、 。で それに対する支援を行うこととなっております

４番目は再編整備となっていますが、万が一、も

うマグロ漁業をやめるとか、あるいはほかの魚種に

転換するとかいう方に対する支援として、このメ

ニューも入っています。

５番は、どうしても沖に出られない場合に、陸で

何らかの活動をしたいという漁業者に対して、海岸

清掃等を行った方には、これも定額で支援します。

最後は一般管理費ですが、実施主体であります公

益財団法人に経費が相当発生しますので、その分の

人件費を含めた準備金もこの中に計上されてござい

ます。

以上が基金の内容等になっております。

今、説明がありましたように、あ○崎山嗣幸委員

くまで被害者救済の対策基金であるならば、根本的

には、やはり失われた漁場を取り戻すことによって

漁獲高が回復するという方向にいくと思うのです。

これで徹底議論したからということで、本来要請を

しているような漁場の回復を含めて、ルールの合意

も含めて、まだ我々が言うとおりになっていないの

で、基本的なところを含めて、そこに全力を挙げて

いくという農林水産部長の決意を示してくれません

か。

今回、久米島西、特別協力○山城毅農林水産部長

水域と八重山の三角水域の一部が、合意によって沖

縄県側の操業ルールでできるようになったというこ

とはございますが、基本的には我々が当初から要請

しているように、その久米島西、八重山の三角水域

は見直していただきたいということが我々漁業者を

含めての要請事項でありますので、それについては

今後も力強く訴えていきたいと考えております。

最低限、今言われたように久米島○崎山嗣幸委員

西、八重山の三角水域の一部撤廃を含めて全力を挙

げるべきだと思っていますので、頑張ってもらいた

いと思います。

３点目でありますが、まず、沖縄県漁業調整規則

の目的と役割を教えてもらいたいと思います。

沖縄県漁業調整規則の目的○山城毅農林水産部長

でございますが、第１条に「この規則は、漁業法及

び水産資源保護法その他漁業に関する法令とあい

まって、沖縄県における水産資源の保護培養、漁業

取締りその他漁業調整を図り、併せて漁業秩序の確

立を期することを目的とする」とうたってございま

す。

特に農林水産部長がおっしゃった○崎山嗣幸委員

ように水産資源の保護培養、漁業秩序の確立をここ

では目的とすると私は受けとめているのですが、そ

の観点から聞こうと思っています。農林水産部長の

埋立承認申請に関する農林水産部の意見ということ

での見解を見させてもらいましたが、その中におけ

る埋め立てに伴う漁業資源の維持と漁業の生産力の
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拡大が皆さんの役割と目的だと思いますが、これら

。 、についてもお聞きしたと思います この見解の中で

農林水産部長が、埋立工事が伴うときには、岩礁破

砕をするときの許可、サンゴの特別採捕、サンゴを

とって移動するということについては許可が必要だ

ということで証言をしております。その場合、いろ

いろな問題があるときには不許可ということもあり

得るのかということをお聞きしたいのです。沖縄県

漁業調整規則なり。

これまでは、不許可にした○山城毅農林水産部長

という事例はございません。我々も申請書が来た時

点で、申請書を見て審査して、適正に判断していき

たいと考えております。

農林水産部長、沖縄県漁業調整規○崎山嗣幸委員

則の第21条の中に許可等をしない場合というものが

ありまして、これは適格性を有するものでない場合

とか、第３号の中で「漁業調整又は水産資源の保護

」 、培養上必要があると認める場合 云々とありますが

これが漁業資源、漁業振興上問題があるとする場合

は許可しないということもあり得るということで、

この項目はどのようなものなのですか。これは埋め

立てによる漁場破壊も影響する項目なのですか。許

可等をしない場合というものが沖縄県漁業調整規則

の第21条にありますよね。

同規則第21条で許可等をしな○新里勝也水産課長

い場合を定めてございます。これは「申請者が次条

に規定する適格性を有するものでない場合」ですと

か、あるいは「その申請に係る漁業と同種の漁業の

許可の不当な集中に至るおそれがある場合」とか、

書いていますが、平たくいいますと……。

不許可の場合、どのような場合か○崎山嗣幸委員

ということ。

ここで言う許可とは岩礁破砕○新里勝也水産課長

の許可だけではなくて、漁業の許可。沖縄県漁業調

整規則に定める許可とは、大きな船が一本釣り漁業

をやるときとか、あるいは規制されている漁業をや

るときとか、いろいろな許可がございまして、その

許可全体を捉えて、第21条では、申請者の適格性と

か、そういうものを審査して許可しない場合という

ものをここで定めているということでございます。

岩礁破砕許可だけに限定して許可をしない場合とい

うことではないということで御理解いただきたいと

思います。

その項目は、岩礁破砕も、サンゴ○崎山嗣幸委員

の移植も包含されますか。この第21条の不許可等に

ついては私が聞いている２つの許可も包含されます

か。あくまでこれは漁業者の観点だけなのか。

この第21条は、岩礁破砕は含○新里勝也水産課長

まれておりません。漁業の許可だけの項目というこ

とでございます。

わかりました。では、この項目は○崎山嗣幸委員

２つの許可のことについては関係していないという

ことですね。

では、この岩礁破砕とサンゴの特別採捕の許可の

ときの不許可の場合なのですが、どのような場合に

不許可になりますか。どのようなことをしたときに

皆さんは不許可にするのですか。

今の沖縄県漁業調整規則第39○新里勝也水産課長

条第２項の規定によりまして、当該許可の申請に当

たっては漁業権者の同意書を添付しなければならな

いということになっております。例えば、同意を得

られていないということ等がございました際には、

許可されないということになります。

この項目に同意書が添付になって○崎山嗣幸委員

いることは私もわかるのですが、先ほどから言って

いるように沖縄県漁業調整規則、水産資源保護法、

両方合わせて、資源が破壊されたりするときの問題

は、この２つの事例の中に入っていると思うのです

が。では、漁業協同組合の同意があったとしても、

不許可ということはあり得ないのですか。

岩礁破砕許可については、申○新里勝也水産課長

請書の中に、漁業権者の同意書ですとか、あるいは

位置図、工事内容、工事の概要がわかる書類等の提

、 、出を受けまして 最終的に我々も審査としましては

当該漁業権漁場における漁業への影響の度合い。先

ほどの漁業法、水産資源保護法もそうですが、当該

地域で行われている漁業が、この行為によってどの

程度の影響を受けるのかというところで審査するこ

とになると考えております。

休憩中に話したのですが、ボーリ○崎山嗣幸委員

ング調査とか 進入路等工事 海上ヤードとかによっ、 、

て海のいろいろな魚の藻場とか、あるいはサンゴの

破壊とか、潮流の変化とか、堆砂など地形変化が起

こる場合については不許可の対象になりますよね。

不許可というか、そういう審査基準に該当するので

はないですか。

我々の審査の視点というもの○新里勝也水産課長

は、先ほど申し上げましたように漁業への影響とい

うところでの審査になろうかと考えています。地形

の変化、環境の変化等が想定されるのですが、それ

が漁業にどの程度影響を与えるかというところが判

断の基準になろうかと考えています。
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このことは審査の対象になるので○崎山嗣幸委員

はないかと思いますが、先ほど聞いたように、漁業

法、沖縄県漁業調整規則、水産資源保護法は、おっ

しゃるように資源の培養というか、守るというもの

があると思うのだが、その立場から、このことは無

視できないからこそ、申請をして許可することを求

めているわけ。岩礁破砕、サンゴの移植、自然を壊

してはなりませんということを自然保護法なり、水

産資源保護法なりが定めていると私は理解している

わけ。だから、皆さん、これは許可をとりなさいと

言っているわけ。だから、それを無条件に漁業権者

の同意があればいいかということに私は疑問がある

ものだから―皆さんの責務としては水産資源を守る

。 、役割ではないですかと聞いているわけです だから

そういう事例が起こったものも審査の対象にしない

といけないのではないですかと私は聞いているわけ

です。壊されて、目をつむるわけにはいかないので

はないですかと聞いているわけ。審査の対象にする

とか、していないとかでいいですよ。

水産資源保護法施行規則とい○新里勝也水産課長

うものがございますが、この第１条で水産動植物の

採捕等の禁止ということを定めてございます。これ

は漁業権漁場において、ウミガメですとか、貴重な

サメ類ですとか、そういうものをとってはいけない

という定めが水産資源保護法施行規則の第１条にあ

ります。環境ということももちろん間接的にはござ

いますが、あくまでも我々の審査の視点というもの

は、漁業に対してどの程度の影響が出るかというと

。ころをもとに審査に入ることになろうかと考えます

だから、これは影響するのではな○崎山嗣幸委員

。 。いですかと私は先ほど来言っているわけよ 漁業に

済みません。同じ御説明にな○新里勝也水産課長

りますが、影響は当然出ると想定しています。その

度合いですね。影響が漁業にどの程度あるのか、ど

の程度被害が出るのかというところがポイントにな

ろうかと考えています。

これは影響するから、許可、不許○崎山嗣幸委員

可の申請を出しているわけですよ。これは無理しな

くても、法律の定めによって皆さんは答弁したほう

がいいと思う。漁業に影響があるから、ここはどの

程度影響を受けるか、受けないかによって、皆さん

の審査対象なのですよ。これはやはりはっきりして

もらいたい。

進めますが、海砂も岩礁破砕の中で制限されてい

るのですが、埋め立ての土砂は８割は沖縄県外から

ということを言われているのです。沖縄県内から２

割とるならば、海砂をとるときの岩礁破砕と海砂、

皆さん、農林水産部長が答えていることに問題提起

しているので、ここはどこからとって、量は幾らな

のか。具体的なことを皆さんは掌握しているのです

か。

海砂の採取につきましては、○新里勝也水産課長

うちにも申請は当然上がってきまして、どこでどの

期間、どの程度の量ということで申請書が上がって

、 。きて それを審査した上で許可することになります

では、今の件は、農林水産部長が○崎山嗣幸委員

答弁したことについては全然わからない、どこから

とるかもわからない、時期もということで受けとめ

ていいのですか。農林水産部長が証言していますよ

ね。わからないということならわからないで、わか

らないでそうしゃべっているのか。

委員おっしゃる今の水産課の○新里勝也水産課長

、意見の中で入っています岩礁破砕許可が必要ですよ

埋め立てに使用する海砂を採取する場合は許可が必

要ですよという内容ですが、これはそういう行為を

する場合は許可が必要ですよということを意見とし

て言っているということでございます。

では、具体的にその場所における○崎山嗣幸委員

漁業権の問題と、皆さん、漁場内への影響を懸念す

るということを表明しているものだから、ここは懸

念はないのですか。今、私が言ったところについて

は、海砂については。

委員おっしゃるように、ここ○新里勝也水産課長

というものが辺野古の海域と考えますと、その中に

おいては海砂をとるということはないと承知してい

ます。

わかりました。○崎山嗣幸委員

それから サンゴ礁保全再生事業を皆さんは平成24、

年度から平成28年度で計画していますね。

それで、環境部でサンゴ礁保全再生事業を取り組

んでいるようなのですが、埋め立てによって消滅す

る面積が報道では大体５％、6.9ヘクタールと言われ

ているのですが、これは水産資源上の影響というも

のはどの程度と想定し、支障がないと思っているの

か、支障が大きいと思っているのか、その辺は私が

言っている6.9ヘクタールのサンゴ礁の破壊も含めて

そうなのか。それから、影響―水産資源上支障があ

ると思っているのか、大したことはないと思ってい

るのか、その辺はいかがですか。

当該行為の影響というところ○新里勝也水産課長

、 。ですが 影響は少なからず出るものと考えられます

その影響の度合いを最小限に抑えられるよう配慮し
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てもらいたいということが水産課の意見でございま

す。

最後に、水産資源に影響がある場○崎山嗣幸委員

合については、万が一、不測の事態のときには、漁

業協同組合 漁業者 行政機関で相談することになっ、 、

ておりますが、この行政機関とは、地元の名護市の

ことを指しているのかどうかお聞きしたいのと、名

護市であるならば名護市が反対をすれば工事をス

トップするということなのですか。

不測の事態が生ずることを想○新里勝也水産課長

定しまして、通常、漁場汚染防止協定というものを

事業者と漁業権者との間で事前に結んでおきます。

その協定に基づいて不測の事態、起こった事象に関

係する行政機関、海上保安庁であったり、市町村で

あったり、あるいは我々県水産課も含めて、その起

こった事象に合わせて対応されるものと考えます。

。○崎山嗣幸委員 これは名護市ということでいいね

地元の市町とは。確認だけ。

それは 起こった場所 起こっ○新里勝也水産課長 、 、

。た内容によって関係者が決めていくものと考えます

聞いているのは名護市辺野古の申○崎山嗣幸委員

請だから、名護市でいいですねということです。こ

この場合は。

漁場ですので、その漁業権者○新里勝也水産課長

と協議しながら、その場所が名護市の管轄行政区域

であれば当然名護市になってくると考えます。

仲村未央委員。○上原章委員長

まず、農林水産物流通条件不利性○仲村未央委員

解消事業。平成24年度、平成25年度の実績を示して

いただけますか。交付団体数、補助額、出荷実績。

まず、平成24年度の実績○宜野座葵流通政策課長

から申し上げますと、平成24年度は交付団体が71団

体。これは事業実施期間が８月１日から平成25年の

３月31日までとなっています。補助額が12億4692万

5000円、出荷量につきましては２万2980トンとなっ

ております。平成25年度の実績を申し上げますと、

、平成25年度は４月１日からの適用になっていまして

、 、現在見込みではありますが 交付決定団体が111団体

補助予定額が27億1300万5000円となっております。

出荷トン数が５万8600トンとなっております。

平成24年度、平成25年度は、そも○仲村未央委員

そも実績をどのように評価するかという意味では、

目標値の設定はあったのでしょうか。

具体的な目標値というも○宜野座葵流通政策課長

のは設定はしていません。

そうなると、このような事業の皆○仲村未央委員

、 、さんのＰＤＣＡというものは 基本的に実績を見て

実績オーライというような評価の仕方になるのか。

そこら辺、出荷の実績、それに伴う予算化をする際

の評価の視点というものは、そもそもどこに設定を

されているのでしょうか。

予算の措置、ＰＤＣＡサ○宜野座葵流通政策課長

イクルについては基本的なトン数の目標を設定して

おりますが、それとあわせて、事業実施の成果にお

いてその目標を正確に確認といいますか、目標値に

設定していないといいますか……。

沖縄21世紀農林水産業振興計画において５年間の

生産量の目標がございますので、その目標の達成に

向けて農林水産物流通条件不利性解消事業が寄与す

るということで、目標設定するということにしてお

ります。

そうなると、その５年間の目標に○仲村未央委員

対して、平成24年度、平成25年度でどれぐらいの達

。成―平成25年度見込みも含めてですね―になるのか

それから、平成26年度予算化に当たって、その目標

に対して今、どれぐらいその実現に迫るというよう

な状況なのかを示していただけますか。

沖縄県外出荷のトン数は○宜野座葵流通政策課長

、 、確実にふえてきているのですが 生産量については

その統計的なものが年次的にずれを生じるものです

から、現在その生産量のチェックについては今後公

表される数値をもとに分析していくということにな

ろうかと思います。

直近のもので構わないのですよ。○仲村未央委員

どれぐらい今、到達実態にあるのか。これを実施す

、 、ることによって 沖縄県振興一括交付金を活用して

、 、農業生産を上げていく 沖縄県外出荷を上げていく

ひいては農業所得を上げていくという目標に向かっ

ているはずですので、その平成24年度、平成25年度

の達成ぐあいと平成26年度予算化に対しての達成目

標の設定を聞きたいと思っているので、現状でわか

る範囲でお答えいただけますか。

、○宜野座葵流通政策課長 生産量の把握については

天候だとか、そういったいろいろな要因が寄与しま

すので、今年度について、ただいま分析中というこ

とであります。

少なくとも、平成24年度、平成25○仲村未央委員

、 。 、年度 ２年度の実績 平成24年度は途中からですが

平成26年度の予算化について。今どういう達成ぐあ

い、目標に対してどこの位置にあるのだということ

をもって初めて予算化ということにつながろうかと

思いますが、今の答弁では全く不明なので、皆さん
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は一体どういう検証のシステムをとられているのか

ということが疑問です。

進みますが、まず、沖縄ブランドと言うときに、

沖縄ブランドということに対する定義というものを

皆さんはどのように持っていらっしゃるのでしょう

か。

沖縄県では、亜熱帯沖縄の○山城毅農林水産部長

イメージを用い、高品質かつ安全・安心な沖縄県産

の農林水産物で、消費者と生産者の双方にその価値

が認識、評価されているものと定義しています。

そうなると、高品質、安全・安心○仲村未央委員

というものを確認する手だて、どのように高品質、

安全・安心を確認されて出荷されているのか。

園芸の事例ですが、例え○島尻勝広園芸振興課長

ばマンゴーですと、豊見城市の光センサーをもって

品質、あるいは当然マンゴーについては品質とサイ

ズがありますが、品質については規格を持ってやっ

ております。例えばタンカンとか、そういうものに

ついても一定のセンサーを入れたり、品質と規格に

ついては消費者にとってそういう信頼できるような

形で、ＪＡ等を含めて出荷団体で対応しているとこ

ろです。

今ここで言っている品質のセン○仲村未央委員

サーによる確認項目というものは、具体的には何で

すか。

糖度等を中心にやってお○島尻勝広園芸振興課長

ります。

糖度はもう一番初歩的な確認であ○仲村未央委員

ろうかと思います。私は宮崎県でブランドに対して

どのように取り組んでいるのかということについて

調査を行ってきたわけですが、例えばまず、品質の

、 。安心・安全というときに 宮崎県の場合は残留農薬

この検査について約400種類を年間6000検体、それか

ら、２時間で、これがシステムとして宮崎県独自で

開発して、品質の安心・安全を証明するシステムを

とっているわけですよ。こういったことで、例えば

残留農薬一つとっても、安心・安全という消費者の

ニーズに対応する非常に明快な基準があるわけです

が、そこら辺沖縄県の農政はどうなっていますか。

宮崎県方式ということで、○山城毅農林水産部長

宮崎県が一挙に何百という農薬を分析できる機器を

開発して、先進県で取り組んでおります。我々もそ

れを参考にしながらやろうということで、そういう

分析器を導入しまして、これは沖縄県で使う前に沖

縄県農政でいろいろ品目ごとに調整しないといけな

いものですから、まずそれをつくり上げて、現在Ｊ

Ａの農村出荷場に分析機器をおいて出荷前の検査を

して、確認してから出荷する。これは一部プロトを

―全部するわけではないのですが、宮崎県でやって

いるような方法を採用しながら今現在、安全・安心

に向けた農薬残留が残らないようなシステムで動い

ているところでございます。

宮崎県方式はもう全国の最先端を○仲村未央委員

行っていて、向こうは特許みたいなものですので、

恐らくそれを学ぶといっても、独自で宮崎県が開発

しているものなので、簡単に沖縄県に取り入れると

いうことは非常に難しいと思うのです。あちらとの

関係で。それがひとつ課題かと思われるのと、高品

質という意味では、例えば機能性をどう評価するか

というシステムについても、向こうはピーマンとか

ゴーヤーの日照時間が長いことをもって、ただ日照

時間が長いですよという売り方ではなくて、例えば

ビタミンＣ、βカロチンなんかがほかの地域でとれ

た産物よりも、ゴーヤーでいえばビタミンＣが1.5倍

とか、βカロチンが2.1倍とか、これもまさに向こう

が具体的に品質を保証するというシステムをとって

ブランドの確立を明確にしているわけです。そこで

市場の差別化を図っていくということで非常に具体

的な取り組みがあるわけですが、今、沖縄県がおっ

しゃる沖縄ブランドの品質の確認は機能性の面から

はいかがですか。

沖縄県でも以前、特に島野○山城毅農林水産部長

菜ということで28品目、ナーベーラーとか、ニガナ

とか、パパイヤ、ゴーヤー等について、実は栄養成

分とか機能性がないかどうかというある程度昔から

言われているような栄養価値とかもありますので、

そういったものを調べ上げて、今、沖縄県のホーム

ページにそれを使ったレシピ、収穫時期、栄養成分

を含めて、誰でも見られるようなシステムをつくっ

ています。その中には、例えば、消費者や市場関係

者がそれを見て栄養成分一覧とか、収穫カレンダー

とかをダウンロードして、取り出して、自分で使え

るような仕組みを今ホームページに提示してござい

ます。ただ、そこにはまだ機能性の、例えば、この

前の長命草で、リーダーのほうで脂肪を分解する成

分があるとか言っているのもあるのですが、栄養成

分はこのぐらいあるというものをしっかり見られる

ようにしているということと、機能性を大事にする

、ということは我々も非常に重要と思っていますので

現在沖縄県農業研究センターで島野菜の商品化支援

技術開発事業で、そこで機能性があるという効能ま

では分析して、それを消費、宣伝に使えるようなも
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のにしようということで取り組んでいる段階でござ

。 、います それをうまく活用しながらやっていきたい

ＰＲしていきたいとは思っております。

取り組んでいる段階の中身を聞い○仲村未央委員

、 。 、ているわけですが 少し抽象的なのですね 例えば

これに農業試験場あるいは沖縄県農業研究センター

で幾ら予算化して、こういう機能性や、あるいは残

留農薬の先ほどのシステムの開発等に幾らかけてこ

うしていますとか、いつシステムを確立しますとい

う予算化はありますか。

農薬残留については、Ｊ○島尻勝広園芸振興課長

Ａの団体で平成22年度に豊見城の南部地区青果物

パッキングセンター中に入れてあります。こちらに

ついては１カ月、目標を年度で500検体、市場に出し

ていくときに残留問題はクレームが非常に大きいで

すので、この辺をしっかり今２人体制で検体という

か、検査をやっております。農薬残留については一

元的に対応している状態です。

年度で500検体ですか。○仲村未央委員

500検体です。○島尻勝広園芸振興課長

年度でですか。○仲村未央委員

はい。抽出サンプルでで○島尻勝広園芸振興課長

すね。全てやるわけではなくて、抽出でやって、検

体している状態です。

それと、先ほどの物流コストの冒○仲村未央委員

、 、頭の課題というものは コストの問題もありますが

そもそも出ていく出荷物が定量的に提供されるのか

というところが、出荷に当たって、産地としての信

頼性に非常にかかわるわけです。定量の目標は恐ら

く大きくは共販体制に係ってくると思いますが、共

販率というものは、皆さん現状がどうで、実際には

どれぐらいまで目標設定して、その出荷量を上げて

いくのか。それから、今皆さんが持っている目標に

対しての現状はどの程度のレベルにあるのかという

ものを、先ほども聞いたつもりですが、その量に対

しては今どのような状況なのでしょうか。

共販率については、基本○島尻勝広園芸振興課長

的にはＪＡが今１団体になっておりますので、全県

的な品目をＪＡでやれば共販率という形になろうか

と思いますが、実際統計……。推計共販率というこ

とにさせてもらいたいのですが、平成23年度のＪＡ

おきなわの青果物の主要な品目の共販率は、インゲ

ンが約64％、ゴーヤーが33％、オクラが69％、カボ

チャが47％、マンゴーが33％となっております。

それぞれの共販率に対する沖縄県○仲村未央委員

としての目標設定というものはあるのですか。皆さ

んが想定している出荷量―沖縄県外に出していこう

という量に対して、共販率の設定や、あるいは今、

どれぐらいの目標達成ぐあいだということは持って

いらっしゃるのですか。

我々は沖縄県外を中心に○島尻勝広園芸振興課長

大消費者、関東地域だと思うのですが、この辺にあ

る程度、公益財団法人沖縄県糖業振興協会を含めて

出さないと価格維持が非常に厳しい。市場からは信

頼される数量、品質を求められておりますので、Ｊ

Ａと集出荷場の整備を含めて、具体的にインゲンは

どれぐらいということは言えませんが、取引の形態

もいろいろとあって、現状の中でいいということで

はなくて さらに共販率を高めていくという形に持っ、

ていきたいと思っています。特にマンゴーについて

は、農家が先進的に取り組んだ結果、例えば宅配便

とか、そういうものが結構多かったのですが、やは

り贈答品としては非常にパイがもう厳しくなってき

ておるような状況の中で、今年度、平成25年度は宮

古島の集出荷場を整備しているところです。この中

でセンサーを入れて品質が保証されて、また、贈答

、品なんかも少し価格設定を落とすかと思うのですが

安定的な出荷を目標にして、５割とか６割は持って

いきたいというＪＡそれぞれの地域の考え方もあり

ます。その辺もＪＡと連携をとりながら、沖縄県と

しても出荷ないしは価格安定に向けて取り組んでい

きたいと考えております。

今までのお話を伺っていると、基○仲村未央委員

、 、本的に沖縄県の農政として どこに目標値を置いて

果たしてどれくらいの出荷量を定量で送り出すこと

が成功できれば、農家所得は基本的にどれぐらい上

がっていくのだという前提の戦略目標値がまずはっ

きりしないのですよ 先ほどから目標値は一言もはっ。

きりおっしゃらないし、現状の沖縄県の、特に今は

農産物、野菜を中心に説明いただいていますが、そ

こら辺が今どのレベルにあって、沖縄ブランドを外

に出していこうというときの現状の認識と目標に至

るステップが、全く私には伝わってこないわけです

ね。そこら辺に根本的な課題があるのではないかと

聞いておりますが、いかがですか。

今おっしゃるように、や○島尻勝広園芸振興課長

はり沖縄県外に出していくことが、我々は農家の価

格安定につながっていくだろうと思っております。

平成18年から沖縄県については沖縄県ブランド推進

連絡協議会を立ち上げて、ＪＡの共販率を高めなが

ら、市場にきめ細かい出荷先を決めたり、年に２回

の幹事会と協議会を開催しております。そういうこ
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とで、やはりＪＡとの連携をとりながら、我々とし

ても、品目ごと、地域ごと、産地ごと、そういうき

め細かい計画をＪＡと一緒に連携をとって、系統出

荷というか、共販率を高めていくような取り組みは

しております。やはり今回、沖縄県振興一括交付金

を含めて、ハウス等、あるいは花のポットとか、い

ろいろな生産条件を整備している中で、農家も確実

にふえておりますし、また、生産量もふえていると

聞いております。その辺に向けて沖縄県外出荷を中

心に生産量、安定品目として出荷していきたいと考

えております。

、 、○仲村未央委員 ピーマンだって ゴーヤーだって

競合地はもうすごい勢いで、先ほど言ったように機

能性まで含めて、βカロチンとかビタミンＣの違い

まで含めて、戦略を持ってブランドの確立に取り組

んでいるのですよ。だから、幾ら沖縄のブランドの

イメージがいいからということで今、このようなポ

ワンとしたブランドに対する認識では、ほかのとこ

ろとの差別化は非常に難しくなるし、量で負けてい

る以上、その量販体制も整わないという定量のシス

テムも、ほかのところに比べて共販もなかなか難し

い状況という中では、ブランドというものが本当に

牽引して、沖縄県の農業所得を高めていけるかどう

かというところで、今皆さんは緊張感がないという

か、何となくふえていますとか、実績は伸びていま

す程度の説明で全て終わっているような感じに聞こ

。 、 、えるわけですよ そこら辺 ブランドとしての確立

他地域との差別化、量が少ないのであれば、どれぐ

らいの品質で売っていこうという戦略は持っていな

いのですか。そこは、ぜひ農林水産部長に答えてい

ただけますか。

基本的には、我々沖縄県農○山城毅農林水産部長

、 、林水産業振興計画の中で 平成22年度を基準にして

、 。５年後の目標 10年後の目標を明確に持っています

それに対して、それでは具体的にどのようにして伸

ばしていくかというところについては、ＪＡと、出

荷団体と連携しながらやっているわけなのでござい

ますが、例えばマンゴーであれば品質をブランド化

するために、それではどうするかというところで、

糖度が測定できるような、分析できるようなものを

入れようということで、集荷場に我々は、豊見城、

宮古にセンサーつきの選果場を整備して、それで変

えていこうということで取り組んでいます。インゲ

、ンについても伸ばさないといけないわけなのですが

そこを伸ばすためには単収を伸ばさないといけない

ということがございます。今１トン弱の単収を３ト

ンまで引き上げようということで、沖縄県農業研究

センターと連携しながら、今その技術を農家に提供

しながら３トンに持っていこうと普及してございま

す。

あとカボチャについても、一時すごく生産量を上

げたのですが、外国産に負けて随分生産量が下がっ

た時期がございましたが、これについても利益的な

ところを改善しながら地道に普及していって、全県

。的に高品質のカボチャがつくれるようになってきた

それも栽培技術があってのものなのです。それにつ

いて、南風原町津嘉山のカボチャが誘導してきたも

のを、例えば、キロ四、五百円で売れていたものを

離島でも四、五百円で売れるような、それだけ品質

の高いカボチャを今つくり上げております。そうい

う意味では、ＪＡと一緒になりながら、現場に技術

を普及しながら、高品質のいいものをつくり上げて

いるということがあります。そういうものは、今委

員おっしゃるような身近な目標、長期的な目標を持

ちながら その達成状況を確認しながらしっかりやっ、

ていきたいです。

あわせて、先ほどの機能性、確かに宮崎県に比べ

たら、私も見ましたが、アイデア的に負けていると

反省しておりますので、そこをしっかり、向こうに

負けないようなアイデアを出しながら沖縄県産をＰ

Ｒしていきたいと考えております。

ブランドの確立ということは、今○仲村未央委員

回新規参入をしようという若手の担い手の育成に対

しても希望が持てるという第一歩。そのシステム開

発等は、私はＪＡ任せではなくて、沖縄県の農政そ

のものだと思っていますので、ぜひそこは取り組ん

でいただきたいと強く要望します。

それから、いわゆる外来種、特殊病害虫特別防除

事業に要した期間と総事業費、このあたりを説明で

きますか。

代表的なものといたしまし○西村真営農支援課長

て、ウリミバエ、ミカンコミバエにつきましては、

根絶後も台湾等、東南アジア等で発生しております

ので、侵入警戒調査防除を継続しております。事業

費の累計ということでございますので、昭和47年か

ら平成24年までの総事業費は421億3200万円となって

おります。

もう時間がないので、今、熱心に○仲村未央委員

議論がされている外来種―アルゼンチンアリの問題

ですね。これがもし、一たび外来種として入ったと

きに、農作物にどのような被害が起こるのか、その

懸念について説明していただけますか。
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国で世界的に重要害虫と言○山城毅農林水産部長

、 、われているもの―今のミカンコミバエ ウリミバエ

ゾウムシ関係なのですが、そういったものは検疫上

守るということで、リストをつくって、それに対し

て検疫体制をしいているところでございます。その

中には、確認してみたのですが、今のアルゼンチン

。アリは入っていないということを確認しております

ある文献によると、アルゼンチンアリはアブラムシ

とかの出すものを食事としているので、二次的なも

のとしての影響はあるのかと思うのですが、大きな

、 。影響というものは 我々もまだ確認はしていません

詳しい方がいらっしゃると思うの○仲村未央委員

ですが。すす病の話があると思うのですが、そこら

辺、説明できませんか。

例えば、アブラムシが大量○山城毅農林水産部長

に発生するとすすが発生するということで、作物の

生育に影響を及ぼします。ただ、我々はそれを薬剤

散布とかしますので、既存のアブラムシの防除につ

いては、通常の栽培の中での農薬等散布の防除で対

処しているところかと思います。

私も詳しくはないのですが、恐ら○仲村未央委員

くこれはアブラムシが天敵とするテントウムシをア

ルゼンチンアリが食べてしまうということで、結果

的にアブラムシとアルゼンチンアリは共生の関係が

成り立つが、結局テントウムシがアルゼンチンアリ

にやられていくということでの病害虫の発生と聞い

ています。この対策についてはどのようになります

か。入った場合の責任というものは。

済みません。そこまでの情○山城毅農林水産部長

報は今つかんでおりませんので、それについては、

うちの病害虫の専門家がいますので、その意見を聞

いてみたいと思います。

皆さんは申請内容を確認して、そ○仲村未央委員

のことについては見ているわけでしょう。それにつ

いての申請内容から見られる対策については、要は

どのように認識をして、大丈夫だと思ったのかとい

うことですよ。これを見ているわけでしょう。申請

内容を見た上で農林水産部長は意見を出されたわけ

ですよね。外来種の懸念というものは当然申請にも

書かれていて、その対策についてはわかっているわ

けでしょう。

アルゼンチンアリが農作物○山城毅農林水産部長

に大きな被害を及ぼすというような文献とか、そう

いったものはないし、確認したところ、そういう被

害はないということもありましたので、大きな影響

はないと考えております。

楽観的に……。○仲村未央委員

玉城満委員。○上原章委員長

ブランドの話が出たので、石垣牛の○玉城満委員

定義というものは、沖縄県ではどのように解釈して

いますか。

石垣牛の定義につきまして○安里左知子畜産課長

は、ＪＡがＪＡ石垣牛ということで商標登録をした

ものなのですが、これをやるために定義というもの

。 、をＪＡで定めております ＪＡの定めによりますと

八重山で生まれて、同じような餌を食べて、出荷ま

で、屠畜場まで石垣島で生産された牛と、簡単に言

えばそのような定義があります。

これは同じ餌というところが少し○玉城満委員

ひっかかるのですが。同じ八重山で生まれ育って、

別のところから飼料を仕入れてくるのは、それは石

垣牛とは言わないのですか。

定義の中には、同じ餌とい○安里左知子畜産課長

う書き方―漏れている場合もありますが、ＪＡが登

録した商標登録の中には、ＪＡが定めて、同じよう

な餌を食べさせて同じように生育している牛という

決め方をしていると認識しています。

例えば、ＪＡの飼料をとらないで、○玉城満委員

別から持ってきた飼料で石垣島で育てた牛を石垣牛

とは言ってはならないと、極論を言えばこうですよ

ね しかし 実際石垣島で育った牛を石垣牛とは言っ。 、

てくれるなという裁判が起きていることは認識して

いますか。

はい そのような裁判があっ○安里左知子畜産課長 、

たという話は聞いております。どのようになったか

ということは把握しておりませんが、今おっしゃら

れていた餌は別のものをやっているという方が石垣

牛という名称を使うことについては、ＪＡは特にだ

めとは言っていないと聞いております。

本当にそうですよね。だったらいい○玉城満委員

のですが、なぜ裁判が起こったのかわからない。同

じ石垣牛というブランドをそういう争いの材料にさ

せてはいけないと僕は思っているのです。何で石垣

島で生まれて育っているものが、ＪＡと絡んでいな

いものに対してはそれは言ってはいけないというこ

とが起こっていること自体、僕はかなりブランドと

して問題になっているのではないかという気がして

いるのですが、農林水産部長、その辺はどうでしょ

うか。

ブランド化を安定させるた○山城毅農林水産部長

めには、同じ育て方をするのは重要な要素と思いま

す。ただ、そこでこういう餌の配合の割合でやると
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いい肉質のものができるということであれば、それ

は統一して、全てみんながそういう基準を守って飼

育しているものについては同じように扱っていいと

いう感じはします。

だとしたら、例えば、同じ石垣牛で○玉城満委員

も、あの石垣牛はうまいよねとか、これは少し落ち

るなということはあってしかりだと思うのです。こ

れを全部同じように、飼料を統一させて、もう少し

。おいしくしようということができないわけでしょう

そういう意味では、石垣牛の定義について、いま一

度整理をしていただきたいと僕は思うのですが、ど

うでしょうか。

、○安里左知子畜産課長 今の石垣牛につきましては

ＪＡ石垣牛ということで、ＪＡが地域の団体商標を

登録して取得した名称になっております。商標登録

ですので、漢字の石垣牛はＪＡが特権で使うという

ことになっておりますので、石垣島で育ったほかの

牛は、ほかの名称で出していただくほうが多分問題

はないと思っております。

また後退している。さっきの農林水○玉城満委員

産部長の発言と少し違って、また後退しているでは

ないですか。

訂正します。一応、ＪＡ石○安里左知子畜産課長

垣牛ということで、ＪＡの組合としてはそのように

定義づけをしているのですが、先ほど少し申し上げ

ましたが、ＪＡの餌は使っていないけれども石垣牛

と名乗りたいという人については、ずっと同じよう

に石垣島にいるからということで、それについては

ＪＡが特にクレームをつけて、使ってはいけないと

いうことを言っているわけではありません。

それで、今後、ＪＡの牛をもっとよくしていくと

か、そういうことにつきましては、やはりＪＡが中

心になって、牛の改良について、餌の改善を見なが

。らやっていくことになっていくのだろうと思います

石垣牛と使っていいと言ってくれな○玉城満委員

いと僕も困るんだけれども。もう一つ、アグーもそ

うなのです。平仮名あぐーと、片仮名アグー 「あ。

ぐー」はＪＡが商標登録しているのですよね。

そうです。○安里左知子畜産課長

この「アグー」がもともとの在来ア○玉城満委員

グーで 僕も意味がわからないのだけれども あぐー、 、

は50％以上という規定があって、アグーは、ひょっ

としたら50％以上の濃いアグーがいるけれども 「あ、

」 。ぐー という表示は使ってはいけないわけですよね

そういうルールになっているのですよね。

50％で平仮名が使えるか、○安里左知子畜産課長

片仮名が使えるか、そういう区分ではありません。

ＪＡが「あぐー」と登録しているために 「あぐー」、

。はＪＡ系列について使うという考えが進んでいます

沖縄県で考えているのが、50％以上のアグーの血液

を持っているのはアグーブランド豚としましょうと

いう定義です。なので、片仮名と平仮名の表記、そ

れと50％というものは少し切り離して考えていただ

きたいと思っております。

これも外の人からは意味がわからな○玉城満委員

いのです あぐーとアグーはどう違うのですかといっ。

たら、皆さんどうやって説明するのという話なので

す。ここもまた、ＪＡが商標登録をしているものだ

から、その辺のいろいろな意味での意味のわからな

さみたいなものが出てくるわけです。僕は、この辺

は沖縄県がもう少し整理するべきだと思います。定

義がわかりにくい。だって、せっかくいいアグー、

みんなおいしいおいしいと食べているのに、あぐー

、 。とアグーがある そしてＪＡ石垣牛と石垣牛がある

どうなっているのだということになるので、やはり

同じ名称がある場合は、しっかり沖縄県が定義をい

ま一度―ブランドに関してはネーミングは大事だと

思います。確かにＪＡが中心になって品種改良した

り、このように大々的に進めていくということはわ

かるのだけれども、それ以外に、独自の力でそうい

ういい豚をつくろうとか、いい牛をつくろうとかと

いう人がいるわけなので、そういう人たちがもう少

し自由に表現できるような仕組みを、もう一度沖縄

県はつくっていただきたいと思うのです。農林水産

部長、どうでしょうか。

今の委員の御意見は前から○山城毅農林水産部長

も議論されている件で、我々もＪＡと関係機関、団

体等を含めて呼び方をどうしようかということで議

論している最中でございます。そういう団体も含め

て意見も聞きながら、どういう表記の仕方、呼び方

ができるのかということは沖縄県も一緒に入って協

議していきたいと思います。

次は、例の農林水産物流通条件不利○玉城満委員

性解消事業ですが、28億3000万円の予算を組まれて

います。海と空の比率は大体どういうバランスです

か。

今、具体的な数字を持ち○宜野座葵流通政策課長

合わせてはいないのですが、おおむね５対５で、半

分半分ということのようです。

ということは、海でも約14億円以上○玉城満委員

使われていると判断すると―僕は、これはある種、

農林水産物流通条件不利性解消事業は鹿児島県まで
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のユニバーサルサービスを確立するための、基本的

。 、にはそういう事業だと思っているのです ところが

今、企画部あたりがフェリーの新造船を沖縄振興一

括交付金で人を運ぶためにやっているではないです

か。そういう意味では、フェリーの場合は人を運ぶ

のだけれども、やはり物を運ぶ新造船に関して、例

えば、農林水産部であるとか商工労働部が組んで物

流船をつくっていくということで、もう少し解消し

ていく方法はないものなのですか、どうでしょう。

委員から前からそういう御○山城毅農林水産部長

提案があるということは承知してございますが、や

、はりフェリーを所有して物流支援するという場合に

船の運用とか採算面など、どこが担うかとか、採算

面でどうなのかというところの問題があると考えて

おります。そこのところで少し厳しい感じがしてお

ります。

例えば、人を移動させることで一応○玉城満委員

成り立つわけでしょう。物流でも、これだけ離島が

あるわけだから、先ほど午前中に座喜味委員もおっ

しゃっていましたけれども、海からの物流に関して

はもう少しそういう抜本的な手法がないと―結局は

こういう話も耳に入ってくるわけです。こう言った

ら失礼かもしれないけれども、船会社が、どうせこ

れは補助金が出るから少しは上げようかなんていう

ことも耳に入ってきたりするわけです。そんなこと

を感じている当事者がいるわけです。このように毎

回同じことの繰り返しになるので、抜本的な物流の

解消ということは農林水産部でも考えるべきではな

いかと思うのですが、ほかに手法はないですか。

今、農林水産物流通条件不○山城毅農林水産部長

利性解消事業がスタートしたばかりですので、まず

はそこをしっかり捉えて、進めながら。本当に必要

性があるのかどうかということも、そこを見ながら

かと思いますので、今のところは即そういう方向に

ということは少しどうなのかと。一つの研究材料と

してやるということなのかと思います。

私は、農林水産部だけで頭を痛めな○玉城満委員

いでくださいということを言っているのです。やは

り商工労働部とも、いろいろな他の物流もあるわけ

だから相乗りして、もう少し沖縄県の島々の物流が

本当にユニバーサルサービスを達成できるような仕

組みを、やはり越権で―例えば、チャンプルー部で

これを考えるというところで、積極的に他部署と話

し合うべきだと思うのですよ。その辺はどうでしょ

うか。

その件に関しては、商工労○山城毅農林水産部長

働部もいろいろ考えているだろうと思います。そこ

との連携というものは非常に必要だと考えておりま

すので、意見交換をしながら、どういう方法がある

のか、できるのかどうかも含めて、向こうのほうと

一応意見交換を少しやっていきたいと思います。

ことしも前年度並み、若干落ちるの○玉城満委員

だけれども、これだけたくさん農林水産物を売り出

していこうという予算が組まれています。しかし、

今の国のＴＰＰ交渉の状態を見ると、僕ははっきり

言ってただごとではないなと。アメリカがあれだけ

強気に出ている。そのような中で、沖縄県は今、こ

のＴＰＰに対してどのような動きをしようとしてい

るのですか。

国は、重要５品目の関税の○山城毅農林水産部長

。検討について明らかにしていない状況がございます

仮に、本県の重要品目であるサトウキビとか肉用牛

の関税が譲歩された場合には、本県の農林水産業に

極めて大きな影響があるということは懸念しており

ます。沖縄県としては、今後ともＴＰＰの動向を見

据えながら、国の対応を踏まえながら、時期を逸し

ないよう政府・与党に対して、従来言っているよう

に、重要品目での関税を維持すること、十分な情報

開示とか、重要５品目の聖域が確保できなければ交

渉からの脱退も辞さないものとして、万全な対策を

行うような要請をしっかりしていきたいと考えてお

ります。

僕は、国の情勢を見てとか、今その○玉城満委員

。ようなことを言っている時期ではないと思うのです

本当に真剣に取りかからないと、打撃を受けてから

ではどうするのですか。サトウキビにしろ、肉用牛

にしろ、これが今問題だと言っているわけです。そ

の予算に関して、もう少しＴＰＰを意識した何がし

かの対策が見えてこないから、僕は少しこれが気に

なっているのですよ。

委員長、よろしいですか。予算特別委員会に要調

査事項として、その件は上げていただけませんか。

今の玉城委員の質疑につきまして○上原章委員長

は、要調査事項として取り扱ってほしいということ

ですので、明３月14日の委員会でその取り扱いにつ

いて確認いたします。

玉城満委員。

やはりこのＴＰＰの対応はしっかり○玉城満委員

やっていただかないと、今、国の情勢だけを眺めて

いる状態ではない。アメリカが強気になっている。

だから、既にもう今はどうするべきかということを

シミュレーションして、それをみんなに説明できる
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ぐらいになっていないといけないと思っています。

農林水産部長、どうでしょうか。

我々としては、沖縄県の農○山城毅農林水産部長

林水産業を振興するために沖縄21世紀ビジョンもつ

くっていますし、沖縄21世紀農林水産業振興計画の

中で目標を持ちながらしっかりつくっています。そ

の目標に向けてしっかり取り組んでいくということ

が非常に大事だと思っていますので、そういう意味

でも今計画をつくってやっております。確かに将来

的にＴＰＰがどうなるかというところもあろうかと

思うのですが、我々はそこは国に対してしっかり反

対ということを明確にしているわけでございます。

ＴＰＰの話を抜きにした上でも、我々沖縄県の農林

水産業を振興するという立場からは、しっかりそれ

はやっていくということは非常に持って、計画をつ

くって予算措置しているところでございます。

。○玉城満委員 ぜひこの対策はやっていただきたい

あと、通告はしていなかったのですが、デイゴで

す。これは県花ですよね。最近いろいろなところに

聞くと、この通りのデイゴを30本伐採したとか、そ

ういう話がよく耳に入ってくるのです。沖縄県とし

ては今、ヒメコバチの対策はうまくいっているので

しょうか、どうなのでしょうか。

デイゴヒメコバチにつき○謝名堂聡森林緑地課長

ましては、御承知のとおり、一時期かなりの被害を

、 、受けて 花が咲かないということで御指摘を受けて

。樹幹注入を中心に実施しているところでございます

その成果もあって、デイゴヒメコバチ自体の被害は

大分減少しております。ただ、それ以外のデイゴの

メイガとか、別の病害虫もあわせて今発生をしてい

る。ただ、これを全くゼロにするということはかな

り厳しい状況でございますので、一定程度発生の密

度を抑えるということで対応して、一定程度その成

果は出ております。ただ、御指摘のように発生消長

が春と秋に出てきますので、そういう意味では、し

ばらくすると葉が出てくる時期にまた発生してくる

かとは思っております。

それで今回、我々も約3000万円の予算化をしてお

ります。市町村を含めて必要なところには補助金も

、 。交付するということで 事業の予算化もしています

沖縄県の島唄にもデイゴというもの○玉城満委員

は結構歌われていて、やはり県花でもあるわけだか

ら、そういえば最近見ないなという人が結構多いの

です。そういう意味では、これは全力投球していた

、 、 、だいて せっかくの県花だし そして観光立県だし

県花を堂々と花咲かせて皆さんに見ていただくとい

うことは、精いっぱい頑張ってほしいと思っており

ます。

最後の質疑ですが、保健医療部で長寿復活健康づ

くり事業があるではないですか。これは、長寿日本

一を奪回すると宣言して、いろいろな事業に取りか

かっていると思います。ところが、僕は保健医療部

だけの問題ではないと思っているのです。長命草で

あるとか、いろいろな薬草に関して力を入れて、こ

れまた他部署と連携して、長寿日本一奪回に向けて

農林水産部の仕事もあると思っているのです。農林

水産部長、どういう仕事があると思いますか。

沖縄県の島野菜等含めて、○山城毅農林水産部長

先ほどもありますように、野菜には非常に機能性と

か栄養成分が高いものがありますので、健康長寿を

達成するためには、食事の面、料理の面の影響とい

うものは物すごく大きいと思っております。そうい

う意味では、島野菜を中心にした料理というものを

今つくっております。琉球大学で沖縄県の島野菜料

理を食べることによって健康になるということを、

チャンプルースタディーということで長い間蓄積し

た実績がございます。今回、我々のところでは、そ

ういう直売所を核とした県産食材消費拡大事業の中

で、県産野菜等の消費拡大による健康改善促進を目

的に１カ月間のレシピがつくられていますので、そ

こでつくられたレシピを紹介しながら、健康長寿に

向けて取り組んでいきましょうということで、その

関連の予算を今回つくらせていただいております。

それをやっていこうと考えております。

玉城ノブ子委員。○上原章委員長

ヤンバルの造林事業費について○玉城ノブ子委員

説明をお願いいたします。

沖縄県内の人工造林、新○謝名堂聡森林緑地課長

植につきましては、前年度伐採した箇所について翌

。年造林をするというような作業を実施しております

平成26年度国頭村で実施する新植、造林につきまし

ては、昨年度５カ所、約9.35ヘクタール伐採してお

りますので、そこで実施をするということです。事

業費が約2138万円ということでございます。

今年度９ヘクタールについて造○玉城ノブ子委員

林するということですか。そういうことでいいので

すか。

平成26年度ということで○謝名堂聡森林緑地課長

す。平成25年度に約９ヘクタール伐採してございま

すので、平成26年度の予算で約2000万円をかけて造

林をするということでございます。

今ヤンバルで進められている造○玉城ノブ子委員
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林事業なのですが、本来の造林事業からかけ離れた

ものになっているのではないかという意見が出てい

。 、 、るのです 予算も ずっとヤンバルの木を伐採して

そしてそれに国、沖縄県の助成、国は３分の２の高

、 、率補助で造林をするとなっているのですが しかし

、 、この間 貴重な環境を壊し続けているということで

沖縄県民の間からそれに対する、これではヤンバル

の環境が守れない、重要な生態系が守れないという

意見が上がってきているわけです。このように環境

を壊して、それ以上の価値がここで生まれてくるの

かどうか、費用対効果の面からいっても多くの疑問

が残っているところなのです。そういう意味では、

自然環境を生かした産業振興に大きく転換していく

ということが今求められているのではないかと思う

のですが、農林水産部長、どうですか。

委員おっしゃることにつ○謝名堂聡森林緑地課長

きましては、これまで議会でも再三、それぞれ林業

振興のサイド、環境保全のサイドからも陳情がござ

いまして それを受ける形で農林水産部でも 平成22、 、

年度からやんばる型森林業の推進という取り扱い方

針を２年かけて定めているところございます。その

中では柱が４つございまして、その中で利用と保全

を図ろうということでまさに取り組んでいるところ

でございます。伐採、収穫、造林につきましても、

これまでは皆伐中心としたということでございまし

たが、この柱の中で、皆伐からできるだけ択伐にと

いうことで 今年度から 沖縄県外からスイングヤー、 、

ダーという新型の機械を入れて、択伐ができるよう

な実証実験を今しているところでございます。

それから、皆伐で、チップ、おがを中心として低

利用の利用が大半ではないかという御批判もござい

ますので、それにつきましては、里山近くで、10年

から15年で伐採できるような成長の早い木を植栽し

て、山奥ではなく里山近くでチップとかおがは生産

をして、山奥の大事な木は択伐をしていくというよ

うなことで、それぞれそういう環境配慮型の林業に

今努めているところでございます。

今説明しているのは、皆さん方○玉城ノブ子委員

が今推進している、実証実験をやっているやんばる

型森林業の推進の問題なのです。この造林事業は、

国頭村がやっている伐採に対する造林でしょう。

伐採オンリーではなく、○謝名堂聡森林緑地課長

新しい手法を含めた施業、もしくは産業振興がある

のではないかという趣旨の御質疑だと思います。昨

年、先ほど申し上げましたやんばる型森林業の推進

の柱の一つに、切る林業から見せる林業へというこ

とで、ツーリズムですとか、セラピーですとか、そ

れから抽出成分―オオバギですとか、にきび菌に効

くような、30秒ぐらいで菌が死ぬようなもの、それ

から、防虫、化粧品とか、今いろいろそういう展開

が出ておりますので、従前の皆伐を中心とした林業

から体験型林業を含めた転換を図るということも一

つの柱になっております。それも含めて今実証、そ

れから検討を進めているところでございます。

今あなたがおっしゃっているこ○玉城ノブ子委員

とは やんばる型森林業の推進案 今実証実験をやっ、 、

ていることだと思うのですが、皆さん方が推進しよ

うというこの施策案を見ると、環境保全地域はわず

か７％なのです。北部訓練場を除くと残りの地域は

みんな森林施業による伐採が可能な地域になってい

るわけなのです。７％の環境保全の区域ですら伐採

が可能であるとの計画になっているのですね。これ

に対して沖縄県民の間から、これでは自然環境に配

。慮した計画とは言えないという意見があるわけです

これについて、皆さんパブリックコメントをとった

ということなのですが、どれぐらいの意見が寄せら

れているのでしょうか、その内容はどうなっていま

すでしょうか。

今回やんばる型森林業の○謝名堂聡森林緑地課長

推進を図る際に、沖縄県民の皆さんからのパブリッ

クコメントをいただいております。約40日間の期間

を設けまして、138人から271件の御意見をいただい

ております。主な内容としましては、保全区域に連

、 、続性を持たせてほしいというものが１点 それから

森林施業の皆伐を中止してほしいというような趣旨

の意見がございました。また一方では、林業を職業

、としている人たちの生活を考慮してほしいですとか

、林業に関する正確な情報を発信してほしいですとか

それから極端な意見は、利用区分、ゾーニングの白

紙撤回とか、もろもろの意見が出ているところでご

ざいます。

このやんばる型森林業の推進案○玉城ノブ子委員

に出ている沖縄県民の皆さんの環境を守ってほしい

という意見はどこで反映されるのでしょうか。どの

時点でどのように反映していこうと皆さんは考えて

いますか。

このパブリックコメント○謝名堂聡森林緑地課長

を受けまして、今回その検討会を立ち上げて、その

。中で一つのゾーニングという形で出したところです

この検討会に当たりましては、環境保護団体の皆さ

ん、世界的なＷＷＦですとか、日本野鳥の会ですと

か、かなり大きな環境団体の皆さんにも入っていた
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だきましたし、環境系の学者の先生にも入ってもら

いました。その中でいろいろゾーニングをさせてい

ただきました。先ほど委員からも保護地域が７％と

いうお話がございましたが、今回のゾーニングの中

、 、では 基本的にほとんど林業をしない地域が約３割

それから、水路保全区域ということで、これもほと

んど林業という対象ではないのですが、土砂崩壊で

すとか水源涵養というような、機能を維持しなけれ

ばならない際に若干手を加えるということで、１ヘ

クタール未満の択伐とか、そういう施業をするとこ

ろが約３割、おおむね６割はほとんど手をつけない

地域ということでございます。

残り４割につきましても、その半分は、例えば、

長伐期施業ということで、普通、森林の伐採は40年

から50年を平均としますが、80年とか100年というこ

とで長伐期にして、その間、木を切らないというこ

とが環境保全につながるということで、林業エリア

の中でも半分は保護系のエリアということで定めて

います。基本的には、それでも連続性が少し不足で

はないかという意見があったものですから、このエ

リアを約1000ヘクタール 今後の調整区域としましょ、

うということで要調整区域を設けて、皆さんの同意

を得て、一つの方向性ということで示したところで

ございます。

、○玉城ノブ子委員 やはり林業行政の最重要課題は

自然環境に配慮した森林の活用を推進することだと

私は思っているのですが 皆さんの認識はどうでしょ、

うか。

今回、我々も国頭村を中○謝名堂聡森林緑地課長

心とした森林林業を施業しているところでございま

すが、ヤンバルは御承知のとおり、ノグチゲラです

とか、ヤンバルテナガコガネですとか、貴重な動植

物がいるということで、今回のやんばる型森林業の

推進の方針の中にも、利用と保全という両方を柱に

して、守るところ、利用するところというものを慎

、 。重に検討して 今回線引きしたところでございます

もちろん沖縄県が今後も世界遺産に向けて取り組む

ということで、これについては県を挙げて取り組む

ということでございます もちろん環境省のメンバー。

にも入ってもらいました。今回実施したゾーニング

はそれに向けての一つのたたき台ということで我々

も認識しているところでございます。

今出ていましたけれども、やは○玉城ノブ子委員

りヤンバルの森は、今、奄美・琉球諸島は世界自然

遺産の暫定リストに載ることが決まっている地域に

なっているわけですよね。沖縄県も世界自然遺産登

。録を推進するという方針を出しているわけなのです

世界自然遺産登録を目指すためには、生物多様性の

豊かな自然を保全するという保護担保措置がないと

登録は難しいと言われているのです。ですから、そ

れとの関係でいえば、世界自然遺産登録を目指すけ

れども、価値あるヤンバルの森をどう保全するか、

これが非常に重要だと思うのです。そういう意味で

の皆さん方、環境部からも意見が上がっていると思

うのですが、環境部の意見は具体的にどのように皆

様方は聴収してきているのですか。

繰り返すような形になり○謝名堂聡森林緑地課長

ますが、今回やんばる型森林業の推進のゾーニング

に当たっては、環境省、県の自然保護課を含めた形

で検討はさせてもらっております。その中で、彼ら

の一番の意見としては連続性ということでございま

した。海抜250メートル以上の部分を連続してほしい

ということでございましたので、我々はその意向を

大分酌みまして、その中でラインを引いて一つの連

続性を固めたと。ただ、その中で連続性が保たれて

いない部分については、要調整区域ということで約

1000ヘクタールの区域を、今後検討を重ねて国立公

園化、世界遺産に向けて、双方の中で検討して調整

していくというエリアも設けてございますので、お

おむね環境サイドの皆さんの意見も取り込んだ形で

の成果となっていると考えております。

ヤンバルの環境保全の問題につ○玉城ノブ子委員

いては、もっと皆さん、今のやんばる型森林業の推

進事業の中でも根本的な見直しが必要なのではない

かと思っていますので、そのことを一応指摘してお

きたいと思います。

漁業経営セーフティーネット構築事業、漁業用燃

油緊急特別対策事業、沖縄県漁業用燃油緊急支援対

策事業、この内容について御説明をお願いします。

漁業経営セーフティーネット○新里勝也水産課長

構築事業は国が行っている事業でございまして、漁

業者と国が積み立てを行って、燃油が高騰した際に

積立金から補塡金が支払われるものでございます。

、 、同事業には 平成25年度12月末の第３四半期までに

１リットル当たり16.8円の補塡金が関連している漁

業者に支払われたところでございます。

今、燃油高騰で漁民の皆さん方○玉城ノブ子委員

の経費に占める割合、負担が大変大きくなっている

わけです。それで、もう漁を続けていくことができ

ないという悲鳴の声が上がって、漁民の負担をもっ

と軽減してほしいということが今あるのですが、皆

さん方は燃油高騰の漁民の負担軽減策について考え
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ていないかどうか。

この燃油高騰に対して、沖縄○新里勝也水産課長

県としましても支援を今実施しておりまして 平成25、

年度の９月補正予算で措置させていただいておりま

す。中身としましては、国の漁業経営セーフティー

ネット構築事業の積立金に上乗せする漁業者に対し

て補助、手当てをしております。

もう一つは、船底清掃、漁船の船底を年に何回か

掃除することによって、抵抗が少なくなって燃油が

節減されるという効果がございますので、それに対

して、一律お一人に幾らということで支援を行って

いるところでございます。

今、漁民の皆さん方の漁場環境○玉城ノブ子委員

は非常に厳しい状況になっているのです。特に沖縄

近海での漁については、沖縄県の場合、マグロやイ

カの好漁場が訓練水域のために漁に行けないという

状況がある。そういう遠いところまで出かけていっ

て漁をしなくてはいけないというようなことがある

わけです。そういう場合に、訓練水域を避けてパラ

オ周辺に漁に行くという人たちがふえているわけで

す。ところが、今の燃油高騰で必要経費に占める割

合が非常に高くなって 大変厳しいという声が上がっ、

ているわけです。特にパラオ漁業水域に漁に行くと

いうことになると、１航海当たり許可に必要なお金

が60万円近くにもなるわけです。そういうことにな

ると、漁に行っても帰ってきて赤字になる、経費で

みんな引かれて赤字になっていくという漁民の皆さ

ん方からの悲鳴の声が上がっているわけです。皆さ

ん方はそこに対する具体的な支援策をぜひ検討すべ

きだと思うのですが、どうでしょうか。

おっしゃるとおり、本県の特○新里勝也水産課長

にマグロはえ縄漁船につきましては、沖縄本島の東

、海域に設定されている米軍の訓練水域を迂回したり

あるいは そこでの操業ができないような状態になっ、

ております。そういうことを踏まえて、やむなく海

外に出場せざるを得ない。ミクロネシア、パラオま

、 。で １カ月以上かけて操業している船もございます

このため、特にこの方々は一番燃料を使うマグロ船

でございますので、国の制度を使ってほしいという

ことで積極的に呼びかけをして、今回の燃油高騰対

策を活用していただいております。平成26年度予算

につきましても、引き続き、沖縄県漁業用燃油緊急

支援対策事業ということで、漁協が手当てする積立

金に対して支援する内容で予算に計上させていただ

いているところでございます。

その支援対策をやっているとい○玉城ノブ子委員

うことではありますけれども、それでも漁民の皆さ

ん方にとっては、基金に積み立てをする負担金につ

いても、とてもではないけれども出せないという状

況があるわけです。だから、その負担金の軽減もぜ

ひ考えてほしい、もっと支援をして負担金の軽減を

図ってほしいということがあるわけです。そういう

こともぜひ検討していただきたいと私は思っている

わけです。

平成25年度は、積立金に対す○新里勝也水産課長

、 、る上乗せ支援を行ったところでございますが まず

この積立金自体、現金で支出するのが厳しいという

意見が多くございました。漁協によっては、漁協が

立てかえて積み立てしてまでも対応していただいて

いるところがございました。そういう声を受けて、

漁協が借り入れして、立てかえして積み立てする場

合に、沖縄県がその利息負担分、漁協の負担分を軽

減すること。あと漁業者はもう現金を出さなくてい

いような内容にすることを踏まえて、今回、平成26

年度予算の中では燃油対策の仕組みを計上させても

らっているところでございます。

ぜひ漁民に対する燃油高騰の支○玉城ノブ子委員

援については、もっと今後、漁民の皆さん方、特に

遠いところまで漁に行く漁民の皆さん方にとっては

必要経費も上回るほどの額になっているということ

で、これでは漁を続けていくことができないという

悲鳴の声が上がっていますので、そこに対する今後

の抜本的な支援策をぜひ検討していただきたいと思

うのですが、農林水産部長。

今、水産課長からもお話が○山城毅農林水産部長

あったように、今回の燃油高騰対策については、平

成25年度、平成26年度ということで、沖縄県でも支

援できる方法を模索しながら今支援しているところ

でございます。その取り扱いについては今後とも継

続しながら、しっかりと支援していきたいと考えて

おります。

先ほど新垣哲司委員からも質疑○玉城ノブ子委員

がありましたけれども、糸満市真栄平南、真壁地区

の冠水被害対策で今度予算が計上されているのです

が、向こうの冠水被害対策の抜本的対策も、具体的

に新たな排水施設についても検討していくというふ

うにしないと、ああいう状況のままでは、ずっと何

十年間も同じような冠水被害を繰り返すという状況

が出ております。向こうに本当に抜本的な対策を講

じていくということについて、農林水産部長、決意

をお聞かせ願えますか。

、○山城毅農林水産部長 先ほど説明しましたように
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今回、平成26年度に琉球石灰岩地域排水対策検討事

業ということで調査事業を計上いたしておりますの

、 、 、で それでしっかり調査しながら それを踏まえて

次の対策に向けてしっかりと取り組んでいきたいと

考えております。

先ほどの崎山委員の意見との関○玉城ノブ子委員

係なのですが、岩礁破砕のとき沖縄県知事の許可が

必要だと、サンゴの移植などを行うときは特別採捕

の沖縄県知事の許可が必要だということについては

確認してよろしいでしょうか。

漁業権漁場内で、そういう海○新里勝也水産課長

上で工事を行う場合は、岩礁破砕等の許可が必要で

ございます。サンゴ等を移植する際は特別採捕許可

が必要でございます。

ＴＰＰの問題ですが、今の状況○玉城ノブ子委員

でいくと、もう既に譲歩案を出しているような状況

がありますでしょう。譲歩しないともう太刀打ちで

きないということで、日本のほうが譲歩案を示して

いるわけです。これは絶対、今の状況でいくと、沖

縄県の農水産業は大きな壊滅的打撃を受けることに

なりますよ。やはりすぐ行動を起こしていくことが

必要だと思いますが、農林水産部長。

それについてはしっかりと○山城毅農林水産部長

、対応しなければならないと我々は思っていますので

ＪＡ等団体も含めて、しっかり国に対して要請をし

ていきたいと考えております。

休憩いたします。○上原章委員長

午後３時22分休憩

午後３時42分再開

再開いたします。○上原章委員長

休憩前に引き続き、質疑を行います。

儀間光秀委員。

農林水産物流通条件不利性解消事○儀間光秀委員

、 、業 それぞれの委員の皆さんから話が出たのですが

一、二点だけ確認させていただきたいと思います。

平成24年度が交付団体71団体、平成25年度が111団

体と先ほど答弁であったのですが、その交付団体か

ら補助額が確定するまでの一連の処理の仕方、その

流れをお聞かせいただきたい。

平成25年度におきまして○宜野座葵流通政策課長

は、事業対象年度を平成25年４月１日から適用して

おります。交付申請の受け付けを５月15日から実施

、 、 、 、 、しておりまして その際 各ブロック 北部 中部

南部、宮古、八重山の説明会を実施して、６月14日

に受け付けを終了いたしまして、昨年の７月に交付

決定を行いました。そして、その実績に基づいて各

四半期の実績報告を受けて、必要に応じて概算払い

を実施しているという状況です。

今そういったシステムベースで管○儀間光秀委員

理していらっしゃいますか。

現在は管理しておりませ○宜野座葵流通政策課長

ん。

これを見ていきますと、年々出荷○儀間光秀委員

の実績も右肩上がりで、先ほどの答弁で生産はどう

なっているかの数字は持ち合わせていないという話

だったと思うのです。やはりシステムで今後も管理

をしていく必要があると思うのですが、その辺の見

解を。

今年度調査事業を行って○宜野座葵流通政策課長

おりまして、その中にシステムのあり方についても

検証するという位置づけで、今調査しております。

ぜひそれは前向きに検討していた○儀間光秀委員

だきたいと思います。

あと１点、今、対象品目が50品目。これは次年度

に向けて対象品目の枠を広げるというのですか、そ

の辺のお考えがあるのかどうか。

現在は戦略品目の50品目○宜野座葵流通政策課長

が補助対象品目になっておりまして、出荷団体、生

産団体から対象品目を広げてほしいという要望がご

ざいます。品目の見直しにつきまして、平成26年度

に向けて、肉用牛や豚とか花卉、果樹などの追加品

目の拡大作業を進めているところでございます。

追加品目が拡大されると、やはり○儀間光秀委員

生産者の意欲も向上してくると思いますので、ぜひ

それも国と調整していただいて、前向きに検討して

いただければと思っております。

次に、沖縄県新規就農一貫支援事業について説明

をお願いします。

沖縄県新規就農一貫支援事○西村真営農支援課長

業につきましては、担い手の育成確保を目的にいた

しまして、就農希望者に対して、就農相談から就農

定着までの一貫した支援を行う事業となっておりま

す。具体的な内容につきましては、１つ目として、

沖縄県立農業大学校の機能強化や市町村等の研修農

場の整備、２つ目としまして、新規就農者に対する

農業機械や施設整備等の初期投資の支援、３つ目と

して、市町村等に新規就農コーディネーターを配置

しまして就農相談体制を充実、４つ目として、農地

確保に対する支援としまして農地調整員の配置や農

地データバンクの整備などを実施しているところで

ございます。

就農相談の実績をお聞かせくださ○儀間光秀委員
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い。

就農コーディネーター、平○西村真営農支援課長

成25年度につきましては７名配置しておりますが、

４月から現在までの途中の段階の集計ですが、就農

相談が延べ402名となっておりまして、そのうち新規

就農に結びついた方が53名 農家等での研修をなさっ、

ている方が８名ということでございます。

コーディネーターが７名、その７○儀間光秀委員

名は、例えば北部とか、どういう地域に配置されて

いるのか。

市町村、農業会議、ＪＡな○西村真営農支援課長

どに配置されておりまして、現在、北部、中部、南

部、宮古に配置されております。

、 。○儀間光秀委員 実際 この事業で就農した人数は

今現在確認できているとこ○西村真営農支援課長

ろでは、新規就農に結びついたのは53名と把握して

おります。

53名というのは今年度ですか。○儀間光秀委員

はい。今年度、平成25年の○西村真営農支援課長

４月から、この３月の中旬までの実績ということで

ございます。

今までの延べ人数は。○儀間光秀委員

、○西村真営農支援課長 平成25年度につきましては

現在集計中なものですからまだ把握できておりませ

ん。ちなみに、平成24年は390名の新規就農でござい

ました。

農業を目指す方の支援事業なので○儀間光秀委員

すが、今後の見通しがあればお聞かせください。

沖縄県としまして、新規就○西村真営農支援課長

農者の育成は非常に重要な課題だと認識しておりま

。 、 、す そういうことで 沖縄21世紀ビジョン基本計画

また、沖縄21世紀農林水産業振興計画の中で新規就

農者を毎年300名、10年間で累計3000名の育成を目標

に取り組んでいるところでございます。

ぜひ今後とも農業に従事する方の○儀間光秀委員

育成に沖縄県も取り組んでほしいと思います。

、 、次に 今の事業と関連してくるとは思うのですが

沖縄県青年就農給付金事業についての説明をお願い

します。

沖縄県青年就農給付金事業○西村真営農支援課長

につきましては、青年の新規就農者の増加と就農の

定着を図ることを目的に実施している事業でござい

ます。準備型と経営開始型の２つのタイプがござい

ます。準備型につきましては、就農前の研修期間に

対する支援、経営開始型につきましては、経営が安

定しない就農直後の所得を確保できるようにという

ことで給付金を支給するものでございます。

準備型につきましては沖縄県からの給付となりま

して、沖縄県立農業大学校ですとか先進農家などで

研修を受ける就農希望者に、最長２年間、年間150万

。 、円給付をしております 経営開始型につきましては

沖縄県から市町村を通じて、市町村が給付主体とな

りまして、市町村が策定する人・農地プランで位置

、 、づけられた独立自営を目指す就農者に 最長５年間

年間150万円が給付されるものでございます。

この事業で給付を受けた人数。○儀間光秀委員

平成24年度の実績につきま○西村真営農支援課長

しては 給付者の合計が217名で そのうち準備型が27、 、

名、経営開始型が190名となっております。平成25年

度につきましてはまだ途中ですので、１月末段階の

見込みでございますが、合計403名、準備型が39名、

経営開始型が364名となっております。

これも平成24年度から着実に事業○儀間光秀委員

を活用している対象者がふえているということです

ので、今後も引き続き事業に取り組んでほしいと思

います。

養豚生産性向上緊急対策事業について説明をお願

いします。

この事業は、昨年の飼料価○安里左知子畜産課長

格高騰に対する緊急対策として、９月補正で実施、

始めたものです。これにつきましては、生産性向上

を要件として、養豚農家に対して配合飼料価格の購

入費１トン当たり1600円を補助しております。

高騰ということは 社会情勢によっ○儀間光秀委員 、

て安くなったり、高くなったりがあると思うのです

が、沖縄県としては、助成するだけではなくて、飼

料価格の低減に向けて何か取り組んでいるものがあ

るのか。

おっしゃるとおり、今、配○安里左知子畜産課長

合飼料価格は国の決める価格でずっと右肩上がりで

すが、沖縄県としましては、昨年度クランブル飼料

という消化のいい、少ない量で家畜が大きく成長で

。 、きる飼料工場を２カ所に整備いたしました それと

平成26年度、平成27年度にかけまして、原料のトウ

モロコシが海外から入ってくるわけですが、この原

料が今は鹿児島県を経由して入ってくることがあり

まして、鹿児島－沖縄県間の経費が余計にかかって

いるということがあります。それを改善するために

直接沖縄県に海外から配合飼料原料を入れて保管が

できるサイロの整備を検討しているところです。

沖縄県畜産研究センターとかあた○儀間光秀委員

りで飼料の研究というのですか、その辺もぜひ前向
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きに検討していただきたいと思います。それは要望

でとどめておきます。

喜納昌春委員。○上原章委員長

ハイサイ、グスーヨー、チューウ○喜納昌春委員

ガナビラという形で終わってもいいかと思ったので

すが、せっかくですので、午前中、砂川委員からも

ありました６次産業について二、三点聞いておきた

いと思います。

農林水産部長、１億2715万円の６次産業化支援事

業ということでついていますけれども、前年度はゼ

ロなのだが、今度ついた意味は何ですか。

国で６次産業化の取り組み○山城毅農林水産部長

を強化するということで、まずは法律を作成いたし

まして、それから国で６次産業化の事業を創設して

おります。その場合、国独自で法に基づく総合事業

計画を認定し、支援をする、ソフト的な支援とハー

ド的な支援を国独自でやるということで、昨年度ま

では沖縄県を通らない予算でございました。平成25

、 、年度に入って 国が直でやるという話ではなくして

沖縄県とか市町村、現場も活用しながら面的に広げ

ていこうという考え方に変わってきまして、昨年度

途中からですが、ネットワーク交付金が沖縄県にも

おろされるようになってきました。11月からは沖縄

県でソフト的なものを補正で組みまして６次産業化

サポートセンターを設置したところでございます。

ハードについては今年度、平成26年度予算からの措

置ということで、今回予算計上したところでござい

ます。

農林水産部長、これは去年、沖縄○喜納昌春委員

県６次産業化推進基本戦略（仮称）ということで策

定した。この予算化は国の直轄事業が沖縄県にある

意味では移ったということですか、認定は相変わら

ず国がやるのですか。

事業認定そのものは国でや○山城毅農林水産部長

ります。その認定された支援については、沖縄県域

のものについては沖縄県のサポート交付金事業の中

で支援する、都道府県をまたがるような広域的なも

のについては国が支援するというような二本立ての

支援を考えているということでございます。

ということで、先ほど砂川委員の○喜納昌春委員

質疑であったので、個人も含めて52団体を認定した

。 。ということですか 内訳があったら教えてください

、○新城治村づくり計画課長 認定の内訳なのですが

まず圏域別です。北部地域が20件で約39％、中部地

域が７件で13％、南部地域が11件で21％、宮古地域

が３件で６％、八重山地域が11件で21％となってお

ります。また、対象農林水産物に関しては、畜産が

豚、牛、ヤギ等で28％、マンゴー、パイナップル等

の果樹が26.5％、野菜が19％、サトウキビ、ハーブ

などの工芸作物が17.6％ 豆類が4.4％ 水産物が2.1、 、

％、花卉が1.5％となっております。

農林水産部長、認定を受けたら沖○喜納昌春委員

縄県は今までどういったことができるのか。認定を

受けたら、沖縄県は認定を受けた皆さんと調整があ

るのか。予算なんかは国から来るわね、沖縄県はど

うするのか。

沖縄県は交付金の内示を国○山城毅農林水産部長

からいただいていますので、それをもとにして認定

を受けた方々の、例えば、加工のハード施設がほし

いという方がいれば、それに対して中身をチェック

。しながら支援していくということが１点ございます

もう一つ、６次産業化サポートセンターにアドバイ

ザー、プランナーが配置されておりますので、プラ

ンナーが専門的な立場からのアドバイスをしていく

ということも支援の一つとして考えております。

認定を受けたら、全部が全部そう○喜納昌春委員

ではないと思うのだが、あと市町村との関係がある

ね。市町村との関係はどうなるのか、市町村はしっ

かり受けとめられているか。

今回の交付金に関して○新城治村づくり計画課長

は、沖縄県から市町村を通して補助金として事業者

に交付する形になっています。それと、申請に関し

ても、認定者からは市町村を通して沖縄県に上がっ

ていくことになります。その中で、地域の市町村を

初め、ＪＡと一体となって、連携して進めていきた

いと考えております。

村づくり計画課長、これは従来と○喜納昌春委員

は、新年度から違うという意味ですか。

これまでは国の直轄と○新城治村づくり計画課長

いうことでやってきました。平成26年度からは、沖

縄県が中心になって、市町村と連携しながら進めて

いく形になります。

数は知ったから細かいことは言わ○喜納昌春委員

ないけれども、52団体受けて、これは単年度で終わ

るのかな。受けたら１年で終わるの。

認定を受けたら５年以○新城治村づくり計画課長

内に実行する計画となっております。

認定を受けたけれども 事業が滞っ○喜納昌春委員 、

。 、てパアになるという場合もあるのかな ５年だから

まだパアになるとは限らない、平成23年度だから、

平成26年度までだから。そうならないように、せっ

かく認定を受けたのだから―認定書を見たよね。卒
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業証書みたいで結構立派ですよ だから 意欲もあっ。 、

て認定を受けて６次産業化したいということで出し

ているわけだから。ただ、場合によっては市町村と

のいろいろな調整の中で繰り越しする場合があるよ

ね。だから、この辺のことはしっかりクリアできる

ように、アドバイスなり、逆に市町村なりも、せっ

かく国の認定を受けたわけだから、そういった格好

で臨んでほしいのだが、どうでしょうか。

認定を受けると、委員○新城治村づくり計画課長

から話があったように、交付金の補助事業がありま

すが、それ以外のメリットとして、ファンド、資本

金とかの融資制度、基金とか、いろいろな支援制度

がありますので、交付金とそれとセットでそういう

いろいろな融資関係の制度を活用してもらいたいと

考えております。それを活用して、また支援してい

きたいと思っています。

ケースがあって、相談があって、○喜納昌春委員

少しひっかかったものだから、５年以内の話だから

まだ終わったわけではないから、せっかく認定を受

けた事業については、市町村にも、地域にも、いい

意味での影響があるし、制度だと思うので、ぜひ生

かしてもらいたいということを要望しておきます。

それから、これはある意味では、農林水産部長、

幾らでも手を挙げてできる予算はあるのか。要する

に、沖縄県民の知恵によっては幾らでもできる仕事

なのか。

今回沖縄県も１億2715○新城治村づくり計画課長

万1000円と小さい予算で、その中でハード補助金、

施設等に関する補助金として約8000万円を計上して

いますが、8000万円の金額では52人もの認定者を支

援できないということで、沖縄県としてはこういう

交付金もあるのですが、先ほど説明した融資とかフ

ァンドを活用してもらいたいと考えております。

ソフト関係の補助金として、新商品の開発とか販

路拡大に対する支援ということで、補助率が３分の

２の事業もありますので、それも活用していただき

たいと考えております。

今は52の認定を受けた皆さんに対○喜納昌春委員

することだったから。私がまた再度聞きたいのは、

これからでも手を挙げてできる部分の要素もいっぱ

いあるのですかということなのです。

昨年12月から沖縄県で○新城治村づくり計画課長

６次産業化サポートセンターを設置して、その中に

プランナーを置いています。プランナーの大きな仕

事が認定を受けるための支援となっていますので、

今後とも認定に関しては、国で認定するのですが、

沖縄県としても、６次産業化サポートセンターのプ

ランナーと一緒に認定に向けて支援していきたいと

考えております。

、○喜納昌春委員 プランナーと沖縄県の役割ですが

これはある意味ではいろいろなテレビとかラジオも

あるでしょうが、逆に認定を受けて仕事するという

場合は市町村とも絡んでくるよね。市町村のほうも

きちんとその辺は連携しているのでしょうか。その

ＰＲというか、どうぞ大いにそういったことを生か

していきましょうという意味での連携も、ＰＲも、

ＪＡを含めて市町村にもやってもらっているので

しょうか。

今回、交付金が制度に○新城治村づくり計画課長

、 、なって 沖縄県が中心になって進めているのですが

先ほど説明したように、沖縄県から市町村に補助金

が流れます。それで今、沖縄県から市町村にお願い

しているのは市町村に窓口を設置してもらいたい、

その窓口の中でまた地域の声を、認定希望者の声を

吸い上げてほしいという形で、沖縄県と市町村で連

携して進めていきたいと考えております。

地域ごとに52団体の内訳はわかり○喜納昌春委員

ましたから、市町村等の窓口のことも聞きましたの

で、またこれから、いい制度ですから、ぜひ多くの

皆さんが。例えば一括交付金の場合でも、今年度の

ことを含めて７割が実施で３割が使い切れていない

という様子がありました。ですから、そういう意味

では市町村の部分での活用の仕方も、まだふなれだ

からそういう課題もあったけれども、この６次産業

化についても、やはり県外、国外を展望するような

制度かもしれませんので、ひとつしっかり、新しい

ことですから、市町村を含めて沖縄県もＰＲして、

大いに産業人がこれを活用できるよう頑張っていた

。 、だきたいと思います 農林水産部長の決意を聞いて

終わります。

委員おっしゃるように６次○山城毅農林水産部長

産業化の支援については大変重要な事項だと我々も

考えております。それにつきましては、市町村、Ｊ

Ａと連携しながら、今回ソフト交付金の目的も、地

域で連携する。市町村、ＪＡ、一緒になって、そこ

に生産者、流通確保を含めて、関係するものが一緒

になって、地域で話し合いをした結果、こういうこ

とをやりましょうということも取り組みをします。

一緒に連携しながらしっかりと支援していきたいと

考えております。

以上で、農林水産部長及び労働委○上原章委員長

員会事務局長に対する質疑を終結いたします。
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説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

次回は、明 ３月14日 金曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後４時15分散会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 上 原 章
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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月13日（木曜日）

午前10時６分開会

第７委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 呉 屋 宏君

中 川 京 貴君副委員長 狩 俣 信 子さん

委 員 又 吉 清 義君 島 袋 大君

照 屋 守 之君 新 田 宜 明君

赤 嶺 昇君 糸 洲 朝 則君

西 銘 純 恵さん 比 嘉 京 子さん

嶺 井 光君

説明のため出席した者の職、氏名

崎 山 八 郎君福 祉 保 健 部 長

保 健 衛 生 統 括 監 平 順 寧君

福 祉 ・ 援 護 課 長 伊 川 秀 樹君

高齢者福祉介護課長 仲 村 加代子さん

青少年・児童家庭課長 大 城 博君

仲 村 到君
青少年・児童家庭課

保 育 対 策 室 長

青少年・児童家庭課副参事 名渡山 晶 子さん

障 害 保 健 福 祉 課 長 大 城 壮 彦君

医 務 課 長 阿 部 義 則君

健 康 増 進 課 長 糸 数 公君

国 民 健 康 保 険 課 長 上 地 幸 正君

薬 務 疾 病 対 策 課 長 上 里 林君

伊 江 朝 次君病 院 事 業 局 長

県 立 病 院 課 長 嘉手納 良 博君

県立病院課経営企画監 稲 嶺 盛 秀君

県立病院課医療企画監 篠 﨑 裕 子さん

北 部 病 院 長 上 原 哲 夫君

中 部 病 院 長 松 本 廣 嗣君

我那覇 仁君
南部医療センター・こども

医 療 セ ン タ ー 院 長

精 和 病 院 長 伊 波 久 光君

宮 古 病 院 長 安谷屋 正 明君

八 重 山 病 院 長 依 光 たみ枝さん

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成26年度沖縄県一般会計予算

（福祉保健部所管分）

２ 甲第６号議案 平成26年度沖縄県母子寡婦福

祉資金特別会計予算

３ 甲第21号議案 平成26年度沖縄県病院事業会

計予算

3 4ii
ただいまから文教厚生委員会を開○呉屋宏委員長

会いたします。

「本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につ

いて に係る甲第１号議案 甲第６号議案及び甲第21」 、

号議案の予算３件の調査を一括して議題といたしま

す。

本日の説明員として、福祉保健部長、病院事業局

長及び各県立病院長の出席を求めております。

まず初めに、福祉保健部長から福祉保健部関係予

算の概要の説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

福祉保健部所管の平成26○崎山八郎福祉保健部長

年度一般会計及び特別会計歳入歳出予算の概要につ

いて、お手元にお配りしてあります平成26年度当初

予算説明資料に基づき御説明いたします。

説明に入ります前に、昨年11月議会に提案し、可

決していただきました沖縄県部等設置条例の一部を

改正する条例に伴い、現行の環境生活部と福祉保健

部が再編され、平成26年４月から子ども生活福祉部

、及び保健医療部が設置されることとなりましたので

その主な内容について御説明いたします。

（ ）お手元の平成26年度組織編成の概要 福祉保健部

をごらんください。

新たに設置される子ども生活福祉部においては、

現行の福祉保健部の福祉保健企画課と福祉・援護課

、 、を統合し 福祉政策課を主管課として設置するほか

待機児童の解消に取り組む体制の構築を図るため、

子育て支援課を新設することとしています。

そのほか、環境生活部の県民生活課及び平和・男

女共同参画課を編入し、部全体としては７課体制に

再編することとしています。

また、保健医療部においては、現行の福祉保健部

の医務課を改編し、保健医療政策課を主管課として

設置するほか、健康長寿おきなわの復活に向けた取

（ ）文教厚生委員会記録 第４号



－152－

り組みを強化するために健康増進課を健康長寿課と

して再編することとしています。

そのほか、環境生活部から生活衛生課を編入した

上で、部全体としては５課体制に再編することとし

ています。

これに対応し、平成26年度当初予算につきまして

は新しい組織で編成されておりますが、予算の概要

につきましては現行の部局で説明することとされて

おりますので、御了承のほどよろしくお願いいたし

ます。

まず、一般会計部局別歳出予算について御説明い

たします。

説明資料の１ページをお開きください。

表の一番下、合計欄をごらんください。

一般会計歳出予算の総額は7239億2200万円となっ

ております。

福祉保健部の一般会計歳出予算額は、上から６行

目の子ども生活福祉部の予算額692億7373万6000円の

うち、下段括弧書きの680億2753万2000円と、８行目

の保健医療部の予算額586億2106万1000円のうち、下

段括弧書きの574億8741万4000円の合計―表の一番下

の括弧書きになりますが、1255億1494万6000円で、

前年度と比較しますと22億1019万5000円、1.7％の減

となっております。

減となった主な要因は、保育所緊急整備事業費の

減等に伴う安心こども基金事業の減や、障害児者福

祉施設等整備事業費において、平成26年度当初予算

で予定していた事業を、国の経済対策に伴い平成25

年度２月補正予算で前倒し実施したことによる減な

どとなっております。

２ページをお開きください。

一般会計歳入予算について御説明いたします。

表の一番下になりますが、平成26年度一般会計歳

入予算の合計7239億2200万円のうち、福祉保健部所

管の歳入合計は283億9612万2000円で、前年度予算額

と比較しますと61億8754万1000円 17.9％の減となっ、

ております。

減となった主な要因は、沖縄県安心こども基金繰

入金の減によるものであります。

次に、歳入予算の主な内容について、各款ごとに

御説明いたします。

上から８行目の８の（款）分担金及び負担金7271

万1000円は、後期高齢者医療財政安定化基金への後

期高齢者医療広域連合からの拠出金や児童福祉施設

の入所者に係る負担金などであります。

前年度と比較しますと5447万2000円、42.8％の減

となっており、これは主に後期高齢者医療財政安定

化基金拠出金の減によるものであります。

（ ） 、９の 款 使用料及び手数料２億8801万6000円は

県立看護大学の授業料などであります。

前年度と比較しますと245万3000円、0.8％の減と

なっており、これは主にへき地巡回診療手数料の減

によるものであります。

10の（款）国庫支出金202億1382万5000円は、生活

保護扶助費や待機児童対策特別事業などに係る沖縄

振興特別推進交付金等となっております。

前年度と比較しますと５億5760万8000円、2.8％の

増となっており、これは主に沖縄振興特別推進交付

金や特別保育事業費の増によるものであります。

11の（款）財産収入7736万6000円は、沖縄県社会

福祉事業団への土地貸付料などであります。

前年度と比較しますと508万3000円、7.0％の増と

なっており、これは主に待機児童解消支援基金利子

の増によるものであります。

13の（款）繰入金64億2241万7000円は、沖縄県安

心こども基金や緊急雇用創出事業臨時特例基金など

からの一般会計への繰り入れであります。

前年度と比較しますと71億3918万2000円、52.6％

の減となっており、これは主に沖縄県安心こども基

金繰入金の減などによるものであります。

15の（款）諸収入５億6508万7000円は、県立病院

貸付金元利収入や介護保険に係る市町村からの財政

安定化基金貸付金の償還金などであります。

前年度と比較しますと２億787万5000円、58.2％の

増となっており、これは主に県立病院貸付金元利収

入の増によるものであります。

16の（款）県債７億5670万円は、社会福祉施設整

備事業や老人福祉施設整備事業に係る県債となって

おります。

前年度と比較しますと２億3800万円、45.9％の増

となっており、これは主に婦人保護施設改築に係る

社会福祉施設整備事業の増によるものであります。

以上で、歳入予算についての概要説明を終わりま

す。

続きまして、一般会計歳出予算の概要について御

説明いたします。

３ページをお開きください。

福祉保健部の歳出予算は、14の（款）のうち、２

の総務費、３の民生費、４の衛生費、10の教育費の

４つの（款）から成っています。

、 （ ） 、上から２行目 ２の 款 総務費3796万5000円は

現行の福祉・援護課の援護関係業務が新組織の平和
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援護・男女参画課に移行することに伴う援護関係職

員の給与等に要する経費であります。

前年度と比較しますと486万6000円、14.7％の増と

なっております。

（ ） 、３行目の３の 款 民生費は990億7185万6000円で

前年度と比較しますと３億8284万7000円、0.4％の減

となっております。

減となった主な要因は、安心こども基金事業の減

や障害児者福祉施設等整備事業費の減によるものと

なっております。

また、民生費のうち主な内容は、一番右の説明欄

（主な内訳）に記載しております事項で説明します

と、介護保険法に基づき介護保険事業の費用の一部

を負担する経費等である介護保険福祉諸費が143億

2283万4000円、国民健康保険基盤安定負担金や県調

整交付金に要する経費等である国民健康保険指導費

が196億7772万2000円、待機児童解消のための保育所

施設整備などに要する経費である保育対策事業費が

63億7140万円、生活保護費の支給などに要する経費

である生活保護援護費が86億9704万5000円となって

おります。

上から４行目、４（款）衛生費は255億6125万8000

円で、前年度と比較しますと18億7487万8000円、6.8

％の減となっております。

減となった主な要因は、県立病院施設整備（医療

再生二次）事業の減やシミュレーションセンター整

備事業の終了など、地域医療再生基金関係事業の減

によるものであります。

また、衛生費の主な内容は、精神障害者に対する

医療扶助などに要する経費である精神医療費が84億

9686万7000円、健康長寿おきなわの復活に向けた県

民の健康づくりなどに要する経費である健康づくり

事業推進費が３億4893万円、医師不足の解消を図る

ため、後期臨床研修を実施する医学臨床研修事業な

どに要する経費である医学臨床研修事業費が16億998

万円、県立病院操出金が56億8718万円となっており

ます。

10行目、10（款）教育費は８億4386万7000円で、

前年度と比較しますと4266万4000円、5.3％の増と

なっております。

増となった主な要因は、平成25年度欠員となって

いた教員―教授２名、准教授１名について、新規に

採用を行うことに伴う給与費等の増によるものであ

ります。

また、教育費のうち主な内容は、看護大学教職員

給与費が５億6568万2000円、看護大学運営費が１億

2000万9000円となっております。

４ページをお開きください。

次に、福祉保健部所管の母子寡婦福祉資金特別会

計の歳入歳出予算について御説明いたします。

母子寡婦福祉資金特別会計の歳入歳出予算額１億

5977万2000円は、母子福祉資金と寡婦福祉資金の２

種類の貸し付け等に要する経費であります。

、 。前年度に比べ62万円 0.4％の増となっております

以上で、福祉保健部所管の一般会計及び特別会計

歳入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

福祉保健部長の説明は終わりまし○呉屋宏委員長

た。

次に、病院事業局長から病院事業局関係予算の概

要の説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

病院事業局所管の甲第21○伊江朝次病院事業局長

号議案平成26年度沖縄県病院事業会計予算について

御説明申し上げます。

平成26年第２回沖縄県議会（定例会）議案（その

１）の63ページをお開きください。

当初予算の編成に当たりましては、持続的な経営

の健全化を達成するため、会計基準の見直しに適切

に対応した上で、各病院の経営力向上を図ること等

を基本方針としております。

、 。それでは 議案の概要について御説明いたします

まず初めに、第２条の業務の予定量においては、

病床数につきまして、県立の６病院合計で2188床と

しております 年間患者数は 同じく６病院合計で151。 、

万2324人を見込んでおります。

（４）主要な建設改良事業につきましては、新八

重山病院基本・実施設計等事業ほか１事業を予定し

ております。

第３条の収益的収入及び支出においては､病院事業

収益につきましては535億5613万9000円を予定してお

ります。収益の内訳は、医業収益が入院収益及び外

来収益等で462億4121万1000円、医業外収益が平成26

、年度からの会計基準の見直しに伴う長期前受金戻入

一般会計からの繰入金等で71億2567万1000円、特別

利益が１億8925万7000円であります。

病院事業費用につきましては559億1687万7000円を

予定しております。費用の内訳は、医業費用が給与

費、材料費、経費等で518億3472万4000円、医業外費

用が支払い利息等で10億229万9000円であります。

次に、64ページをお開きください。

特別損失は、会計基準の見直しに伴う貸倒引当金
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繰入額等で30億6985万4000円であります。

第４条の資本的収入及び支出は、施設の整備と資

産の購入等に係る収支でありますが 資本的収入は32、

。 、億1317万4000円を予定しております 収入の内訳は

企業債による借り入れが13億9050万円、他会計負担

金が一般会計からの繰入金等で18億1028万1000円、

国庫補助金が1239万3000円であります。

資本的支出につきましては55億6688万7000円を予

定しております。支出の内訳は、建設改良費が17億

9271万1000円、企業債償還金が31億7417万4000円、

。他会計からの長期借入金償還金が６億円であります

第５条の企業債につきましては、限度額13億9050

万円と定めております。

第６条の一時借入金の限度額につきましては、35

億円と定めております。

第７条の予定支出の各項の経費の金額の流用につ

きましては、各項の間で流用できる場合について定

めております。

第８条では、議会の議決を経なければ流用するこ

とのできない経費として、職員給与費を定めており

ます。

第９条の他会計からの補助金につきましては、18

億3590万1000円を予定しております。

第10条のたな卸資産購入限度額においては、薬品

及び診療材料に係る購入限度額について99億8037万

3000円と定めております。

第11条の重要な資産の取得及び処分においては、

7000万円を超える資産について、２件の器械備品の

取得を予定しております。

以上で、甲第21号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

病院事業局長の説明は終わりまし○呉屋宏委員長

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について （平成26年２月）

７日議会運営委員会決定）に従って行うことにいた

します。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会の運営に準じて譲渡しないことにいたし

ます。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、自席で起立の上、重複することがな

いように簡潔に発言するよう御協力をお願いいたし

ます。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

この際、委員各位に申し上げます。

現行の環境生活部県民生活課、生活衛生課及び平

和・男女共同参画課に係る次年度当初予算の調査に

ついては、土木環境委員会において行うことになっ

ておりますので、御承知おき願います。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各予算に対する質疑を

行います。

又吉清義委員。

新年度予算です。ぜひ県民の福祉○又吉清義委員

向上、そしてまた、人間は生きている限り健康であ

ることがやはり一番の幸せかと私は思いますので、

それにのっとった趣旨で平成26年度当初予算の質疑

をさせていただきたいと思います。

まず、平成26年度当初予算（案）説明資料28ペー

ジの84番、新規事業として、長寿復活健康づくり事

業で１億6699万4000円の予算が組まれております。

沖縄県の長寿復活に向けて県民全体での健康づくり

に要する経費だということで、大まかでよろしいで

すから、細かいことは要りませんのでもう少し具体

的な御説明と、そしてまた健康づくりの目標はどの

ように設定しているのかという点について御説明を

お願いいたします。

長寿復活健康づくり事業の○糸数公健康増進課長

概要について御回答いたします。

当事業は３つの事業で構成されております。まず

１つは広報、啓発ですが、テレビなどのマスメディ

アを活用し、県民が視聴しやすい時間帯にＣＭであ

りますとかテレビ番組を放映し、県民の健康意識の

向上の普及啓発を目的としております。それから、

医師会、教育関係者と連携しまして、児童・生徒に

対する系統的な食育、あるいは生活習慣病予防の知

識の普及を目的とした副読本を作成する事業が２つ

目の事業です。３つ目といたしまして、市町村や事

業所などと連携して、健診受診率の向上あるいは健

康づくり活動への参加を促すようなことを目的とし

た３つの事業から成っております。いずれも普及啓

発事業ですので、県民それぞれにおいて、健康的な
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生活習慣をできるところから一つずつ取り組んでい

ただけるようなことを期待しております。

ありがとうございます。まずはそ○又吉清義委員

ういった心がけもぜひ必要だろうと思うし、この健

康長寿は主に先輩方、そしてまた63歳以上の方、そ

ういった者がターゲットかなと少し懸念していたも

、 、 、のですから やはり医師会並びに教育関係 食育も

また市町村もひっくるめてあらゆる方々、県民全体

を網羅した事業だということで、ぜひこれに期待し

ております。そして、やはりそれをする中で、各市

町村がどのように変化してきたのか。その辺も精査

する中で、ぜひ頑張っていただきたいと思います。

では、その事業をする中で、下の85番です。健康

。行動実践モデル実証事業で7100万円入っております

これは健康行動へ誘導する新たな手法の開発及び沖

縄型食事等の健康効果実証に要する経費だというこ

。 、とです ことしで２年目を迎えるかと思うのですが

やはり新たな手法ということですので、どういった

、ものが具体的に手法として取り入れられてきたのか

それを取り入れることによってどのように変化した

のか。その辺もおわかりでしたら御説明していただ

きたいと思います。

健康行動実践モデル実証事○糸数公健康増進課長

業は平成24年12月から平成28年度までの約５カ年間

の計画の事業で、琉球大学に委託して今実施をして

いるところです。

現状ですが、ターゲットになるのはやはり地域の

働き盛りの世代ですが、そういう健診とかになかな

か来ていただけないということで、モデル地区を定

めて、まず学校において給食に島野菜を使用すると

か、あるいは食育を行うということで、その方々の

。子供たちの世代をターゲットとして介入を行います

それと同時に、地域の助け合いとかネットワークづ

くりということで、地域で講演会をしたり、そうい

う健康情報を流すのが介入の最初の方法となってお

ります。

その介入の前後でどのような変化があったかとい

うことを５カ年かけて見るわけですが、今はまだそ

の介入の前の段階なので、介入前に今の健康状態、

あるいは栄養摂取状態がどうかという いわゆるベー、

スラインの調査をやっているところです。このベー

スラインの調査を行って、次年度あるいは平成27年

度に実際の介入を行って、その変化をまた平成28年

度ぐらいにまとめるという流れになっておりますの

で、現状としましては効果はまだ出ていない状況で

す。

次に 当初予算 案 説明資料の30○又吉清義委員 、 （ ）

ページにあります94番です。国民健康保険特定健康

診査等負担金事業がことしも２億2939万7000円計上

されております。それについてどのような事業であ

るのかということで、まず県として特定健診の費用

をただ負担するだけで終わっているのかということ

ですが、御説明をお願いいたします。

国民健康保険特定健○上地幸正国民健康保険課長

康診査等負担金事業では、生活習慣病の発症を予防

し、健康の保持・増進のため、国民健康保険者等に

義務づけられた特定健康診査・特定保健指導の効率

的かつ効果的な実施を支援しております。国民健康

保険法第72条の４の規定に基づきまして、県は市町

村に対し特定健康診査・特定保健指導に要する費用

のうち、政令で定めるものの３分の１に相当する額

を今負担しています。

事業の効果としましては、特定健康診査で生活習

慣病のリスクの高い内臓脂肪症候群またはその予備

軍と診断された対象者に対し、特定保健指導を実施

することにより未然に生活習慣病の発症を防ぎ、ま

た生活習慣病の改善を促し 健康の保持・増進を図っ、

ております。

そういう意味でやはり今、皆さん○又吉清義委員

から御説明がありました長寿復活健康づくり事業、

そして健康行動実践モデル実証事業、今の国民健康

保険特定健康診査等負担金事業は非常にいい事業だ

と思います。

そこで、今から具体的にお伺いいたしますけれど

も、やはりその中で県民を挙げて悩んでいるのが、

皆さんがこのように頑張っている割には健康診断等

に来てくれる方が非常に少ないということと、事業

実績としても確かによくはなっているのも事実かと

思いますが、健康長寿日本一を目指すからにはもっ

と県民の方に意識してもらいたいと。そのようなも

のを勘案した場合に、健康診断事業についてはやは

りもっとスピーディーに、そして受ける方々等に魅

力ある健康診断であれば、もっと県民、市民が参加

する、受診に来るかと私は思うのです。そういった

意味から勘案した場合、今、各市町村の健康診断で

は具体的にどのような項目が行われているのか御存

じでしょうか。

特定健診の検査項目○上地幸正国民健康保険課長

につきましては、特定健康診査及び特定保健指導の

実施に関する基準で定められております。

済みませんが、もう少しこの中身○又吉清義委員

ですね、こういうものを行っていますよと。どこか
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の市町村で今まで変化があったのか、また市町村独

自のものがあるのかどうか。その中身を少しだけ御

説明していただきたいと思います。

特定健診の項目ですが、○崎山八郎福祉保健部長

先ほど国民健康保険課長から答弁がありましたけれ

ども、国で定められています。具体的には、身長、

体重をはかってそれで肥満度を出していきますし、

あと尿検査、血液検査で肝機能検査や血糖の検査、

コレステロール、中性脂肪などの検査、さらに少し

精密検査が必要だということであれば心電図の検査

をしたり、眼底の検査ということで特定健診は進め

られます。

今、福祉保健部長がおっしゃった○又吉清義委員

ように、大体各市町村、病院側に出向いて受診する

特定健診。そして、そういった特定健診の中身につ

いてですが、それも非常にいいかと思います。しか

し、もっとスピーディーに受ける、そしてなおかつ

、もっと中身の濃いものを受ける環境に持っていくと

この受診者もふえるのではないかと思うから、私は

あえてそういったことを尋ねているわけでございま

す。実際に私も人間ドックを受ける中で、特定健診

もどんなものかなと受けてみたのですが、やはり受

ける側からするともっと中身を知ることができたら

魅力があると。そういった魅力ある特定健診に、そ

んなに予算をかけずに県独自で取り組んでもいいの

ではないのかと思うので私はあえて聞いている次第

ですが、そういったことも逆にアイデアとして可能

かどうかです。余り予算をかけずにというところが

ポイントです。

今の沖縄県の課題として○崎山八郎福祉保健部長

は、国全体の課題でもありますが、生活習慣病がま

ず重要な課題で、その中のメタボリックシンドロー

ム症候群が重要な課題で、沖縄県の健康状態の悪化

についてもメタボリックシンドローム症候群を含め

た生活習慣病が課題になっているわけです。そうい

う中で今の特定健診の項目を見ると、メタボリック

シンドローム症候群、あるいは生活習慣病、肝機能

障害も検査項目に含まれていて、そういったものを

チェックできるような健診項目になっています。先

ほど委員が話されていたように、健診受診率をいか

、に高めるかということが重要な課題でありますので

今の健診項目は項目として、県としては受診率をさ

らに高めるための工夫なり取り組みなりが重要で、

それで健診で異常があればさらに保健指導をしっか

りしていく。そういう体制を強化していくことが最

重要課題かということで、そこら辺にやはり力を入

。れていかなければいけないだろうと考えております

受診率がなかなか上がらない。や○又吉清義委員

はり忙しい方も多くいらっしゃるものですから、市

民、県民を挙げて、忙しい中でも来る、魅力ある受

診であれば非常にふえるかと私は思うのです。

そこであえて―セールスではないのですが、これ

はたしか去年も言ったかと思うのですが、今、医療

器具が非常に発達しているものですから、金額的に

もそんなにする器具ではないです。たまたま私もよ

く利用するからそういうことを皆さんに言うわけで

す。痛くもかゆくもないのですよ、この器具に１分

間乗るだけで体脂肪がわかる、肝疾患の中身もわか

る、骨粗鬆症もわかる、ＢＭＩもわかる、そして自

分の筋肉の中身も全部わかります。要するに、日ご

ろ健康のために運動している方にしっかりとした筋

肉もついているか、身体的バランスもとれているか

というのが、１分間乗ればきちんとデータとして出

てくるすばらしい医療器具もありますよということ

です。そういうものも活用すると、今、福祉保健部

長がおっしゃっていた項目以外にも、そこに乗るこ

とによってすぐデータとして出る。例えば筋肉量で

わかることは何かというと、筋肉量が落ちることに

、 。よってすり足になってくる 転びやすくなってくる

骨粗鬆症がわかることによって、自分は将来どうな

る、転んだらすぐ骨が折れるとかがわかる。ではど

ういった栄養を摂取すればいいかがわかってくる、

そういったものです。実際、自分自身としては健康

診断を受けて健康に気をつけている中でも、１分間

で自分の体のバランスから中身が全てわかるとなれ

ば、私は非常に魅力があると思うのです。だから、

そういった新しい健康診断も県独自で編み出してい

ただきたいと。今あえて皆さんにも医療器具で非常

にいいものがありますよということで、発想を変え

て、そうすることによって受診率も上がるのではな

いかと思うのです。

そして、もう一つ最後に、受診率を上げる本来の

目的は何かというと、やはり健康長寿日本一だと。

健康であることが大事だということであれば、わざ

わざ呼んで集める段階ではなくて、もう少し発想を

変えていただいて、集まっているところに定期的に

その医療器具を持っていく。老人会とか婦人会も、

子供たちもいます。これは誰でも乗ることができる

のです。女性２人で持てます。男性は１人でこの器

具を持てます。そういったものも私は大いに活用し

ていただきたいと思うのです。

やはり今後、受診率を高めるために、そういった
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発想も予算を組んでやるべきかと思いますが、福祉

保健部長、いかがでしょうか。

、○崎山八郎福祉保健部長 委員がおっしゃるように

魅力ある健診にすることは大変重要なことだと思っ

ております。一応国で定められたプログラムがあり

ますので、基本はそれに沿ってやっていきますが、

また市町村は市町村で年齢拡大もやっていますし、

いろいろな追加項目を入れてやっているところもあ

りますので、そういったものはまたそれぞれ工夫を

しながら、我々もいろいろ意見を言いながら取り組

みを進めていきたいと思います。

せっかく皆さん、国民健康保険特○又吉清義委員

定健康診査等負担金もあるし、新たな手法を編み出

していこうということですので、やはりいろいろな

角度からそういうものを検討して―正直に言って各

市町村でやっているところはまだどこもないです。

たった１カ所だけ、健康増進センターでやっており

ました。１カ所だけです。私は見て、これは非常に

すばらしいと思っているものですから、皆さんもぜ

ひそれを検証していただいて、やはり魅力ある健康

診断、受診率の向上に向けて頑張っていただきたい

と思います。

済みません、余り時間がありませんので、中途半

端になりますが終わらせていただきます。ありがと

うございます。

続きまして、島袋大委員。○呉屋宏委員長

平成26年４月から組織編成をしてス○島袋大委員

タートしますけれども、県民の福祉向上、発展のた

めに全力で頑張るという意気込みでありますので、

その意気込みをしっかりと受けとめたいと思ってい

ますから、ひとつよろしくお願いしたいと思ってお

ります。

子ども・若者育成支援事業は、ニート・ひきこも

り支援等を行う総合センターの設置とありますけれ

ども、その辺の説明をお願いしたいと思います。

子ども・若者育成○大城博青少年・児童家庭課長

支援事業につきましては、ニート、ひきこもり、不

登校など、社会生活を円滑に営む上での困難を有す

、 、る子供 若者を支援することを目的といたしまして

さまざまな困難を抱える子供、若者からの相談に応

じまして、いわゆるたらい回しの問題を防ぐ一時的

相談窓口として、仮称でありますが、沖縄県子ども

・若者総合相談センターの設置に要する経費など

4154万3000円を計上しております。その内訳としま

しては、沖縄県子ども・若者総合相談センターの運

営費として2840万9000円、沖縄県子ども・若者支援

地域協議会に係る経費として83万4000円、沖縄県子

ども・若者社会適応促進事業として750万円、ＮＰＯ

団体等への活動支援事業として450万円となっており

ます。

これは新規事業となっておりますけ○島袋大委員

れども、以前からニート、ひきこもりというのはい

ろいろな社会問題になっていると思うのですが、以

、前はどの部署が管轄でこういう―全くなかったから

今度新規ということですか。以前からそういうもの

はあったけれども、新たにまた部署をつくってやる

のか。これは今までなかった事業です。本当に新規

でやるということですか。

例えば、ニート、○大城博青少年・児童家庭課長

若年無業者と言われるような人たちの就労支援につ

いては地域若者サポートステーション等において、

それから不登校の子供たちに対しては適応指導教室

等で相談に応じる仕組みがございまして、それはこ

れまでどおり専門機関が引き続き相談に対応してい

くということでございます。

ただ、子供、若者の中には、自分たちの問題を解

決するためにどういう相談機関に行けばいいのかよ

くわからない方もいらっしゃいますので、沖縄県子

ども・若者総合相談センターは、社会生活を営む上

で困難を抱えていらっしゃる子供、若者であれば分

野に捉われずに相談を受けて、適切な支援機関を紹

介するなどの対応を行っていきたいと考えておりま

す。

沖縄県子ども・若者総合相談セン○島袋大委員

ターというものは、場所は県庁内に置くのですか。

どの辺に設置するのですか。

沖縄県子ども・若○大城博青少年・児童家庭課長

者総合相談センターにつきましては、まだ設置場所

は特定しておりませんが、交通アクセスの利便性、

あるいは周辺環境、その他の立地条件を考慮して決

定していきたいと考えております。

これは公募制でまだ決定していませ○島袋大委員

ん。今からスタートするということですか。

沖縄県子ども・若○大城博青少年・児童家庭課長

者総合相談センターの事業は民間に委託して実施し

たいと考えておりまして、受託者は企画提案により

公募を行いまして、県において審査を行って決定し

たいと考えております。

これは公募するはずですが、この体○島袋大委員

制ですよ。24時間体制にするのか。ニート、ひきこ

もりの子供たちには、ネットもろもろを使った発信

しかできない子たちもいるわけです。だから24時間
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受け皿となる体制にするのか、通常どおり午後５時

までの対応にするのか その辺は公募の中でどういっ。

た要綱をつくっていくかが大事な点になってくると

思いますが、公募の内容はどういう議論になってい

ますか。

相談の受け付け時○大城博青少年・児童家庭課長

間につきましては、相談センターを既に設置してい

る先行県の状況等も参考にしてみますと、今は24時

間相談受け付け体制をとっている県はどこにもない

ようでございます。ただ、できるだけ相談者が相談

しやすいような時間帯―例えば、午後５時に相談を

切り上げる形ではなくて、夕方仕事が終わった後に

相談できるような時間帯まで相談時間を設定するな

ど工夫をして、利用者の利便性を高めていきたいと

考えております。

新規事業ですからぜひとも頑張って○島袋大委員

いただきたいのですが、やはりＳＯＳで相談に来る

とか、もろもろそういうことで子ども・若者総合相

談センターをつくるわけですよ。だから、公募をか

ける前にいろいろ議論していただいて、やはりしっ

かりとしたいい体制でやっていただけるようにお願

いしたいと思っております。

次であります。安心こども基金事業でありますけ

れども、前年度と比べて予算は減っていますが、そ

の辺の説明をお願いします。

安心こ○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

ども基金事業に関しましては、前年度と比べまして

約28億7000万円の減となっておりますが、その主な

理由としましては、保育所緊急整備事業につきまし

て、平成25年度におきましては待機児童解消の取り

組みの加速化を図る必要から、平成26年度実施予定

分の事業前倒しができるように２年分の予算を計上

したことがございました。平成26年度につきまして

は約30億3000万円となり、前年度と比べ約23億9000

万円の減となったところでございます。そのほか、

保育士等処遇改善臨時特例事業など一部の事業につ

きまして、平成26年度から新規事業として創設され

る保育緊急確保事業へ移行されることに伴い、安心

こども基金事業から外れたということでございまし

、 。て その分10億3000万円余りの減となっております

保育士の処遇改善ですが、これはも○島袋大委員

う新年度の中に予算が盛り込まれているということ

ですが、新年度予算が通れば職員にスムーズに配分

できるような体制になっていますか。

平成26○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年度におきましても保育士等処遇改善臨時特例事業

予算は計上しておりまして、平成25年度に引き続き

措置していくということでございます。

保育所整備になりますけれども、特○島袋大委員

に認可保育園の皆さんとかでありますが、現施設を

改修工事、改築、もろもろあるはずだけれども、平

成26年度予算の組み方であれば、何カ所、どれくら

いの数を見込んでいますか。

安心こ○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

、 、ども基金事業によりましては 平成26年度は25施設

1218名の定員増を計画しております。

、 、○島袋大委員 これは既存の保育園の分園 第２園

複数園のもろもろも対応できるということですか。

創設を○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

初め新築というのでしょうか、増改築、そのほか分

園の整備、賃貸等々を含めて対応するということで

ございます。

ぜひともこの目標がクリアできるよ○島袋大委員

うに頑張っていただきたいと思っております。

次であります。待機児童対策特別事業であります

けれども、これも前年度より２倍近くの予算になっ

ております。これだけ予算が上がったという説明を

していただきたいと思います。

この事○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

業は、認可外保育施設の認可化促進と同施設の質の

向上に一体的に取り組む事業でございまして 平成26、

年度は13億3000万円余りを見込んでおりまして、平

成25年度と比べますと４億7925万9000円の増となっ

ております。その増の主な理由としましては、認可

化移行支援事業のうち運営費支援でございますが、

この補助額の単価を引き上げまして拡充を図ったと

ころであります。運営費支援に関しては５億9000万

円余りの増ということでございます。

認可外を認可にするということで、○島袋大委員

、 、今 県も各市町村も懸命に頑張っているはずですが

ここ２年を見て、目標より数字がほとんど上がって

いないのが現状だと思うのです。認可外の皆さん方

からすれば、認可に上がる条件が非常に厳しいから

なかなか上げにくいことはあるかもしれないけれど

も、僕が提案している認証型に持っていけば、認可

外よりは救えるような形で、中間層のラインを認証

化することによって潜在的待機児童も外せることに

なるのだけれども、そういった議論はしませんでし

たか。要するに、認可外を認可に上げるのは若干難

しい点があるけれども、認証にそういった予算を使

うべきではないかとか、そんな議論は出ていません

か。
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認可外○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

保育施設の認可化につきましては、今、委員は少し

停滞しているとおっしゃっておりましたけれども、

平成25年度に関しましては確かに実績はゼロという

ことで、補正予算の審査のときにも申し上げたので

すが、その中身としまして、平成25年度に関しまし

ては、待機児童対策特別事業で予定していたものを

安心こども基金事業に振りかえたものも２件ござい

ました。今年度、安心こども基金で整備を実施して

整備済みの施設も３施設ほどございまして、ひとこ

ろほどではないのですが、認可化の整備も一応対応

してございます。認証に関しましては、今、認証保

育所としての予算というものは計上してございませ

ん。

この目標の数字をクリアするために○島袋大委員

。しっかりと頑張っていただきたいと思っております

次に、待機児童解消支援基金事業でありますけれ

ども、これは新設の30億円からの取り崩しでやって

いる予算という認識でいいですか。

待機児童○名渡山晶子青少年・児童家庭課副参事

解消支援基金事業に平成26年度予算として上げてご

ざいますのは、委員おっしゃいますように、その基

金を活用しました市町村待機児童解消支援交付金を

交付する事業でございます。この事業は、市町村に

おける待機児童対策の強化及びさらなる加速化を図

るため、市町村が行う独自事業等に対し交付金を交

付するもので、さきの11月議会で設置した基金を原

資としております。交付対象は、待機児童解消計画

を策定し、その実施に取り組む市町村で、平成26年

度当初予算においては、24市町村に対しまして３億

2778万円を交付する予定としております。なお、予

算額といたしましては、これに30億円の運用益のた

めの積立金690万円を加えた３億3468万円を計上させ

ていただいております。

これは非常にすばらしい事業であり○島袋大委員

ますけれども、当初この予算を上げるときに、これ

からいろいろヒアリングして計画を詰めていくとい

う話でありましたが、実際どういう中身になってい

ますか。当時予算を組むときには、これからいろい

ろ議論して本体をつくっていくという話でありまし

たけれども、どのような感じになっていますか。

現段階ま○名渡山晶子青少年・児童家庭課副参事

でに市町村から相談のあった活用事例として少し挙

げさせていただきますと、年度途中の児童の受け入

れや障害児の受け入れのための保育士の特別加配事

業でございますとか、保育士の確保のため家賃ある

いは渡航費を補助するための事業、そして保育士の

負担軽減のため保育助手の配置をしたいというよう

な事業について、この交付金を活用したいという相

談が寄せられているところでございます。

これはまさしく市町村が計画をつ○島袋大委員

くった中で、やる気のある市町村には予算を配分し

てと僕はずっと言い続けているのです。当たり前の

ように待機児童だからといって各市町村に金を出す

。 、必要はないと思っています 担当部署がしっかりと

本当にこの予算を使ってこれだけの計画の中で待機

児童が解消できるとか、あるいは保育施設もろもろ

が緩和できるとか、そういう地元の予算でできない

部分を、県にお願いしてやっていきたいという思い

を込めた事業計画書が来ると思っています。その中

で、各市町村から上がってきて、非常におもしろい

とか、こういった事業もあるのかというものは見て

いてどうですか。

さきの新○名渡山晶子青少年・児童家庭課副参事

聞報道でもございましたが、糸満市の事例がたしか

報道されていたかと思います。具体的には、保育士

の負担軽減のため保育助手を雇用する費用に充てる

ということではございますが、その保育助手に夜間

の保育士養成学校に通っていただいて、あわせて保

育士の資格取得を促進したいという事例もございま

して、各市町村は知恵を絞った形で交付金の事業に

ついてお考えいただいているものと認識しておりま

す。

こういういろいろなアイデアを持っ○島袋大委員

た市町村をサポートしていくような形で、ぜひとも

頑張っていただきたいと思っています。ただ単に、

わけがわからないけれども金をくださいというとこ

ろには絶対やらないでくださいよ。しっかりと計画

を持ったところに予算を使っていただきたいと思っ

ています。ありがとうございます。

次です。保育士産休等代替職員配置支援事業であ

りますが、御説明をお願いします。

保育士産○名渡山晶子青少年・児童家庭課副参事

休等代替職員配置支援事業でございますが、この事

業は、待機児童を解消するためには保育士の確保が

不可欠でございますので、認可保育所で勤務する保

育士が出産または傷病により長期の休暇を取得する

場合、その休暇を有給で取得させる場合につきまし

て、当該保育士の職務を行う代替職員を配置する費

用を支援するという内容としておりまして、当初予

算として3483万円を計上しております。

予算の内訳でございますが、代替職員を配置する
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費用といたしまして、保育士１人当たり日額6600円

を基準といたしまして、産前産後８週間の代替職員

の任用費用。そして、病気休暇の場合におきまして

は、30日を超えまして60日までの分をその補助対象

とする予定としております。また、利用人数の見込

みでございますが、平成26年度におきましては100人

程度がこれで活用いただけるのではないかというこ

とで、予算を計上しているところでございます。

これは新規となっていますが、以前○島袋大委員

もそういった事業はありませんでしたか。なくなっ

て また新たに出ていますが これは何か要望があっ、 、

たのですか。以前切った理由は何ですか。新たにま

た復活していますけれども、その辺の説明をお願い

します。

実はこの○名渡山晶子青少年・児童家庭課副参事

事業は、委員がおっしゃいますように以前から実施

していた事業で、平成24年度をもって行財政改革の

関係で終了していたところでございます。従前の事

、 、業につきましては 保育所の保育士だけではなくて

広く福祉施設の職員、そして保育士以外の調理員で

すとか寮母さんですとか、そういった職種に対して

。 、も支援をするような中身となっておりました 今回

新たな事業として事業立てをいたしましたのは、待

機児童解消という問題の中で保育士の確保が喫緊で

あることに鑑みまして、保育士向けの支援制度を行

うということで、またリニューアルした形で新規事

。業として計上させていただいたところでございます

そういう活用策でそういった皆さん○島袋大委員

方が助かるということで支援されるのであれば、非

常にいいことだと思っていますから、ぜひともひと

つよろしくお願いしたいと思っております。

もう締めますけれども、４月以降、新たな部署で

あります。福祉、保育もろもろ含めて、しっかりと

万全な体制で待機児童解消のために頑張っていただ

きたいと思っております。もうこれ以上、応援団と

してどうこう言いませんから、しっかりと支える意

味でも頑張っていきたいと思いますので、ぜひとも

。４月からまた頑張っていただきたいと思っています

次に、照屋守之委員。○呉屋宏委員長

福祉保健部で、先ほど私どもの又○照屋守之委員

吉清義委員からもありましたように、長寿復活健康

。づくり事業の大きな枠だけ説明してもらえませんか

この目的です。

、○糸数公健康増進課長 長寿復活健康づくり事業は

先ほど申しました３つの事業で構成されているとい

うことです。最終的な目標としましては、当面、健

康長寿おきなわが非常にピンチの状態であることを

全県民に伝えるということで、普及啓発のものが多

くなっております。

１つ目は テレビ マスメディア ラジオ等を使っ、 、 、

て、県民が視聴しやすい時間帯に健康意識の向上に

係る普及啓発の事業を行う。これも中身を絞りまし

、 、 、て 健診を受診することの大切さ 肥満を解消する

それからアルコールの過剰摂取が多いので、その３

つを当面県民に強く伝えたいという内容にしており

ます。２つ目は、次世代を担う子供たち、児童・生

徒の生活習慣が、大人になっても乱れることがない

ようにという意味で副読本をつくっております。こ

れを作成するに当たりましては、医師会、それから

教育庁、教育関係者と連携しているところです。３

つ目は、市町村や事業所などと連携し、健診、それ

から健康づくり行動に住民の参加を促すような事業

ということで構成しているところです。

福祉保健部長、我々はこれを長寿○照屋守之委員

の全国ナンバーワン復活、そういう認識として捉え

ていいのですか。

平均寿命が男性30位、女○崎山八郎福祉保健部長

性３位になりましたので、何とかまた長寿復活、長

寿世界一ということで目標を立てていますが、日本

一になって、さらに世界一になるという目標で進め

ていきたいと考えております。

世界一か、すごいことを言います○照屋守之委員

ね。計画として日本一の予定はいつごろですか。

2040年を目標に取り組ん○崎山八郎福祉保健部長

でいきます。

ぜひこれは何とかしたいですね。○照屋守之委員

何とかしたいけれども 私が最近非常に危機感を持っ、

ているのは食です。先ほどメタボリックシンドロー

ムという話もありましたけれども、140万県民で、こ

れだけの地域でこれだけの流通業が、スーパーもコ

ンビニエンスストアも含めてある地域は、恐らく全

国的にもどこにもないと思います。ですから、安い

ものも食べるものもあふれているのです。あふれて

いる中で我々が生活していて、健康長寿の意識もつ

くらないといけないけれども、県民は食べるわけで

す。流通業がこれだけあって、数字とかを見ている

とみんな栄えているのです。だから、我々は健康長

寿を復活させたいという思いが非常にあって、一方

で、余りにも沖縄が食生活とかに恵まれている部分

についての危機感を非常に持っております。そうい

う部分と福祉保健部で進めていくものと、どう捉え

ていますか。
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健康づくりにおいて、運○崎山八郎福祉保健部長

動の習慣も含めてですが、食習慣の改善も大変重要

なことでありまして、我々が健康づくりを進めてい

く基本的な考えとしては、個人が生活習慣を改善し

ていくことが当然重要でありますが、個人を取り巻

く環境―健康づくりをしやすい環境も整備していく

ということで、先ほど委員が話されていた食分野の

いろいろな団体とも連携しながら取り組んでいかな

いといけないだろうと思っております。農林の関連

であれば県産食品を推奨するとか、あるいはいろい

ろな食の提供をしているレストラン、そういう提供

施設を含めて、いかに健康に寄与するような食の提

供ができるか。県全体を挙げて、そういった食産業

も含めて取り組みを進めていこうということが私た

ちの基本的な考え方でありますので、そういった団

体とも連携をとりながら健康づくりを進めていくこ

とが重要だと考えております。

やはり私は食に非常に危機感を○照屋守之委員

持っていて、私はこれだけの体ですから少なく食べ

ていいけれども、島袋大委員などは私の３倍ぐらい

食べないと生きていけませんからね。このようなも

のを我々がどうコントロールしていくのかというこ

とで、非常に難しいテーマですね。ぜひ連携してお

願いします。

我々が一時期全国のトップを張っているときに、

長野県が、沖縄の健康長寿はどうしてなのかという

ことでいろいろ勉強に来たようですね。学んで向こ

うが今トップになっているのです。だから、本来先

、進地であったものが追い抜かれているということは

他府県も今そういうことを一生懸命やっているわけ

ですね。だから、今度は逆にまた我々が向こうに学

ぶとか、そういうこともあっていいのではないかと

思いますけれども、いかがでしょうか。

沖縄県は長寿県でありま○崎山八郎福祉保健部長

したけれども、いつの間にか平均寿命が大分落ちて

きました これまでの沖縄県民の食生活の影響であっ。

たり、運動の状況であったり、そういったことが健

康状態の悪化につながっておりますので、今後はま

た沖縄県がよりよい生活習慣を取り戻して、全国の

モデルになれるように、これからまた取り組んでい

きたいと考えております。

ぜひ頑張りましょう。ヤマトは相○照屋守之委員

当したたかです。沖縄はしたたかさがないわけよ。

だから、そういうものをどんどん取り入れてやらな

いと、どんどん向こうに抜かれてしまうというのが

ある。健康長寿まで抜かれてしまって、私は非常に

ワジワジーしているけれども、とにかく一緒に頑張

りましょうよ。

北部地域の基幹病院に関する研究会が立ち上がり

ましたね。平成26年度はどうしますか。

北部地域の医師確保対策とい○阿部義則医務課長

、 、うのですか 医療提供体制の課題を解決するために

ことしの２月でございますが、研究会を立ち上げて

ございます。その中で、さまざまな現状であるとか

課題、それから提案等もございましたが、そういう

ものを話し合っております。

県としましては、平成26年中に一定の方針を出し

たいと考えております。この中で、病院統合の話も

ございますので、その効果も含めて検討していきた

いと考えております。

この研究会の構成メンバーはどう○照屋守之委員

いう方々でやっていますか。

構成メンバーは、沖縄県医師○阿部義則医務課長

会、公益社団法人北部地区医師会、北部地区医師会

病院、それから琉球大学医学部、琉球大学医学部附

属病院、県立北部病院、県立中部病院、県立南部医

療センター・こども医療センター、それから北部広

域市町村圏事務組合、北部市町村会、病院事業局、

北部福祉保健所、沖縄県公務員医師会、福祉保健部

の14の機関で、基本はここの長の方が委員として参

加されることになっております。

平成26年度にある程度一定の方向○照屋守之委員

性を示したいとのようですが、ぜひ頑張ってくださ

い。あの辺の地域の医療体制は地域住民が非常に危

機感を持っている。これは大変なことですよ。だか

ら、とにかく県立北部病院も北部地区医師会病院も

含めて、そこを何とかしてくれという非常に切実な

願いです。これは医者が来ないとかのレベルではな

い。あの体制そのものをしっかりとして、北部圏域

の方々への医療提供体制をどうつくっていくかとい

う大きなテーマですから、ぜひ次年度は取り組みを

しっかりお願いします。

県立病院事業は、先ほどこういうことを聞きたい

ということで投げてありますけれども、その前に、

経営再建をやりまして、これは病院事業局長も含め

て職員、県が相当バックアップしてそういう体制を

つくりましたけれども、その３年間の経営再建後の

経営です。どうですか、うまくいっていますか。

平成21年度から３年間の○伊江朝次病院事業局長

いわゆる経営支援ということがありまして、病院事

業の体質としてはかなり強化されたと思っておりま

す。あとは、それで強化されたものをいかに維持し
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、 、て 安定化させていくかにかかっているわけですが

各病院、我々県立病院課も含めて、とにかく今後の

医療の動向とか、あるいは県民のニーズも踏まえた

対応がしっかりできるように、現在取り組んでいる

状況でございます。

先ほど言いました北部地域、名護○照屋守之委員

市も含めて、今の北部の病院の課題、医療に対する

期待というのもあって、この北部病院を中心とする

テーマですよね。そうしたときに、病院事業局とし

てそこにどう対応していくかというのが非常に大き

なテーマとして挙がっていると思います。先ほど聞

くと平成26年度中にはある程度一定の方向性を出し

たいということですから、それに向けて病院事業局

としてどう対応するかということは大きな課題だと

思いますけれども、いかがですか。

私たちは、今の現状を踏○伊江朝次病院事業局長

まえて、これをどう維持していくのかということが

まず当面の課題だと思うのです。ですから、特に医

師不足という問題をいかに解決するかということが

非常に大きな課題だと思うのです。この件に関しま

して、まず当面私たちが人を確保して、そこに配置

しなければいけないという問題はございますが、今

ここで働く人たち、あるいは去っていく人たちがど

のように思って出ていくのか、この辺をしっかり踏

まえた対応をしないと、やはり中長期的な人材確保

にはならないと思うのです。そういう意味では、福

祉保健部が県としてそういう課題に取り組んでいく

ということで、我々としてもその現状をしっかり分

析しながら、それに対応できるような報告をして、

改善の方向に持っていきたいと思っております。

やはり県立であれ、北部地区医師○照屋守之委員

会立であれ、それぞれの個人病院も含めて、その地

域の医療をどういう形で提供していくか、安心安全

な地域をどうつくっていくかということですから、

そこはさまざまな議論を通して何とか北部圏域の皆

様方への医療提供に努めていただきたいと考えてお

りますから、ぜひ力を合わせてよろしくお願いしま

す。

中部病院と南部医療センター・こども医療セン

ターに保育所を整備するという計画がありますね。

この平成26年度の予定をお願いできますか。

中部病院、南部医療セ○嘉手納良博県立病院課長

ンター・こども医療センターにおいて、現在、院内

保育所の整備を進めております。３月に竣工の予定

でありまして、４月の開園を予定しております。

その中身も少し説明してもらえま○照屋守之委員

せんか。例えば定数とか、対象の子供の内容とか、

その辺をお願いします。

保育の内容でございま○嘉手納良博県立病院課長

すが、両病院とも定員40名、月曜日から土曜日まで

の朝７時から夜８時までの通常保育を予定しており

まして、それとあわせて週１回、病院が指定する夜

間保育も行うことを予定しております。

病院事業局長、少し教えてくださ○照屋守之委員

。 、い 私は平成25年度の当初予算の計画を持っていて

収益513億円余りに対して費用が513億円、この数字

でいくと7800万円プラスになっているのです。今度

、 、のものは収益が535億5600万円 費用が559億600万円

マイナス23億6000万円になっているのです。この説

明をお願いできませんか。

平成26年度の当○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

初予算におきまして、先ほど委員がおっしゃいまし

た23億6073万8000円の純損失を計上することになっ

ておりますが、平成25年度当初予算の純利益7854万

3000円に対しまして、24億3928万1000円の減になっ

ております。

その主な要因としましては、平成26年度からの公

営企業会計基準の見直しによりまして、退職給与引

当金繰入額、貸倒引当金繰入額等の各種引当金繰入

額を費用として計上したことが主な要因でございま

す。これら会計基準の見直しによる影響を含めず、

従前の会計基準により純損益を算定しますと１億

9046万2000円の利益となり、平成25年度当初予算に

比べ１億1192万円、141.5％の増加という計算が一応

成り立つことになっております。

これは平成25年度決算ベースの予○照屋守之委員

定が7800万円ですね。この数字は具体的に出ていま

、 、すから この利益がどうなっているかという部分と

今年度の見込み、来年３月末の見込みはどのぐらい

を見ていますか。

平成25年度の決○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

算につきましては、上半期の経営状況を参考にして

算定してございますが、病院事業収益が504億8930万

円、病院事業費用が511億7495万円、経常利益で２億

7653万円、純損失で６億8565万円を見込んでおりま

す。純損失を計上する主な要因としましては、旧宮

古病院の撤去等、あるいは固定資産除却に係る約10

億9600万円の臨時損失が発生することに起因してお

ります。ちなみに、10億9600万円の内訳を言います

と、解体撤去費用が２億5900万円、資産除却費が８

億3500万円となっております。

当該決算見込みについては、先ほども言いました
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、 、が 上半期の経営状況を参考に見込んだものであり

１月末時点の経営状況を勘案しますと、入院単価、

入院患者数の増加が見込まれ、決算は純損失圧縮と

いうのですか、改善をする見込みであります。

新県立八重山病院は地域の方々が○照屋守之委員

非常に期待しております。これは質問等々でも出さ

れておりますけれども、もう一度、この建設計画の

御案内をお願いできますか。

新県立八重山病院整備○嘉手納良博県立病院課長

事業につきましては、昨年12月に策定しました基本

、 、構想をもとに 病院内での意見や要望を取りまとめ

今年度内に基本計画の素案の作成、そして新年度の

早い時期に住民説明会、パブリックコメント等を実

施し、県民の意見集約を経て基本計画の策定を行う

予定にしております。また、次年度には病院建設に

係る設計に着手する予定にしております。建設用地

の取得につきましては、建設予定地の面積を確定す

るために測量調査を開始したところであり、平成27

年度の用地取得に向けて関係機関との調整を進めて

いるところでございます。また、本体工事、外構工

事につきましては平成27年度の着工を予定しており

まして、平成29年度の開院に向けて取り組んでまい

りたいと考えております。

この予定地は用地取得の課題もあ○照屋守之委員

りますか。

予定している用地の約○嘉手納良博県立病院課長

７割が国有地になっておりまして、現在、内閣府沖

縄総合事務局と調整しているところでございます。

ありがとうございます。終わりま○照屋守之委員

す。

続けます。新田宜明委員。○呉屋宏委員長

まず最初に、待機児童解消に関す○新田宜明委員

る子育てセーフティーネット関係の質疑からさせて

いただきたいと思います。一般質問でもしましたけ

れども、再質問等の時間で取り上げることができま

せんでしたので、まず３点を一括して答弁をお願い

したいと思います。まず、保育士の給与改善のため

の予算内訳、皆さんが積算根拠としている人数、単

。 、価 それから産休取得を支援するための予算の内訳

これも人数、単価。それから修学資金貸付事業の予

算の内訳についても説明をお願いします。

まず、○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

保育士等処遇改善臨時特例事業についてですが、平

成26年度は総事業費が７億6265万円となっておりま

す。ただ、この事業は平成25年度までは全額国庫補

、 、 、助の事業でございましたが 平成26年度から国 県

、市町村の３者で負担することとされておりますので

平成26年度の県負担額は7767万1000円を計上してご

ざいます。

また、本事業の積算方法につきましては、各保育

所における児童数に事業費単価を乗じて算出するこ

、 、ととなっておりまして 次年度予算につきましては

各市町村から所要見込み額をとって予算を計上した

ところでございます。

保育士産○名渡山晶子青少年・児童家庭課副参事

休等代替職員配置支援事業の予算の内訳について御

説明申し上げます。予算の内訳でございますが、こ

れは代替職員を配置する費用といたしまして、保育

士１人当たり代替職員の基準額１日6600円を根拠と

、 、しておりまして 利用人数は約100名と見込みまして

所要額3483万円を計上したところでございます。

保育士修学資金貸付事業に関しましては、１人当

たり入学時に20万円、就職時に20万円、そして修学

している間、月５万円を貸し付ける事業になってお

りまして、１人当たり160万円で、平成26年度につき

ましては約80人分ということで所要額を計上してい

るところでございます。

仲村青少年・児童家庭課保育対策○新田宜明委員

室長、今、市町村から見込み額を聴取してそれを予

算計上しているということですが、具体的に何名の

保育士を想定して、幾らぐらいの平均給与なり単価

を設定しているのか。それを教えていただきたいの

です。

事業費○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

単価につきましては、保育所の月初日の入所定員、

あと児童の年齢区分によって定められておりますの

で、単価の種別が非常に多うございますが、60人定

員を例にして挙げますと、乳児で5920円、一、二歳

児で3480円、３歳児で1770円、４歳児以上で1530円

という形になっております。対象とします職員につ

きましては、今年度事業について数字を申し上げま

すと、保育士のほか調理師等も含めまして約7300人

が賃金改善の対象となる見込みでございまして、次

。年度もおおむねその数字になるかと考えております

改善の効果としまして、職員１人当たり―これは

国の試算によりますけれども、主任保育士の場合で

月約１万円、保育士の場合で約8000円の効果を見込

んでございます。これは国の試算でございまして、

国が保育士の例を挙げて示してございますので、職

。種ごとの効果額というものは把握してございません

それはまたいずれ詳しく聞かせて○新田宜明委員

いただきたいと思います。
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沖縄県保育士・保育所総合支援センターにおける

潜在保育士の就労支援等の予算の内容を教えていた

だけますか。

沖縄県保○名渡山晶子青少年・児童家庭課副参事

育士・保育所総合支援センターに係る平成26年度の

予算としましては、総額で5824万9000円を計上して

いるところでございますが、そのうち、保育士就労

支援関係の予算としましては1092万1000円となって

おります。その内訳でございますが、潜在保育士の

就労支援研修、合同就職説明会開催のための経費と

しまして443万5000円、保育士就労あっせんのための

広報関係ですとか、旅費等の活動費を含めまして340

万2000円、さらに県外保育士誘致のための経費とし

まして308万4000円がその内容となっております。

次に、保育士の正規雇用率を引き○新田宜明委員

上げるため、現状を踏まえて今後の課題、具体的に

正規雇用率を引き上げるための年次的な計画と目標

、 。があるかと思うのですが その説明をお願いします

平成25○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年４月１日現在で県内保育所における保育士の正規

雇用率は41.5％となっておりまして、県としまして

は保育の質の向上を図る視点から、各保育所に対し

、 、て正規雇用率を６割以上にするよう これまで助言

指導を行っているところでございます。

課題としましては、保育士の賃金が必ずしも高く

、 、ないこと それと勤務実態が厳しい状況にあること

さらに保護者への対応、支援等々に関して保育士の

。負担が高まっていることが課題として挙げられます

そのため、引き続きこれらの課題解決に取り組んで

保育士の離職を防止することで、正規雇用率の引き

上げを図っていきたいと考えております。

正規雇用率を引き上げるための具○新田宜明委員

体的な事業、あるいは予算の裏づけもあるのでしょ

うか。お伺いします。

正規雇○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

用率を引き上げることはなかなか簡単ではございま

せんで、いろいろな取り組みをして成果に結びつけ

ていきたいと考えております。１つに、先ほど申し

上げました保育士等処遇改善臨時特例事業なども、

処遇を改善して離職を防止して、また正規雇用にも

、つないでいくという事業効果が一応考えられており

当該事業もその事業として見込まれております。予

算額は、先ほど申し上げましたように総事業費で７

億6000万円、県負担として7700万円余りでございま

す。

県平均からすると、保育士は約６○新田宜明委員

割が臨時職員ですね。臨時職員から正規雇用に採用

がえするための予算もその保育士等処遇改善臨時特

例事業の中に入っているのですか。

直接的○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

には臨時職員から正規職員へという趣旨、目的の事

業ではございませんで、広く保育士の給与を引き上

げる、底上げするというのがこの事業の目的でござ

いますので、遠からず正規雇用にも結びつくような

効果があるのではないかと考えているところでござ

います。

2017年度で潜在的待機児童も含め○新田宜明委員

た待機児童をゼロにする、この水準がずっと維持で

きるように、待機児童解消策の予算確保も含めて、

次年度、また2015年度も含めてその予算の計上とい

、 。うのでしょうか 見通しをお伺いしたいと思います

待機児童の解消について○崎山八郎福祉保健部長

は、昨年、市町村において市町村待機児童解消計画

を策定しましたので、その計画に沿って、平成29年

度に潜在的待機児童も含めてゼロにするということ

で目標を設定して 取り組みを進めていくことになっ、

ております。県としましても、いろいろな保育所整

、 、備のための費用とか 保育士確保のための支援とか

そういった予算については確保に努めて、待機児童

の解消に結びつけていきたいと考えております。

きょうの琉球新報の記事に、保育○新田宜明委員

士給与下げ３％、子育て支援、財源難で当初案縮小

という記事が出ていますね。これを見て本当に大丈

夫かと心配しました。とにかく国、県、市町村が今

後一体となって待機児童解消をやらないといけない

のですが、どうも国のほうで中折れするような状況

が生まれたのではないかということで少し心配して

おります。その辺も一つ懸念材料として持っており

ますので、また今後の議論にしたいと思います。

次に進めさせていただきます。障害のある人もな

い人も暮らしやすい社会づくり事業で4557万7000円

の予算計上をされておりますけれども、その中身に

ついて少し説明をいただきたい。それと同時に、こ

の予算の中には市町村との連携予算等も入っている

のかどうか、よろしくお願いします。

予算の中身について○大城壮彦障害保健福祉課長

御説明いたします。まず、4557万7000円の内訳とし

まして、県に配置します広域相談専門員というのが

おりますけれども、予定としては３名配置を行いま

すが、それに要する経費が943万円になります。それ

から、差別解消に向けての調整委員会―正式名称は

沖縄県障害を理由とする差別等の解消に関する調整
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委員会と言いますが、これは附属機関ということで

置かれます。その委員15名を委嘱することにしてお

りますが、委員報酬等として53万2000円を計上して

います。それから、相談員等に対する研修事業、こ

れが市町村との連携になりますが、相談員等に対す

る研修でありますとか、条例の中身、差別の内容な

どをわかっていただくために県民向けのフォーラム

の開催、それから県庁職員向けの研修などを実施し

ます。それから、広く県民に周知するために、現在

もテレビでＣＭ等を流しておりますが、ＣＭやパン

フレットなどをつくる経費として委託料2725万8000

円を計上しております。

それでは、病院事業について質疑○新田宜明委員

したいと思います。北部病院研修医宿舎等確保事業

で２億568万7000円が計上されておりますけれども、

その事業内容について教えていただきたいと思いま

す。

北部病院におきまして○嘉手納良博県立病院課長

は、現在、産婦人科医師の不足や専門医の確保等困

難な状況が続いていることから、北部地域に医療を

安定的、継続的に提供することを目的に、他の医療

。圏からの医療従事者の確保を図る必要がございます

この事業は、医療従事者を確保する目的で、平成26

年度に医師、研修医等の宿舎の整備を行うものでご

ざいます。

新年度予算で計上しております事業の概要でござ

いますが、鉄筋コンクリート造、地上３階建ての研

修医等の宿舎でございまして、部屋数が15室。それ

から、北部病院には遠方から通っている方もおりま

して、オンコール用の部屋も必要だということで、

その部屋を５室。合計約700平米の宿舎を建設する計

。 、画でございます 建設スケジュールにつきましては

、今年度に基本設計と実施設計を終えておりますので

平成26年度に建設工事を行って年度内の完成を目指

したいとしております。

これは全部で20室ということで○新田宜明委員

しょうか。確認します。

そういうことでござい○嘉手納良博県立病院課長

ます。

これは研修医宿舎という事業タイ○新田宜明委員

トルがついているのですが、遠方から通勤される職

員等の宿舎も入るのでしょうか。

20室の内訳を申し上げ○嘉手納良博県立病院課長

ますと、まず初期研修医用の宿舎として10室、その

他応援医師または看護師用として５室、そしてオン

。コール用の部屋として５室ということでございます

それでは次に、新県立八重山病院○新田宜明委員

の基本・実施設計業務等についてお伺いしたいと思

います。まず、新年度予算で基本設計、実施設計を

含めて２億4753万5000円計上されておりますが、今

後、新県立八重山病院を建設する場合の事業費の調

達方法、財源をどのように確保しようとしているの

か、ひとつ教えていただきたいと思います。

現在、事業費全体の大枠○伊江朝次病院事業局長

がまだ確定しておりません。大体100億円前後を見込

んでいるのですが、これは過去に宮古病院をやった

ところから想定してということで、事業費の財源の

充当はこれから検討していくということです。です

から今、その総枠の詰めの段階をやっているような

状況でございます。

それでは、まず基本設計、実施設○新田宜明委員

。計を委託する場合に大体構想があるかと思うのです

例えば事業規模、平米、100億円程度の事業費はかか

るだろうとか、用地費が幾らとか、あるいは病院棟

がどのぐらいだとか。今の段階で、例えば診療科目

だとか、宿泊施設はどうするかとか、あるいは病院

内保育所もつくるかとか、そういった概要はやはり

ある程度固まっていないと、基本設計も実施設計も

進まないのではないかと思うのですが、その辺は大

体決まっていますか。

新県立八重山病院の整○嘉手納良博県立病院課長

備につきましては、病床数、病床規模でありますと

か、あるいは診療科目をどのようにしていくのか、

そういったことにつきまして、現在、基本計画の策

定作業を進めているところでございまして、その作

業の中で検討してまいりたいと考えております。

その基本計画は大体いつごろまで○新田宜明委員

にでき上がるのですか。それから住民説明会とか、

パブリックコメントとかをやるわけですよね。

基本計画は素案を３月○嘉手納良博県立病院課長

中にまとめたいと考えております。そして、新年度

になりますが、新年度の早い時期に住民説明会を経

て、パブリックコメントということで、県民の意見

を集約していきたいと考えております。

済みません、私が聞き漏らしたの○新田宜明委員

かな。用地取得は何年度に予定しておりますか。

用地取得につきまして○嘉手納良博県立病院課長

は平成27年度を予定しております。

基本計画は今月中にまとまるとい○新田宜明委員

う話ですが、私はこの事業費の財源をどこから充当

しようと考えているのかというのが非常に気になっ

ているのです。今後の病院経営のことも含めて、起
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債も一つの方法だと思うのですが、100億円規模の事

業費ですから、沖縄振興一括交付金を活用して、ぜ

ひこの辺を重点的に財源の調達方法を考えていただ

きたい。そうであるならば、私どももその方向に向

けて予算確保で精いっぱい頑張っていきたいと思っ

ております。これは福祉保健部長ともかかわります

か。政策的な沖縄振興一括交付金の活用については

どうでしょうか。

建築におけるソフトの部○崎山八郎福祉保健部長

分については対応できることもありますので、それ

は相談に乗っていきたいと思います。

病院事業局長、今の福祉保健部長○新田宜明委員

の話もありますので、その辺は後年度の病院経営に

しわ寄せが来ないような施策をぜひ立ててほしいで

す。

以上で終わります。

休憩いたします。○呉屋宏委員長

午前11時56分休憩

午後１時22分再開

再開いたします。○呉屋宏委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

狩俣信子委員。

まずは平成26年度当初予算（案）○狩俣信子委員

説明資料の22ページから、子ども生活福祉部の52、

民生委員事業費というのがあるのですが、現在、民

生委員は何名ぐらいいるのですか。

、○伊川秀樹福祉・援護課長 平成26年２月１日現在

現員数で1643名です。

定数からすると何名ぐらい必要で○狩俣信子委員

しょうか。

その前に、大変申しわ○伊川秀樹福祉・援護課長

けないですが、今年度から那覇市が中核市に移行し

ておりまして、今お話しした数字は那覇市を除いた

。 、 、数字となっております 定数は1889名でして 現在

246名の欠員が生じております。

そういう意味では、地域の中で民○狩俣信子委員

生委員はそれぞれの御家庭との連携で非常に大切な

部分なのです。246名の欠員ということですので、や

はりこれはもっと積極的に民生委員をふやす努力を

ぜひやっていただきたいと思います。

次に23ページ、61、結婚環境改善支援事業という

のが新たに入っているのですが、なぜこういうのが

予算として入ってきたのですか。

結婚環○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

境改善支援事業といいますのは、現在、全国的に進

展しています少子化の要因の一つとされている晩婚

化、あるいは非婚化について本県の状況を把握しま

して、その対策のためのアプローチの方法を調査、

分析するための事業ということで、基本的には調査

のための事業ということで、県の人口増加計画の一

環として位置づけられている事業でございます。

本当に非婚化、晩婚化ということ○狩俣信子委員

はよく言われておりますので、その調査をしてどう

いう対策を立てるのか、楽しみに待っています。

次に行きます。３月９日の琉球新報を見て、ＤＭ

ＡＴというのが沖縄だけ協定が結ばれていないと出

ておりまして、災害時に被災地に駆けつけ、救急医

療を行う県内13病院の災害派遣医療チームの所属病

院と県が協定を結んでいないということですが、こ

れについてはどうですか。今月いっぱいに結ぶと書

かれているので安心はしているのですが、これにつ

いて説明をお願いします。あと、これについての予

算はどうなるのか。

災害派遣医療チームのことを○阿部義則医務課長

英語でＤＭＡＴと呼んでおりますが、新聞にありま

した協定につきましては、対象の指定医療機関とこ

れまで調整を重ねているところでございまして、調

整がなかなかうまくいかなかったということもござ

いました。それから、ＤＭＡＴをうまく活用してい

くためには、ＥＭＩＳという災害時の緊急医療情報

システムがございまして、それもあわせて整備する

必要がありました。今年度、ＥＭＩＳも整備できま

して、再来週にでも関係13病院の院長を集めて、協

定式ということで考えております。

もう一点、予算の件でございますが、これはＤＭ

ＡＴ関連だけではなくてほかのものも入っておりま

、 、すけれども 総額として387万6000円の予算の中から

先ほど申しましたＥＭＩＳというシステムとＤＭＡ

Ｔ関連の損害保険関係の費用を出すことにしており

ます。

やはり各病院が協定を結ぶことに○狩俣信子委員

よって 安心して派遣ができる そこが大事かと思っ、 。

ていますので、よろしくお願いします。

次に、きょうは各県立病院の院長がいらしている

と聞いております。実は今回、沖縄県職員定数条例

ということで 定数増が合計80人―要するに医師が38、

人、看護師が42人ふえると出ております。そこら辺

について、今それぞれの病院の抱えている現状、課

題というのを含めて 少しお話しいただきたいと思っ、

ています。

、 、○上原哲夫北部病院長 今 定数の話が出ましたが

一応定数増をもらっています ただ 現状でも定数43。 、
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名に対して38名とか、まだ全部は埋め切れない状態

でありますので、今そのぐらい医師不足で困難なと

ころであります。

昨年度は、当院からは109名○松本廣嗣中部病院長

の定員増を求めたのですが、実際、80名中14名が私

どもの病院に定員増として充てられております。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

私どもの病院でも、やはり医師とナースの不院長

足は深刻な問題であります。御存じのように、特に

、 。ナースが産休 育休を含めて常時40人ぐらいいない

これは非常に深刻な問題で、ぜひナースの増員を考

えていただきたいと思います。

医師に関しては、特に内科の医師が不足している

ということと、医師もだんだん高齢化していきます

ので、若い医師を入れることによって当直の回数と

か負担が減ることは非常に重要だと思いますので、

。医師の確保は今後も継続してもらいたいと考えます

宮古病院でも医師、看護○安谷屋正明宮古病院長

師の定数が増になる見通しで、宮古病院としては、

４月１日に向けて新生児特定集中治療室を整備する

方向で今進めています。それからＨＣＵにも看護師

が配置されますし、医療の質が高くなっていくもの

と考えております。

八重山病院も医師、看○依光たみ枝八重山病院長

護師、コメディカルが不足しております。医師は平

成26年３月１日現在、眼科が１人欠員。看護師は17

人の欠員です。育休12人に対して８人の臨時的任用

職員しか埋まっておりません。産休５人に対しては

短時間の嘱託職員が12人配置されております。コメ

ディカルに関しては 作業療法士の２人が欠員 ケー、 、

スワーカーの１人が欠員となっております。平成26

年度はドクターが８人、ナースが12人で一応配置を

もらっております。

まず、説明の機会を与えて○伊波久光精和病院長

いただきましてありがとうございます。私どもは精

神科単科の病院でして、委員も御存じのことと思う

のですが、精神保健福祉法にのっとって治療を行っ

ている病院です。そのために、実地監査に加えて実

。 、地指導という２つの指導監査がございます １つは

精神保健福祉法にきちんとのっとってやっているか

ということです。また、厚生労働省は入院生活から

地域生活へといううたい文句で地域移行を推進して

いて、我々は大変な処遇困難例を抱えていまして、

その社会復帰に大変苦労しているところです。

そういう中で、今回我々の病院は４人の定数減が

ございました。スクラップ・アンド・ビルドという

ことで、定数減はやむを得ないという面もございま

すが、私の立場としては、本当は基本的な職種であ

りますＯＴ、ＰＳＷ、心理士等のコメディカルをぜ

ひ定数の中に加えていただきたかったということで

す。今でも非常勤職員で賄っていますが、ことしも

ＰＳＷが５名ぐらいやめますし、いろいろ苦労しな

がらやっているものですから、そういう課題がござ

います。あとは、病院の老朽化に伴ういろいろな施

設整備等の問題は長年抱えているところです。

どうもありがとうございます。現○狩俣信子委員

場では四苦八苦しながら人員不足の中で頑張ってい

らっしゃるというのも見えるのですが、さっき出た

コメディカルの話ですが、八重山病院も精和病院も

という話がありました。こういう中で、県立病院の

場合、私がいただいた資料ではコメディカルが大々

的に不足ではないかというのがありまして、どうで

しょうか。臨床工学技士とか、そういう皆さんの数

をふやすことはお考えになれませんか。

臨床工学技士は今、病院○伊江朝次病院事業局長

現場でいろいろな意味で活動する場所が出ておりま

す。従来その職種がなかったものですから、県立病

院の場合はそういった方々を採用した経緯が今まで

余りないのです。ここ数年、こういった状況がいろ

いろ出てきておりまして、少しずつながら採用の増

につながっております。医療安全という面からも、

その辺はしっかり現場のニーズを踏まえながら対応

していきたいと思っております。

命を預かる、しかも機械に熟練し○狩俣信子委員

た方が必要だということで、私がいただいた資料で

は、県内の中頭病院、豊見城中央病院、浦添総合病

院は11名いる。でも中部病院は５名しかいない。南

部医療センター・こども医療センターも５名、北部

病院１名、宮古病院１名と出ているものですから、

数の上で物すごく不足だなという思いがあります。

そういう意味では、今回80名はふえるのですが、や

はりもう少しコメディカルにも御配慮いただいて、

次年度の予算にこれが入っていけるように御配慮を

お願いしたいと思います。病院事業局長の決意を。

民間との数の差というの○伊江朝次病院事業局長

がよく言われますが、実は従来、臨床工学技士とい

うものは、民間の場合は透析でかなり導入されてい

る実態があります。ですから、ほとんどの方々がそ

こで活躍していたという状況で、県立病院の場合は

―看護の現場が申しますには、やはり民間に比べて

重症の患者が多いということで、できるだけ臨床の

力を持っている人たちを置きたいということで看護
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師が多い実情がございます。しかしながら、先ほど

も申しましたとおり、やはり時代は病院現場にいろ

、いろな精密医療機器がいっぱい入っておりますので

その辺は今後ともしっかり対応していかなければい

けない課題だと思っております。

どうもありがとうございます。○狩俣信子委員

次に行きます。風しん抗体検査事業について、今

回初めての予算ですが、思い起こせば沖縄県立北城

ろう学校―風疹で耳が聞こえない子供たちが出たの

、 。ですが 今回の沖縄県内の状況をお聞かせください

風疹につきましては、一昨○糸数公健康増進課長

年、昨年ということで全国的に大きな流行がござい

ました。数は今手元にございませんが、県内におき

ましては昨年も40名から50名の間ということで、か

なりの患者が出現しております。

要するに、40名から50名ぐらいの○狩俣信子委員

子たちは結局風疹にかかっているわけですね。症状

としては耳が聞こえないだけですか。症状が何かわ

かれば教えてください。

先ほど申し上げました数字○糸数公健康増進課長

は風疹と診断された患者数でございまして、昨年な

どは主に成人の方がかかりましたので、風疹の単純

な症状の発疹が出たり、熱があったり、それからリ

ンパ節が腫れたりという比較的軽い症状で終わって

おります。

北城ろう学校の問題でありますように、先天性風

疹症候群といって、妊婦が罹患すると赤ちゃんが障

害を持って生まれるという合併症については、県内

では報告は出ておりません。

では、大事に至らなかったのです○狩俣信子委員

ね。それは何よりです。

次に、90のがん予防対策推進事業ですが、これは

どのようなことをやるのでしょうか。一応内容をお

知らせいただけますか。

がん予防対策推進事業とい○糸数公健康増進課長

う新規事業で予算をいただいております。１つは、

がんで亡くなった患者の死亡統計はあるのですが、

がんにかかった段階で登録するがん登録という事業

が今度法制化されまして、各病院にお願いして、が

んと診断された患者について数を挙げてもらうこと

が正式に始まります。それについて医療機関に周知

のための研修会を行って、登録された数を正確に把

握するという事業と、それからもう一つは、生活習

慣病検診管理協議会という、対策について話し合う

専門家の協議会を開催するということで事業を組み

立てております。

各病院から、例えばがんの種類に○狩俣信子委員

よっていろいろ数が上がってくるわけですね。それ

に対して、このがんはこれだけあるけれども、具体

的にどうしたほうがいいということまで対策が出て

くるのでしょうか どのようなやり方をするのでしょ。

うか。

このような登録事業を継続○糸数公健康増進課長

していくと、がんにかかった方がどういう治療を受

けて、どのくらい生存したという予後に関するデー

タも―すぐではないのですが、いずれわかってくる

ことになりますので、そのような治療も含めた対策

の絞り込みには非常に役に立つと考えております。

近ごろはがんにかかって亡くなる○狩俣信子委員

人が多いという話も聞きますので、やはりここらあ

たりは統計もちゃんととって、対策もとってやって

いくのが本当に大切なことかと思っております。

それから次に、保健医療部が出した歳出予算事項

別積算内訳書の132ページですが、そこに医師確保対

策事業がありまして、貸付金として9456万円とある

のです。これについて詳しく説明していただけます

か。

今おっしゃった事業は医師修○阿部義則医務課長

学資金貸与事業のことでございます。この事業の中

身は、御存じだと思いますが、離島、僻地の医療機

関に従事意思のある医学生や、難しい産科や脳外科

など特定の診療科を専攻する後期臨床研修医に対し

て修学資金を貸与して、卒業または研修終了後に離

島、僻地の医療機関で一定期間の勤務義務を課すも

のでございまして、このことによりまして、医師確

保が困難な離島、僻地の医療機関の医師を確保する

というものでございます これは平成19年からスター。

トしておりまして、これまで貸与者は91名に上って

おります。

さっき勤務義務があるとおっ○狩俣信子委員

しゃったのですが、平成19年から91名いるというこ

とですが、現在、それを貸与した後に離島勤務とい

う方は何名ぐらいいらっしゃるのですか。

一番最初が平成23年度だった○阿部義則医務課長

のですが、平成23年度に県立北部病院へ産科医を１

名、平成24年度に県立八重山病院へ産科医と麻酔科

医 それぞれ１名ずつで計２名です それから平成25、 。

年度に県立八重山病院に麻酔科医を１名配置してお

りまして、義務の履行が行われております。

そういう面では、貸与した皆さん○狩俣信子委員

はこの計画にのっとって、ちゃんと勤務ができてい

ると受けとめてよろしいですか。
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このことにつきましては、我○阿部義則医務課長

々福祉保健部と、それから病院事業局が配置先にな

りますので、病院事業局の担当者も本人も交えて、

できるだけスムーズな配置ができるように事前に調

整を行っております。残念ながら該当者でお一方は

返還という方がいらっしゃったのですが、この方は

本土出身の方で、お父様、お母様が大変御高齢でい

、 、らして この御両親を見る方がいないということで

やむを得ない事情として返還されて本土に戻ってお

られます。それ以外の方は今のところ返還者はおら

れませんので、スムーズに勤務義務を果たしていた

だいているということでございました。

先ほど各病院の院長から医師不足○狩俣信子委員

の話が出ているものですから、やはりこういう貸与

、でやっている方はしっかり義務を果たすような形で

医師の確保に努力していただきたいと思います。

それからあと95、特定疾患対策事業費ですが、こ

れについて内容を詳しくお願いできますか。

特定疾患対策事業は、○上里林薬務疾病対策課長

いわゆる難病のうち、公費負担を行う56の疾患につ

いて負担をしている事業でございます。

56の疾患で公費負担をされている○狩俣信子委員

方は、県内で何名ぐらいいらっしゃいますか。

平成24年の実績は7978○上里林薬務疾病対策課長

名です。

8000名近いということで本当に大○狩俣信子委員

変だと思うのです。56疾患と言ったのですが、どう

いうものかも私はわかりません。主なものを二、三

挙げていただけますか。どういうものがあるのです

か。

まず一番多いのはパー○上里林薬務疾病対策課長

キンソン病、あと潰瘍性大腸炎といいまして、消化

器系が炎症を起こす原因不明の疾患です。

、○狩俣信子委員 御本人たちも大変だと思いますし

難病ということですので、そこはしっかりとサポー

トが必要かと思います。

終わります。

引き続き、赤嶺昇委員。○呉屋宏委員長

病院事業局からですが、病院現場か○赤嶺昇委員

らの職員の要求数は何名ですか。

平成24年度に病院から○嘉手納良博県立病院課長

要望のあった数字は351名でございます。

これが一番新しい数字ですか。○赤嶺昇委員

これは平成24年度当初○嘉手納良博県立病院課長

の定数増の数字でございまして、この間、昨年６月

にリハビリ職員47名定数増、そして今回、救急体制

の充実強化、そして経営改善を目的として各病院の

意見を取りまとめ、関係部と調整を図った上で、医

師、看護師合わせて80名を定数増することにしてお

ります。あわせてスクラップ・アンド・ビルドもこ

の間行ってきておりますので、それで351名要望して

いる部分に配置がえをしておりまして、その結果と

して現在、残りの数としては181名ということで、定

数増の残りの部分があるということでございます。

最新は、351名ということでございます。

病院ごとで示してください。○赤嶺昇委員

内訳といたしまして、○嘉手納良博県立病院課長

北部病院83名、中部病院109名、南部医療センター・

こども医療センター72名、宮古病院43名、八重山病

院33名、精和病院９名、県立病院課２名、合計351名

でございます。

では、この要求に対してそれぞれの○赤嶺昇委員

病院で満たした、実際に配置した人数を教えてくだ

さい。

この間、定数増、それ○嘉手納良博県立病院課長

からスクラップ・アンド・ビルドを行って、その定

数増の要求部分に定数を充てております。その残っ

た結果として合計で181名。その内訳としまして、北

部病院61名、中部病院60名、南部医療センター・こ

ども医療センター29名、宮古病院16名、八重山病院

８名、精和病院７名でございます。

この181名について、今後どうする予○赤嶺昇委員

定なのか教えてください。

診療報酬の改定がこの○嘉手納良博県立病院課長

４月から予定されておりますので、１つは診療報酬

改定の内容を精査、分析していく必要があると思っ

ております。定数改正につきましては、これらの分

析も踏まえ、改めてその必要性や緊急性、経営への

影響など、病院あるいは関係機関と調整を図りなが

、 。ら 総合的に検討してまいりたいと考えております

北部病院の院長に聞きますが、83名○赤嶺昇委員

に対して61名ですが、これについていかがですか。

当初の83名の中には、やは○上原哲夫北部病院長

り７対１看護体制をもくろんだ数が入っていると思

います。現在、それはまだ実行されていませんが、

将来的に考えていかないといけないところだと思い

ます。大きい数字はその数字だと思います。医師に

関しては、やはりまだ定員割れといいますか、定員

を満たしていないということですが、今回もまた増

員になっています。それを満たすために頑張ってい

るところです。

、○赤嶺昇委員 ７対１看護体制の件が出ましたので
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病院事業局長に今後の方針についてお伺いします。

７対１看護体制について○伊江朝次病院事業局長

は、やはり定数増をすることによって、しっかり収

、支との整合性もとらなければいけないということで

亜急性期病棟の試行とかいろいろやってきておりま

すが、実際には、去る平成24年度の診療報酬改定か

ら、かなりこの７対１看護体制の要件が厳しくなっ

ている状況がございます。今回も、平成26年度の改

定でさらに一層そういったところへのしわ寄せとい

、 。 、うか 圧縮が来そうな状況があるのです ですから

やはりこういったところはその辺の動向も踏まえな

がら、今後どうするかということをしっかり現場と

一緒になって、分析しながら考えていきたいと思っ

ております。

看護師を確保するのに非常に苦労し○赤嶺昇委員

ているということは宮古病院も八重山病院も一緒だ

と思うのですが ７対１看護体制にしないことによっ、

て、看護師を確保することの課題は認識しています

か。

７対１看護体制をするこ○伊江朝次病院事業局長

とによって、かなり現場の労働条件が緩和されて、

改善することは認識しております。しかしながら、

その７対１看護体制を満たすのに、また看護師の確

保がかなり厳しいという現実も一方にあります。そ

の辺は両方の兼ね合いを見ながらしかできないと思

いますし、やはりまず第１には経営の安定化という

のもありますから、そこも踏まえながら、そういっ

た看護師確保の動向と折り合わせて、病院運営をし

ていかなければならないと思っております。結論か

ら言えば、７対１看護体制を今すぐ実施するのは、

やはりいろいろな検討を要する状況だと思っており

ます。

それでは、７対１看護体制がまだ実○赤嶺昇委員

施されていない各院長の意見をお聞かせください。

確かに７対１看護体制、先○上原哲夫北部病院長

ほど病院事業局長が申しましたように、労働環境が

非常によくなりますので、ナースにとっては―簡単

に言いますと、以前は中部病院が非常に忙しくて、

中部病院に行きたがらなかったナースが、中部病院

から北部病院に来ると、早く中部病院に戻してほし

いという労働環境だと思います。確かにそういう意

味では、今まだ10対１看護体制ですが、10対１看護

体制の中でも欠員が出ると探すのに苦労している。

７対１看護体制になったとき、これが本当に保てる

のか。常時７対１看護体制を保てるかという条件も

ありますので、いろいろ検討したいと思います。

７対１看護体制は、看護○安谷屋正明宮古病院長

、 、師の業務負担の軽減 それによる看護師の離職防止

それから看護師の人材確保にプラスに働くことはも

う事実です。宮古病院の場合、７対１看護体制に必

要な看護師数は、やはり40名から50名必要です。か

なりの人数で、本当に確保できるかどうかという問

題が１点。先ほど病院事業局長からありましたよう

に、経営面では２億円ぐらい人件費がふえます。そ

ういうことも考えなければならない。ただ、平成26

年度から、沖縄県職員定数条例の改正で宮古病院は

看護師が12名ふえるのです。12名ふえることによっ

て、新生児集中治療室の看護師の仕事が楽になる、

質が向上する。それから、ハイケアユニットは重症

の患者４名当たり看護師を１人配置しなければなり

ませんので、そういうのが整備できる。やはりそう

いう整備を一つ一つ重ねることが必要だと思ってお

ります。

今、安谷屋宮古病院長○依光たみ枝八重山病院長

からもありましたように、八重山もやはり離島とい

う地理的な条件がありまして、10対１看護体制を確

保する、それから72時間ルールを死守するだけでも

非常に大変なことがありまして、本当に７対１看護

体制をするのかどうかという以前に、10対１看護体

制をいかにするかということで、今非常に悩んでお

ります。10対１看護体制でもやはりナースを確保し

ないといけないということで、去年の暮れからこと

しの２月ぐらいまで、大体20人近いナースをとにか

く確保できたという状況です。

先ほど答弁で７対１看護体制にする○赤嶺昇委員

場合は約２億円ということだったのですが、病院事

業局長、いかがですか。７対１看護体制にした場合

に全体で幾らの予算が必要ですか。

正確な数字は申し上げら○伊江朝次病院事業局長

れないのですが、宮古病院、八重山病院でいわゆる

収支不足が約２億円だろうという計算になっており

ます。北部病院の収支不足は2000万円ということで

す。

、○赤嶺昇委員 皆さん直接の所管とは違うのですが

例えば 一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー、

ローに委託している予算が50億円近かったり、韓国

のコンサートに5000万円を出したり、こういうこと

が県の予算で行われているのです。よく理解できな

い予算がある一方で、皆さんの７対１看護体制がで

きていないことに私は非常に大きな矛盾を感じてい

るのです。私はどう見ても現場で働いている医師、

看護師、ほかの職員の皆さんがゆとりを持っている
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と思っていなくて、みんなフル回転で働いていると

思っているのです。片や観光という名目で随意契約

であったり、そういう予算が同じ県予算として活用

されていることに対して、これは答えにくいかもし

れないですが、病院事業局長、あと福祉保健部長、

ここはもっと職員の皆さんに頑張ってもらいたいと

いうことを強く訴えたいと思っています。同じ予算

の中でもどうも理解できないものもあれば、こうい

う県民の命を守る予算を―しかも看護師が10対１看

護体制でも確保できないことは今に始まったことで

はなくて、この間、我々文教厚生委員会でもかなり

議論してきましたよ。ここに来ていろいろ条件が厳

しくなっているということですが、もう一度それに

対する意気込みについてお聞かせください。

、○伊江朝次病院事業局長 委員のおっしゃるとおり

医療の現場が年々厳しくなっている状況は働く者が

切実に感じていることだと思いますし、私たち病院

事業を預かる者としても、できる限り職員の負担を

軽減していきたい。もうこれは委員の皆様と同じ気

持ちだと思います。ですから今、できることからと

にかくやっていこうという形で取り組んでいるのが

現状でありまして、病院事業局としては７対１看護

体制がとれればそれにこしたことはないのですが、

そうなると、それに見合うだけのものをしっかり財

源として確保しないことには、病院事業全体がまた

もとのもくあみで危うくなってきますので、その辺

はやはり財政当局とも関係機関ともいろいろ連携し

ながら、今後の方向としてどうあるべきかというこ

とを一生懸命取り組んでいきたいと思っています。

精和病院の院長にお聞きしますが、○赤嶺昇委員

先ほどの職員の定数について、非常に答えにくい場

面ではあると思うのですが、しかし、精和病院の役

。 、割も非常に大きいと思っております これについて

人員体制も含めてほかに課題があれば教えてくださ

い。

強いて先ほどのことにつけ○伊波久光精和病院長

加えるとすれば、当院は検査類、ＣＴとか、そうい

うのが全く配置されていない。検査技師も週に半日

しか来ない。これはずっとですが、そういう体制が

続いているということです。

病院事業局長、この精和病院は文教○赤嶺昇委員

厚生委員会で過去に何度か視察しているのですが、

どうも精和病院が隅に追いやられている感を私は感

じているのです。このあたり、設備も含めて職員定

数の強化を、改めて現場の意向に沿って対応するべ

きだと思いますが、いかがですか。

精和病院は、従来から精○伊江朝次病院事業局長

神科単科の病院ということで、もう精神科だけに特

。 、化した状況がずっと続いております しかしながら

現代ではいろいろな意味での精神症状が出てきます

し やはり内科的な疾患とかの鑑別診断も必要になっ、

てくる。ですから、やはりいろいろな検査機器、あ

るいは他科との連携もいろいろ出てくるのが精神科

の状況だと思うのです。精和病院がこのままでいく

のか、あるいは総合病院との連携の中でどうしてい

くのかということも考えながら、今後の方向性を出

していかなければいけないと私は思っております。

ぜひ医師を初め現場の皆さんとしっ○赤嶺昇委員

かり連携をとっていただきたいと思っています。

次に、病院事業局に平成23年度、平成24年度、平

成25年度で請求漏れがあれば教えてください。

請求漏れという○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

か、未請求の部分についてお答えいたしますが、平

成26年１月末時点の一番直近の額でございますが、

６病院の合計で未請求額が10億8600万円。未請求の

主な理由としましては、高額コメントの未記入、あ

るいは公費負担医療の未決定などが挙げられます。

この10億円は、結局時間とともに解○赤嶺昇委員

消されるものなのか、それとも皆さんが請求するこ

とを忘れているのか。そのあたりを具体的にお聞か

せください。

まず未請求の理○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

由についてお答えいたしますが、先ほども言いまし

たように、高額コメントの未記入というのがまず１

。 、点 これは診療報酬の規則上の問題がございますが

当月の診療報酬については次月の10日に請求する方

法で我々は対応しておりますが、その10日の請求ま

でにコメントの記入が間に合わないケースがまず１

点でございます。

もう一点としましては、公費負担医療の未決定に

より請求できないレセプトがあるということがござ

います。この分については内容等を少し御説明いた

しますが、まず生活保護医療券の未決定、あるいは

更生医療券の未決定、あとは先ほども言いましたよ

うに、特定医療とか、国及び自治体が医療費の全部

、または一部を負担する公費制度に該当している部分

あるいはその他決定またはそういうものについては

医療券の発行までに時間を要しまして、請求までに

間に合わないケースが大きく２点挙げられます。

今言ういろいろな理由があったので○赤嶺昇委員

すが、これはいずれにしても請求して、しっかり回

収できるということですか。
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まず公費負担の○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

未決定に関しては、公費負担が決定されれば、当然

精査いたしますが一応請求をします。また、先ほど

の高額コメントの未記入に関しても、医師に鋭意お

願いをしまして、高額コメントを記入した時点で、

次月あるいは２カ月後ぐらいには請求できる状態に

なるということでございます。

では、未記入が何カ月も続いている○赤嶺昇委員

ケースもあるのですか。

その内容等にも○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

よると思うのですが、コメントがかなり難しいとい

う場合には二、三カ月かかる場合もありますが、ほ

とんど１カ月おくれで請求できるものだと考えてお

ります。

未収金の状況を教えてください。○赤嶺昇委員

未収金の状況に○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

つきましては、平成24年度末の時点で一応19億円程

度ございます。

先ほど経営の話をしていましたけれ○赤嶺昇委員

ども、19億円の未収金とはどういうことですか。各

病院で後で出してください。

病院ごとの未収○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

金の状況でございます。まず北部病院が３億167万

3000円 中部病院が６億6693万円 南部医療センター、 、

・こども医療センターが３億8253万8000円、宮古病

院が２億6188万6000円 八重山病院が２億4677万8000、

円 精和病院が3591万3000円 あと県立病院課で持っ、 、

ている旧南部病院の未収金が2876万1000円 合計で19、

億2447万9000円となっております。

未収金の発生理由について御説明いたします。ま

ず、経済的理由による未収が59.8％、社会福祉制度

に係る申請―先ほども言いました部分でございます

が、これが1.8％。自賠責の委任申請中のものが3.5

％、自己破産申請中のものが0.3％、出産一時金申請

中のものが2.1％、不払いによる請求の部分が20.8％

となっております。額は先ほど説明したとおりでご

ざいます。

どうしても経済的な理由とかいろい○赤嶺昇委員

ろな理由、どうしても取れないケースもあるかもし

れないですが、やはりそのあたりの対策をどのよう

にされるのか。病院事業局長、教えてください。

回収の強化策といたし○嘉手納良博県立病院課長

まして、納付期限を過ぎても納付しない方に対して

は督促状の郵送、電話による督促、臨戸訪問を強化

してまいります。そういった取り組みを行ってもな

かなか応じてもらえない、そして資産等があると思

われる中で対応していただけない、いわゆる悪質と

認められる方につきましては、一定の条件を満たす

債務者に対して、簡易迅速な裁判上の請求である支

。 、払い督促を裁判所に申し立ててまいります そして

裁判所から支払い督促を受けてもなお支払いに応じ

ない債務者につきましては、強制執行による債権の

回収を行ってまいります。

ぜひ頑張ってもらいたいと思ってい○赤嶺昇委員

ます。

次に、病院事業局と関係あるのかわからないです

が、重粒子線のがん治療について県が検討している

ということですが、我々も文教厚生委員会で視察さ

せてもらいました。必要性について、実際その現場

にいる病院事業局長としてはどう考えますか。

これは私は専門ではない○伊江朝次病院事業局長

ですから 今までいろいろなメディアを通じたりネッ、

トを通じたことしかお答えできませんが 我々がやっ、

ていた従来のいわゆる放射線治療に比べると、かな

り周囲の健常な組織に対する侵襲が少ない、ピンポ

イントで病巣部分の治療に集中できるという話は聞

いておりますし、受けた患者も随分楽であると伺っ

ております。

それで、これを実際設置した場合の○赤嶺昇委員

県の予算 先ほどから皆さん経営のことをおっしゃっ。

ておりますので、福祉保健部も病院事業局もそれに

しっかりと対応することは可能ですか。

これは病院事業の予算だ○伊江朝次病院事業局長

けでやるのは、かなり厳しいものがあると思ってお

ります。

これまでのいろいろな話○崎山八郎福祉保健部長

し合いの状況から、運営については民間に任せると

いうことでありますので、そういう形で運営されて

いくと思います。

これは民間に任せて、足りない分も○赤嶺昇委員

全部民間が負うということですか。県は全く予算を

出さないということですか。

今の件については、今後○崎山八郎福祉保健部長

の検討事項だと思います。

さきの定数の問題から、７対１看護○赤嶺昇委員

体制にするにもこれだけ―２億円ですよ。僕らも重

粒子線治療を見てきました。治療費もかなり高額で

す。首都圏近郊でもこれから採算に持っていけるか

どうか非常に頑張っている。人口も違う。皆さんは

民間に任せればいいみたいな答弁をしていますけれ

ども、これが責任ある答弁ですか、福祉保健部長。

今、私が答弁したのは、○崎山八郎福祉保健部長
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協議会の中でそういう協議がされているという答弁

であります。

この重粒子線治療は ないよりはあっ○赤嶺昇委員 、

たほうがいいと思いますよ、採算とか予算のことを

考えなければ。これを設置することによって、県立

病院に影響が及んだら問題だと言っているのです、

いかがですか。これを設置して、結果的に県立病院

の運営そのものに影響した場合に、誰が責任をとる

のですかということです。そもそも沖縄県民の生命

を守っていくのは皆さんですよ。それは確かに政治

的ないろいろな要素はあると思います。しかし、皆

さんが県民の命を守ろうとするとき、そこはしっか

。りと意見を言ってもらわないと問題だと思いますよ

いかがですか。

今の件は、当然運営の可○崎山八郎福祉保健部長

能性とかそういったことを含めて協議会の中で検討

されていることでありますので、今年度中に最終報

告も出ますので、その結果を見ていかないといけな

いだろうと思います。

協議会の話を聞いているのではない○赤嶺昇委員

のです。県民の命を預かる皆さんの立場として、い

かがですかと聞いているのです。

ですから、それは今協議○崎山八郎福祉保健部長

中のことでありますので、影響するとかしないとか

ということについては、まだこちらで述べるような

状況にはないと思います。

その中には福祉保健部長も入ってい○赤嶺昇委員

ますか。

はい、協議会の委員とし○崎山八郎福祉保健部長

て入っております。

ランニングコストは幾らですか。全○赤嶺昇委員

体の設置費、その後のランニングコストも全部言っ

てください。その１年間の運営費。

これまでの協議会の検討○崎山八郎福祉保健部長

の中での数値ですが、建設に150億円前後ということ

で、運営費が20億円ぐらいだと思います。

20億円は民間から出すのですか、県○赤嶺昇委員

から出すのですか。

その協議会で検討されて○崎山八郎福祉保健部長

いる中では、運営については民間に任せるというこ

とでありますので、運営費については民間というこ

とになっていると思います。

伊江病院事業局長に聞きますけれど○赤嶺昇委員

も、こういったことを検討されて、結果的にそれが

病院経営に影響しないということですか。僕は明確

に述べたほうがいいと思いますよ。いかがですか。

委員も御承知のとおり、○伊江朝次病院事業局長

我々のいわゆる繰入金は総務省の繰り出し基準に基

づいてしっかりやっておりますので、基本的には影

響ないと思っております。

ぜひそこをしっかりやっていただき○赤嶺昇委員

たい。

福祉保健部に移ります。

県内のエイズの発生状況について、全国との比較

についてお聞かせください。

平成25年１月から12月まで○糸数公健康増進課長

に、ＨＩＶ感染者あるいはエイズの患者の数は25件

になっています。平成19年に32件というのがあり、

その後は15件から25件ぐらい毎年報告があります。

この数については、平成24年が人口当たりにすると

、 、全国でも多いほうから５番目 ６番目ということで

全国の中でも患者がかなり多く出ている状況が継続

しています。

ぜひこれも周知していただきたいと○赤嶺昇委員

思っています。

待機児童について、今いろいろ精力的に取り組ん

でいるということですが、先ほど正規雇用が41.5％

ということだったのですけれども、県は６割以上の

正規雇用を今後求めているということですが、何園

中何園が６割以上正規雇用になっていますか。

平成23○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年６月から平成24年２月の間に県で指導監査を行っ

た認可保育所274カ所中、保育士の正規雇用率の状況

を申し上げますと、60％以上となっているのは274園

中76園となっておりまして、達成率は27.7％という

ことでございます。

この60％以上ということをいつから○赤嶺昇委員

言って、何年たっていますか。

平成23○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年度の監査のときからということで記憶しておりま

す。

この推移はどうですか。○赤嶺昇委員

先ほど○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

申し上げた数字が最新のものということでございま

す。

。○赤嶺昇委員 この27％は非常に低いと思いますよ

福祉保健部長、いかがですか。皆さんが60％以上に

しようと言っている中で、これは今後どうされます

か。

確かに６割を目標にする○崎山八郎福祉保健部長

のであれば低いと思いますが、６割以上を達成でき

るようにいろいろな取り組みを始めております。処
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遇改善であったり、あるいは国にも改善の働きかけ

をしたり、いろいろな取り組みをしております。昨

年、市町村でつくった待機児童解消計画を含めて、

保育士の処遇改善及び確保は重要なことであります

ので、しっかり取り組んでいきたいと思います。

これは平成23年から平成24年にかけ○赤嶺昇委員

てということですので、もう一回各保育園に通知し

たほうがいいと思いますけれども、いかがですか。

今後も○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

各園に対しては、文書も含め、指導監査も含めて協

力を求めていきたいと考えております。

沖縄県の保育士の平均給与は月幾ら○赤嶺昇委員

ですか。

これは○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

全国との比較が必要でありまして、厚生労働省が実

施しております平成24年賃金構造基本統計調査によ

りますと、給与の支給額は月額で県平均が17万6300

円になっております。全国が21万4200円です。

これは皆さん独自で調査しています○赤嶺昇委員

か。17万円はないと思うよ。

平成24○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年３月に福祉保健部で需給動向調査を行っておりま

す。需給動向調査の結果に基づきますと、保育士は

月額で17万2600円でございます。

実際、保育士等にいろいろ聞くと、○赤嶺昇委員

それではなかなか厳しいというのが私の実感ですの

で、また改めて保育士の処遇改善に対してしっかり

やっていただきたいと思っております。

ちなみに、保育士の皆さんは、公立保育所の場合

は組合等があるのですが、法人の場合はないものだ

から、正規の職員であっても簡単に雇用を打ち切ら

れたりするケースもありますので、これは今後しっ

かり調査していただきたいと思っていますが、最後

にいかがですか。

保育士○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

の給与改善、環境改善も含めまして、非常に重要な

ことだと認識しておりますので、その向上に今後も

引き続き努めてまいりたいと考えております。

引き続き質疑を行います。○呉屋宏委員長

糸洲朝則委員。

まず、地域包括ケアシステムにつ○糸洲朝則委員

いて伺います。これは2025年問題という提起がされ

ているぐらい、団塊の世代が75歳以上になる超高齢

社会を考えた場合に、やはり地域において医療・介

護がきちんとできるシステムを今からつくらなけれ

ばならないということで、今、国を挙げて取り組み

を始めております。代表質問でも取り上げましたの

で、ちょうど皆さん方の答弁もいただいております

から、順次それについて伺ってまいります。

まず、平成26年度予算において、地域密着型施設

、整備等の補助に要する経費として２億6221万8000円

認知症疾患医療センターの運営費等に要する経費と

して3409万9000円、地域支え合い体制づくり事業と

して2011万4000円、こういう予算を計上していると

いう答弁がございました。しからば、この３つにつ

いて、具体的な事業内容等について御説明いただけ

ればと思います。

地域密着型施設○仲村加代子高齢者福祉介護課長

整備等補助に要する経費につきましては、石垣市に

新設します特別養護老人ホーム50床、それから認知

症高齢者グループホームを１カ所、小規模多機能型

居宅介護事業所を２カ所、複合型サービス事業所を

２カ所、それぞれ設置に対する補助を予定しており

ます。

、 、また 地域支え合い体制づくり事業としましては

市町村もしくはＮＰＯ法人等で地域の高齢者等の見

守りについてさまざまな工夫をした事業に対して、

その活動の立ち上げに要する経費等に対して助成を

行うということで予算を計上しております。

認知症施策につきましては、高齢者権利擁護等推

進事業としまして、成年後見制度の普及とか虐待防

止の事業、それから認知症サポーター養成、キャラ

バン・メイト等の養成、それから若年性認知症対策

事業として今年度実態調査を行っておりまして、そ

の結果が年度末に上がってくる予定になっておりま

す。それを検討材料としまして、今後どういった支

援ができるか検討していくこととしております。ま

た、平成25年度から認知症疾患医療センターを指定

して専門的な相談等に応ずるという事業をしており

まして、それに対する運営費、それから介護サービ

ス事業所の従事者に対して、認知症に対する研修事

業等を行う予定としております。

いずれも大変重要な事業でござい○糸洲朝則委員

まして、後でまた聞きますが、2025年問題を考える

上において、そのころまでには今言った事業もかな

りスピードアップしていかなくてはならないと思う

、 、わけでございますが これは年次的に計画を立てて

やっていかれるものでございますか。

地域包括ケアシ○仲村加代子高齢者福祉介護課長

ステムは、各市町村もしくは日常生活圏域というこ

とで その地域において必要なサービスは何かといっ、

たことを地域ケア会議とかサービス実態調査を通じ
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て課題を抽出し、それを高齢者保健福祉計画と介護

保険事業計画等に落とし込んで実行していく。それ

を実行する中で、さらに時間的な経過とか社会情勢

、等の変化によってまた新たに出てくる課題について

計画に落とし込んでというように循環して課題を解

決していくことになっておりますので、そういった

計画及び実行を通して解決されていくもの、体制が

構築されていくものと考えております。

それで、2025年までの計画につい○糸洲朝則委員

て伺いましたところ、平成26年度に策定する次期沖

縄県高齢者保健福祉計画においては、2025年に目指

すべき地域包括ケアシステムを構築することを見据

えて計画を策定してまいりたいと。このように次年

度の取り組みが大変重要だという意味の答弁をして

おりますが、今答弁できる範囲で結構ですから、取

り組みについて伺いたいと思います。

この介護保険等○仲村加代子高齢者福祉介護課長

支援計画等につきましては国の指針に基づいて行わ

れますが、今年度の介護保険法等の改正に伴いまし

て、その計画についても来るべき2025年を念頭に立

てるようにという内容になっておりまして、詳細に

ついては今後示されることになっておりますが、市

町村の計画、そして県の計画も策定するようにとい

うことになっております。

実施主体の市町村もさることなが○糸洲朝則委員

ら、やはりそれを総体的に取りまとめていく県の役

割は大変重要だと思います。したがって、この計画

が本当にこれからの高齢社会の中で十分対応できる

計画なのかということが大変問われると思います。

きょうはもうこれ以上聞きませんが、どうかしっか

りしたものをつくり上げていただきたいと思います

ので、よろしくお願いします。

同じく地域包括ケアシステムについてでございま

すが、皆さんの答弁の中で、県においては、在宅医

療・介護連携や認知症対策、地域ケア会議の推進、

次に多様なニーズに対応する住宅の供給に係る事業

を実施し云々と答弁しておりますが この多様なニー、

ズに対応する住宅供給についてまだよくわかりませ

ん。どういった事業なのか御説明願います。

住まいはやはり○仲村加代子高齢者福祉介護課長

地域で暮らす中での基盤となるものですが、住まい

に係る施策については福祉ではなくて住宅課が行う

形になっておりますが、例えばサービスつきの高齢

者住宅といったもの、介護ではないけれども生活支

援が必要な方たちのニーズに対応するような高齢者

住宅、それからまたバリアフリーとか、そういった

住宅の確保を行っていくということでございます。

それで、さきの全体的な計画の中○糸洲朝則委員

にみんな入ってくると思うのですが、いわゆる住み

なれた地区で医療、介護、認知症の問題とか、これ

、をきちんとケアできるようにしていくということで

国が考えているもの等を読んでおりますと、中学校

区、高等学校区単位ぐらいと。それでもう一つは、

その地域、例えば都市地区と離島、あるいは市町村

等、それぞれ違う中での取り組みになろうかと思う

のです。そこら辺の掌握というか、また指導、そこ

ら辺は県がやる形になるのか。あるいはまた、県の

指針に基づいて各市町村で取り組むのかといろいろ

考えたりしますが、残念ながら私どももまだぴんと

こないのです。そこら辺について御説明いただけれ

ば大変ありがたいですが、いかがですか。

やはりいわゆる○仲村加代子高齢者福祉介護課長

日常生活圏域の設定は、市町村において中学校区で

あったり、市町村全体であったりという形で、地域

地域に応じて設定することになっております。その

、 、中で社会資源のあり方とか どれだけ量があるとか

また、離島等におきましては全ての住民のことをよ

く御存じなわけですので、ある程度ネットワークが

できているような状況もございます。そういった地

域地域によってさまざまな状況がございますので、

、 、それは一律 画一的なシステムということではなく

個別の方の処遇困難な事例等を通して抽出されてく

る課題等を解決する中で、必要なサービスが何なの

か、地域に応じてどう解決していくかということを

。やっていく中で計画はつくられるものだと思います

これにつきましては、県としても単に通知をおろす

ということではなく、これから必要なのは並走型―

伴走するような形で、国や県が市町村に寄り添った

形で指導していくことも言われております。県とし

てもそれぞれの市町村の状況を踏まえながら、助言

等をしていきたいと考えております。

ありがとうございます。○糸洲朝則委員

では次に、手話言語条例制定について質疑をいた

します。障害のある人もない人も共に暮らしやすい

社会づくり条例においても、障害特性に応じた情報

提供に必要な施策を講ずる旨と答弁しております。

まず、聴覚障害者の皆さん、あるいはまた手話がで

きる人の今の状態―いわゆる聴覚障害者の数とか、

あるいは手話のできる人とか手話の人材育成とか、

こういったもの等について御説明いただけますか。

平成24年度末時点で○大城壮彦障害保健福祉課長

手話通訳者として登録している数でございますが、
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県内で50名と把握しております。

これは手話通訳ができる人の数が○糸洲朝則委員

50名ということですよね。

養成研修をやってお○大城壮彦障害保健福祉課長

りますが、現在登録されている方の数が50名という

ことです。

手話の養成所というものはどこで○糸洲朝則委員

どういう形で進めておりますか。県の管轄ですか、

それとも民間委託ですか。

手話通訳の育成に関○大城壮彦障害保健福祉課長

しては、沖縄県聴覚障害者協会、聴覚障害者の協会

があるのですが、そこに委託という形で実施してお

ります。

聴覚障害の皆さんは、本会議でも○糸洲朝則委員

やりましたけれども 一時期は大変厳しい状況にあっ、

たこともありますが、ようやくここに来てこういっ

た皆さん方の人権に目が向けられるようになったの

です。皆さんの答弁の中で他県の動向等も見て云々

とありますが、御承知のとおり、平成25年10月にま

ず鳥取県がこの条例を制定しております。市では北

海道石狩市が平成25年12月19日。前文を読んでもす

ごく先進的な自覚に立った条例だと思います。した

がって、我々は障害のある人もない人もという立派

な条例もつくったわけですから、今度はきめ細かく

聴覚障害者、あるいはまた視覚障害者、そういった

者に光を当てていく施策が必要だと思うのです。そ

のためには、県民がこぞって注意を向けなくてはな

らない。だから条例を制定して、議会も当局も、あ

るいはその団体も一般県民もという環境づくりのた

、 、めに この手話言語条例の制定を提案したのですが

福祉保健部長、ぜひ部長として現在の認識と今後に

対する取り組みについてお答えいただけますか。

昨年９月に議会で成立し○崎山八郎福祉保健部長

た沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい

社会づくり条例、この中においても障害特性に応じ

た情報提供に必要な施策を講ずる旨規定したところ

であり、意思疎通支援施策の充実を図っているとこ

ろであって、今後も引き続き充実を図っていきたい

と思います。

県においては、現段階で障害者団体から条例制定

の要望は特にありませんが、団体との話し合いは適

宜行っており、その要望を踏まえながら手話通訳者

派遣事業なども行っているところであります。この

、 、手話言語条例については 他の都道府県あるいは国

聴覚障害者関係団体等の動向を把握しつつ、対処し

ていきたいと考えております。

これは要望になるのですが、例え○糸洲朝則委員

ば県議会の本会議の模様がテレビで放映されます。

あの中にいつも手話の通訳があればいいがなと、単

純にそう思ったりします。だから、条例にいかなく

ても、できることはまずやってみたらどうかと思い

ますが、いかがですか。議会のテレビの中で質問、

答弁について、それを試みてみたらどうですか。

大変貴重な御提言だ○大城壮彦障害保健福祉課長

と受けとめておきたいと思っております。

ぜひ頑張ってください。○糸洲朝則委員

もう一つ、脊損センターについても伺いました。

福岡県飯塚市に唯一、独立行政法人労働者健康福祉

機構総合せき損センターがあるわけですが、頸椎や

脊椎を損傷した方であっても、14日以内にそこに搬

送されたならば、10カ月間のリハビリを行うことに

よって約８割の方が社会復帰をすることができる。

そういう実績を上げているのです。ところが、ヘリ

コプターで搬送しなくてはならないこともあって、

沖縄からは地域的に距離があって、残念ながら今ま

。で沖縄から搬送してそこで治療を受けた人はいない

秋野参議院議員が当時の野田総理大臣にこのことを

強く訴えまして、やはり離島県、あるいはまた島嶼

県という沖縄にこういった体制は必要であろうとい

う意味の答弁をしております。そしてさらに政務官

からは、沖縄県が主体的に、自主的にきちんとさま

ざまな医療計画とか、あるいは障害福祉サービスの

充実だとか、そういったところに沖縄振興一括交付

金なども活用していただきながら、進めていくこと

が大変重要なことではないかと思っていますと。少

なくとも当時の政務官や大臣は、沖縄県の実情とい

うものは認識していらっしゃる。その中に例えば県

からのそういう要望等があれば、やはりそれに対す

。る対応はしていきたいというのが見られるわけです

したがって、現状ではやはり対応できないと思いま

すが、これは県の熱意次第だと思いますが、その辺

についていかがでしょうか。

現在、各医療圏域におい○崎山八郎福祉保健部長

ては基準病床数を超えていますので、脊椎損傷患者

について新たな病床をふやす、病院を整備するとい

うことは困難な状況があります。現状においては、

急性期医療及び回復期リハビリを担う医療機関にお

ける医療連携を推進する中で、脊椎損傷の治療に対

。応していく必要があるという考えを持っております

今後、県内の専門医の皆さんと意見交換などをしな

がら、どのような対応が可能か考えていきたいと思

います。
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今の状況もよく認識しております○糸洲朝則委員

が、交通事故、産業事故はもう頻繁に起きる日常的

な事故でございますから、やはりそうした人たちの

命をきちんと守っていくという視点からも、ぜひ前

。向きに検討していただきたいと要望して終わります

ありがとうございます。

引き続き質疑を行います。○呉屋宏委員長

西銘純恵委員。

お尋ねします。こども医療費の予○西銘純恵委員

算額と内容。

こども医療費につきまして○糸数公健康増進課長

は、市町村が行っているこども医療費の補助に対す

る２分の１を県が助成しております。平成26年度の

予算額につきましては、当初予算で11億4400万円を

計上しているところです。

平成26年度の通院費で中学校卒業○西銘純恵委員

まで無料の市町村をお尋ねします。そしてそれ以上

のところもありますか。

平成26年２月の現状をお答○糸数公健康増進課長

えいたします。こども医療費の助成事業について、

通院で中学校卒業までが９町村となっております。

一部、渡名喜村が高等学校卒業で、それを超えて助

成することとなっております。

平成26年度に対象年齢の引き上げを予定している

市町村は、通院で中学校卒業までが４町村、南風原

町、伊是名村、南大東村、与那国町が予定しており

ます。それから、先ほど申し上げました渡名喜村に

ついては、高等学校卒業まで予定していることにな

ります。

。○西銘純恵委員 ２月までの９町村をお願いします

中学校卒業まで通院医療費○糸数公健康増進課長

を助成している市町村は、名護市、金武町、嘉手納

町、竹富町、国頭村、大宜味村、東村、伊江村、宜

野座村になります。

全国都道府県で通院費無料の状況○西銘純恵委員

はどうなっていますか。

全国の状況について答弁い○糸数公健康増進課長

たします。通院に限ってですが、高等学校卒業まで

が１県、中学校卒業までが４都県、小学校卒業まで

が６府県、小学校３年までが３県、就学前までが25

道県、４歳までが１県、３歳までが４県、２歳まで

が３府県となっております。

県の予算で中学校卒業まで通院無○西銘純恵委員

料にすると、全額幾らかかりますか。

通院の対象年齢を現在の３○糸数公健康増進課長

歳から中学校卒業まで引き上げた場合、予算総額で

は約19億2800万円ということになり、現在よりも８

億6900万円の増加と試算しております。

沖縄県町村会も意見を上げて、あ○西銘純恵委員

と実際に名護市とかもやっています。これは８億円

というとすぐにできるものだと思うのです。福祉保

健部長、いかがでしょうか。

通院年齢の引き上げにつ○崎山八郎福祉保健部長

いては、入院年齢の拡大も行っておりますので、入

院年齢拡大による事業費の動向、あるいは効果を見

きわめた上で、市町村の意向も確認し、検討してい

きたいと考えております。

病院事業局にお尋ねします。○西銘純恵委員

一般会計からの繰入額内訳について。

平成26年度当初○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

予算における繰入金総額は、56億8718万円でござい

ます。

内訳と言いました。内容です。○西銘純恵委員

まず、地方公営○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

企業法第17条の２第１項第１号経費で７億6555万

7000円、第２号経費で19億7668万円、第17条の３―

これは補助金ですが14億3896万円、資本的収支に係

る部分で、第17条の２第１項第２号経費で15億6498

万3000円となっております。

５年間の繰入総額の推移をお尋ね○西銘純恵委員

します。

総額ベースでお○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

答えいたします。平成22年度84億3300万円、平成23

年度84億3300万円、平成24年度59億976万3000円、平

成25年度56億9886万4000円、平成26年度56億8718万

円を予定してございます。

２カ年前の決算で、黒字が多けれ○西銘純恵委員

ば２年後には繰り入れを減らすという内容になって

いるところが、私は救急医療に関してはやはり相殺

なしの繰り入れになっていると思いますので、ここ

については問題があると指摘します。

１床当たりの繰入額について、全国平均と沖縄は

どうなっていますか。

直近のデータ、○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

平成23年度でお答えいたします。平成23年度で沖縄

県の１床当たり平均繰入額は363万2000円、全国平均

が466万1000円となっております。

全国とこれだけ差がある。沖縄県○西銘純恵委員

のベッド数を全て掛けると、全国との比較で実際ど

れだけになっているか見たいと思うのです。沖縄の

ベッド全てに全国平均並みに掛けると、どれだけの

繰入額が想定されますか。
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委員の質疑にお○稲嶺盛秀県立病院課経営企画監

答えする前に、まず全国平均を少しお話ししておき

ます。全国平均の繰入額は65億9742万5000円でござ

いまして、先ほど委員から質疑のあった全国平均額

の466万1000円に沖縄県の病床数―これは平成23年度

、 、時点の病床数でございますが 2304床を掛けますと

107億3894万4000円となっております。

全国並みにやってほしいというこ○西銘純恵委員

とを要望して、次に移ります。

定数について現場の声が生かされていない。なぜ

、 、かということですが 沖縄県職員定数条例第３条で

定数の配分について条文はどうなっていますか

条例所管は総務部に○嘉手納良博県立病院課長

なっておりまして、現在手元にございません。

皆さん定数があと何十名も足りな○西銘純恵委員

いという中で、総務部に委ねているということは通

りませんよ。県条例はどうなっているの。病院事業

は病院事業局長が管理者でしょう。管理者が定数を

決める、配分をする権利は持っていないの。

条例第３条第１項「前○嘉手納良博県立病院課長

条各号に掲げる職員の定数の当該事務部局内の配分

は、それぞれ各任命権者が定める 、第２項「各任。」

命権者は、知事の定める基準により、前項の職員の

配分定数の細分を定めるものとする。この場合にお

いて、知事以外の任命権者は、知事と協議するもの

とする 。以上でございます。。」

第２項は病院事業局長が知事と協○西銘純恵委員

議すると。九州で病院事業を持っているところの定

数条例はどうなっていますか。沖縄と一緒ですか。

今手元に資料がござい○嘉手納良博県立病院課長

、 、 、ませんが 私の記憶しているところでは 九州各県

病院事業者で定数条例を持っているところはなかっ

たのではないかと記憶しております。

定数条例は聞いていないですよ。○西銘純恵委員

県職員の定数条例でどうなっているかと聞いている

のです。それに答えてください。

今手元にございません○嘉手納良博県立病院課長

ので、承知しておりません。

病院事業の管理者は病院事業局長○西銘純恵委員

だと。そこに権限がきっちりと移譲されていないの

が沖縄県の問題だと言ってきました。熊本県、鹿児

島県、福岡県、長崎県は病院事業を持っています。

全て定数は病院事業の管理者が定める、みんなそう

。 。です この第２項を持っているのは沖縄だけですよ

だから、これは異常ではないかと思っています。で

すから条例の改正も含めて、県民の医療を守るとい

うことで現場の病院職員の勤務が定数に生かされて

いく、そのような体制にできるように、病院事業局

長にきちんと管理者としての権限を定めることが必

要だと思うのです。私はこの件は課長が答える問題

でもないと思うし、本来なら知事に対して聞きたい

ところですが、一応答弁を求めます。

沖縄県職員定数条例に○嘉手納良博県立病院課長

つきましては総務部所管になっておりますので、そ

の解釈につきましては私どもで述べる立場にないと

考えております。

地方公営企業法の全部適用を受け○西銘純恵委員

ているこの病院事業が、管理者権限をじゅうりんさ

れていると私は思っているのです。県職員定数条例

は知事が提案しますから、この件に関しては私、質

疑を保留したいと思います。

今の質疑につきましては要調査事○呉屋宏委員長

項として取り扱ってほしいということですので、明

３月14日の委員会でその取り扱いについて確認いた

します。

西銘純恵委員。

保育対策事業費についてお尋ねし○西銘純恵委員

ます。

保育対○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

、 、策事業費につきましては 特別保育事業等助成事業

安心こども基金事業、待機児童解消支援基金事業、

保育士産休等代替職員配置支援事業、待機児童対策

特別事業、事業所内保育総合推進事業、保育緊急確

保事業の７つの事業で構成されておりまして、待機

児童の解消や子育て支援を推進していく事業となっ

ております。

現在、認可保育所は何カ所で、何○西銘純恵委員

人入所していますか。

法人立○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

の保育所は305カ所になっております。定員は２万

7811名になっております。平成25年４月１日現在で

ございます。

認可外保育所は同時点でどうです○西銘純恵委員

か。

認可外○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

保育施設につきましては、同時点で施設数は433カ所

です。利用児童数は１万7017人となっております。

この保育所の総数に占める認可外○西銘純恵委員

。保育施設の割合は全国と比べてどうなっていますか

沖縄県待機児童対策行動指針でお尋ねしています。

３ページ。

施設数○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長
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で申し上げますと、全国が24％に対しまして、本県

の場合は53％となっております。

乳幼児の人数に占める認可外保育○西銘純恵委員

施設の利用状況の割合はどうでしょうか。

乳幼児○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

人口に占める認可外保育施設の利用状況は、全国は

2.9％に対し、本県が17.9％となっております。

現在の待機児童は何人で、割合は○西銘純恵委員

どうですか。全国との比較はどうでしょうか。

平成25○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年10月１日現在でございますが、これはあくまでも

、 。顕在化している待機児童ということで 3013名です

平成24年度はどうでしょうか。全○西銘純恵委員

国との比較が知りたいのです。

平成25○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年４月１日現在でございますが、本県が2216人に対

しまして、全国が２万2741人となっております。

待機児童数につきましては全国第２位となってお

りまして、待機率につきましては、5.9％と最も高い

値となっております。

平成25年４月１日は、ほかの都道○西銘純恵委員

府県が出ていないと思うのです。沖縄県待機児童対

策行動指針の６ページで、待機児童についてほかの

都道府県との比較を平成24年度で出していますが、

それはどうなっていますか。

平成24○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年４月１日現在の待機児童の全国の状況でございま

すが、本県は東京都に次いで待機児童数が多く、大

都市以外では待機児童問題が深刻な状況にあるとい

うことでございます。

平成22年度から４年間の待機児童○西銘純恵委員

数の推移をお尋ねします。

平成22○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

年度が1680人、平成23年度が2295人、平成24年度が

2305人、平成25年度が2216人。これは毎年４月１日

現在でございます。

これは知事の公約でお尋ねしたい○西銘純恵委員

のです。知事は待機児童ゼロを目指すと公約したの

ですが、平成22年から確実にふえているのです。全

く減っていないのです。私は、これは知事公約との

関係で、知事に質疑を保留したいと思います。

今の質疑については要調査事項と○呉屋宏委員長

して取り扱ってほしいということですので 明３月14、

。日の委員会でその取り扱いについて確認いたします

西銘純恵委員。

、○西銘純恵委員 国民健康保険指導費の具体的内容

予算額は前年度と比べてどうなっていますか。

国民健康保険指導費○上地幸正国民健康保険課長

は、市町村及び国民健康保険団体連合会に対する補

助金、負担金及び保険者に対する指導監督に要する

経費等となっております。平成25年度当初予算では

184億8995万5000円に対し、平成26年度当初予算では

196億7772万2000円となっております。

国保事業は拡大している状況だと○西銘純恵委員

思うのですが、国保税が高くて払えないという声が

多いのです。那覇市で４人家族、年収250万円で国保

税は幾らと試算されているでしょうか。

今の質疑ですが、手○上地幸正国民健康保険課長

元には那覇市の40代の夫婦と子供２人の４人世帯、

所得額300万円で税額を算定した場合、保険税額は47

万9600円となります。

年収300万円で47万円、１割以上の○西銘純恵委員

国保税を４人世帯が払う。これが国保税が払えない

。 、大もとだと私は見ているのです 県平均１人当たり

赤ちゃんも含めて、幾らの国保税でしょうか。

１人当たりの調定額○上地幸正国民健康保険課長

では、県平均５万9202円です。

これは赤ちゃんでも小学生でも頭○西銘純恵委員

割り６万円近くという意味ですよね。全世帯に占め

る滞納世帯、そして短期保険証などの交付世帯の割

合はいかがでしょうか。

平成25年６月１日現○上地幸正国民健康保険課長

在、滞納世帯数が４万2263世帯で、その割合は16.3

％です。短期被保険者数は２万2223世帯で割合が8.6

％、資格証明書交付世帯が200世帯で0.1％です。

国保全世帯が25万8769世帯、うち○西銘純恵委員

４万2000世帯は滞納せざるを得ない。２万2000世帯

が短期保険証といいますが、短期保険証はどれだけ

の期間ですか。月々交換に行くということで、みん

な相当大変だという声を上げていますが、期間は決

めていますか。

市町村によって、１○上地幸正国民健康保険課長

カ月のところと３カ月、６カ月のところがあると聞

いております。

。○西銘純恵委員 ６カ月のところはどこでしょうか

そして、差し押さえをしている市町村は直近で何カ

所ありますか。

質疑の途中ではありますが、所用○呉屋宏委員長

のため、副委員長に委員長の職務を代行させますの

で、よろしくお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、正副委員長の交代）
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再開いたします。○狩俣信子副委員長

それでは、引き続き質疑を行います。

上地幸正国民健康保険課長。

６カ月の短期保険証○上地幸正国民健康保険課長

、を発行している市町村名までは把握していませんが

18歳未満については全部それで対応しているという

ことです。それから、差し押さえにつきましては23

市町村ということです。

大人の短期保険証はほとんど１カ○西銘純恵委員

月です。６カ月というものはないのです。だから本

当に病院に行けない。滞納しているものを全額払え

とか、そういうことを言われてなかなか行けないと

いうのが今の実態です。

政府の国保会計に対する負担金が都道府県も市町

村もどんどん減らされてきて、保険料に転嫁されて

いる。この間ずっと、皆保険制度と言われながらこ

うなっているのが今問題なのです。政府の負担金問

題で全国都道府県の皆さんが意見を上げていると思

うのですが、どのような意見でしょうか。

、○上地幸正国民健康保険課長 全国知事会とともに

国費の拡充を求めた国保の構造的課題に対する抜本

的解決策について、国に対し要望しているところで

ございます。

病院に行く人がふえれば保険料で○西銘純恵委員

賄えとか、差し押さえをするということがずっと続

いてきたけれども、もうこれが限界に達している。

都道府県でもこのように、きちんと国の負担金を入

れよということをやっているのですが、国保世帯の

特定健診の受診率はどうでしょうか。

平成24年度の受診率○上地幸正国民健康保険課長

は37.3％となっております。

要精密検査と言われた方はきちん○西銘純恵委員

と受けていますか。これは自費になるのですよね。

受けられていますでしょうか。

特定保健指導の受診○上地幸正国民健康保険課長

率は48.8％となっております。

国保世帯は保険料も高い、そして○西銘純恵委員

医療費も３割ですよね。特定健診そのものが４割に

も満たない健診率ですね。それから５割弱が精密検

査。なぜかというと、例えば大腸検診をやるときに

は二、三万円かかるのです。だから、保険料を払え

ない人はそういう医療費も払えないから、精密検査

も行けないのが実態なのです。

お尋ねしたいのですが、健康長寿おきなわと知事

は言っているけれども、やはり国保制度をきちんと

支える、病院に行けるようにするということをやら

ないと、高齢になって急に健康になるわけはないの

です。若いときから病院に行けないと重症化する。

市町村の一般会計から国保特別会計への繰入額は

95億円だと思います。沖縄県は現在、市町村国保に

補助していますか。

県独自の補助はやっ○上地幸正国民健康保険課長

ておりません。

沖縄県で国保広域化をすることに○西銘純恵委員

なっても、今でも補助をしていない中で、財政力が

。全国より低い沖縄ができることはないのではないか

広域化についてはやはり国に財政負担をきちんと求

めていくべきだと思います。

最後に、さきの長寿世界一の知事公約、世界一と

言っているから、2010年はどうなりましたか。沖縄

県の寿命ですよ。

2010年都道府県別生命表と○糸数公健康増進課長

いうことで、本県の平均寿命が公表されました。沖

縄県の男性の平均寿命は79.4歳となっていて、これ

を世界の国々と比較すると、世界の10番目がイタリ

アですが、そこと同じになります。女性は87.02歳と

なっていて、今、世界一は日本の平均寿命ですが、

、日本の平均寿命より沖縄県は上回っておりますので

国との比較でいうと今、世界で一番になります。た

だ、国内では３番目です。

休憩いたします。○狩俣信子副委員長

午後３時55分休憩

午後４時９分再開

再開いたします。○狩俣信子副委員長

休憩前の、私、狩俣委員の質疑に対する答弁で、

医務課長から答弁の訂正を行いたいとの申し出があ

りますので、発言を許します。

阿部義則医務課長。

それでは、狩俣委員への答弁○阿部義則医務課長

について訂正させていただきます。

、 、答弁の中で ＤＭＡＴ関連予算として387万6000円

この中に広域災害救急医療情報システム、ＥＭＩＳ

の予算も入っていると申し上げましたが、よく見ま

したら別予算になっておりまして、このシステム代

としましてまた別の予算で920万円計上させていただ

いています。

休憩前に引き続き、質疑を行○狩俣信子副委員長

います。

比嘉京子委員。

お疲れさまです。最後になります○比嘉京子委員

が質疑をいたします。

まず病院事業局長に、今さらながらでございます
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が、県立病院の役割をお願いします。

県立病院の役割といたし○伊江朝次病院事業局長

、 、ましては 沖縄県内の県民が欲する医療を踏まえて

しっかりその医療を提供していくことだと思ってお

ります。

もちろん今おっしゃったとおりだ○比嘉京子委員

と思いますが、１つには、沖縄は観光立県を目指し

ていますよね。そうすると、多くの観光客、修学旅

行生、それから今、時期的にプロ野球の球団等が来

る。やはり医療体制が整っている地域を選んで来る

わけです。そこに中部病院があるから、そこに北部

病院があるから そこに八重山病院があるからと言っ、

て来るわけです。そのことを踏まえると、私は沖縄

県民のみならず、沖縄のリーディング産業として大

きな役割を皆さんが担っているということをまず踏

まえていただきたい。

それから、朝から質疑を聞いていると、どうも採

、算性を非常に気にしておられるように思うのですが

かつて独立行政法人化の話があったときに、採算を

第一に考えて医療をすれば、負のスパイラルに入る

という指摘が―島根県立中央病院の中川院長や、そ

れから私の手元にある徳島県の１年間で黒字化した

塩谷氏でしょうか、そういう方々の考え方は、良質

な医療を追求すると必ず利潤はついてくる。今、こ

の逆を私たちは議論し過ぎているのではないかとい

うことを踏まえて、まず第１番目に、ことしもまた

、僻地医療も含めて医師不足が言われているのですが

現状として、ことしの医師の需給状況はどうでしょ

うか。

今の医師不足の○篠﨑裕子県立病院課医療企画監

状況は、人数的には６名です。北部病院の産婦人科

が３名、南部医療センター・こども医療センターの

泌尿器科が１名、宮古病院の耳鼻科が１名、八重山

病院の眼科が１名となっております。

毎年この時期になると医師不足の○比嘉京子委員

話が出てくるし、それから沖縄県職員定数条例の話

が出てくるわけですが、では、次に福祉保健部に聞

きたいのですが、皆さんから資料をいただいたら、

今、医師確保対策事業というのが、一応廃止になっ

たものを除くと18ぐらいの事業があるのです。その

医師確保対策関連事業の年間総額は幾らですか。

平成26年度当初予算として計○阿部義則医務課長

、 。上しておりますのは 総額として17億7124万3000円

これはあくまでも我々が医師確保対策関連として捉

えている予算の総額でございます。

年間にこれだけ投じていて、毎年○比嘉京子委員

のようにこの時期になるとどこどこの医師が足りな

いというお話が出てきますが、病院事業局長にお聞

きしたいのですが、今６名というお話がありました

けれども、定数枠に足りない医師は何名いるのです

か。それが６名ですか。

結局、医師が配置されて○伊江朝次病院事業局長

いないために診療を休止している診療科が、先ほど

の６人と考えてございます。

６名ということで位置づけておき○比嘉京子委員

たいと思います。

少し話が飛びますが、今回の80名、それから去年

の47名でしょうか、この職種と人数はどこでどのよ

うにして決定されているのでしょうか。

県立病院課にいわゆる人○伊江朝次病院事業局長

材確保チームを結成しまして、現場に出向いて各部

署でのヒアリング等を行いながら、緊急性とか必要

性を考えてまず数を出す。それを踏まえて、総務部

といろいろ折衝して決定している状況であります。

県立病院の院長にお聞きしたいと○比嘉京子委員

思うのですが、ここで看護師何名、医師何名と決め

られたことが、現場で本当に使い勝手がいいのかど

うか。現場裁量権をもっと持たせるべきではないか

という考えがあるかどうか。どこか代表的なところ

からお聞きしたいのです。中部病院か南部医療セン

ター・こども医療センターか。

私たちは、いずれにしろ医○松本廣嗣中部病院長

師も看護師も不足しております。しかも医師は非常

に重要な部分です。ですから、それはいただければ

どっちもそのまま使いたいわけです。ただ足りない

わけです。申し上げれば、定数は少し病院事業局全

体でゆとりのある配分をいただければいいと私は思

います。そうしないと、なかなかぎりぎりの線でこ

れだけの定数をいただいても、すぐ使い切ってしま

うのです。それではゆとりを持って人をキープする

ことができないのです。希望者はいます。希望者は

いるけれども、それを手に入れることができない状

況があるわけです。それは各職種においてそういう

ことが言えるわけです。いただくのはありがたいの

ですが、それより前にもう少しゆとりのある定数の

構築というのか、そういうものがないと難しいと思

います。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

先ほど病院事業局長からあった６人の医師が院長

不足ということは、診療科ができていないというこ

とでありまして、本来なら今言った数そのものが足

りないのです。だから決してそれで十分にできると
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は言えません。特に看護師に関しては要求した分よ

りもかなり少ないと思うのです。これは先ほど言い

ましたように、どうしても看護師には産休、育休が

あります。40名も不足しているわけですから、それ

を加えたのが本来の定数と考えなくてはいけないの

ではないかと思います。

後ほどもう一度各院長に聞きたい○比嘉京子委員

と思っておりますが、結局、年間の産休、育休で平

均的にどれぐらい看護師が足りなくなるという、あ

る程度の概算があると思うのです。そういうことが

定数的に上乗せされていないために、常に途中で人

探しをしようとすると、そこに残っている人たちだ

けの過重労働になっているという今の実態は―先ほ

どからの沖縄県職員定数条例第３条第２項ですか、

これは全国的に見てもほとんど見当たらないと私も

理解しておりますので、そこが大もとのネックでは

ないかということと、地方公営企業法全部適用の権

限移譲が全くされていない。その２つの大きな理由

があると理解しております。

そこで現状ですが、今、足りない、足りないの中

からこれだけやるというのですが、病院事業局長、

この必要人数、先ほど平成24年度の351名が出たので

すが、毎年のように必要人数は上げていないのです

か。

委員も御存じのとおり、○伊江朝次病院事業局長

平成24年度以前は毎年そういう定数を要求した経緯

があるということだと思いますが、今回、平成24年

度に351名という数字をまとめたのは、中期的なスパ

ンでこれをどうするかということで数字を出したと

いう状況でございます。

実に不思議な配分ではないかと思○比嘉京子委員

、 、 、うのが 去年はほとんどが理学療法士 作業療法士

言語聴覚士という人たちだけをやり、今回は医師と

看護師。それ以外に医療現場にはどういうコメディ

カルが必要でしょうか。

現場からはコメディカル○伊江朝次病院事業局長

の各職種、例えば検査技師、放射線技師、薬剤師、

それから臨床工学技士といったものが要求として上

がっております。

それで、新しい診療報酬等も踏ま○比嘉京子委員

えて中部病院の院長にお聞きしたいのですが、先ほ

ども少し出た臨床工学技士―ＭＥについて、どうい

う内容の仕事であるかをお聞きしたいと思います。

臨床工学技士は非常に専門○松本廣嗣中部病院長

的な勉強をしておりまして、病院の中で使ういろい

ろな機器―人工呼吸器、人工心肺装置、透析装置、

、あらゆる機器にはモニターというものがありまして

血圧などがどう変わっていくのかを継続的にずっと

見る機械があります。こういうあらゆるものを彼ら

は勉強してくるのです。そして卒業して病院に勤め

るわけですが、実際、手術室の中に入りまして、心

臓の手術をするときなどに人工心肺装置の補助をす

るとか、あるいは透析室におきまして、慢性腎不全

の患者の治療の場合に透析機を管理している。それ

から、修理が必要になるような医療機器がたくさん

ございます。そういうものは、臨床工学技士がいな

い場合は業者に依頼して修理をするわけですが、そ

ういうものも日々のメンテナンス、月々のメンテナ

ンスをきちんとしておけば修理も少なくなる。そう

いうメンテナンスをやる作業も彼らはやっておりま

す。ですから、修理費用などが少しは軽減するので

はないかという意味合いでも、少しはというか、か

なり大きい意味を持つのではないかと思います。

引き続きお聞きしたいのですが、○比嘉京子委員

現在は何名おられて、どれだけのニーズがあるので

しょうか。

中部病院には現在５名の正○松本廣嗣中部病院長

規職員がおりまして、１名は嘱託職員で、合計６名

です。今回の診療報酬改定に伴いまして、今後、私

。たちは最低でも５名は必要だろうと考えております

県の今回の意図は、ＮＩＣＵ―新○比嘉京子委員

生児集中治療室とかを機能させるために医師、看護

師をふやすという話があるわけですけれども、この

２つで本当に回るのかとこの間勉強会をやったので

すが、そういう意味でいうと、今のＭＥの対応はど

うですか。

私たちは、非常に厳しい中○松本廣嗣中部病院長

で県立病院課の職員が努力して、この80名という定

数増を獲得してくれたと思っております。それはや

はり最大限の努力だったのだろうと思いますので、

本来はもっとたくさん欲しいのですが、今回はこの

程度で我慢するしかないというのが最初の受け取り

方でございます。しかし、先ほども申しましたよう

に、診療報酬の改定がこのように進んできますと、

やはりあの職種も、この職種もという気持ちになっ

てまいります。

現在、中部病院に必要なほかの職○比嘉京子委員

種はどういった職種で どれぐらい人数が必要でしょ、

うか。

すぐに数字をお答えするこ○松本廣嗣中部病院長

、 、とはできませんが 現在問題になっておりますのは

薬剤師、それから管理栄養士、病理の医師、眼科の
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医師、リハビリは一応ある程度いますが、リハビリ

の職員も欲しいということです。それから先ほど申

し上げましたＭＥ、こういう人たちも必要です。そ

れから医師としては麻酔科もおりました。

このように、１つの病院だけでも○比嘉京子委員

これだけ必要と。そのことはそのまま診療報酬には

ね返ってくるわけですよね。

まさにそのとおりです。診○松本廣嗣中部病院長

療報酬に、これによって収益が上がると私たちは想

定しているために、そういうものが何とか手に入ら

ないだろうかと考えております。

次に南部医療センター・こども医○比嘉京子委員

療センター院長にお聞きしたいのですが、今のＮＩ

。ＣＵのベッド数は足りていらっしゃるのでしょうか

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

まさにきょう、この話をやりたいという気持院長

ちでいたのですが、我々のＮＩＣＵは今30床です。

ＮＩＣＵは２つに分かれていて、ＮＩＣＵとＧＣＵ

―発育観察管理室に分かれているのです。ＮＩＣＵ

が12床で、回復期が18床。ＮＩＣＵには一番ぐあい

の悪いときに来るわけです。現在、我々のＮＩＣＵ

には年間300人ぐらいの入院があります。ところが、

実際に我々の病院が受け付けできなくて、ほかに回

すのが年間150例もある。これは政策医療だと思いま

すけれども、私が強く要求したいのは、ＮＩＣＵ12

床とＧＣＵ18床を逆転させればいいと思うのです。

要するに、ＮＩＣＵ18床で、それからＧＣＵ12床。

そうすると、より重症な子供を我々の病院で診るこ

とができる。

我々の病院は免震構造で、これを外に拡張するの

は非常に困難です。これは建築法上の問題です。と

ころが、中でいじるのはできるのです。しかもこの

。比率を変えることは経費的には非常に少なくていい

ただ問題なのは何か、看護師です。ＮＩＣＵは２対

１、ＧＣＵは４対１ですから、当然看護師がふえな

くてはいけない。これが今の想定では７名です。そ

うすることによって病院の収益も数千万円上がりま

す。ぜひこれは政策医療として考えてもらいたいと

思います。

今、看護師問題が出ましたけれど○比嘉京子委員

も、南部医療センター・こども医療センターにおい

ても、ほかにコメディカルとして本当に必要な―こ

れはチーム医療として動いているので、確かに医師

と看護師をやればいいという問題ではないと思うの

です。ほかにどういう問題があるか。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

最近の進んだ病院は、いわゆる少数精鋭では院長

なくて多数精鋭主義です。それぞれの病棟ごとに複

数の専門家がいて、そこで患者をケアすることでど

んどん患者がよくなる。

今、コメディカルの不足の話が出たのですが、１

つはＭＥですね。余りにも数が少ない。５名と嘱託

職員が１名ですが、実は我々は心臓の病気が非常に

多くて、夜間の緊急手術が多い。そうすると人数が

少ないために疲弊して、場合によっては家庭の崩壊

とか、そういうことにもつながって、結局やめざる

を得ないとか、そういう事態も実際に起こっていま

す。

それからほかのコメディカル、薬剤師です。本来

薬剤師は調剤だけではなくて、患者にいわゆる服薬

指導をすることによって、患者の治療やお薬に対す

る理解が変わると。今、日ごろ余りに調剤とか患者

に薬をあげるのに時間がかかって、病棟に行くよう

な、本来の薬剤師にしかできないようなことが少な

い。だからこれをぜひやっていただきたい。そうす

るとこれも加算につながります。

それから我々の場合は、もう一つはやはりリハビ

リです。最近はリハビリテーションをいろいろする

ことによって回復が早くなっています。この絶対数

が少ないということです。大体コメディカルについ

ては、今すぐに思い浮かぶのはそういうのがあると

思います。

続いて北部病院、それから宮古病○比嘉京子委員

院、八重山病院においても、ハード、ソフトどちら

でもいいですから、本当に喫緊の課題についてお答

えいただきたいと思います。

宮古病院は昨年６月に新○安谷屋正明宮古病院長

病院に移転したばかりで、それに伴って医療機器は

かなり整備されているのです。宮古病院は離島の中

核病院としての役割がありますし、最新の医療機器

の整備は当然中核病院としてやっていかなければな

らないし、地域住民もそれを望んでいると思うので

す。ただ、本当にこの地域でその医療をスタートす

るに当たっては、そういう専門医師が確保できるか

という問題、それから離島における患者数の問題、

それから集中化すべきような疾患があるだろうとい

うことを検討しながら、離島の医療は充実していか

なければならないと基本的に思っているわけです。

そういう離島の中核病院の質を高めていくという

中においては、確かに皆さんのおかげで沖縄県職員

、 。定数条例が改正 改正で定数もかなりふえています

医師の数もかなりふえました、看護師の数もふえま
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した。ただ、先ほど我那覇南部医療センター・こど

も医療センター院長が言ったように、例えば離島の

場合、育休とか産休の補充、それから離島の病院に

おいて看護師の教育は非常に大事なのです。長期研

修に出す問題もあります。そのような補充を含めた

人材の余裕がないとだめです。

、 、それから 離島の医療の質を充実させるためには

いろいろなメディカルスタッフが必要になります。

今言ったような臨床工学技士の問題。近年の医療の

進歩はすごく早いわけです。我々が定数を考えてい

る以上に医療は進歩していて、人がどんどん必要に

。 、なってくるのです 宮古でも心筋梗塞の患者の治療

カテーテル治療がどんどん進んでいくわけです。そ

れからペースメーカーの問題。ですから現在、臨床

工学技士は宮古に１人ですが、いろいろなところに

かかわらないといけない専門性がやはり必要になっ

てくるわけです。それから精神保健福祉士、社会福

祉士、臨床心理士、そういういろいろな職種の総体

で医療の質が上がってくるわけです。

離島の場合には、嘱託職員とかそういう形ではな

かなか来てくれないという問題が非常にあります。

沖縄本島の場合はある程度人材も多いですよね。で

すから嘱託職員採用もできます。離島の場合には、

どうしても離島に来るメリットがないと、なかなか

来てくれないという問題を抱えていることがありま

す。

今、宮古病院は新築さ○依光たみ枝八重山病院長

、れて喫緊の問題はなくなったとおっしゃいましたが

八重山病院にとって喫緊の問題は、やはり施設の老

朽化です。もう34年たちました。毎日毎日あちこち

で、あそこがもう水漏れしているとか、電気がおか

しいとか。それから、２月１日に電子カルテが入り

ました。その電子カルテがようやく軌道に乗り始め

たのですが、その途中で電気系統がトラブルを起こ

したりということがありまして、やはり喫緊の問題

といいますと施設設備、それから医療機器、それか

、ら自家発電がこの間作動しないことがわかりまして

今取りかえの作業中であります。

それから、安谷屋宮古病院長がいろいろ人材確保

とか、そういうことは離島の問題として同じような

問題を抱えておりますが、やはりこの後３年の間、

本当に病院がそのまま存続するように祈るしかない

と思ったりもしております。そういうぐらい、喫緊

の課題といえばやはり設備問題です。

今の順番どおり離島から始○上原哲夫北部病院長

、 、まって北部に行くのですが 医師の確保そのものは

、県の姿勢としてはやはり離島が重要視されますので

離島を充足した後に北部の医師を充足しようという

パターンが続きますので、その積み重ねで北部は現

在の医師不足で非常に大きな痛手をこうむっている

のではないかと思っています。そういうことで医師

を確保するために、病院事業局長初め県知事、副知

、 、事にも一応御足労を願ったり 医師確保班を中心に

本土にいろいろはせ参じては医師確保をしているわ

けです。私も院長になって３年になりましたが、や

。はりそういう状態がまだ続いている状況であります

そういう面で、なぜ医師が定住しないのかとか、

その辺の確保はどうなっているかということで、市

町村を初めとして大きな問題となっていまして、基

幹病院構想もあるのですが、その中で市町村の予算

を使いまして、今月、医師2000名、それから住民２

万人、いろいろな医療関係者からなぜ北部に医師と

か医療人が来ないかとか、そういうアンケートが始

まっています。その結果を一応分析しないといけな

いということで、これからいろいろやらないといけ

ないことはいっぱいありますが、そういう意味で医

。 、療人の確保が大変です ７対１看護体制に関しては

先ほど申しましたようにいろいろな側面を含んでい

ると思います。

ハード面に関しましては、当院にも研修医が毎年

５人、10人いるものですから、午前の答弁にもあり

ましたように、研修医10人を中心にした宿舎の確保

がやっとできるようになりました。そのほか那覇市

から通っているとか、ほかに今度、内科の医師が５

名退職するものですから、その応援を中部病院から

頼むということもありますので、その中で医師のた

めの宿舎も準備しないといけないということで、準

備中であります。

また、名桜大学とか北部地区医師会の看護学校も

ありますが、その看護学生の実習とかに使う部屋も

ないのです。去年あたり、何年か前にも議員の皆さ

んにいろいろ見学いただいたのですが、病院の周り

に古い宿舎がいっぱい建っていまして、それを取り

壊しながら少しずつ再建していこうということであ

ります。

医療器具に関しては、予算が毎年5000万円ぐらい

の中で縛られるものですから、やはり20年選手とい

いますか、そういう機械もあることはあります。そ

の辺の整備も一応課題として残っています。

病院事業局長にお尋ねしたいので○比嘉京子委員

すが、どうも去年の作業療法士と今回の医師、看護

師、やはり人数を獲得するときに、採算性という説
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明がつきやすいところに行っているのかと。去年、

ことしを見ているとそういう気がしないでもないの

ですが、その辺はどうでしょうか。もちろん今、沖

縄県職員定数条例の問題があるし、権限移譲の問題

があるのですが、そこはどうですか。

当然、公営企業として経○伊江朝次病院事業局長

済性はやはりしっかり踏まえないといけないと思い

ますし、今回の定数増に関しては、救急医療、産科

医療、小児科医療を強化することを念頭に置いてい

る状況です。ですから別に採算性だけを考えてやっ

ているわけではないし、そのようなことを考えたら

やりがいもなくなりますので、そういったところは

しっかり押さえて、今後しっかり検討しながらやっ

ていきたいと思っております。

私は、今の定数増が現場のニーズ○比嘉京子委員

に合っているだろうかというところからスタートし

て質疑をしているのですが、やはり医師、看護師を

ふやしても、それ以外のコメディカルも一緒にふや

さないと機能しないということが、今、現場からの

意見の中にあったわけです。病院事業局としては、

そこをやはりしっかり要求していくことが筋ではな

いかということが１つあります。これはぜひ検討し

てほしい。

福祉保健部にお尋ねしたいのですが、先ほどの年

間17億7000万円という医師確保対策事業ですが、そ

れに対する費用対効果と言っては何ですが、その効

果はどのように自己評価しておられますか。

事業としてはたくさん○崎山八郎福祉保健部長

やっていますが、代表的なもので言いますと、まず

１つ目には後期臨床研修医確保のための事業という

ことで、後期臨床研修医に福祉保健部から費用を出

して養成して、その後期臨床研修が終了した後に離

島に行くということで、離島の医師確保ができてい

るということがあります。

もう一つは医師修学資金ですが、これについても

既に何名かは離島に派遣されておりますが、今後ま

た地域枠の学生も卒業してきますので、そういった

地域枠の学生が卒業して後期臨床研修を終えれば、

また比較的に確保できると考えております。

これだけ数がある中で、見直すべ○比嘉京子委員

きものもあるのか、それから今後どうやっていくの

か。おきなわクリニカルシミュレーションセンター

について、今後のあり方を皆さんはどう考えている

のですか。

委員がおっしゃったおきなわ○阿部義則医務課長

クリニカルシミュレーションセンターは、県内の共

同利用施設として医師のキャリアアップの形成、全

ての時期に臨床診療のトレーニングを行えることを

目的に、琉球大学が事業主体となって設置している

ものでございます。平成24年度から運用を開始して

おりまして、これまで県としましては、施設整備と

か機材、医療機器の整備について、地域医療再生基

金を使って全額補助をしております。こういう施設

ですから、今後ともぜひ活用していただきたい。こ

れが医師確保につながればいいと考えております。

ですから、それが医師確保につな○比嘉京子委員

がっているのですかという話です。

おきなわクリニカルシ○平順寧保健衛生統括監

ミュレーションセンターについては琉球大学ともい

ろいろ議論しております。平成26年度から地域医療

支援センターを琉球大学に置いて、医師のキャリア

アップをやっていこうということで、特におきなわ

クリニカルシミュレーションセンターについては、

最近、女医が多くなっていて、産休、育休で次に仕

事につくときに少し自信がないということで、その

シミュレーションセンターで少し訓練していく。実

は今、潜在的看護師のこともそのおきなわクリニカ

ルシミュレーションセンターで少しやっているので

す。そういったことでいろいろ活用が広がれば―実

は、琉球大学医学部の学生の４割は女性です。です

から将来、そういう人たちが産休、育休をとって、

また仕事につくときにおきなわクリニカルシミュ

レーションセンターで訓練していく。そういう方向

にどんどん進んでいけばいいということで、琉球大

学の教授と話をしているところでございます。

平成24年度、平成25年度で３倍ぐ○比嘉京子委員

らい、３億円余りの費用になっているのです。私が

今質疑しているのは、毎年この時期になって―途中

でもそうですが、医師が不足だと。福祉保健部では

これだけの医師確保対策事業をしていると。それが

本当にこの時期の10名とか20名の医師確保につな

がっているのかという状況が毎回起こるわけです。

そのことを申し上げているわけです。

そうすると、他府県ではどうやって医師確保をし

ているのかをもう少し調査するなり、または医師確

保対策室というものを独立してつくることが必要な

のかどうかも含めて、ばらばらにたくさんのお金を

投げているのだけれども、これが実際にどのように

医師確保につながっているのか。医師修学資金の抜

け穴もいっぱいあるわけです。そのことを申し上げ

ているのですが、福祉保健部長、どうですか。

医師確保については、他○崎山八郎福祉保健部長
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県の状況もいろいろ情報収集しておりますし、今後

も情報収集は続けていきたいと思っています。医師

確保についてはなかなか難しいところもあります。

今さまざまな事業に取り組んでいますが、今後、こ

の事業だけでいいのかどうかも含め、検討を続けて

いきたいと思います。

以上で、福祉保健部長及び病○狩俣信子副委員長

院事業局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変お疲れさまでした。

どうぞ御退席ください。

次回は、明 ３月14日 金曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後４時51分散会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 呉 屋 宏
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